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口述1-1

【目的】 我々は馬見靴下事業組合と外反母趾用の靴下（機能
的靴下）を先行研究から共同開発し、外反母趾用の運動療法
を立案した。外反母趾に対する運動療法としてホーマン体操
や母趾外転運動があり、外反母趾角改善の有効性が示されて
いる。しかし外反母趾症例は、後距踵関節の外反や腰椎の前
弯が増大する傾向があるなどに加え、歩行時の立脚期後期に
前内側荷重となり母趾に生じるストレスが増加しているなど
他部位との関連性や歩行様式の変化が報告されている。その
ため外反母趾の理学療法は、局所的な治療のみならず動作時
の力学的なストレスを軽減させることが予防的な観点から重
要である。そこで本研究は、開発した機能的靴下着用と予防
的な観点から立案した運動療法を組み合わせた介入を実施す
る群と運動療法のみを実施した群を比較して、機能的靴下の
効果を理学療法評価と歩行時の床反力計の評価から検討した。

【方法】 対象者は、外反母趾角が15度以上の14名（26肢）を
機能的靴下着用と運動療法を実施する靴下着用運動療法群7
名（13肢）（年齢：20.7±0.4歳、身長：158.8±5.7 ㎝、体
質量：48.6±5.9 ㎏）と運動療法のみを実施する運動療法群7
名（13肢）（年齢：19.7±1.6歳、身長：157.8±3.9 ㎝、体
質量：54.9±7.0 ㎏）に振り分けて以下の各項目で比較した。
測定項目は、介入前後の足部の形態的な変化を評価するため
に、レントゲン撮影による外反母趾角、Leg-heel 角、縦
アーチ高率、横アーチ長率を計測した。歩行時の蹴り出し時
に影響する因子として関節可動域測定として足関節背屈、底
屈可動域を測定し、足趾筋力は足趾把持力と母趾圧迫力を計
測した。また床反力計を使った計測において、歩行時による
垂直値の最初のピーク値（P1）は、踵接地時の床反力として
データとして取り扱い、2回目の垂直値のピーク値（P2）は、
蹴り出し時の床反力データとした。立脚期を区分するために、
接地点から P1までの区間を P1期、P1から P2までを P1-2
期、P2から離地時までを P2期とし、歩行時の立脚時間、
P1期、P1-2期、P2期におけるそれぞれの垂直分力、水平
前後分力、水平左右分力の積分値、総 COP 軌跡長、前後
COP 軌跡長、左右 COP 軌跡長を計測した。介入内容は、
両群ともに6週間の運動療法を週3回実施し、靴下着用運動
療法群は週3回の靴下着用を加えた。統計処理については、
運動療法群と靴下着用運動療法群の2群間に対して得られた
データを正規性あるデータは t 検定、正規性のないデータは、

Wilcoxon 検定で介入前後を比較検討した。有意水準は5%
とした。

【説明と同意】 本研究は、書面にて研究内容を説明してサイ
ンをもらって同意を得ており、所属施設の倫理委員会で承認
されている。

【結果】 靴下着用運動療法群と運動療法群における介入前後
の比較において、両群の外反母趾角の減少、母趾回内角の減
少、縦アーチ高率の増加の有意差を認めた。足関節の関節可
動域測定では、両群共に膝関節屈曲位及び伸展位の足関節背
屈可動域の有意な増加を認めた。足趾筋力評価では、両群は
介入後において足趾把持力の有意な増加を認め、靴下着用運
動療法群の母趾圧迫力の有意な増加を認めた。歩行時の床反
力の評価では、介入後において力学的因子の垂直分力値の有
意な減少が靴下着用運動療法群では、P1期と P2期に認めら
れ、運動療法群では P1-2期と P2期に認めた。

【考察】 介入後において母趾外転可動域練習や母趾外転運動
などによって、介入両群に外反母趾角と母趾回内角の改善が
見られ、介入効果の差から検討すると靴下着用群で外反母趾
角の有意な改善が認められた。運動療法のみで実施するより
も母趾外転機能をサポートする機能的靴下を着用することに
より、介入効果が期待できる可能性がある。また歩行時にお
ける介入前後の床反力計の計測結果より、両条件ともに足関
節の背屈可動域が改善されたことにより足趾離地がスムーズ
となり、P2期における垂直分力値が減少し、母趾への蹴り
出し時に生じる垂直上方へのストレスが軽減させる可能性を
示唆した。靴下着用運動療法群は、P1期に垂直分力値が軽
減しており、これは母趾アライメントの改善と母趾圧迫力や
足部内在筋の筋力が向上したため、P1期にかけてウィンド
ラス機構が作用し、荷重時に緩衝作用として働いたためだと
推察する、運動療法群においては、P1-2期に垂直分力値が
減少し、理由としては足趾把持力の改善はあったが母趾圧迫
力の向上が乏しく、歩行時においてやや遅れた形で荷重時の
衝撃緩衝作用を果たしたためだと考えられた。

【理学療法研究としての意義】 本研究の結果により、靴下の
効果と運動療法によって歩行時の前足部へのストレスを軽減
させる可能性が示唆され、外反母趾への理学療法にとって意
義あるものと考えられる。

外反母趾用の機能的靴下による介入効果の検証
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口述1-2

【目的】 リスフラン靭帯は第1楔状骨、第2中足骨基部間を
つなぐ靭帯で、前足部アーチの維持に重要な役割を果たして
いる。しかし、第1第2中足骨間には靭帯性の構造がないた
め、これらが損傷すると容易に第1第2中足骨間の離開が生
じて前足部アーチの低下を招き、起立歩行や運動時の疼痛お
よび不安定性が出現する。スポーツ時にリスフラン靭帯損傷
を発症することがあるが、治療は保存治療か、手術療法の選
択は一定した見解は定まっていない。今回、当院でおこなっ
た、学生スポーツ選手に生じたリスフラン靭帯損傷の新鮮8
症例における保存治療の効果とスポーツ復帰の時期や復帰の
指標になる評価があるのか検討した。

【方法】 対象は学生8例（男性4例、女性4例）ですべて新鮮
例であった。受傷時平均年齢19.9歳（16-22歳）、スポーツ
プレー中の外傷であった。受傷時は腫脹、局所圧痛を認め、
passive pronation and abduction test 陽性であった。MRI、
X-P にてリスフラン靭帯損傷の StageⅠ（第1楔状骨－第2中
足骨間の離開は認めないもの）が4例、StageⅢ（第1楔状骨
－第2中足骨間の離開が2 ㎜以上、内側縦アーチの低下を認
めるもの）が4例であった。スポーツ種目は高校生（バスケッ
トボール2名、短・中距離走2名、テニス、バトミントン）、
大学生（野球、ハンドボール）であった。すべて部活動の状
況により手術療法が難しいため保存療法を選択した。理学療
法は初診時より RICE 処置の指導、テーピング（足内側アー
チの挙上、中足骨の回外誘導と離開防止および後足部の外反
誘導）および足底挿板（第1・2中足骨と楔状骨間の離開よる
前足部アーチの低下を防ぐ目的で、内側縦アーチを保持する
パッドと踵部内反を防止するパッドを作製）を開始した。疼
痛のない範囲での筋力強化運動をおこなった。筋力強化運動
は足趾・足関節の強化を中心に体幹・下肢強化運動を行い、
受傷後2週からはストレッチ指導やバランス強化運動を追加
した。評価項目は、歩行時痛を Numeric Rating Scale にて
口述評価し、母趾伸展筋力（MMT）、片脚つま先立位保持
動作の有無、スポーツ競技練習の復帰時期などの各評価を初
診時、受傷2週、4、8、および12週で評価した。

【説明と同意】 なお症例すべてにおいて、評価方法、実施に
際して十分な説明を行い、報告に関しても患者本人と御家族
に同意を得た。

【結果】 疼痛 StageⅠの症例で初診時 NRS6/10～9/10、4週

後に0/10と消失した。StageⅢは初診時 NRS3/10～8/10が
2～4週で0/10となった。母趾伸展筋力は StageⅠの初診時
MMT2、2週後に4と向上した。StageⅢは初診時2が4週で
4となった。片脚つま先立位保持動作はすべての症例で初診
時は動作不可であった。StageⅠは2週後に健側と同等の動作
が可能となり、StageⅢは4週で改善した。スポーツ競技練習
復帰時期は、StageⅠが2週後に StageⅢは4週で開始した。
12週時において全ての項目において悪化は認めなかった。

【考察】 リスフラン靱帯損傷に対し保存治療を行い、スポー
ツ復帰は可能であった。しかし、保存療法では疼痛が残存す
るため、スポーツ復帰には手術療法を勧める報告もある。
StageⅡ・Ⅲにおいては、1年以上の経過においてもスポー
ツ復帰率は25から50% で手術療法が選択される場合が多い
とされる。今回、8症例には stageⅢの症例も含まれていた
が、初診から2から4週で競技練習に復帰できた。これは、
早期からテーピングや足底挿板などを使用することで、患部
の関節の補強や痛みの軽減、運動の補助に有効であったと考
える。StageⅢの損傷においても早期より保存治療を行うこ
とでスポーツ復帰が可能な症例もあると考える。
リスフラン靱帯損傷後にすべての症例で、初診時の MMT
は2レベルと母趾伸筋力の低下を認めた。これは、解剖学的
に長母趾伸筋腱が第1楔状骨と第2中足骨付近の上端を滑走
するため、損傷による疼痛や腫脹の影響で筋収縮が低下した
と推測する。スポーツ動作のフットワークやダッシュを行う
ためには足のアーチを保持するウインドラス機構における足
趾伸展が重要である。よって母趾伸筋力の回復（MMT4以
上）はスポーツ競技復帰への指標になると考える。

【理学療法学研究としての意義】 本疾患の報告は少なく、理
学療法の評価方法や治療プログラム、患者の回復経過および
スポーツ復帰状況などの報告は少ない。今後、本疾患の予後
や評価、理学療法プログラムの一助になると考える。

リスフラン靭帯損傷に対する保存療法
―8症例のスポーツ復帰状況―

○岡　徹（おか とおる）
京都警察病院リハビリテーション室
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口述1-3

【目的】 人工股関節全置換術（以下 THA）は、主に変形性股
関節症（以下 Hip OA）などの股関節疾患による痛みや可動
域制限、ADL 低下を改善させる有効な治療手段である。一
般的に THA は経過が良好であり、それに伴い歩行の満足度
も良好であるとされているが、術後に歩行に対して満足され
ない症例が見かけられる。
　THA 術後の歩行満足度に影響する因子は、術後の痛みや
歩容などが報告されているが、一定の見解はない。
　今回、我々は THA 術後3ヵ月時の歩行満足度の阻害因子
と、それらの阻害因子が術前術後のどの時期に生じているの
か検討を行ったので報告する。

【方法】 当院にて2014年9月から2016年2月までに初回片
側 Hip OA に対し THA を施行した47名（女38、男9、平均
年齢68.0±7.9歳）である。術式は対象者全て前側方侵入で
施行。除外基準は両側同日 THA、既往歴に THA のある者、
大腿骨頸部骨折、TKA を含む変形性膝関節症、認知症のあ
る者とした。
　検討項目は、年齢、性別、歩行満足度（100 ㎜VAS scale）、
10MWT、股関節可動域（屈曲、伸展、外転、内転、外旋、
内旋）、安静時・歩行時疼痛 VAS（100 ㎜VAS scale）、JOA 
Hip Score（疼痛、歩行、ADL、可動域）とし、術後3ヵ月
時に評価した。
　術後3ヵ月時の歩行満足度（100 ㎜VAS scale）の平均値に
より、平均値以上を歩行満足群（満足群）、平均値未満を歩
行不満足群（不満足群）と群分けし、歩行満足度の阻害因子
について比較検討した。また、これらの阻害因子が術前、術
後1ヵ月時のどの時期で有意差を生じたのか再度比較検討を
実施した。
　統計解析は、Mann-whitney の U 検定、カイ2乗検定を
用い、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 研究の遂行にあたり、ヘルシンキ宣言の理念
に基づき、患者の人権配慮には十分な配慮を行い、協力を依
頼する患者には、研究の目的を十分に理解を得られるよう説
明と同意を徹底した。また、患者の病状および個人情報の管
理を徹底し、プライバシーの保護にも配慮した。

【結果】 満足群32名、不満足群15名であり術後3ヵ月時に
満足群は不満足群に比し、股関節内転可動域、股関節内旋可
動域、歩行時疼痛 VAS、JOA Hip Score ADL の靴・靴下
の項目において有意差を認めた（p= 0.02、p ＜0.01、p ＜
0.01、p= 0.03）。これらの項目を術前、術後1ヵ月の各時期
で比較した結果、術後1ヵ月時の股関節内転可動域のみ有意

差を認め、満足群の内転可動域は不満足群に比し有意に大き
かった（p= 0.04）。

【考察】 THA 術後の歩行満足度の阻害因子について、先行
研究では術後の痛み、股関節可動域制限、精神状態等と報告
されているが、今回行った研究では、股関節内転可動域、股
関節内旋可動域、歩行時疼痛 VAS、JOA Hip Score ADL
の靴・靴下が挙げられた。
　正常歩行では、股関節内転可動域は立脚期で約10°必要と
されている。先行研究によると内転角度による跛行の出現率
は、5°以下で100%、10°で40%、15°以上で22% と、内転
角度が減少すると跛行の出現率が増すと報告されている。本
研究では、満足群の術後内転可動域が平均14.0°に対し、不
満足群の内転可動域は平均9.7°と満足群に比べ優位な減少
をみとめた。内転可動域が減少すると立脚期の骨盤、体幹動
揺が増大し、歩行満足度が低下すると報告されており、本研
究でも不満足群において、内転可動域の減少による骨盤、体
幹の動揺が跛行を出現させ、歩行満足度が低下したと考えた。
内転可動域制限の原因として、術前の2群間の内転可動域に
有意差がみられないことから、術後の要因が考えられる。本
研究の前側方侵入法は、上前腸骨棘の外下方から遠位に皮膚
を切開し、中殿筋と大腿筋膜張筋の筋間を広げ手術を展開す
るため、術侵襲による皮膚の伸張性低下、中殿筋と大腿筋膜
張筋の攣縮による伸張性低下が生じ、これらの原因が長期化
することで内転制限が生じたと考える。
　また、股関節内転可動域は術後1ヵ月時にも有意差を認め
ていることから、可動域制限は手術から術後1ヵ月の間に生
じており、術後早期からの股関節内転可動域訓練は満足度の
改善に有効であると考える。
　術後の痛みについて、文献では痛みの有無が歩行満足度に
影響すると述べているが、術前の歩行時疼痛 VAS に有意差
がみられないことから、上記で述べた術創部の皮膚の伸張性
低下、中殿筋や大腿筋膜張筋の攣縮などの術後新たに発生し
た痛みによって生じていると考える。
　今後の課題として、痛みの部位や程度等の、より細分化し
た評価が可能になれば、痛みだけでなく、内転可動域制限の
早期改善にも繋がると考える。

【理学療法研究としての意義】 本研究の結果より、術後1ヵ
月時において股関節内転可動域は不満足群で減少しているこ
とから、今後、歩行満足度の向上を目的とした術後早期の股
関節内転可動域訓練は重要であると考える。

人工股関節全置換術術後の歩行満足度に影響を及ぼす因子について
～術前、術後の経時的検討～

○熊田　直也（くまた なおや）1），木村　祐介1），竹内　雄一1），久野　剛史1），速見　全功1），	
北川　明宏1），清水　智弘1），奥田　早紀1），西谷　輝1），岩切　健太郎2），小林　章郎2）
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口述1-4

【目的】 近年の高齢化の加速に伴い2025年には高齢化率が
30% を超えることが予測され、65歳以上の高齢者では腰痛
や歩行障害を訴える頻度が高く今後更に腰部脊柱管狭窄症

（LSCS）の割合も年々増加することが見込まれる。一方、サ
ルコペニアは骨格筋量と筋力、身体機能の低下を通じて
QOL の低下を招くとされている。サルコペニアの初期段階
であるプレサルコペニアは骨格筋量の低下のみを意味し、ま
たダイナペニアは筋力低下あるいは身体機能低下を意味する。
今回われわれは、LSCS 患者におけるサルコペニアの割合と
サルコペニアが LSCS 患者の QOL に及ぼす影響について調
査したので報告する。

【方法】 対象は、平成28年3月～5月までに LSCS と診断さ
れ当院にて後方除圧術予定である術前患者29例とした。比
較検討項目は、サルコペニア判定基準に用いるため握力、最
大歩行速度と筋量測定は TANITA MC-780A を用いた。ま
た、QOL 評価として JOABPEQ（疼痛関連障害、腰椎機能
障害、歩行能力障害、社会生活障害、心理的障害）と安静時
および歩行時下肢疼痛、下肢しびれと腰痛（VAS）を横断的
に評価した。①筋量低下は筋量測定ののち四肢筋量指数
Skeletal muscle index；SMI（㎏/m2）を用い＜7.0 ㎏/m2（男
性）と＜5.7 ㎏/m2（女性）とし、②筋力低下は握力＜26 ㎏

（男性）と＜18 ㎏（女性）、③身体機能低下は最大歩行速度
0.8 m/sec 以下とした。群分けは、重症サルコペニア群は①
②③の3つを持つ者、サルコペニア群は①かつ②または③
を持つ者、プレサルコペニア群は①のみのもの、ダイナペ
ニア群は②あるいは③を持つ者とし、それら以外を Normal
群とした。解析方法は t 検定用い、JOA BPEQ については
マニュアルに準じ Mann-Whitney の U 検定を用い、有意水
準は全て5% とした。

【説明と同意】 研究の遂行に当たり、ヘルシンキ宣言の理念
に基づき患者の人権擁護には十分の配慮を行い、研究に協力
を依頼する患者には研究の目的を十分に理解が得るよう説明
と同意を徹底した。また、患者の病状および個人情報の管理
を徹底したうえでプライバシーの保護に配慮した。

【結果】 重症サルコペニア、サルコペニアと判定されたもの
は無かった。プレサルコペニア群は20.7%（男性5：女性1、
73.0±4.8歳、BMI22.9±2.7）に認め、ダイナペニア群は
37.9%（男性7：女性4、76.0±6.0歳、BMI25.2±3.3）に認

め、Normal 群 は41.3%（男 性9： 女 性9、71.3±4.8歳、
BMI24.7±1.8）であった。両群間の比較の結果、JOABPEQ
社会生活においてプレサルコペニア群は Normal 群に比べ不
良傾向を示した（p= 0.08、プレサルコペニア群34.7±
21.3：Normal 群52.8±24.6）。JOABPEQ 腰椎機能におい
てダイナぺニア群は Normal 群に比べ不良傾向を示し

（p= 0.08、ダイナぺニア群47.8±33.5：Normal 群67.3±
29.6）、歩行能力においてもダイナぺニア群は Normal 群に
比べ不良傾向を示した（p= 0.06、ダイナぺニア群18.3±
14.9：Normal 群41.2±33.5）。その他の検討項目において
は、全て有意差は認めなかった。

【考察】 サルコペニアは、2010年に European Working Group 
on Sarcopenia in Older People により筋量と筋力の低下を特
徴とする症候群として身体的障害や QOL の低下および死な
どの有害な転帰のリスクを伴うものとして新たに定義が定め
られた。2014年には Asian Working Group for Sarcopenia
により日本人を含むアジア人を対象としたサルコペニアの診
断基準や診断アルゴリズムが発表され、サルコペニアの有病
率は15.7% であると報告しているが、本研究においてはサ
ルコペニアと判定する患者は認めなかった。また、サルコペ
ニアは一次性と二次性に分類され、一次性は加齢性、二次性
は身体能力性、疾患性、栄養性に分類される。LSCS は下肢
疼痛などにより活動性が低下し、二次的な身体能力性や疾患
性サルコペニアの要因ともなる。過去に、プレサルコペニア
およびダイナぺニアは QOL に影響すると報告されているが、
本研究結果により LSCS に併存したプレサルコペニアおよ
びダイナぺニアにおいても QOL（腰椎機能、歩行能力、社
会生活）に影響することが示唆された。

【理学療法学研究としての意義】 今後高齢化の加速に伴い
LSCS やサルコペニアの増加が予測される。サルコペニアに
対する研究は散見されるが、慢性疾患患者に対するサルコペ
ニアの研究は少なく、本研究においてサルコペニアが LSCS
患者における QOL におよぼす影響を明確化し予防医学につ
なげる必要があると考える。

サルコペニアは腰部脊柱管狭窄症患者のQOLに影響するか？

○竹内　雄一（たけうち ゆういち）1），星野　雅俊3），辻尾　唯雄2），木村　祐介1），久野　剛史1），
熊田　直也1），北川　明宏1），速見　全功1），清水　智弘1），奥田　早紀1），西谷　輝1），	
関　昌彦2）

1）白庭病院 リハビリテーション科，2）白庭病院 脊椎センター，3）大阪市立大学 整形外科

Key word：サルコペニア，腰部脊柱管狭窄症，QOL
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口述1-5

【目的】 下肢のスポーツ障害では、下肢アライメントの特徴
として偏平足を伴うことが多い。
　偏平足を有している者では、運動連鎖により足部やその近
位関節に異常動作を惹起しやすい。またアーチ高率の違いに
よる歩行時の衝撃吸収機能に関して検討した報告は多いもの
の、ジャンプ・ドロップジャンプ着地時などの競技復帰レベ
ルに着目したものは少ない。本研究では、偏平足を持つ対象
者のジャンプ動作・ドロップジャンプ時の特徴を検討し、競
技復帰時におけるリハビリテーションプログラムの一助とす
ることである。

【方法】 対象は本研究に同意が得られた現在において整形外
科疾患がない健常成人男性26名とした。対象者は、扁平足
の基準となる足部縦アーチは清水らの方法に従い、（舟状骨
高 ㎜/ 足長 ㎜×100アーチ高率）算出し16.5% 以上を健常足
とし、14.5% 以下を偏平足とした上で振り分け、健常足群
13名（平均年齢：21.1±1.2歳・平均身長：171.1±5.2 ㎝・
平均体重：58.0±4.2 ㎏・平均アーチ高率：18.6±1.1）と偏
平足群13名（平均年齢：20.1±1.8歳・平均身長：170.1±
7.2 ㎝・平均体重：56.0±4.2 ㎏・平均アーチ高率：11.9±
1.9）を最終測定対象者とした。測定課題は、ジャンプ動作・
ドロップジャンプ動作とし、開始姿勢は両上肢を胸の前で腕
を組み、利き足を支持側、非支持側の下肢は膝関節軽度屈曲
位の片脚立位とした。ジャンプ動作は床反力計（AMTI）上
で30 ㎝前方にマーキングした場所へ最大限高くジャンプし、
片脚で着地し踏み留まり、3秒静止した時の床反力を測定し
た。ドロップジャンプ動作は高さ30 ㎝の台から前方に飛び
降り、着地後に3秒静止までの床反力を測定した。試技は各
条件において成功試技が3回となるまで実施した。測定項目
としてジャンプ動作では、床を蹴り上げた時に得られた垂直
分力ピークまでの左右及び前後方向分力値及び垂直分力積分
値を計測した。またドロップジャンプ着地時の着地時に得ら
れた垂直分力値ピークまでの左右及び前後方向分力値と垂直
分力の積分値を計測した。なお床反力学で得られた力学的
データは体重で除し正規化した値を測定値とした。統計学的
検討として、各項目の正規性あるデータは T-test で実施し、
正規性のないデータは U-test で健常者群と偏平足者群を比
較した。

【説明と同意】 なお本研究は、関西医療大学倫理委員会にお

いて、ヘルシンキ宣言をもとに、保護・権利の優先、参加・
中止の自由、研究内容、身体への影響などを説明し、同意を
得ることができた場合のみを対象として計測を行った。

【結果】 ジャンプ動作時では垂直分力積分値が健常足群（236.2
±64.1Ns/㎏）と比較し、偏平足群（196.0±47.1Ns/㎏）で有
意な減少が認められた（p ＜0.05）。またドロップジャンプ
時では総軌跡長が健常足群（305.0±74.1 ㎜）と比較し偏平
足群（251±47.2 ㎜）は有意な減少が認められた（p ＜0.05）。

【考察】 本研究の結果から、偏平足群はジャンプ時において
垂直分力値が低いため、ジャンプ時に適切な足部での蹴り出
しが行えていない可能性があり、ジャンプ動作時において偏
平足群はウィンドラス機構が使えず足趾離地時において足関
節の底屈から足尖までの力の伝達が不十分であると考えられ、
パフォーマンスの低下が示唆される。また偏平足群ではド
ロップジャンプ着地時において、足圧中心軌跡長が減少して
おりジャンプの着地時には、水平面での重心移動が少ない中
で体重緩衝を行っていると考えられる。よって偏平足群では、
垂直方向での体重緩衝能力が求められる。しかし着地時の垂
直分力には健常群と偏平足群には差がなく、膝関節や股関節
などの他関節で重心制御と体重緩衝を行っている可能性があ
る。またドロップジャンプ着時において床反力には有意な差
は認められず、着地時における緩衝を常用的に他関節で行う
ことが可能であり、左右方向や前後分力にも差がなかった。
そのため本研究では整形外科的な問題がないものを対象とし
たため、偏平足を持つものでも多様的な重心制御方法がある
と考えられる。そのため偏平足を併せ持つ下肢のスポーツ障
害では、偏平足への理学療法に加えて、垂直分力の緩衝作用
の改善を念頭に置いて股関節や膝関節のトレーニング復帰プ
ログラムを立案することも必要であり、偏平足を併せ持つス
ポーツ障害における理学療法では、個々のケースで動作を分
析することが重要であると考えられた。

【理学療法研究としての意義】 ジャンプ動作やジャンプ着地
動作の健常者との違い知ることにより、偏平足を伴うスポー
ツ傷害の理学療法において今後の理学療法プログラムの参考
となると考えられる。

偏平足におけるジャンプ動作・ドロップジャンプ動作時の特徴
―床反力計による床反力と足圧中心軌跡長による検討―

○岩橋　幸紀（いわはし こうき）1），森田　大介2），田中　周3），福谷　克基4），吉田　隆紀5），	
鈴木　俊明5）

1）医療法人スミヤ 角谷リハビリテーション病院，2）医療法人柏友会 樟葉病院， 
3）社会医療法人弘道会 なにわ生野病院，4）医療法人大植会 葛城病院，5）関西医療大学 保健医療学部

Key word：偏平足，ジャンプ，ドロップジャンプ着地，床反力，足圧中心軌跡長
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口述2-1

【目的】 介護報酬改定により通所リハビリテーションに従事
する理学療法士の役割が変化し、個別的な対応に加え会議参
加や自宅訪問などが求められている。理学療法士にとって賛
成すべき方向であるが、利用者は理学療法士との個別的な対
応を希望し、その他の時間を確保することに難渋していた。
今回、利用者が自律して身体機能維持・向上に取り組めるシ
ステムを目指し、パワーリハビリテーション（以下、P リハ）
を導入した。また、その他の時間の確保にも取り組んだ。利
用者の身体機能維持・向上について、その効果を検討する。

【方法】 P リハプログラムは、利用者5名に対し、理学療法
士1名・介護職員1名にて支援した。手順は、10分間のオリ
エンテーションおよび準備体操、25分間の機械トレーニン
グ、5分間の整理運動とした計40分間である。機種は、ロー
イング MF、ヒップアブダクション、レッグエクステンショ
ン、ホリゾンタルレッグプレスの4種類とし、各10回2セッ
トを実施した。
　対象は30名（平均年齢79.5±7.47歳、BMI25.3±4.07 ㎏
/m2、女性15名）であり、上記の P リハプログラムを週1～
2回、2ヶ月間実施した。P リハ導入前に Timed Up and Go 
test（以下、TUG）と5回立ち上がり時間（以下、SS-5）を測
定し、2ヶ月後に再度測定した。要介護度によって、要支援
1および2の利用者を A 群、要介護1および2の利用者を B
群、要介護3～5の利用者を C 群とし、測定値の比較検討を
行った。
　全対象者の P リハ導入前後の測定値の比較には t 検定を
用いた。3群の導入前後における TUG および SS-5の変化
について、反復測定二元配置分散分析を用い、事後検定には
Bonferroni 法を用いた。有意水準はすべて5% 未満とした。

【説明と同意】 対象者にはヘルシンキ宣言の趣旨に基づき、
研究の趣旨、目的、方法、予想される結果およびその意義に
ついて説明を行い、口頭および書面にて同意を得た後に実施
した。

【結果】 全対象者の導入前後の比較では、TUG が15.1±8.37
秒から14.1±6.42秒となり、有意な差は認めなかったが改
善傾向であった（P= 0.08）。SS-5は18.1±5.51秒から15.7
±4.36秒となり、有意に短縮した（P ＜0.01）。
　A 群は13名、B 群は10名、C 群は7名であった。二元配
置分散分析の結果、TUG と SS-5ともに交互作用を認めた

（TUG：P ＜0.01、SS-5：P ＜0.05）。TUG は、A 群 で は
12.4±4.02秒から13.1±3.68秒と有意な変化なく、B 群では
13.0±4.15秒から11.7±3.84秒と有意に短縮し（P ＜0.01）、
C 群においても23.1±13.5秒から19.4±10.3秒と有意に短縮
した（P ＜0.01）。SS-5は A 群では17.5±7.06秒から16.5±
5.87秒と有意な変化なく、B 群では17.0±2.22秒から14.6±
2.01秒と有意に短縮し（P ＜0.01）、C 群においても20.6±
5.73秒から15.6±4.03秒と有意に短縮した（P ＜0.01）。

【考察】 P リハプログラム実施により、TUG は短縮傾向を
示し、SS-5は有意に短縮した。介護度別の検討では、要支
援状態の利用者においては TUG と SS-5は維持され、要介
護状態の利用者においてはそれぞれ有意な改善を認めた。波
戸ら（2014）は、TUG の評価結果が要支援から要介護への
将来の移行に影響することを報告しており、P リハプログラ
ム実施により身体機能の維持が要介護状態への移行を予防す
るものであると考える。また牧迫ら（2008）は虚弱高齢者や
要介護高齢者において SS-5は、下肢筋力や ADL 能力と関
連するフィールドテストのひとつとして有用な指標となりう
ることを報告しており、P リハプログラム実施による SS-5
の改善は、要介護状態にある利用者の身体機能面の向上を示
すものであると考える。
　今回は P リハ導入後2ヶ月という短期間での検討であった
が、要支援状態の利用者における身体機能の維持および要介
護状態の利用者における身体機能の向上が示された。今後は、
個別的な対応と並行し P リハプログラム実施し、包括的なト
レーニングが可能となり更なる身体機能維持・向上のみなら
ず行動変容に与える影響に着目し、FIM や QOL の経時的な
変化・利用者の満足度アンケートなどを調査していきたい。
　P リハ導入による時間の確保は、自宅訪問実績は数件に留
まっている。これは、P リハ導入後に一日利用定員数10名
拡大し、個別的な対応に追われた。しかし理学療法士、作業
療法士、言語聴覚士の常勤換算数を増員せず運営しているこ
とから、時間の効率化が図られた。今後も身体機能維持・向
上およびその他の時間の確保に取り組んでいきたい。

【理学療法学研究としての意義】 P リハ導入により、その効
果として身体機能維持・向上が示され、要支援・要介護状態
の利用者における理学療法介入として有意義であると考える。

当通所リハビリテーション事業所における 
パワーリハビリテーション導入の試みとその効果

○藤原　俊介（ふじわら しゅんすけ）1），橋爪　真彦1）2），登山　英弥1），原口　佳奈美1），	
朴　容成1）

1）医療法人甲風会有馬温泉病院 総合リハビリテーション室 理学療法科， 
2）神戸大学大学院 保健学研究科

Key word：デイケア，パワーリハビリテーション，介護度別
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口述2-2

【目的】 「新しい介護予防・日常生活支援総合事業」の実施
に向け、各市町村では住民同士の支え合いの体制づくりを進
めているが、住民自らが担い手となり、地域の互助の力をい
かに高めることができるか、大きな課題となっている。また
一般介護予防事業の「地域リハビリテーション活動支援事
業」では、地域の介護予防を強化するため、地域ケア会議
や住民運営の通いの場等にリハビリ専門職の関与を促進する
ことが記されている。今後、リハビリ専門職は住民らが運営
する通いの場をはじめ、互助活動に出向き、健康増進を通じ
た地域づくりに参画することが地域包括ケアの構築には不可
欠であると考える。
　そこで、平成28年4月堺市周辺で活動するリハビリ専門
職らが中心となり、専門的な知識や技術を提供するプロボノ
を通じ住民の健康づくりやまちづくりに寄与する、地域活動
を推進・支援するプロジェクト「ひと・まちプロジェクト」
を設立した。本研究ではリハビリ専門職のプロボノ活動を周
知するため、これまでの活動の経緯や現状を報告し、さらに
プロボノ活動の内容を精査・分析し現状の問題や課題を明確
にすることを目的とした。

【方法】 平成28年6月中旬の現在、「ひと・まちプロジェク
ト」が設立し3カ月も経たないため設立以前に遡り、これま
でに継続したプロボノを経験した療法士には①動機、②依
頼先、③活動内容、④活動場所、⑤参加人数、⑥問題・課
題を、プロボノの未経験者には⑦プロボノに対する不安を、
インタビューなど実施し分析した

【説明と同意】 研究の主旨と内容、得られた結果は研究の目
的以外には使用しないことなどを説明し、理解を得たうえで
協力を求めた。また、インタビュー等は自由意志であり、回
答しなくとも不利益にならないことを口答で説明し、同意を
得て実施した。

【結果】 6月末日現在のところ「ひと・まちプロジェクト」
に参加する療法士は11名であった。プロボノ件数は終了し
た2件を含めると計15件、経験のある療法士は理学療法士
が3名、作業療法士が2名であった。
①  動機については「地域に興味があった」、「療法士として

地域に貢献したい」などであった。
②  依頼先については住民が5件（33.3%）と最も多く、次い

で NPO などの団体が4件（26.7%）、自治会3件（20.0%）、

行政3件（20.0%）であった。
③  活動内容については健康体操講座が6件（40.0%）と最も

多く、健康相談2件、ノルディック・ウォーク講習2件、
認知症カフェなどであった。

④  活動場所については地域会館（公民館）、ショッピング
モール、近隣センター、スーパーの空きスペースなどで
あった。

⑤参加人数については活動1件あたり10～60名であった。
⑥  問題・課題は後継者の育成、マンパワー不足、継続性、

参加人数の把握などであった。
⑦  プロボノに対する不安は、後継者問題、自治会との連絡

調整、健康体操講座の進め方、リスク管理などであった。
【考察】 「ひと・まちプロジェクト」とは、療法士をはじめ
医療・介護の専門職がそれぞれ自分たちの専門分野の職能を
活かし、地域住民の健康づくりやまちづくりに寄与すること
を目的としている。プロボノの経験者は5名と少ないが、残
りの6名についてもプロボノ参画への関心度は高く、実際に
活動現場に出向き見学も実施していた。今後、地域包括支援
センターを経由し、自治会や住民らから健康体操講座などの
依頼が増えることが予想されるため、マンパワーをいかに獲
得し持続した活動が行えるかが課題である。そのため「ひ
と・まちプロジェクト」では活動の情報交換会を毎月開催し、
ひとりでも多くの療法士にプロボノを知ってもらい参画する
ことを目的としている。またプロボノの情報交換会を通じ、
自治会とのコンタクトの取り方や地域住民と協働し互助活動
を支援・推進する手法なども紹介している。
　太田仁史は地域包括ケアシステムを構築する上で、住民ボ
ランティアよるインフォーマルな活動が先行することが必要
であり、それをリードするには専門職の関わりが不可欠であ
り、療法士によるプロボノ活動の必要性を強調している。

【理学療法研究としての意義】 地域包括ケアシステムの構築
には既存の互助活動をはじめ、新たな支え合いを推進・支援
するため理学療法士らの専門的な知識や技能を活かした社会
貢献が重要と考える。地域住民の身体的フレイルのみならず
社会的フレイルの予防・改善を目的に、プロボノといった新
たな介入手法を展開する意義は大きいと考える。

地域包括ケアシステムにおけるプロボノ活動の現状と課題

○高井　逸史（たかい いつし）1），片岡　勇樹2），森本　誠司3），山城　雄馬2），小山　恵理子2），
松原　賢典2），室之園　昇悟4），松村　加奈子3），山口　武彦5），川西　孝幸5）

1）大阪経済大学 人間科学部，2）シャローム訪問看護ステーション， 
3）かなえるリハビリ訪問看護ステーション，4）アクティブ訪問看護ステーション泉北， 
5）寺田万寿病院リハビリテーション科 

Key word：地域包括ケアシステム，プロボノ，互助活動
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口述2-3

【目的】 通所リハビリテーション（以下デイケア）では具体
的な目標を設定し、短期間で集中的に効率的なリハビリテー
ション（以下リハ）を提供する事で、利用者の社会参加へと
つなげていくことが平成27年度の介護報酬改定で求められ
ている。そこで今回、当施設の利用目標と社会参加に対する
意識調査を、当施設利用者へのアンケート結果から検討した。

【方法】 対象は、平成28年6月20日現在に当施設の利用者
44名（男性20名、女性24名、平均年齢80.1歳、要介護度の
内訳は要介護1：9名、要介護2：15名、要介護3：13名、
要介護4：5名、要介護5：2名、長谷川式簡易知能評価ス
ケールにて21点以上、精神疾患・失語症を有しない者）とし、
1対1の問診形式でアンケート調査を行った。内容は、デイ
ケアを利用する目標やデイケアの継続理由、社会参加に対す
るイメージ等であり、複数回答可とした。また、基本属性や
利用期間をデイケア記録から調査した。

【説明と同意】 本研究を施行するにあたり、ヘルシンキ宣言
に則って利用者に研究の趣旨を説明し同意を得た者を対象と
した。また、発表にあたり個人が特定できないように配慮した。

【結果】 アンケートの結果、デイケアを利用する目標は、「身
体機能を治したい」、「筋力や体力をつけたい」84%、「歩け
るようになりたい」、「今の状態を維持したい」82%、「専門
のリハを受けたい」80% と続き、「痛みを治したい」68%、

「社会的活動ができるようになりたい」66%、「セルフケアが
出来るようになりたい」41%、「家事が出来るようになりた
い」32% であった。デイケアを利用する目標が達成できた場
合、「デイケアを終了しても良い」と回答した者は41%、「終
了したくない」45%、「どちらとも言えない」14% であった。
デイケアを継続したい理由は、「また動きにくくなったり痛
みが再発するのが怖いから」が75% と最も多く、「職員やな
じみの仲間がいるから」21%、「新しい目標が出来るから」、

「時間を持て余すから」14% と続いた。社会参加とはどのよ
うなイメージを持っているかという質問に対しては「考えた
ことがない」27% で、「社会参加は出来ない」、「趣味のこと
が出来る」、「仕事やボランティアをする」18% と続き、「自
分のことが出来る」9%、「家事が出来る」5%、「デイサービ
スへ行く」0% であった。また、デイケア記録より、利用期
間は「3年以上」32%、「1～3年」27%、「6か月～1年未満」
18%、「3か月未満」12%、「3～6か月」11% であった。

【考察】 今回の調査では、デイケアを利用する目標は、「身
体機能を治したい」、「筋力や体力をつけたい」、「歩けるよ
うになりたい」、「今の状態を維持したい」といった機能的
な維持・向上を望む回答が多く、「専門のリハを受けたい」
といった意見もあった。また、目標を達成した場合でも、デ
イケアの利用を「終了したくない」という者は45% おり、
継続したい理由として、機能低下や痛みが再発するのではな
いかと不安を感じている者が多く、慢性疾患や疼痛を抱える
中、継続してリハ専門職との関わりを求めているものと考え
る。平成27年度の介護報酬改定により、デイケアでの目標
達成後にデイサービスなど次の居宅サービスや、行政のサー
ビス等、社会参加に資するサービスに移行することで評価

（社会参加支援加算）されることとなったが、今回の調査対
象者の利用期間は、1年以上利用している者が59% で最長9
年の利用者もいた。以前から当施設でも長期間の利用者に対
する目標設定やデイケアを終了（卒業）する難しさを課題に
感じていた。今回、「社会参加についてどのようなイメージ
を持つか」という設問では、「考えたことがない」が27%
で最も多く、「趣味」や「仕事」、「ボランティア」をする
といった回答がある一方で、「デイサービスを利用する」と
いう回答は無く、「社会参加は出来ない」といった回答がみ
られた。今回の結果から、デイケア利用者には、ADL や
IADL が向上し、デイサービスに移行するといったことも社
会参加に含まれることや、リハを終了（卒業）するといった
概念はまだまだ浸透していないものと考える。社会参加を促
していくためには、利用者、家族、サービスに携わる関係者
が具体的な目標設定をし、それを共有化するとともに、受け
皿となる地域資源、支援サービスの充実も必要であろう。

【理学療法研究としての意義】 今回デイケア利用者の意識調
査を行うことで、介護報酬改定で示された展望と利用者の意
識との間には相違があることが分かり、社会参加を促してい
くための一助となる。

当院通所リハビリテーション利用者の利用目標と社会参加に対する 
意識調査

○山本　一平（やまもと いっぺい），橋本　裕一，川崎　怜美，中嶋　遥佳，藤原　旭紘，	
山名　孝治，千葉　啓輔，原　翔太，白沢　ゆかり，中島　慎一郎
中島整形外科 通所リハビリテーション デイケアあおいとり

Key word：通所リハビリテーション，社会参加，意識調査
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口述2-4

【目的】 一般に、発症後半年以上経過している脳卒中利用者
（CVA）におけるリハビリ効果は希薄だとされている。荒尾
らは、発症から1年以上経過している生活期 CVA における
訪問リハビリ開始時と6ヶ月後の変化を調査した結果、
ADL に有意な改善を認めたと報告しており、訪問リハビリ
開始直後のリハビリ効果は、良好な結果を認めることが多い。
しかし、生活期 CVA において、訪問リハビリを開始してか
ら1年以上経過しているような長期利用者に関しては、効果
が継続されているか否かは不明である。そこで本研究は、訪
問リハビリを開始後1年以上経過している生活期 CVA を対
象において、どのような者が ADL 改善を認めているのかを
調査することを目的とした。

【方法】 対象は、平成26年10月時点で訪問リハビリを開始
して1年以上経過しており、平成27年10月時点でも訪問リ
ハビリを継続していた脳卒中患者21名（男性12名、女性9
名、年齢71.5±12.2歳、脳卒中発症後期間5.6±6.2年、訪
問リハ開始してからの期間2.7±1.3年）とした。
　方法は、平成26年10月時（1年前）と平成27年10月時（調
査時）に FIM 運動下位項目得点（FIM）が維持・向上した群

（維持・向上群）と低下した群（低下群）に分け、社会的情
報・身体機能・運動能力などに差を認めるのかを調査した。
社会的情報は年齢と介護度。身体機能は片脚立位時間、膝伸
展筋力。運動能力は転倒スコア、半年間の転倒回数（転倒回
数）、身体活動量（LSA）、FIM とした。統計学的検討は、
維持・向上群と低下群の2群間の差の検定において、年齢、
片脚立位、膝伸展筋力、転倒回数は、スチューデントの t 検
定。介護度、転倒スコア、LSA、FIM は、マン・ホイット
ニ検定を用いた。

【説明と同意】 本研究は、当社の倫理委員会に承認を得ると
ともに、対象者への目的の説明を行い協力の同意を得た。

【結果】 維持・向上群において、人数は12名。年齢は64.8
±9.5歳。介護度は要支援2が3名、要介護1が6名、要介護
2が2名、要介護3が1名であった。片脚立位時間は11.7±
12.9秒。膝伸展筋力は26.9±7%。転倒スコアーは10.4±
3.3点。 転 倒 回 数 は0.9±1.9回。LSA は57.0±20.1点。
FIM セルフケア項目は37.5±4.3。FIM 排泄コントロール
項目は13.7±0.4点。FIM 移動項目は10.8±2.2点。FIM
移乗項目は18.7±1.7点であった。

　低下群において、人数は9名。年齢は80.5±9.47歳。介
護度は要支援2が1名、要介護1が1名、要介護2が1名、要
介護3が2名、要介護4が3名、要介護5が1名であった。片
脚立位時間は1.9±4.0秒。膝伸展筋力は21.2±10.9%。転
倒スコアーは13.4±2.2点。転倒回数は2.4±3.8回。LSA
は42.0±19.5点。FIM セ ル フ ケ ア 項 目 は23.8±10.5点。
FIM 排泄コントロール項目は9.8±3.0点。FIM 移動項目は
6.6±2.8点。FIM 移乗項目は13.4±6.1点であった。
　2群間において、年齢、介護度、転倒スコア、片脚立位時
間、LSA、FIM セルフケア・排泄コントロール・移動項目
に有意差を認めた（P ＜0.05）。

【考察】 結果より、ADL の改善を認める訪問リハビリを長
期利用している生活期 CVA では、比較的若年で介護度が低
く、バランス能力が高く転倒しにくく、身体活動性や ADL
能力が比較的高いという特徴を有していた。このことは、1
年前から調査時までの間、非麻痺側を含めた全身のトレーニ
ングの実施や身体活動性が高いレベルで保たれていたことに
起因するのではないかと考える。脳卒中治療ガイドラインに
おいて、「慢性期片麻痺患者においても、下肢筋力増強訓練
や歩行訓練により、麻痺側下肢の筋力向上や歩行関連指標の
改善が得られる」、「慢性期片麻痺患者においても、有酸素
運動、下肢筋力増強などの組み合わせたトレーニングは、有
酸素能力、歩行能力、身体活動性、QOL などが改善する」
ために強く勧められている。このことからも、訪問リハビリ
を長期利用している生活期 CVA において、十分な筋力ト
レーニング、歩行練習が実施可能で、日ごろからの身体活動
性が高いものは、訪問リハビリを長期利用している生活期
CVA においても改善が認められるものと考える。
また生活期 CVA において、訪問リハビリを1年以上長期利
用しているが、バランス能力が低く、易転倒性をみとめ、身
体活動性や ADL が低ければ、ADL の改善が見込めない可
能性があると考えられる。そのために、そのような利用者に
おいては、早めに環境調整などを充実させるなどの対応が必
要であることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 訪問リハビリを開始後1年以
上経過している生活期 CVA において、どのような特徴を有
しているものが ADL 改善を見込めるのかが予測できれば、
目標設定や予後予測を実施する際に有益である。

ADL改善を認めた訪問リハビリを長期利用している 
生活期脳卒中利用者における特徴

○嘉数　直人（かかず なおと）1），真田　将幸1），中川　法一2）

1）リハビリ本舗 あっぷる訪問看護ステーション，2）医療法人 増原クリニック

Key word：訪問リハビリ，生活期脳卒中利用者，ADL 改善
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口述2-5

【目的】 一般に、訪問リハビリテーション（訪問リハ）では、
栄養状態の把握に血液検査データや体重の増減を用いる。訪
問リハを展開するうえで、効率的に ADL や身体機能の向上
を図る為には、血液検査データなどから利用者の栄養状態の
推移を把握し、適切な運動療法を行うことが重要である。し
かし、血液検査データについては、主治医の判断により検査
の頻度は様々であり、経時的な確認が困難な例の栄養状態の
把握に難渋する。また、血液検査データや体重を確認しても、
既に低栄養状態に陥っていることを経験する。そのため、セ
ラピストは、低栄養状態や体重の変化をきたす前に、食思低
下を招くような愁訴や他覚的所見より、異常を察知し予防的
に介入することが重要となる。しかし、どのような異常を察
知すれば良いかは不明である。
　そこで本調査は、6ヶ月間で体重減少した者と維持してい
た者の栄養状態や身体形態の比較、および6ヶ月間での身体
機能や体調の変化などについて検討することを目的とした。

【方法】 対象は、当社訪問リハ利用者（利用者）で血液検査
データが確認でき、平成27年10月（6ヶ月前）と平成28年4
月（調査時）の体重推移を確認できた25例（男性：10例、女
性15例、年齢79±8.0歳）とした。なお、血液検査データに
おいて、炎症所見を認めた者は除外した。
　方法は、6ヶ月間で体重減少があった者を減少群、それ以
外を維持群の2群に分け、栄養状態、身体形態、6ヶ月間で
の身体機能、体調の変化の比較を行った。調査項目は、栄養
状態として調査時より直近の血液検査データ（Alb、T-cho、
TLC、WBC、CRP）、血液検査データより算出する栄養指
標である CONUT score、MNA-SF。身体形態は、上腕・
下腿周径左右平均値（上腕平均・下腿平均）、6ヶ月間での体
重減少率。身体機能は、調査時と6ヶ月前の FIM の移動項
目（移動）、身体活動量（LSA）、膝伸展筋力とした。膝伸展
筋力の測定には徒手筋力計（酒井医療社製モービィ MT-
100）を用い両側で測定した。最大値を体重で除した数値を
膝伸展筋力とした。体調の変化は、全対象者・家族に「6ヶ
月間で食思低下を招く要因」の有無と要因の詳細について
口頭で聴取した。
　統計学的解析は、減少群と維持群の体重減少率、現在の
CONUT score・MNA-SF。2群間の6ヶ月前と調査時の膝
伸展筋力、移動、LSA を対応のある t-test を用い検定した。
なお、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 調査実施に際しては、当社の倫理委員会に承

認を得るとともに、対象者への目的の説明を行い協力の同意
を得た。

【結果】 体重減少群は11例、維持群は14例であった。減少
群と維持群の比較では、減少群は体重減少率と CONUT 
score が有意に高く、調査時の筋力、移動、LSA、MNA-
SF が有意に低かった。
　維持群では、6ヶ月間で有意に膝伸展筋力が向上していた。
減少群では、6ヶ月間で有意に LSA が低下していた。
　体調の変化に関して、減少群では食思低下を招く要因とし
て、嚥下・咀嚼機能低下、認知症症状の悪化、消化器官の不
調、呼吸状態の悪化、活動性低下、うつ症状の悪化を認めた
が、維持群には認めなかった。

【考察】 結果より、減少群は維持群に比し、低栄養状態であ
り、体重減少率が高く、膝伸展筋力、移動、身体活動量が低
下していた。また維持群内では6ヶ月間で膝伸展筋力が向上
していたが、減少群内では6ヶ月間で身体活動量が低下して
いた。Chin らは、自立高齢者を対象とした横断調査におい
て、生活活動量の低い高齢者ほど栄養素摂取量が低いことを
示し、生活活動量そのものが、栄養状態の良否をスクリーニ
ングする項目として有効であると述べている。しかし本調査
において、維持群と減少群の6ヶ月前 LSA は、有意差を認
めていないことから、栄養状態の変化により体重減少や筋力
低下、移動能力低下に伴う身体活動量の低下を招いたものと
考えられる。
　6ヶ月間で食思・摂食量低下を招いたと思われる愁訴には、

「嫌がって食べなくなった」、「食事がおいしくない」、「むせ
るようになった」、「入れ歯が合わない」などがあり、減少
群にのみ認められたことに起因すると考えられる。
　このことより訪問リハビリにおいて、身体機能のみならず、
利用者の体調に関する愁訴や体重増減や咀嚼・嚥下機能変化
などの栄養状態、他覚的所見の変化に敏感に反応、対応して
いく能力が求められると考える。

【理学療法研究としての意義】 血液検査データの確認に難渋
する訪問リハ領域においても、前述したような体重減少の誘
因の出現に気づき、対応することで栄養障害のみならず、身
体機能や ADL、身体活動量低下の予防ができる可能性が示
唆された。また、早期より低栄養者への在宅栄養指導の提案
や、関連医療機関との連携を可能にすることで、在宅生活継
続に有効であると考える。

訪問リハビリテーション利用者における体重減少を予防する要因調査

○奥野　大輔（おくの だいすけ）1），真田　将幸1），中川　法一2）

1）リハビリ本舗 あっぷる訪問看護ステーション，2）医療法人 増原クリニック

Key word：訪問リハビリ，体重減少，食思低下
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口述3-1

【目的】 大腿骨転子部骨折に対して推奨されている内固定法
の一つに short femoral nail（SFN）がある。SFN 後の偽関
節発生率は0.5～2.9% といわれており、治療としては再手
術が行われることが多く、保存療法の報告は少ない。今回
SFN 後、髄内釘が破損し偽関節となった患者に対し、保存
的治療により歩容が改善し、QOL が向上した症例を経験し
たので報告する。

【症例紹介】 患者は67歳男性で、職業は警備員である。平成
26年10月8日に駅の階段で転倒落下し右大腿骨転子部骨折
を受傷し、10月10日に骨接合術（SFN）が施行された。術後
の経過は良好で独歩自立していたが、平成27年3月17日、
重たい荷物を持った時に右股関節に疼痛が出現し、髄内釘破
損が確認された。一時的に歩行困難となったが再手術を拒否
し、他院で1ヵ月の理学療法を経て杖歩行自立となった。た
だ跛行、疼痛が残存し独歩は困難であり、職場復帰はかなわ
なかった。平成27年10月16日に両鼠径ヘルニアの手術目
的で当院入院したのをきっかけに、10月31日より当院での
理学療法開始となった。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき本発表に関する内容
説明を実施し、同意を得た。

【経過】 初期評価では、杖歩行自立レベルであり、右下肢に
3 ㎝の脚短縮を認め、独歩では跛行が出現していた。患側へ
の荷重時に NRS2/10程度の疼痛、偽関節部に対する自覚的
不安定感の訴えがあり、独歩の10 m 歩行速度は、至適25秒

（42歩）、最速17秒（34歩）であり、連続歩行距離は50 m で
あった。徒手筋力テストでは、右膝関節において、屈曲5、伸
展5、右股関節において、外転4、内転4、伸展3、屈曲外転5
であった。JHEQ による下位尺度の合計点は、痛み22点、動
作2点、メンタル14点、不満足度80点であった。足底挿板に
よる補高と、単関節筋力増強により、理学療法介入5週後、
独歩自立レベルとなり、職場復帰をはたした。跛行の減少を
認め、疼痛は NRS1/10、偽関節部に対する自覚的不安定感の
訴えはほぼ消失し、10 m 歩行速度は、至適20秒（33歩）、最
速15秒（30歩）となり、連続歩行距離は2,000 m となった。徒
手筋力テストでは、股関節において、外転5、内転5、伸展4
となった。JHEQ の各下位尺度の合計点はそれぞれ、痛み28
点、動作11点、メンタル27点、不満足度15点となった。

【考察】 再手術に対する患者の拒絶、疼痛の程度が日常生活

に影響を及ぼすものでないという事から、情報共有－合意モ
デルに基づく意思決定により、今回保存療法を選択した。破
損後1ヵ月の理学療法を経て、ADL は自立レベルにまで回
復したが、職場復帰は果たせておらず、不満足度は80点と
高値を示していた。職場復帰のためには実用的な独歩の獲得
が必要であり、それが QOL の改善に繋がると考えた。当院
での理学療法開始当初、患者の希望は杖無しで歩きたいとい
う事であった。そのためには跛行を改善することが必要であ
ると考えた。跛行は主に Duchenne 跛行であった。その原
因として、徒手筋力テストにより、中殿筋、大殿筋上部線維
及び下部線維、大内転筋の筋力低下、TFL の過剰収縮、右
下肢の脚短縮により、股関節内転可動域制限及び骨盤側方傾
斜角度制限、本人の訴えにより、偽関節部の疼痛及び自覚的
不安定感の存在が考えられた。足底挿板による補高を行う事
で、歩行時の内転可動域の確保を図り、荷重応答期の骨盤の
対側への側方傾斜をねらい、立脚期の延長を獲得することが
出来たと考えられた。また、外転筋張力を高め、前額面上の
揺れの改善及び偽関節部の自覚的不安定感の解消を図ったが、
この点での効果はみられなかった。理由として、破損前125
°であった頚体角は、破損後110°となっており、内反股とな
ることで中殿筋のレバーアームの長さが長くなり、足底挿板
使用以前から外転張力を得やすくなっていたことが考えられ
た。運動機能に対しては、外転筋、伸展筋、内転筋の筋力増
強訓練を行い、偽関節部の求心性向上による不安定感及び疼
痛の緩和、荷重応答期の骨盤安定化をねらった。いずれもア
イソメトリックの運動にすることで、偽関節部に対するリス
ク管理とした。また、多関節筋の過剰収縮により単関節筋の
活動低下が考えられたため、単関節筋のみに介入し、多関節
筋については介入しなかった。いずれの筋においても徒手筋
力テストにおいて筋力増強が認められ、荷重応答期の骨盤安
定化と偽関節部の自覚的不安定感及び疼痛の緩和に繋がった
と考えられた。さらに、その効果による歩行能力向上が職場
復帰に繋がり、不満足度が15点に改善したことから、QOL
の向上にも繋げられていたことが確かめられた。

【理学療法研究としての意義】 今回の報告は、SFN 後偽関節
に対する保存的治療における理学療法介入について、臨床的
アウトカム、患者立脚的アウトカムへの有効性を示唆する報
告になるものと考える。

Short femoral nail後、髄内釘が破損し偽関節を呈した 
症例に対する理学療法

○初瀬　智之（はつせ ともゆき）1），阪本　良太2），東川　哲3），鞆　浩康4）5）

1）思温病院 リハビリテーション科，2）大野記念病院 リハビリテーション科， 
3）訪問看護ステーション 関西リハ リハビリ部，4）ひろクリニック，5）思温病院

Key word：大腿骨転子部骨折，short femoral nail，偽関節
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口述3-2

【目的】 左下腿三頭筋断裂を受傷し半年後に症状固定と診断
され、創部外観改善目的に瘢痕除去術を施行した一症例を経
験した。症状固定とは医学的にこれ以上の改善がないと判断
された状態である。しかし、本症例は残存する左足部背屈可
動域制限と活動制限に対し、納得されていなかった。受傷以
前は営業職であったが、長距離歩行や大きな荷物を抱えた状
態でのしゃがみ込み動作が困難なため、事務職に変更を余儀
なくされた。活動・参加制限因子である左足関節背屈制限の
原因を解剖・運動・生理学的視点から分析し、理学療法を展
開した結果、若干の改善を認めたため考察を加え報告する。

【症例紹介】 X 年 Y 月、バイクで右折する際、左後方から車
が追い越して来たため、車とバイクの間に左下腿が挟み込ま
れ下腿三頭筋断裂を受傷。他院に救急搬送・筋縫合術を施行
されてから、X 年 Y+6月半年後に症状固定と診断された。
今回、創部外観に納得ができないため、瘢痕除去術施行目的
で入院となった20代後半の女性である。発症前より夫と二
人暮らしで、買い物や料理などは夫の介助を必要としていた。
仕事は営業職から事務職に変更を余儀なくされた。

【説明と同意】 本発表の趣旨をヘルシンキ宣言に基づいて説
明し書面にて同意を得た。

【経過】 初期評価（術後2週）Canadian Occupational Perfor-
mance Measure（以下 COPM、重要度・遂行度・満足度の
順で記載）を用いて希望を聴取する。30分間立ったまま料理
が作れる（10・2・1）、綺麗に歩いて営業職に復帰できる（9・
5・1）が挙げられた。本症例の立位姿勢は、腰椎前弯、左足
関節内反位で踵離床を認めた。歩行は左 Initial Contact（以
下：IC）で両肩関節伸展・外転、左足関節内反し、Loading 
Response（以下：LR）で腰椎前弯増強を認めた。10 m 歩行
は8.38秒16歩、Time up and go test（以下 TUG-t、右回
り・左回り）は11.1秒・9.7秒であった。しゃがみ込み動作
では、両上肢外転、体幹・骨盤右回旋し、左前外側荷重で
あった。Range Of Motion（以下 ROM, 右 / 左、単位°）は
足関節背屈15/-5外反10/0に制限を認め、Manual Muscle 
Testing（以下 MMT, 右 / 左）は、股関節外転4/3+ 足関節
背屈5/2+ 外反5/4であった。触察にて筋緊張検査を行うと、
両側僧帽筋・脊柱起立筋・広背筋、左後脛骨筋、左下腿三頭
筋、左足部内在筋などに過緊張を認めた。
　最終評価（術後4週目）の ROM は足関節背屈15/5外反

10/5に改善し、MMT は股関節外転4/4足関節外反5/5に
改善を示した。筋緊張検査では両側僧帽筋・脊柱起立筋・広
背筋、左後脛骨筋、左下腿三頭筋、左足部内在筋の過緊張軽
減を認めた。立位姿勢は、腰椎前弯軽減、左足関節内反軽減
し踵接床を認めた。歩行は左 IC で両肩関節伸展・外転軽減、
左足関節内反軽減し、LR で腰椎前弯の軽減を認めた。10 m
歩 行 は7.4秒16歩、TUG-t は9.9秒・9.3秒 に 改 善 し た。
しゃがみ込み動作では、両上肢外転軽減、体幹・骨盤右回旋
軽減し、左足関節背屈・外反が出現した。COPM は（10・
5・4）、（9・7・5）に改善。

【考察】 正常歩行において歩行の LR ～ Mid stance におい
て足関節外反が必要となる。本症例は立位姿勢で左足関節内
反位を呈し、歩行において左 LR ～ Terminal stance で外側
から内側への重心移動が出来ず、母趾側荷重が困難であった。
しゃがみ込み動作では本来、足関節背屈・外反に伴い下腿・
大腿の内旋、骨盤前傾の運動連鎖によって足部前内側への荷
重が可能となる。しかし本症例は左足関節内反位で前内側荷
重が困難となり骨盤・体幹の左回旋による代償が出現してい
た。これらから、本症例の左足関節可動域制限は左後脛骨筋
の過緊張が原因であると考えた。また、入院前から補高した
靴を着用していたことにより、内反位を助長していたと推察
する。治療では徒手的に左下肢の循環改善を図り、左後脛骨
筋の遠心性収縮による足関節背屈・外反を誘導することで新
たな運動学習の再構築を促した。また、24時間アプローチ
として、短下肢装具を作成。結果、左後脛骨筋の機能改善に
より動作時の左前足部荷重が可能となった。動作が向上した
ことで、買い物や料理などに夫の介助無く遂行可能となった。
仕事は営業職に復帰したが、大きな荷物を抱えた状態での
しゃがみ込み動作を実用的に行うことが今後の課題である。

【理学療法研究としての意義】 半年間の症状の改善が乏しい
患者に対し症状固定は診断される。しかし今回、多角的視点
から分析、治療介入を行うことで症状の改善だけでなく、活
動・参加の拡大に繋がると示唆した。

左下腿三頭筋断裂を受傷後、症状固定と診断された症例に対し、 
機能・活動・参加改善を目指した理学療法展開

○西浦　志郎（にしうら しろう），佐伯　訓明，森　憲一
大阪回生病院 リハビリテーション部

Key word：症状固定，下腿三頭筋断裂，参加制限
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口述3-3

【目的】 わが国の病院では婦人科・泌尿器科領域における疾
患に対して理学療法士が臨床で個別的にそれらに対し介入す
る機会は未だ少ない。また、骨盤臓器脱は羞恥心により一人
で悩み、受診に至るのが遅れる疾患であると言われている。
今回、子宮脱を罹患し長年が経過、心身共に Quality of Life

（以下、QOL）が著しく低下した女性を担当する機会を得た。
　外来リハビリ開始を初期、3ヵ月間経過した時点を最終評
価とした。一定の効果と QOL（Quality of life, 以下 QOL）
向上を得たので報告する。

【症例紹介】 子宮脱と診断された70代後半女性。症状を自覚
するも受診に躊躇していた。痛みや頻尿・尿失禁の出現で日
常生活動作に制限が生じてきたため、受診に至った。初診時
は Pelvic organ prolapse quantitative description system

（以下、POP-Q）にて StageⅡ。週2回、1回2単位の外来理
学療法開始となる。

【説明と同意】 本発表はヘルシンキ宣伝に基づき、説明を行
い書面にて同意を得た。

【経過】 40年間、夫と2人で豆腐屋を経営。重さ約10 ㎏程
度の豆乳が入った型箱を持ち上げる力仕事を長年に渡り続け
ていた。初期評価では BMI26.3にて肥満傾向であり立位・
歩行時の姿勢は骨盤前傾位であり腹圧上昇には不利な姿勢で
あった。連続歩行においては10～15分で臓器下降感が出現、
日課であった毎日30分の散歩が困難となってきていた。更
に骨盤後傾を要求される和式トイレの使用等が困難。脱した
臓器を指で膣内に挿入して対処しながら5年の月日が経過し
ていた。
　障害や症状の出現などの個別性を把握する目的で、カナダ
式作業遂行測定（Canadian Occupational Performance Mea-
sure：以下、COPM）を使用し、重要度・遂行度・満足度で
記載。①子宮脱悪化の不安消失（10・1・1）。②尿失禁・頻
尿が改善し夜間に目を覚まさず睡眠できる（9・3・3）。③臓
器下降感なく長距離歩行が出来る（9・3・3）であった。
QOL は MOS36-Item Short-Form Health Survey（以 下、
SF36v2TM）を使用。下位尺度得点、身体機能（以下、PF）
45・（身体）日常役割機能（以下、RP）50・体の痛み（以下、
BP）52・全体的健康感（以下、GH）35・活力（以下、VT）
31・社会生活機能（以下、SF）25・（精神）日常役割機能（以
下、RE）25・心の健康（以下、MH）30と顕著な QOL 低下

を認めた。
　婦人科医による視診・内診に理学療法士も同席し、超音波

（TOSHIBA NEMIO-10）の使用により膀胱底拳上率から同
筋機能を評価。骨盤底筋群機能の収縮力低下を確認した。
　正常動作において、腹部筋群が働き腹圧が上昇する際、骨
盤底筋群も協調して働き臓器脱を防止する。そのため局所機
能改善に対するアプローチに加え、腹部や骨盤底筋群の働き
に不利な日常姿勢の改善を目指した。長年伸張位であった腹
部筋が働きやすい長さを維持し、腹圧上昇の保持を補助する
目的で、骨盤ベルトを使用。一定期間、連続歩行時に着用し、
歩容改善への介入を試みた。
　3ヵ月経過後、内診にて骨盤底筋群の収縮を確認、POP-Q
で StageⅡ→Ⅰ。頻尿・尿失禁で夜間3回の目覚めは解消、
和式トイレの使用が可能、歩行時の臓器下降も改善した。
COPM にて遂行度平均2.3→8.3、満足度平均2.3→8.0と、
全項目にて有効改善指数2点以上の上昇が得られ、SF36 
v2TM でも PF45→80・RP50→94・BP52→100・GH35→ 
87・VT31→69・SF25→88・RE25→100・MH30→90と
全ての項目で向上した。

【考察】 骨盤底筋群は随意的に収縮できても動作時の腹圧上
昇に対して収縮が遅れ、臓器脱に至ると考えられる。従って
本疾患の治療の実際においては、同筋の意識的収縮の有無だ
けに終わらず理学療法介入により、無意識的収縮を要求でき
る姿勢制御や歩行の改善を行う事が必要不可欠であった。多
様性のある本疾患に対し、個別性を重視した理学療法が
QOL 向上の一助になると推察する。更に局所機能改善だけ
でなく、症状が出現する場面の動作分析と介入を行う事が
QOL 改善に重要と考える。

【理学療法研究としての意義】 経過が長期間に及ぶ患者にお
いても理学療法介入後3ヵ月で POP-Q の Stage や尿失禁・
頻尿等の機能改善と日常生活や QOL 改善が得られた。本疾
患に対し個別評価と理学療法介入は有効ではないかと考える。

骨盤臓器脱に対する治療的介入の考察

○春本　千保子（はるもと ちほこ），森　憲一
大阪回生病院 リハビリテーションセンター

Key word：骨盤臓器脱，骨盤底筋群，理学療法
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口述3-4

【目的】 ゴルフスイング動作は、ヘッドスピードを生むため
左右重心移動を必要とする。これを可能にするのが足部内外
反機能であり、飛距離延長には不可欠である。今回、右脛骨
遠位端骨折を受傷後、足部機能が低下した患者を担当した。
ゴルフの飛距離延長の目標に携わる機会を得た。目標達成の
ために必要な足部外反機能を構成要素に含む蹲踞の獲得と共
に、治療展開を行った結果、改善が得られたため報告する。

【症例紹介】 右脛骨遠位端骨折を受傷した30代前半の女性。
X 年 Y 月他院にてプレート固定術施行。2ヶ月間の入院理学
療法実施後、当院外来理学療法開始となる。ゴルフやサー
フィンへのスポーツ復帰を強く希望。本発表期間は、スポー
ツ参加の許可を得た受傷後17週目から初期評価とし、22週
目を最終評価とした。

【説明と同意】 本発表は、ヘルシンキ宣言に基づきご本人に
説明し、文章にて同意を得た。

【経過】 初期評価（術後17週）本人の主体性を重視する目的で
Canadian Occupational Performance Measure（以下 COPM
を重要度・遂行度・満足度で表記）を使用。①ゴルフの打
ちっぱなしで120yd 飛ばせる（8・5・6） ②サーフィンが出
来る（8・6・5） ③後方に倒れずしゃがみ込める（7・5・5）
の3項目が聴取された。本症例のスイング動作は構えである
Address（以下 AD）で両股関節屈曲・両膝関節伸展・足関
節底屈位で体幹前傾の姿勢をとっていた。Back Swing（以
下 BS）～ Top（以下 TO）では右側への重心移動を行い、骨
盤右後方回旋・右膝関節伸展・左膝関節屈曲位で体幹回旋不
足。Down Swing（以下 DS）～ Impact（IM）で右下腿内側
傾斜・足関節底屈、右肩関節下制し、骨盤左 shift が早期に
出現した。飛距離は90yd。スイング時の足圧分布の計測で
は左右方向の重心移動が困難であり前後方向優位の軌跡と
なった。蹲踞の姿勢では右足関節背屈が減少し、体幹・骨盤
右後方回旋。足圧分布の計測は後方重心で左下肢優位であっ
た。Range of Motion（以下 ROM, 右 / 左、単位°）足関節背
屈（屈曲位）25/25, 外反15/20、距骨下関節（以下 ST 関節）
回内20/25, 回外10/15。横足根間関節可動性（以下 MT 関
節）－ /+。舟状骨高（右 / 左、単位 ㎝）：座位3.5/3, 立位
3.5/2.5。Manual Muscle Testing（以下 MMT, 右 / 左）足
関 節 底 屈5/5, 内 反4/5。Numerical Rating Scale（以 下
NRS、運動・部位・強度）Ⅰ：蹲踞姿勢で右側への重心移

動・内果下方・5/10、Ⅱ：蹲踞姿勢・内果下方・2/10、Ⅲ：
スイング時（DS ～ IM）・舟状骨下方・3/10。飛距離延長に
は後脛骨筋遠心性収縮での足部外反機能が重要であり、蹲踞
獲得と共に治療を展開した。最終評価（術後22週）ROM 足
関節外反20/20, MT 関節回内可動性 +/+, 舟状骨高：座位
3/3, 立位2.5/2.5と改善。MMT 足関節内反5/5。NRS では
Ⅰ：1/10、ⅡとⅢでは疼痛が消失した。AD では両膝関節
軽度屈曲位で体幹前傾・両股関節屈曲が軽減。BS ～ TO で
右膝関節屈曲し体幹回旋増大。DS ～ IM では右下腿内側傾
斜、右肩関節下制が軽減し、骨盤左 shift 消失。飛距離は
110yd に改善。スイング時の足圧分布の計測において左右方
向の重心移動が出現した。蹲踞では体幹・骨盤軽度右後方回
旋の代償消失。足圧分布計での後方重心が軽減。COPM で
は①8・8・8②8・10・5③7・9・9とすべての項目で2点以
上の改善が得られた。

【考察】 ゴルフスイングはクラブを瞬時に振り、IM 時に強い
力をボールへ伝える必要がある。その為には足部内外反機能
による左右への重心移動が重要となる。本症例は後脛骨筋遠
心性収縮が困難となり、右足部外反機能が破綻し、AD ～ BS
では股関節戦略での前後方向優位の重心移動であった。その
ため TO で体幹回旋が不足。DS ～ IM では右足関節外反に
て荷重を保持出来ず、早期に右側へ重心移動・骨盤左 shift が
出現する。このことが飛距離の減少に繋がった。蹲踞におい
ても支持基底面内に身体重心を保持するための共通要素が必
要であるが、スイング動作よりも更なる強い後脛骨筋の遠心
性収縮が必要となる。外反機能を改善し、飛距離を延長させ
るため、治療では徒手的に右下肢の循環改善を図り、蹲踞の
中で右後脛骨筋の遠心性収縮を促通。立位姿勢では足関節内
外反での左右重心移動の学習を行った。ステップ動作の中で
右背屈外反から底屈内反への切り替え促し、ゴルフスイング
動作へと繋げた。その結果、足関節外反機能は改善し、蹲踞
の獲得。AD ～ BS で左右重心移動が可能となり TO での体
幹回旋増加。DS では右足関節外反での荷重保持が出来ること
でヘッドスピードが生まれ強い IM を向かえることが出来た。

【理学療法研究としての意義】 スポーツ動作と日常生活動作
との共通要素に着目し、治療展開を行った。日常生活動作を
改善させることでスポーツ動作のパフォーマンス向上も得ら
れると示唆される。

右脛骨遠位端骨折患者に対し、ゴルフ飛距離延長を試みた一症例
～スイング動作 Addressから Impactに着目して～

○佐伯　訓明（さえき のりあき），森　憲一，春本　千保子
大阪回生病院 リハビリテーション科

Key word：ゴルフスイング，蹲踞，足関節外反機能
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【目的】 股関節の人工骨頭置換術後の歩行では、トレンデレ
ンブルグ徴候やデュシェンヌ現象を呈する患者を多く経験す
る。一般的な原因には、股関節外転筋力の関与や股関節内転
筋のトルク値が増加すると報告されている（対馬、1999）。
また、THA 後早期患者において、股関節内外旋の認識角度
が内旋方向へ偏位しているとの報告もある（Nakagawa, 
2003）。臨床においては関節可動域や筋力に著明な問題を認
めないにも関わらず、トレンデレンブルグ徴候などの特徴的
な跛行を呈している症例をしばしば経験する。今回、トレン
デレンブルグ徴候を呈していた症例に対して、身体の位置関
係の認識と跛行の関係性に着目した介入を試み、良好な結果
を得たので報告する。

【症例紹介】 症例は70歳代女性。右大腿骨頸部骨折を受傷し、
人工骨頭置換術を施行された。介入は術後2日目から開始し、
歩行は9日目から実施した。なお、介入初期を術後23日目、
最終評価は27日目としている。股関節の関節可動域に著明
な問題を認めず、MMT は右股関節外転筋群4、内転筋4、
大腿四頭筋群4、ハムストリングス4であった。歩行中に疼
痛は無く、10 m 歩行は12.7秒、歩行率1.8歩 /s、病棟内歩
行自立レベル（T 字杖使用）であり、LR においてトレンデ
レンブルグ徴候、MSt でデュシェンヌ現象を認めた。歩行
時の前額面上での身体動揺を検出するため、動画解析ソフト

（BMPmeasure）にて特徴的な跛行が出現した LR・MSt の
歩行周期にて骨盤の傾斜角度や股関節角度を算出した。LR
で股関節の内転角度は右17.1°、MSt にて股関節の内転角度
は右－5.0°であった。

【説明と同意】 本発表はヘルシンキ宣言に沿い、患者に十分
に説明を行い、発表に関する同意を得ている。

【経過】 本症例は介入当初から右下肢に荷重することに対す
る不安感の訴えが多かった。また、右側股関節は内転位を正
中と認識、距骨下関節は回外位の状態を水平と認識しており、
身体の位置関係を誤認している状態であった。このような身
体位置関係の認識異常が、トレンデレンブルグ跛行や荷重に
対する不安感を生み出しているのではないかと仮説を立て、
身体の位置関係の認識を促すことに着目した課題を考案し実
施した。具体的には、患側股関節の運動方向や左右股関節の
位置感覚の比較、動いた股関節角度を問う課題と、肩関節や
股関節の左右の位置の関係を問う課題を実施した。課題時は

身体部位への注意を喚起し、運動開始前に運動方向を予測さ
せた。また、姿勢鏡や他者の姿勢観察を手がかりとして教示
し、視覚情報から体性感覚情報への変換作業を求めた。介入
4日後、10 m 歩行10.3秒、歩行率2.0歩 /s, LR にて股関節
の内転角度は右5.3°、MSt にて股関節の内転角度は右8.7°
へと改善し、トレンデレンブルグ徴候やデュシェンヌ現象、
右下肢への荷重に対する不安感はほぼ消失した。介入前後で
股関節周囲筋の筋力に著明な変化は認めなかった。

【考察】 人工股関節置換術後のトレンデレンブルク徴候の出
現する要因を調べた先行研究によると、単に股関節の外転筋
力の低下では判断出来ないことが報告されている（寺田、
1998）。また、術前の慢性的な病的状況や手術による感覚器
としての関節破壊が中枢神経系に長期的な変化を起こし、そ
れが障害持続の原因ともいわれている（Kass, 1983）。本症例
においても股関節周囲筋の筋力には著明な問題は無かったが、
身体位置関係を誤認していることにより、手術侵襲での股関
節の感覚器としての機能低下が跛行の一因となっている可能
性を考え、下肢の位置関係を中心とした多関節の身体位置認
識に対する介入を実施した。その結果、身体の位置関係の認
識の改善により、歩行時の LR ～ MSt にかけて跛行の改善
がみられた。また、身体位置関係の認識と立位姿勢バランス
能力の関連性を調べた研究によると、健常者において二足歩
行を行う上で必要な立位姿勢バランス制御には身体位置関係
の認識が関連するといわれている（川崎、2009）。今回の介
入により、トレンデレンブルグ徴候を呈する症例においても、
跛行の改善には筋力のみではなく、身体の位置関係の認識に
着目することの重要性を示唆する結果であると考える。今後
は身体の位置関係の認識とトレンデレンブルク徴候の関係性
について、症例数を増やしさらなる検討を行っていきたい。

【理学療法研究としての意義】 人工骨頭置換術後の理学療法
において、身体の位置関係の認識を踏まえた介入は、跛行や
荷重に対する不安感の残存している症例に対して、新しい視
点での介入の一助になる可能性があると考える。

人工骨頭置換術後患者におけるトレンデレンブルグ徴候に対する一考察
―術側の身体認識に着目して―

○森　武志（もり たけし）1），橋本　宏二郎1），菅沼　惇一1），壹岐　伸弥2），谷川　浩平1），	
奥埜　博之1）

1）摂南総合病院 リハビリテーション科，2）川口脳神経外科リハビリクリニック

Key word：人工骨頭置換術，トレンデレンブルグ徴候，身体認識
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【目的】 前庭リハビリテーションは半規管の障害や前庭機能
の低下によるめまいやふらつき症状を対象とする。
　半規管の障害でめまい症状を呈する病態の一つに良性発作
性頭位変換めまい症（BPPV）がある。BPPV は数回の運動
療法にて症状が消失または改善することが多いことから運動
療法が効果的であると考えられている。その代表的な運動療
法として Epley 法といわれる頭位変換運動がある。一方、
前庭機能障害によるめまいやふらつきは前庭眼反射（VOR）
と前庭脊髄反射の機能障害により出現するといわれている。
　今回、めまいを発症した症例に BPPV への治療にて効果
がみられたが、めまい症状が残存したため前庭機能への治療
も実施し有効性が認められた症例を経験したため報告する。

【症例紹介】 30歳代女性、前日より回転性めまいを発症し、
当クリニック来院。主訴は起居動作などの頭位変換時、特に
右側への起居動作で生じる回転性めまい。頭部 MRI 検査に
おいて頭蓋内疾患は認められなかった。めまいの既往として
は小児期から乗り物酔いがしやすかった。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に順守し、対象者に
は紙面および口頭にて研究の趣旨を説明し、同意を得た。

【経過】 回転性めまい症状の評価として質問紙法の Dizzi-
ness handicap inventory（DHI）、眼振評価としてはフレン
ツェル眼鏡を用いた非注視条件での眼振検査を実施した。初
期評価時の DHI 点数は24/100点。眼振検査は Dix-hallpike 
test にて右45°頭部懸垂位にて上方・右回旋方向、座位に
戻った際に下方・左回旋方向に眼振が認められた。治療とし
ては Epley 法による運動療法を実施した。自宅でのセルフ
エクササイズ指導も同時に行った。3日後の再来院時におい
ては DHI は10/100点であり、回転性めまい症状は改善した。
しかし「電車が走行しているのをみると気持ちが悪くなる」
などという視覚情報によるめまい症状誘発の訴えがあったた
め、VOR 機能評価として head impulse test 実施した。そ
の結果、頭部左側回旋時に頭部運動と分離した眼球運動（眼
球の右側への運動）が困難であった。また体幹屈曲位からの
伸展運動時および右側臥位から座位への体位変換時に短時間
の浮動性めまいが生じた。そのため VOR 機能改善を目的と
した運動療法として adaptation exercise を、特定の動作で
生じるめまいに対しては habituation exercise を実施した。
adaptation exercise においてはめまい誘発が少ない頭部固

定状態での眼球運動から始め徐々に頭部運動と眼球運動を組
み合わせたエクササイズにし、1分×3セットを上下左右方
向にて実施してもらった。habituation exercise は座位にて
体幹屈曲位からの伸展運動および右側屈位からの座位に戻る
反復運動を実施した。最終評価時の DHI は6/100点でめま
いの自覚症状の変化がみられた。

【考察】 今症例の初期評価時において、頭蓋内疾患が否定さ
れ、急性的に頭位変換時の回転性めまいを発症したことから
BPPV が疑われた。問診による起居動作など頭位変換時の
めまいの誘発や眼振検査での結果から右後半規管結石症と考
えられた。後半規管結石症は卵形嚢から耳石の一部がはがれ
て、その小片が後半規管の膨大部稜に浮遊することでめまい
を誘発するものである。今回、その浮遊した耳石の小片を卵
形嚢へ戻すために頭位変換を用いた運動療法である Epley
法を実施することで、回転性めまいの訴えは改善した。しか
し、視覚情報による症状誘発の訴えや head impulse test で
の右側への眼球移動の困難から右 VOR 機能低下および特定
動作での頭部運動感覚と眼球運動感覚の不一致によるものと
考えられる症状が残存した。小児期から乗り物酔いをしやす
かったことなど、以前からの前庭機能の脆弱性が示唆された。
そのため今症例においてはめまい症状が残存したのは、前庭
機能の脆弱性に加えて右側 BPPV を発症したことで、右側の
一側前庭機能による自覚症状が大きくなったのではないかと
考えられた。今症例のような前庭機能低下を背景に持つ症例
には、BPPV による回転性めまい症状の改善後、adaptation 
exercise および habituation exercise などによる前庭機能訓
練が効果的と考えられる。

【理学療法研究としての意義】 前庭リハビリテーションにて
効果がみられた症例を検討することにより、理学療法におけ
る運動療法の介入範囲の拡大の一助となると考えられる。
　今症例のように半規管障害である BPPV の改善後に前庭
機能障害と考えられる症状の残存を経験することがある。そ
のため前庭機能と BPPV の関連性の研究を進める必要がある。

良性発作性頭位変換めまい症に対して前庭リハビリテーションが 
効果的であった一例

○藤原　侑司（ふじわら ゆうじ）1），杉山　昌幸1），西原　毅2）

1）にしはらクリニック リハビリテーション科，2）にしはらクリニック 脳神経外科

Key word：良性発作性頭位変換めまい症，前庭リハビリテーション，前庭眼反射
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口述4-2

【目的】 小脳脈絡叢乳頭腫ならびに脊髄梗塞により小脳性運
動失調、運動麻痺、感覚障害を呈した症例を経験した。本症
例は、腫瘍摘出術後の経過中、肺炎、敗血症および出血性
ショックを併発し、初回立位開始まで術後7週を要していた。
今回、当院回復期病棟にて装具を使用し歩行、階段昇降練習
を積極的に実施した結果、機能障害および FIM 改善に寄与
し自宅復帰に至ったため経過を報告する。

【症例紹介】 40歳代女性、BMI15。現病歴：構音障害、左上
肢巧緻性障害、歩行障害出現により当院受診、小脳脈絡叢乳
頭腫と診断された。手術目的で他院へ転院、小脳脈絡叢乳頭
腫に対して腫瘍栄養血管塞栓術が施行された。腫瘍栄養血管
塞栓術後、上位頚髄梗塞を発症し新たに左片麻痺、下位脳神
経障害が出現、開頭腫瘍摘出術が施行された。開頭腫瘍摘出
術後、肺炎を合併し人工呼吸器管理が必要となった。また、
創部感染による敗血症、直腸潰瘍により出血性ショックをき
たした。理学療法は、腫瘍摘出術後3週で車椅子へ移乗、7
週で初回立位練習が開始された。8週に当院回復期病棟へ入
院となった。

【説明と同意】 対象者には本発表の趣旨を説明し同意を得た。
【経過】 回復期病棟入院時の現症は、意識晴明、スピーチカ
ニューレ装着、NIHSS11点、MMSE29点であった。MMT

（右 / 左）は股関節屈曲3/1、膝関節伸展3/2、足関節背屈
3/2であった。Fugl-Mayer Assessment lower extremity

（以下：FMA-LE）は左側10点、深部腱反射は左上下肢亢
進であった。感覚は右上下肢温痛覚重度鈍麻、左上下肢関節
位置覚重度鈍麻であった。膀胱直腸障害は認めなかった。端
座位および立位は重度介助、歩行困難、ADL は FIM で44
点であった。画像所見は MRI で小脳、延髄、頚髄に T2高
信号域が認められた。理学療法は当院回復期病棟入院時から
退院時まで4から6単位 / 日実施した。入院翌日より長下肢
装具（以下：KAFO）を使用し立位、歩行練習を開始した。
初回立位時に起立性低血圧を認めたが、昇圧剤投与および下
肢弾性ストッキングを装着し、立位、歩行練習を継続した。
術後9週で KAFO 作成、10週より階段昇降練習を重度介助
下にて開始した。13週で MMT は股関節屈曲3/2、膝関節
伸展4/3、足関節背屈4/2となり、端座位保持可能、立位時
に起立性低血圧は認めなかった。17週に FMA-LE は左側
22点、下肢エルゴメーター駆動可能となり、60分を週5日

の頻度で実施した。装具は KAFO から両側金属支柱付き短
下肢装具（以下：AFO）にカットダウンし、歩行は4点杖を
使用し介助下にて可能となった。21週で気管切開孔閉鎖術
が施行され、FIM は89点となった。その後、眼科治療のた
め他院へ転院、27週に当院回復期病棟に再入院となった。
退院時（41週）の現症は、MMT 股関節屈曲5/3、膝関節伸
展5/4、足関節背屈5/4, FMA-LE は変化なし、感覚も明ら
かな変化はなかった。歩行は4点杖と AFO で監視、FIM は
108点となり自宅復帰に至った。

【考察】 脊髄梗塞は機能予後不良とされている。本症例は脊
髄梗塞ならびに腫瘍摘出術後、小脳性運動失調、左片麻痺、
感覚障害を呈した。加えて、術後経過で人工呼吸器管理、出
血性ショックを起こしたため、初回立位まで7週を要し、回
復期病棟入院時には起立性低血圧、筋力低下、重度歩行障害
を認めていた。そのため、廃用症候群の改善、基本的動作能
力向上を目的として装具療法を実施した。装具療法は、片麻
痺患者に対して早期から起立、歩行動作改善のために用いら
れている。なかでも、KAFO は重度片麻痺患者の介助量軽減
および練習量の確保に有用と報告されている。本症例に対し
ても KAFO を用いたことが、入院翌日からの歩行練習、介
助下での階段昇降練習を可能にし、機能障害の改善に繋がっ
たと考える。結果、AFO 使用下での杖歩行を獲得、FIM は
108点となり自宅復帰に至った。

【理学療法研究としての意義】 装具療法は廃用症候群の改善
に寄与し、機能予後不良とされる脊髄梗塞患者の機能障害お
よび FIM を改善し得る。

小脳脈絡叢乳頭腫ならびに脊髄梗塞を発症後、長期安静臥床に及んだ 
症例に対する装具療法の効果

○高田　祐輔（たかだ ゆうすけ），山本　洋司，大木　敦司，井上　勝也，恵飛須　俊彦
関西電力病院 リハビリテーション部

Key word：回復期リハビリテーション，長下肢装具，FIM
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口述4-3

【目的】 運動・姿勢制御はフィードフォワード系（FF 系）と
フィードバック系（FB 系）に大別できる。FF 系を担う大脳
小脳ループとは、運動関連領野と対側小脳で構成され運動の
開始・企画・タイミングを調節する。対して FB 系を担う脊
髄小脳ループとは、脊髄小脳路からの主には同側末梢感覚入
力を介して体幹・四肢近位部の姿勢、四肢遠位部の運動を制
御する。今回、左脳幹部の外傷性遅延性脳出血による右片麻
痺、両側の大脳小脳・脊髄小脳ループの障害を呈した症例の
理学療法を報告する。

【症例紹介】 70歳代女性。転倒により頭部を打撲、6日後よ
り頭痛が増悪し救急搬送。左脳幹部における外傷性遅延性脳
出血の診断を受け、60病日に当院回復期リハビリテーショ
ン病棟へ入院した。
　CT 画像では、中脳下部レベルにおいて左大脳脚と右大脳
脚内側部、橋上部レベルにおいて左橋吻側部の病変が視認で
きた。そのため、左皮質脊髄路・皮質橋路・横橋線維・内側
毛帯・前脊髄小脳路・赤核への入出力線維の障害により右半
身の神経学的所見異常、右前頭橋路や経路上交叉する横橋線
維、上小脳脚交叉の障害により左半身の神経学的所見異常が
考えられた。

【説明と同意】 本報告の主旨は本人・家族の同意を得たもの
である。

【経過】 入院当初、右上下肢に BRS：全項目2の重度運動麻
痺、表在・深部感覚の軽度鈍麻を認めた。左上肢には
SARA：鼻－指試験3/4・踵－脛試験4/4の協調性運動障害
と、立位6/6・座位4/4の最重症値の失調症状を認めた。小
脳性認知情動症候群（CCAS）による注意・遂行機能障害を
認めた。FIM は46点（運動18点 / 認知28点）であった。
　理学療法では、皮質脊髄路の障害より麻痺側の支持性・随
意性ともに不良であったが、両側の皮質網様体脊髄路や後脊
髄小脳路の残存により、股関節・体幹を中心とした FF・
FB 系制御は保たれていると考え、長下肢装具（KAFO）を
用いた抗重力位での立位・歩行練習から開始した。
　入院30日目では BRS は変化なし。SARA：鼻－指試験2・
踵－脛試験3・立位5・座位2, FIM：75点（運動41点 / 認知
34点）。上肢支持を用いれば立位保持が可能となったため、
自身でのバランス制御を学習することを目的にリーチ動作を
用いた静的バランス課題の比重を増やした。

　入院90日目では BRS 上肢3・手指4・下肢3, SARA：鼻
－指試験2・踵－脛試験3・座位0・立位3, FIM：80点（運
動46点 / 認知34点）。介助無しに立位保持できるようになっ
たため、歩行練習時自身で下肢を振り出すような動的バラン
ス課題を随時導入した。また CCAS を配慮して、歩行練習
では立脚相と遊脚相を分けて実施し、課題に集中できるよう
難易度を調節した。
　入院150日目では BRS 右上肢4・手指4・下肢4, SARA：
鼻－指試験1・踵－脛試験3・立位2, FIM：102点（運動67
点 / 認知35点）。歩行能力の改善と併せて運搬歩行など応用
課題及び屋外歩行を多量に反復した。結果、短下肢装具

（AFO）と4点杖により屋内歩行は自立し、自宅退院に至った。
【考察】 本症例は、右上下肢運動麻痺・右側感覚障害・両側
小脳性運動失調・姿勢保持及び動作障害・CCAS を認めた
重症例である。
　本症例に対し、画像分析にて障害像を明確にし、残存する
FF・FB 系制御の積極的活用に主眼を置いた課題指向的な
立位・歩行練習を実施した結果、歩行獲得に至った。これら
の治療は抗重力位であることが前提であり、運動麻痺を呈し
た本症例に対して股関節を中心とした荷重刺激と筋紡錘への
伸張刺激を与えるためには KAFO を用いた立位・歩行練習
が効果的だと考える。また、KAFO から AFO へ、静的か
ら動的課題など治療の段階性を重視したことや徹底的に課題
を反復したことも運動学習に寄与したと考える。そして、拠
り所を明確にし課題難易度の調整・反復を行った結果、重度
運動障害・最重症値の失調症状を認めた本症例の遂行機能は
向上した。
　回復の背景に神経可塑性があるとすれば、高頻度の課題練
習は不可欠である。画像分析に基づいて活用すべき残存機能
を明確にし、それを賦活しうる課題を選定し、長期的に介入
したことが歩行獲得の一助になったと考えた。

【理学療法研究としての意義】 脳卒中例に対する理学療法で
は、効果的な治療プランを考える上で、画像所見や脳システ
ムを理解することは重要と考える。そして、脳システムの特
性に考慮し、それを活用する運動課題を徹底して行うことが
システム再構築には重要と考える。

両側小脳系障害を背景に持つ右片麻痺を呈した症例に対する 
立位・歩行練習の有効性

○杉山　歩（すぎやま あゆみ）
千里リハビリテーション病院 リハビリテーション科

Key word：皮質網様体脊髄路，大脳小脳ループ，脊髄小脳ループ
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口述4-4

【目的】 脳卒中ガイドライン2015では課題反復訓練が推奨
されており、McCombe Waller らの報告にも、立位におけ
るリーチ動作などの上肢に対する課題指向型トレーニングを
行った場合、上肢のパフォーマンスの改善とともに立位バラ
ンスが改善したとある。今回、ラクナ梗塞による右片麻痺症
例に対し、課題指向型トレーニングを反復することにより、
立位バランス能力の向上を認めたので報告する。

【症例紹介】 症例は、左内包後脚のラクナ梗塞を発症した70
歳代男性である。発症28日に当院回復期リハビリテーショ
ン病棟へ入棟。Stroke Impairment Assessment Set-Motor
は右側で順に5、5、4、4、5、立位時筋緊張は両内・外腹斜
筋（左＞右）、両大・中殿筋（右＞左）、右大腿四頭筋にて低
下を認めていた。また右足底感覚は表在・深部ともに軽度鈍
麻であった。歩行は歩行器歩行自立で、独歩は右立脚中期に
胸腰部が右側屈・回旋し右後方に転倒傾向があり監視を要し
ていた。10 m 歩行速度は0.8 m/ 秒であった。趣味であるゴ
ルフの再開が希望で、坂道や不整地があるゴルフ場での移動
やスイング動作には、高いバランス能力が求められた。

【説明と同意】 症例には、発表の趣旨を説明し同意を得た。
【経過】 理学療法は、両股関節外転運動や下肢挙上運動など
の体幹・両下肢筋力増強練習や自転車エルゴメーター、歩行
練習に加え、課題指向型トレーニングとしてリーチ・ステッ
プ動作練習を実施した。リーチ動作練習は、座位や片手支持
立位にて、側方や後方にある目標物をリーチして取り、反対
側に移動する課題とした。麻痺側・非麻痺側上肢ともに実施
し、体幹の回旋が生じるように高さや距離を設定した。目標
物は、水を入れたペットボトルや紙コップとし、20回反復
させた。順次目標物の距離や高さ、水の量を変え、支持物や
徒手的な誘導を無くした。ステップ動作練習は、左上肢支持
立位にて、前方や側方にある台に左下肢をステップさせる課
題を30回反復させた。順次ステップ速度を遅くさせたり、
目標物を台から紙コップ・ボールに変更した。各課題遂行時
には代償動作に注意し、症例に正しい動きを誘導しながら実
施した。加えて、1週間ごとに静止及び片脚立位姿勢・歩行
動作を撮影し、10 m 歩行速度・片脚立位時間の評価結果と
あわせて、それぞれの改善点を症例に伝えながら進めた。結
果、身体機能面では立位時筋緊張が両内・外腹斜筋、両大殿
筋、右大腿四頭筋に初期と比較し改善がみられ、屋外独歩自

立、発症57日で退院となった。各バランス能力の変化は次
の通りである（発症28日→発症56日）。片脚立位時間；右2.3
秒→5.1秒、左8.0秒→8.9秒、Berg Balance Scale；43/56
点→48/56点、重心動揺計（アニマ社製 GRAVICORDER 
GS-31P）にて測定した30秒間静止立位時の重心総軌跡長；
開眼54.18 ㎝→33.57 ㎝、閉眼69.90 ㎝→61.38 ㎝、矩形面
積；開眼13.70 ㎝2→7.35 ㎝2、閉眼26.63 ㎝2→18.08 ㎝2、X
方向平均中心変位；開眼0.29 ㎝→－0.27 ㎝、閉眼1.18 ㎝→ 
0.26 ㎝、Y 方向平均中心変位；開眼－4.20 ㎝→－2.61 ㎝、
閉眼－5.56 ㎝→－4.77 ㎝。10 m 歩行速度は1.1 m/ 秒となっ
た。退院後28日には練習場ではあるがゴルフの再開を実現
できた。

【考察】 症例は、左内包後脚の梗塞により、皮質網様体路及
び上視床放線が障害され、下部体幹や股関節周囲筋の低緊張
及び感覚障害が生じていたと推察した。そのため、無意識下
での姿勢制御の問題が大きいと捉え、課題を達成する中で自
律的に動員されるシステムによる促通が適していると考えた。
また、認知機能に問題が無く、運動課題やフィードバックの
理解が良好であった。今回、症例の希望に即した合目的な課
題をフィードバックしながら遂行することで、トレーニング
に対する意欲の向上や運動学習の促進に繋がったと考える。
また、リーチやステップ動作練習といった歩行やゴルフのス
イング動作に類似した課題を設定したことで、これらの動作
に特異的な腹部や股関節周囲筋群の筋緊張が改善した。類似
課題を反復する中で、姿勢制御のシステムが賦活されて立位
バランスが向上し、独歩やスイング動作が可能になったと考
察する。

【理学療法研究としての意義】 バランス障害のある脳梗塞片
麻痺患者への課題指向型トレーニングの反復は、症例の希望
活動で求められる動作に類似した課題に設定することで、機
能改善や姿勢制御に有用で、立位バランス能力の向上、活動
への汎化に期待できると示唆された。

課題指向型トレーニングにより立位バランス能力が改善した 
脳梗塞片麻痺症例

○濵田　直輝（はまだ なおき），南河　大輔，奥　英晃，南田　史子
大阪リハビリテーション病院 リハビリテーション療法部 理学療法科

Key word：脳梗塞片麻痺，立位バランス，課題指向型トレーニング
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口述4-5

【目的】 脳卒中治療ガイドライン2015では、脳卒中片麻痺患
者の歩行能力改善に歩行などの下肢訓練量を多くすることを
勧めている。しかし、臨床では重度の片麻痺により下肢の支
持性が乏しく、十分な歩行量が確保できない症例を経験する。
長下肢装具（以下、KAFO）や HALⓇ福祉用（以下、HAL）
は、そのような下肢の支持性が低下した症例に対して使用す
ることで、下肢の支持性を補償し、歩行量を増加させること
が可能である。
　両者はともに下肢の支持性を補償する役割を果たすが、前
者は膝関節を伸展位で固定して支持性を高めるのに対して後
者は膝関節部分に内蔵されたパワーユニットにより可動性を
保ったまま支持性を高めることができる。これまで KAFO
や HAL を用いた歩行訓練による効果を検証した報告は散見
されるが、両者を比較した研究はない。今回、維持期脳卒中
片麻痺患者に対して両者を使用する機会を得たため、若干の
考察を交え報告する。

【症例紹介】 対象は当院入院中の脳出血右片麻痺を発症して
2年経過した60歳代女性である。入院前は療養型施設に入所
しており、移動は車椅子自立、移乗は一部介助レベルであっ
た。身体機能は Brunnstrom Recovery StageⅡ-Ⅱ-Ⅲ、麻
痺側下肢の粗大筋力は3、感覚障害は表在感覚、深部感覚と
もに重度鈍麻、足関節背屈角度は－15°であった。歩行能力
は T 字杖を使用した短下肢装具（以下、AFO）装着下での
歩行（以下、AFO 歩行）が中等度介助レベルであった。

【説明と同意】 本研究は所属施設長の承認を得て、対象者に
口頭にて説明し同意を得た。またヘルシンキ宣言の趣旨に
則って行われた。

【経過】 入院当初、T 字杖を使用した AFO 歩行は中等度介
助で5 m 歩行に2分2秒、step 数60歩を要しており、重心
の側方移動が拙劣であり転倒傾向が強い状態であった。下肢
の支持性低下や歩幅の狭小化が顕著であったため HAL の使
用を試みたが、重心移動の拙劣さにより下肢がうまく振出せ
ず歩行遂行が困難であった。一方 KAFO 装着下での歩行（以
下、KAFO 歩行）は、後方介助により10 m を26.0秒、step
数46歩で遂行可能であったため、約3週間継続した。その
結果、T 字杖を使用した AFO 歩行が軽介助で10 m を49.3
秒、step 数66歩と改善を認めた。しかし、10 m 歩行中に躓
きが4回生じており、転倒リスクが高い状態であった。そこ

で、躓きを改善する目的で再度 HAL を使用したところ、後
方介助にて10 m を25.2秒、step 数37歩、躓き0回で遂行
可能であったため、HAL による歩行訓練を1週間継続した。
HAL の制御モードは、主に随意制御（CVC）モードを使用
した。結果、T 字杖を使用した AFO 歩行において10 m を
37.8秒、step 数53歩、躓き回数は1回と向上を認めた。身
体機能は入院期間中に変化はみられなかった。

【考察】 入院時より HAL の使用を検討したが不適応であっ
た。その理由として、介入当初の歩行では重心移動が拙劣で
あったため、麻痺側下肢が振出せず HAL による関節運動の
補助が行いにくかったことが挙げられる。また、HAL は使
用者の外側および後面を覆う構造のため、対象者と介助者と
の距離が遠くなり徒手介助に不向きであった。その点、
KAFO では徒手介助による重心移動が行いやすく下肢の振
出も介助にて行え、結果として歩行能力改善を認めた。しか
し、歩行能力の改善を認めた一方で、10 m 歩行中に躓きが
4回といった問題点が残った。そこで、再度 HAL による歩
行訓練を行い、下肢のクリアランス改善を図った。結果とし
て、歩行能力の改善に加え躓き回数の減少も認めた。両者は
ともに下肢の支持性を補償する補助具であるが、KAFO で
は膝関節を伸展位で固定して使用するため下肢のクリアラン
スが得られにくいといったデメリットがある。一方 HAL は、
膝関節の自由度を保ったまま歩行ができる。膝の屈曲・伸展
という連動した動きを反復することで、その歩行パターンの
運動学習が促され、下肢のクリアランス改善に至ったと考え
る。それに加えて今回主に使用した CVC モードは、装着者
の筋収縮を元に関節運動を補助するため、この特性が運動学
習効果を高めていることも示唆される。
　現在、維持期脳卒中片麻痺患者に対するロボットリハビリ
テーションの効果は明確ではないが、今回の検証を通し、使
用時期や目的を明確にすることでその効果を明らかにするこ
とが可能であると思われた。

【理学療法研究としての意義】 今回、維持期脳卒中片麻痺患
者に対して KAFO、HAL よる歩行訓練を行い、それぞれの
有用性が示せたことに意義があると考える。

維持期脳卒中片麻痺患者の歩行に長下肢装具と 
ロボットスーツ HALが効果的であった一症例

○田中　秀和（たなか ひでかず）
宝塚リハビリテーション病院 療法部

Key word：脳卒中，歩行，ロボットリハビリ
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口述5-1

【目的】 外反母趾とは、第1中足骨の内反した外反母趾角が
20度以上の足趾疾患である。外反母趾の理学療法では、ホー
マン体操や母趾外転運動が一般的である。しかし外反母趾症
例は、腰椎の前弯が増大する傾向があると報告されている。
しかしこれらの関係については明らかにされていない。我々
は、第50回近畿理学療法学術大会において外反母趾症例の
歩行時の蹴り出し時に前足部に加わる垂直分力の増大と水平
後方分力の低下を報告した。しかし床反力が増大した原因を
足関節の可動域や足趾筋力で検討したため、体幹からの影響
を検討できたわけではない。そこで本研究の目的は、骨盤帯
肢位の変化に伴って歩行時の蹴り出し時にかかる垂直方向へ
の床反力が変化するという仮説を立て検証し、外反母趾の理
学療法プログラムの一助とすることである。

【方法】 対象は下肢に整形外科的な既往がなく、本研究に興
味の持った学生10名（年齢20.4±0.94, 体重55.6±5.57 ㎏）
を対象とした。なお参加者には、研究の目的・理由・研究の
方法を説明し、同意を得て実施した。対象には、体重の5%
の重り入りのウェストポーチを骨盤上部の腹部側につけて骨
盤前傾を促す（骨盤前傾条件）、同様のウェストポーチを骨
盤背部側に着用して骨盤後傾を促す（骨盤後傾条件）。また
ウェストポーチを腹部側と背部側の両方に計体重5% の半分
の重りを入れた条件（骨盤中間位群）の3条件を比較した。
なお骨盤帯の肢位の変化したことを確認するために骨盤帯の
上前腸骨棘と上後腸骨棘にマーカーを貼り付けて、タブレッ
ト端末で骨盤傾斜角度を算出し、前傾角度を正の値として取
扱かった。また対象者は、立位時の上前腸骨棘と上後腸骨棘
の高さが測定者の2横指以上であるものと上前腸骨棘と上後
腸骨棘の高さに差がない、明らかな骨盤前傾および後傾して
いるものは除外した。計測はフォースプレート上を各条件で
任意の速度で歩行し、歩行周期時間、制動ピーク、駆動ピー
ク、離地時垂直分力値（離地時における直前の垂直分力値）、
離地時垂直分力積分値（駆動ピークから離地時までの垂直分
力積分値）を計測し、三回の歩行で得られたデータを平均し
た値を採用値とした。
　統計学的な検討では一元配置分散分析を用い、post hoc
テストで多重比較法 Tukey-Kramer の方法を用いて実施し
た。有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究は被験者に研究の趣旨、方法を十分に

説明した後、書面にサインを頂き、同意を得たものである。
【結果】 骨盤肢位をタブレット端末で計測し3条件を比較す
ると、骨盤前傾条件（8.5±1.9°）は、骨盤中間位条件（4.3
±1.7°）に比較して有意に高値であり、骨盤後傾条件は、骨
盤中間位条件に比較して有意に低値であった。また骨盤前傾
条件は、骨盤後傾条件（－0.6±3.8°）と比較しても、有意
に高値であり、各条件が適切であることを認した。フォース
プレートでの測定の結果では、離地時垂直値は、骨盤後傾条
件（64.80±7.54N）に 比 較 し て 骨 盤 前 傾 条 件（69.59±
6.86N）が有意に高値であった。また離地時垂直分力積分値
は、骨盤前傾条件（1060.3±150.9Ns）に比較して、骨盤後
傾条件（966.0±172.0Ns）が有意に高値であった。またその
他の測定値においては、有意差は認められなかった。

【考察】 本研究では、骨盤肢位の変化による歩行時の床反力
の変化について検討した。骨盤前傾条件は、骨盤後傾条件に
比較して足趾離地時の垂直分力が大きく、離地時の足趾への
荷重が高いと考えられる。また骨盤後傾条件では離地時垂直
積分値が高値であったことから、離地時を通して垂直方向の
床反力が増大していると考えられる。骨盤前傾条件では、歩
行時において腰椎前弯が増大し、足趾離地時において上半身
重心が体重心より後方に位置したため、蹴り出し時に垂直分
力が増大し、骨盤後傾条件では、歩行時の駆動ピークから離
地時までに体重心が後方に残存したため、垂直分力積分値が
増加したと考えられる。すなわち骨盤肢位の変化に伴い足趾
離地における垂直分力の変化が生じる可能があり、これによ
り歩行時の蹴り出し時には、骨盤肢位の変化にも着目する必
要があることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 今回の研究によって骨盤肢位
の変化によって蹴り出し時における垂直分力の変化が生じる
可能性を得た。これにより歩行時の蹴り出し動作には、骨盤
肢位の変化にも着目する必要があると考えられた。

重心位置の変化による歩行時立脚後期での立脚側母趾への床反力の変化

○冨田　勇真（とみた ゆうま）1），山本　勝也2），小野原　礼佳3），川畑　真奈美4），	
稲谷　早華4），吉田　隆紀5），鈴木　俊明5）

1）なかつか整形外科リハビリクリニック リハビリテーション科，2）喜馬病院，3）なにわ生野病院， 
4）守口生野病院，5）関西医療大学 保険医療学部 理学療法学科

Key word：外反母趾，骨盤肢位，床反力
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口述5-2

【目的】 腰部脊柱管狭窄症（以下 LSS）患者の保存療法と手
術療法の治療成績は手術療法のほうが疼痛や機能障害に対し
て有効と報告されている。しかし、保存療法の内容は、薬物
療法、ブロック療法、理学療法、装具療法等、様々な治療が
含まれており、必ずしも理学療法は実施されていない。一方、
理学療法の有効性に関しては、運動療法を行った方が疼痛や
歩行障害に効果があると報告されているが、追跡期間が6週
間から1年と短く、また、その後の手術の有無で成績を比較
した報告はない。したがって、本研究の目的は、LSS 患者
に6週間の積極的な理学療法を行い、2年の追跡調査を行う
ことにより、手術に至った症例と至らなかった症例の予後を
検討することである。

【方法】 2011年4月から2012年10月までの期間、歩行で下
肢神経症状が出現し、前屈で症状が消失する神経性間欠跛行
を呈し、MRI または CT にて LSS と診断された患者を対象
に過去起点前向き研究を行った。下記の理学療法を希望しな
い・できない患者、膀胱直腸障害を有する症例、神経ブロッ
ク療法併用例、脊椎手術既往例、骨粗鬆症、外傷、下肢機能
に影響する他の疾患を有する患者、糖尿病、末梢動脈疾患、
認知症、精神科受診既往例を除外した。38例が上記の基準
を満たし、6週間の理学療法が実施され、理学療法後に手術
を受けず2年後追跡調査が可能であった17例（手術なし群：
平均年齢71.9歳、男7人、女10人）と、手術に移行し1又は
2年追跡可能であった7例（手術あり群：65.7歳、男1人、女
6人）を対象とした。理学療法は、週1回6週間の体幹・股関
節周囲筋のストレッチ、腰痛体操、体重免荷トレッドミル歩
行を実施し、ホームエクササイズは腰痛体操と歩行を指導し
た。調査項目は、年齢、性別、BMI、発症期間、MRI 重症
度、腰痛、下肢痛、下肢しびれ visual analog scale（VAS）、
チューリッヒ跛行質問票（ZCQ）、日本整形外科学会腰痛疾
患質問票（JOABPEQ）、SF-36、Roland-Morris Disability 
Questionnarie（RDQ）、仮面うつ自己評価表（SRQ-D）であ
る。理学療法後の手術の有無で2群に分け、統計学的に比較
検討した。

【説明と同意】 本研究は、和歌山県立医科大学倫理審査委員
会の承認を得て実施した。また、すべての被験者に本研究の
趣旨および内容について口頭および文章で説明し、自由意志
による参加の同意を文章により得た。

【結果】 2群間において、治療前の BMI（手術なし21.8±3.2 
vs. 手術あり25.3±3.5 ㎏/m2）で手術あり群が高値だった

（P ＜0.05）が、その他の項目に有意差はなかった。
　治療前後の比較では、手術なし群で、6週後の SF-36身体
機能（開始時58.5点；6週後70.3点）、RDQ（開始時7.9点；
6週後4.8点）で有意な改善がみられ、2年後では ZCQ 重症
度（開始時3.1点；2年後2.5点）、身体機能（開始時2.3点；
2年後1.8点）、SF-36体の痛み（開始時40.4点；2年後53.5
点）、RDQ（開始時7.9点；2年後4.8点）で改善が認められ
た（P ＜0.05）。手術あり群では、理学療法6週後に改善は
認められなかったものの、手術後で VAS 下肢痛（開始時
74.3 ㎜；2年後42.4 ㎜）、ZCQ 重症度（開始時3.4点；2年後
2.2点）、身体機能（開始時2.6点；2年後1.4点）で有意な改
善が認められた（P ＜0.05）。2年後の両群の比較では、手術
あり群が ZCQ 身体機能（1.8±0.5vs. 1.3±0.7点）で優れた
値を示していたが（P ＜0.05）、その他の項目において有意
差は認められなかった。

【考察】 LSS のシステマティックレビューでは、手術療法の
優位性を示しているが、当研究においては手術なし群と手術
あり群の2年後の予後に大差はなく、手術療法の優位性は得
られなかった。したがって、適切な理学療法を行えば相当な
治療効果が得られることを前提に考えると、手術の適応は積
極的な理学療法を行ってから慎重に判断すべきである。また、
前述のシステマティックレビューでは、歩行能力を除いて、
痛みや能力障害、QOL の改善において手術療法が保存療法
に勝ると結論づけているが、当研究では手術あり群のほうが、
ZCQ 身体機能（歩行能力）において手術なし群よりも改善し
ており、レビューとは異なる結果が得られた。これは術前の
積極的な理学療法が功を奏し、術後の改善につながった可能
性が考えられる。その他には、手術あり群のほうが BMI が
高かったことから、BMI が高ければ PT 単独での効果が得
られにくいので、理学療法でしっかりと効果を得るためには
体重コントロールも重要であると考える。

【理学療法研究としての意義】 当研究は、理学療法後に手術
に至らなかった症例と理学療法で効果が得られず手術に至っ
た症例を比較しているので結果の解釈には注意が必要である。
今後は、理学療法と手術療法のランダム化比較試験、または、
propensity score を用いた研究による検証が必要である。

腰部脊柱管狭窄症に対する理学療法後、手術に至った症例と 
至らなかった症例の2年間の比較

○峯玉　賢和（みねたま まさかず），三宅　隆広，山本　義男，中川　雅文，左近　奈菜，	
北川　智子，隅谷　政，石元　優々，長田　圭司，川上　守
和歌山県立医科大学付属病院紀北分院

Key word：腰部脊柱管狭窄症，理学療法，手術療法
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口述5-3

【目的】 加速度トレーニングとは垂直軸、前額軸、矢状軸へ
の3次元振動を生み出すマシンを使用して行うものであり、
近年ではスポーツ医科学分野や一般高齢者に対する有益な効
果が報告されている。諸外国で Bruyere（2003、2004）らに
よる研究において、高齢者に対する振動トレーニングがバラ
ンス能力や移動能力を有意に向上させるといった報告がある
が、本邦における報告は少ない。さらに、大腿骨頸部骨折術
後患者に対する効果検証の報告も我々の調査の範疇では見受
けられなかった。よって、本研究の目的は高齢者における大
腿骨頸部骨折術後患者に対する加速度トレーニングの効果を
検証することである。

【方法】 対象は右大腿骨頚部骨折後、人工骨頭置換術を施行
され約6週が経過した90歳代女性とした。研究デザインは
AB デザインを用い、中井ら（2015）の方法を参考にして1
日の時間が平均して約120分の運動療法を4週間実施する基
礎水準期を A 期とし、B 期の操作導入期には120分の運動
療法中に加速度トレーニングを3週間実施した。加速度ト
レ ー ニ ン グ 機 器 は power plate pro6 plus を 使 用 し、
G-Factor level 5（周波数30Hz、振幅 high）にてディープス
クワット位1分×1セット、片脚立ち保持を左右1分×1セッ
ト、合計3分間のトレーニングを実施した。下肢機能評価と
して5回立ち座りテスト five times sit to stand test（以下：
FTSST）を測定し、Hand held dynamo meter（酒井医療株
式会社製モービィ・以下：HHD）による筋力測定を股関節
外転、伸展、膝関節伸展筋力の3種類測定した。等尺性収縮
より得られた力（N）と距離（m）の積を体重（㎏）で除したも
のを採用した。動的バランス評価として timed up go test

（以下：TUG）を測定し、立位バランス評価として重心動揺
計（アニマ株式会社　グラビコーダ GS-6）による開眼30秒
立位での総軌跡長を測定し、歩行能力評価として5 m 最大歩
行速度（以下：5 mWS）を測定した。

【説明と同意】 本研究に伴い研究趣旨を口頭で説明し同意を
得た。

【結果】 初期、A 期終了時、B 期終了時の順に FTSST は9.5
秒、8.7秒、7.7秒であった。HHD による筋力測定は、患側
股関節外転筋力が0.49、1.05、1.10Nm/㎏であり、患側股
関節伸展筋力が0.53、0.84、1.13 Nm/㎏であり、患側膝関
節伸展筋力は0.52、0.96、0.97 Nm/㎏であった。TUG は

32.1秒、12.7秒、11.3秒であった。重心動揺計による総軌跡
長は209.8 ㎝、167.5 ㎝、140.1 ㎝であった。5 mWS は7.58
秒、7.56秒、5.34秒であった。

【考察】 結果より測定項目すべての改善が認められ、特に
FTSST、5 mWS に関しては初期評価時～ A 期終了時の改
善度を100% とした時に B 期終了時の改善率がそれぞれ
125%、110% の改善を認めた。Guus ら（2011）によると、
加速度トレーニングが神経や運動経路の活性化及び覚醒に効
果的であるとしている。それらに関連しバランス能力や歩行
安定性を向上させる効果があるとされており、今回の研究に
おいてもその効果が結果に反映したものではないかと考える。
本研究の限界として、本研究で用いた研究デザインでは加速
度トレーニングの効果を強く示すことができなかった。しか
し B 期においてもアウトカムの改善を認めていることから、
今後研究デザインを見直し更に加速度トレーニングの効果を
検証していく必要があると考える。

【理学療法研究としての意義】 加速度トレーニングは身体へ
の負担も少なく短時間で行えることが本トレーニングの特徴
である。本研究により大腿骨骨折術後の症例に対しても、歩
行安定性、下肢機能性、バランス能力改善に有効な手段であ
る可能性が示唆されたため、理学療法研究として意義がある
ものと考える。

高齢大腿骨頚部骨折術後患者に対する加速度トレーニングを併用した 
運動療法の効果検証
―シングルケースデザインによる検討―

○松﨑　高至（まつざき たかし）
貴志川リハビリテーション病院リハビリテーション部

Key word：加速度トレーニング，大腿骨頸部骨折，高齢者
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口述5-4

【目的】 高齢者転倒の原因は多種多様であるが加齢に伴うバ
ランス能力の低下は転倒の大きな因子となっている。バラン
ス保持には視覚、前庭覚、体性感覚からの継続的な情報が重
要であるが高齢者の場合、前庭覚の低下により視覚もしくは
体性感覚のどちらかに依存すると言われている。視覚及び体
性感覚のどちらに強く依存するかに関する研究・報告では意
見が分かれており現在も明確になっていない。又、我々が実
際に介入している転倒受傷により回復期病院へ入院となった
患者を対象とした研究は少ない。今回、転倒高齢者と若年健
常者での視覚条件及び床面条件を変化させた際の矩形重心動
揺面積を比較検討し、考察を行ったので報告する。

【方法】 対象は2015年10月22日から2016年2月27日までに
当院に入院している転倒受傷した高齢者の内、視覚障害と感
覚障害が無く最低でも受傷前に自宅内での歩行（歩行補助具
使用も含める）が自立であった腰椎圧迫骨折及び大腿骨頸部・
転子部骨折（術後）を呈した10名（年齢：平均83.8±6.6）。
健常者は当院セラピスト10名（平均24.8±1.3）。Panasonic
社製デジタルミラーを使用し、固い床面での開眼、固い床面
での閉眼、柔らかい床面での開眼、柔らかい床面での閉眼の
それぞれ4つの条件で15秒間立位保持し、矩形重心動揺面
積を測定した。尚、固い床面は立位バランス計、柔らかい床
面にはバランス計の上にバランスパッド（AIREX）を置いた
状態とした。最初に転倒高齢者及び若年健常者の4つの測定
値を比較した。次に4つの測定値を元に視覚条件の変化とし
て固い床面での開眼に対する閉眼の差、柔らかい床面での開
眼に対する閉眼の差。床面条件の変化として開眼での固い床
面に対する柔らかい床面の差、閉眼での固い床面に対する柔
らかい床面の差。これらの測定値の差を増加量とし転倒高齢
者と若年健常者で比較した。統計解析は転倒高齢者と若年健
常者の測定値と測定値の差（増加量）を Welch 検定を用いて
比較検討した。統計処理には EZR を使用し、有意水準は
5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、当院倫理
委員会の承認、及び参加者の同意を得て行った。

【結果】 転倒高齢者と若年健常者の矩形重心動揺測定値は4
つの条件全てで有意差を認めた。転倒高齢者 / 若年健常者
の視覚条件を変化させた場合、固い床面での開眼から閉眼で
0.91±1.4/0.2±0.3（P ＞0.05）の増加、柔らかい床面での

開眼から閉眼で20.8±23.0/4.5±2.7（P ＞0.05）の増加。
視覚条件の変化では有意差を認めなかった。床面の条件を変
化させた場合、開眼での固い床面から柔らかい床面で5.9±
4.5/1.2±0.5（P ＜0.05）の増加、閉眼での固い床面から柔
らかい床面で25.0±21.5/6.4±3.1（P ＜0.05）の増加。床
面条件の変化で有意差を認めた。

【考察】 転倒高齢者と若年健常者の比較で矩形重心動揺面積
測定値は固い床面での開眼及び閉眼、柔らかい床面での開眼
及び閉眼全てで有意差が認められた。これは加齢によるバラ
ンス能力の低下を示しており、様々な研究結果からも加齢自
体がバランス低下の要因であることがわかる。視覚条件の変
化では、固い床面で開眼から閉眼の増加量は有意な差は認め
られなかった。又、柔らかい床面で開眼から閉眼の増加量も
有意差は認められなかった。この結果より視覚条件の変化で
は転倒高齢者における矩形重心動揺面積の増加量は若年健常
者と変わらないことがわかる。しかし、床面条件の変化では
開眼で固い床面から柔らかい床面の増加量は有意な差を認め
た。加えて、閉眼で固い床面から柔らかい床面の増加量も有
意差を認めた。この結果より床面条件の変化で転倒高齢者に
おける矩形重心動揺面積の増加量は若年健常者に比べ有意に
増加していることがわかる。藪越らは高齢になるにつれて姿
勢保持機能の視覚への依存度が増加することを指摘している。
しかし、細田らは、立位姿勢制御において視覚や前庭覚より
体性感覚が優位に作用するとしている。本研究結果において
は、転倒高齢者は視覚条件に関係なく床面条件の変化で有意
に矩形重心動揺面積が増加していた。つまり、視覚ではなく、
体性感覚に依存した姿勢制御を行っており、立位でのバラン
ス保持においては床面の変化で大きく影響を受けたことが考
えられる。転倒リスクにおいて床面の変化は重要な因子であ
り、臨床場面においては自宅内の床面、屋外歩行ルートの床
面の把握は必須であり、具体的な場所を想定した練習・指導、
及び環境設定などが重要であると考えられる。

【理学療法研究としての意義】 今回の研究結果より、転倒高
齢者の立位保持においては床面の変化は若年健常者に比べ矩
形重心動揺に影響をきたすことが明らかとなった。転倒予防
において患者それぞれの生活場面における床面状態を把握す
ることの重要性を改めて認識した。

床面の不安定さがもたらす転倒高齢者の 
矩形重心動揺面積増加量に及ぼす影響
―Panasonic社製デジタルミラーを使用した比較―

○迫田　祐行（さこだ よしゆき），谷口　章子，仲野　杏菜，河合　郁弥，小笠原　望，山田　萌子，
牧野　茜，竹内　莉子，櫻木　舞，久下　剛人，武嶋　美咲，垣　美里，安木　千明，	
中西　章代，喜田　直樹
本山リハビリテーション病院 リハビリテーション科

Key word：重心動揺，転倒，高齢者
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口述5-5

【目的】 近年、下肢の外傷・障害に対する足底板を用いた治
療が広く行われており、その効果についての報告が数多くな
されている。深野らは健常者に対し外側楔状足底板を使用す
ると後足部外部外反モーメントが増加し、内側楔状足底板を
使用すると後足部外部内反モーメント、膝関節外部内反モー
メントが増加すると報告している。また、Tijs らは内側型
変形性膝関節症患者に対し外側楔状足底板を使用すると歩行
時立脚中の膝関節外部内反モーメントが減少することを報告
しており、また Chapman らは外側楔状足底板の使用による
後足部の回内角度の変化が、歩行時の膝関節外部内反モーメ
ントに影響を及ぼすと報告している。しかし、足部変形を有
する患者に対する足底板によるバイオメカニカルな影響につ
いて示した報告は少ない。そこで本研究は、関節リウマチに
よる後足部外反変形が顕著な患者に対する内側楔状足底板

（以下内側ウェッジ）、ヒールカップ型足底板（以下ヒール
カップ）が、歩行時の足部力学的ストレスに与える影響を検
討することを目的とした。

【方法】 対象は過度の関節可動性を有し、後足部外反変形が
顕著な悪性関節リウマチ患者である。裸足、オーダーメイド
インソール（以下中敷）のみ、オーダーメイドインソール + 内
側ウェッジ + ヒールカップ（以下修正版中敷）の3条件の歩行
を快適速度にて三次元動作解析装置（アニマ社ローカス3D 
MA3000）と床反力計（アニマ社 MG100）を用いて測定した。
計測項目は踵接地から床反力第一ピークまでの後足部外部外
反モーメント、静止立位、床反力第一ピーク時の Leg Heel 
Angle（以下 LHA）、踵接地から床反力第一ピークまでの時
間とした。また歩行速度の違いによる後足部外部外反モーメ
ントへの影響を考慮するため、床反力のピーク値を踵接地か
ら床反力第一ピークまでの時間で除し（以下 A）、後足部外部
外反モーメントピーク値 /A を算出した。

【説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言に基づき、本研究
の内容および測定データの使用目的について対象者に口頭な
らびに文書を用いて十分な説明を行った。その上で、対象者
本人の自由意思による同意を得た後に実施された。

【結果】 裸足歩行での後足部外部外反モーメントを100% と
した時のその他の条件での変化率（中敷、修正版中敷）は、
ピーク値（97.5%, 103.0%）、平均値（108.2%, 107.5%）であっ
た。また同様に、LHA の変化率は、静止立位時（124.0%, 

76.6%）、床反力第一ピーク時（143.2%, 76.8%）であった。
また、踵接地から床反力第一ピークまでに要した時間（裸足、
中敷、修正版中敷）は、（0.37s, 0.32s, 0.27s）であった。後
足部外部外反モーメントピーク値 /A の変化率は、（80.1%, 
67.7%）であった。

【考察】 本研究の結果において、各条件の快適歩行速度での
後足部外部外反モーメントに大きな差は認められなかったも
のの、修正版中敷条件で歩行速度の上昇を認めた。この結果
と後足部外部外反モーメントピーク値 /A の結果より、歩行
速度の増加に伴う後足部外部外反モーメントの増加を、足底
板を挿入することにより抑制できたと考えられる。一般的に
扁平足に対する足底板としてアーチサポートが用いられるが、
LHA の結果から、ヒールカップを用い踵骨の外反を制動で
きたことが距骨下関節の安定性を高め、歩行速度の増加に寄
与したと考えられる。以上より過度の関節可動性を有する外
反扁平足症例において、ヒールカップを用い踵骨の外反を制
動することが、後足部外部外反モーメントの抑制に効果的で
あることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 過度の関節可動性を有する外
反扁平足患者に対する、新たな足底板処方の可能性が示唆さ
れた。また、悪性関節リウマチにおいて、関節に対するバイ
オメカニカルなストレスは関節変形の助長因子であり、変形
を予防する一助となると考えられる。

足底板が外反扁平足患者における 
歩行時の足部力学的ストレスに与える影響
―シングルケースによる検討―

○宮川　良博（みやがわ よしひろ），額賀　翔太，杉岡　辰哉，森　拓也，井上　純爾，川原　勲
医療法人 和幸会 阪奈中央病院 リハビリテーション科

Key word：扁平足，足底板，三次元動作解析
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口述6-1

【目的】 近年、医療や介護の分野でリハビリロボットの活用
は増え、有効性が注目されている。その中で CYBERDYNE
株式会社により開発されたロボットスーツ HAL（HAL）は
世界初のサイボーグ型ロボットであり、身体運動機能の補
助・増幅・拡張を可能にすることからリハビリテーション分
野で歩行支援ツールの一つとして期待されている。また脳卒
中治療ガイドライン2015においては「歩行補助ロボットを
用いた歩行訓練は発症3ヶ月以内の歩行不能例に勧められ
る」と報告している。当院では2013年から導入し、これま
で脊髄損傷患者や脳卒中患者への効果検証を報告してきた。
一方で失調様歩行に対する検証は行っておらず、先行研究に
おいても散見されない。今回、当院入院中の脳卒中発症後に
失調様歩行を呈した症例に対して HAL を用いた歩行練習を
行う機会を得た。本症例は歩行中の下肢振出し時に膝伸展が
乏しいことから歩幅の狭小化が出現し、加えて麻痺側下肢に
おける単脚支持時間の短縮がみられたことで左右非対称な歩
行となっていた。本研究の目的は HAL を用いることでそれ
ぞれの問題点が改善し、左右対称な歩行獲得に至るかを検証
するものである。

【方法】 対象は当院入院中の右後大動脈領域の出血により左
片麻痺を呈した50歳代男性である。平成27年12月に発症
し平成28年2月に当院へ入院した。Brunnstrom Recovery 
Stage（BRS）は下肢Ⅳ、左下肢の表在・深部感覚は脱失、
Scale for the Assessment and Rating of Ataxia（SARA）
は21点と失調を認めた。短下肢装具を装着した歩行は麻痺
側下肢の Mid Swing（MSw）から Terminal Swing（TSw）
にかけて膝伸展が出現せず、歩幅の狭小化がみられた。また
感覚障害の影響から麻痺側荷重が乏しく非麻痺側優位の荷重
となることから非対称性の歩行を認めた。そこで歩容の左右
非対称性改善を目的に HAL を使用し、前後比較による効果
検証を行った。HAL は両脚型を使用し大腿直筋、大臀筋、
外側ハムストリングス、外側広筋を対象筋として CVC モー
ドによるアシストを行った。介入期間は一ヶ月とし、一回の
歩行練習時間は40分とした。測定項目は10M 歩行による麻
痺側 TSw における膝伸展角度と麻痺側単脚支持時間とし、
測定は10M 歩行中から一定した5歩行周期分の平均値を算
出した。膝伸展角度の算出には画像解析ソフト imageJ を使
用した。統計解析は paired-t test により介入前後の麻痺側

単脚支持時間と麻痺側膝関節屈曲角度を比較した。有意水準
は1% とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づく倫理的原則
に配慮し、被験者に研究の目的、方法を説明し同意を得た。

【結果】 HAL 介入前後で膝伸展角度が -35.50±3.53°から
-14.71±3.82°へ有意に増加し（p ＜0.01）、麻痺側単脚支持
時間においても0.35±0.01秒から0.43±0.02秒と有意な差
を認めた（p ＜0.01）。また HAL 後の非麻痺側単脚支持時間
は0.49±0.04であったことから左右対称性の歩容獲得に
至った。

【考察】 KK. Patterson らは歩行中の立脚期時間、遊脚期時
間の左右対称性は歩行速度や立位バランスとの関連があると
報告しており、脳卒中発症後の失調様歩行においても左右対
称性の獲得は重要であると考える。本症例は感覚障害の影響
により麻痺側下肢の TSw において膝が過度に屈曲位となり
foot flat contact が生じていた。またそれらは麻痺側単脚支
持時間の短縮にも影響し、結果的に非対称な歩容を呈した。
そこで左右非対称な歩容改善を目的に HAL を使用したこと
で麻痺側 TSw での膝伸展角度および麻痺側単脚支持時間に
おいて有意な増加を認めた。これらは HAL の CVC モード
による標的筋の出力を感知し関節運動をアシストした結果で
あると考える。関節運動のアシストは正常に近い関節運動を
可能にする。これは感覚情報が乏しく筋発揮にばらつきが生
じやすい失調様歩行に対してバイオフィーバックとして適切
な感覚情報の入力が可能であることから運動学習をより促進
できるものであると考える。今回の麻痺側 TSw で改善を示
した膝伸展運動においても筋出力感知による関節へのアシス
トにより正常に近い形で運動がなされた結果であり、これら
が麻痺側の踵接地、それに連なって生じるロッカーファンク
ションの出現に寄与したことで麻痺側単脚支持時間の延長が
図れたと考えている。これらのことを踏まえると脳卒中発症
後の失調様歩行に対する HAL の使用は有効であることが示
唆される。

【理学療法研究としての意義】 本研究は脳卒中発症後の失調
様歩行に対する HAL の有効性を示したものである。今後、
ロボット機器の使用機会が増えていくなかで、対象の状態に
合わせてロボットを活用し満足度を高めていくことは理学療
法の発展に寄与し意義があると考える。

ロボットスーツ HALの使用が脳卒中発症後の失調様歩行に与える影響
～左右対称な歩行獲得に向けて～

○原田　悠亮（はらだ ゆうすけ），田口　潤智，堤　万佐子，中谷　知生，山本　洋平
宝塚リハビリテーション病院 

Key word：HAL，失調様歩行，左右対称性
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口述6-2

【目的】 脳卒中片麻痺患者の歩行トレーニングにおいて長下
肢装具を使用する最大の利点は膝関節の自由度の制限による
運動難易度の調整にある。しかしどの段階で膝継手のロック
を解除し、関節運動を正常歩行に近付けるかについて一定の
見解は得られておらず、臨床場面では膝関節の支持性によっ
て決定されることが多い。当院では脳卒中患者の下肢装具療
法において、歩行補助具 T-Support を使用する機会が多い。
T-Support とは体幹と下腿前面をゴムバンドで連結し、立
脚後期から前遊脚期にゴムバンドが伸張される構造の歩行補
助具であり、これまでの検証により、立脚期において膝関節
伸展モーメントを発生させ膝関節の伸展を補助することが明
らかとなっている。そのため当院では早期の長下肢装具膝継
手ロック解除を目的に使用している。今回、長下肢装具膝継
手ロック解除時期を検討した症例において、T-Support で
の介助（T-Support 介助）と大腿カフに取り付けられたルー
プでの介助（ループ介助）を比較したところ、介助方法によ
る歩行因子の変化が見られたためここに考察を交え報告する。

【方法】 対象は左視床出血により右片麻痺を呈した70歳代の
女性である。第19病日に当院へ入院し、長下肢装具を作製し
た。第39病日には下肢 Brunnstrom Recovery Stage（BRS）
はⅢとなり、膝ロック解除での歩行練習を開始した。方法は、
ロック解除での T-Support 介助条件およびループ介助条件
の2条件で歩行因子を比較した。歩行の評価は、パシフィッ
クサプライ社製 Gait Judge System を用い、10 m 直線路を
歩行した際の歩行速度、歩数、立脚中期および後期における
膝関節屈曲角度、推進力の指標である Trailing Limb Angle

（TLA）、初期接地から荷重応答期に生じる足関節底屈トルク
（First Peak：FP）および立脚後期から前遊脚期に生じる足
関節底屈トルク（Second Peak：SP）を測定した。膝関節屈曲
角度および TLA はビデオ撮影したデータから、前者は装具
大腿部と下腿部の外側金属支柱を基準軸に、後者は第5中足
骨頭と大転子を結んだ線と垂直線がなす角度と定義し、画像
解析ソフト Image J を用いて算出した。統計学的処理は、各
条件で10歩行周期分の膝関節屈曲角度、TLA, FP, SP を対
応のある t 検定を行った。有意水準は5% とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言の趣旨に則り、当院
所属長の許可を得、研究の目的を対象者に口頭で説明し同意
を得た。

【結果】 T-Support 介助 / ループ介助における歩行速度は
0.735/0.744 m/s、歩数は18/20歩であった。膝関節屈曲角
度は立脚中期で169.6/163.5°であり有意差を認めた（P ＜
0.001）。一方、立脚後期では170.4/168.8°であり有意差を
認めなかった（P= 0.159）。TLA は10.057/0.456°であり有
意差を認めた（P ＜0.001）。FP は11.15/9.06Nm（P= 0.001）、
SP は3.63/1.85Nm（P ＜0.001）であり有意差を認めた。

【考察】 検証結果より、ループ介助に比べ T-Support 介助は
麻痺側下肢の前方への推進力を得やすい傾向が明らかとなっ
た。これは T-Support を用いることによる初期接地時への影
響と、荷重応答期の歩行介助の難易度調整への影響の2つが
要因であると考えられる。まず初期接地時への影響に関して、
T-Support の弾性バンドは麻痺側下肢の股関節・膝関節の前
面を走行するため、初期接地時には股関節に屈曲モーメント
を発生させつつ、膝関節には伸展モーメントを発生させる。
これにより正常歩行に近い状態での下肢自由落下が促され FP
値が増加したと考える。また荷重応答期の難易度調整への影
響に関して、ループ介助では、膝折れを抑制するため初期接
地に合わせて大腿部を後下方に押し付け、他動的に股・膝関
節を伸展させる必要がある。股・膝関節の伸展を意識した難
易度の高い介助を行うため、セラピストが患者を後方に引き
つけてしまい、T-Support 介助と比較し TLA が減少したと
考えられる。T-Support 介助による TLA の増加は、よりス
トライドを拡大した歩行を可能とし SP 値の増加に関与したと
考えられる。TLA は脳卒中片麻痺患者の歩行速度との相関
があることが報告されており、歩行速度を向上させるために
TLA を増加させることは歩行トレーニングにおいて重要であ
ると考えられる。T-Support はその構造から FP 値の増加と
立脚期の膝関節伸展位保持を可能とし、その結果ストライド
を拡大させ、TLA および SP 値の向上というサイクルをもた
らすことが示唆された。以上のことから、T-Support 介助は
ロッカー機能を賦活し、スムーズな倒立振子の獲得を容易な
ものとする介助方法であると考えられた。

【理学療法研究としての意義】 本研究は介助方法の違いによ
る力学的特性を明らかにしたものであり、脳卒中片麻痺患者
の理学療法においてより効果の高い治療方法を提示した点で
大きな意義を持つものであると考える。

T-Support装用による早期の長下肢装具ロック解除が 
脳卒中患者の歩行因子へ与える効果
―介助ループによるロック解除との比較検討―

○蓮井　成仁（はすい なるひと），田口　潤智，堤　万佐子，中谷　知生，山本　洋平
医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院 療法部

Key word：脳卒中片麻痺，T-Support，歩行因子
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口述6-3

【目的】  近年、脳卒中片麻痺患者の歩行トレーニングにおい
て身体機能の改善を主たる目的として短下肢装具を積極的に
使用する機会が増えており、セラピストが後方から介助を行
うアプローチが普及しつつある。後方介助歩行トレーニング
では適切なタイミングでより強い筋活動を引き出すことが可
能であるとされるが、機能障害が重度な患者に対する介助歩
行時の歩容はセラピストにより大きな影響を受けるため、セ
ラピストの技量によって治療効果に違いが生じる可能性があ
る。我々のこれまでの臨床における印象では、介助者により
特に立脚後期の膝関節のアライメントに大きな違いが生じる
傾向があると感じているが、実際に腓腹筋の筋活動が介助者
間でどのような影響を受けるかは明らかとなっていない。本
研究の目的は立脚後期に膝折れを認める1症例を対象に、7
名のセラピストが後方介助歩行を行い、その際に得られた歩
行因子と立脚後期（TSt）における腓腹筋の筋活動と関連す
る因子を検証することである。

【方法】  対象は当院回復期病棟に入院中の初発脳卒中片麻痺
患者1名（80歳代）とし、短下肢装具を使用して後方介助歩行
トレーニングを行なっていた。下肢 Brunnstrom Recovery 
Stage はⅢであり、著明な感覚障害は認めなかった。麻痺側
膝関節可動域は－10°であった。歩行は立脚後期において膝
折れを認め介助を要していた。方法は、10 m の歩行路を7
名の理学療法士がそれぞれ1施行ずつフリーハンド後方介助
歩行を行った。検者の施行順序は無作為に選出した。施行間
における疲労感が影響しないよう十分な休息を行った。歩行
評価はパシフィックサプライ社製 Gait Judge System を使
用し、10 m 歩行路における最初の3歩行周期を除いた10歩
行周期分から立脚後期の内側腓腹筋の表面筋電図振幅（MG-
EMG）、歩行速度、歩数、立脚後期の膝関節角度と足関節角
度を計測した。筋電図測定におけるフィルタリングは20～
250Hz のバンドパスフィルターで処理した後、RMS 波形に
変換した。サンプリング周波数は1,000Hz とし、MG-EMG
の平均波形を算出した。膝関節角度はビデオ撮影したデータ
から画像解析ソフト Image J を用いて算出した。なお、歩
行データは全て麻痺側下肢から検出した。統計解析は、歩行
速度、歩数、立脚後期の膝関節角度および足関節角度と
MG-EMG の相関関係を確認するため、Pearson の積率相関
係数を用いた。次に MG-EMG を従属変数、MG-EMG と高

い相関を認めた歩行速度と歩数を独立変数とし、AIC によ
るステップワイズ法を用いて重回帰分析を行った。本研究の
有意水準は5% とした。

【説明と同意】  本研究はヘルシンキ宣言の趣旨に則り、当院
倫理委員会の審査・承認を得て行われた。

【結果】  各変数の平均値は、MG-EMG は96.29±14.53 mV、
歩行速度は1.95±0.41 m/ 秒、歩数は29.29±4.15歩、膝関
節角度は22.56±6.24°、足関節角度は5.13±2.9°であった。
全ての介助歩行において TSt での膝折れは認めなかった。
MG-EMG と各変数の相関関係の結果は、歩数と非常に強い
相関を認め（R2=.828, P= .004）、さらに歩行速度と強い相
関を認めた（R2=.557, P= .054）。MG-EMG を従属変数と
した重回帰分析では、歩数のみ（標準化偏回帰係数β=－0.91, 
P= .004）が有意な変数として抽出された（自由度調整済み決
定係数 R2= 0.79, P= .004）。

【考察】  立脚中期から TSt における膝折れの主要な因子は
足関節底屈筋の筋活動であるとされている。多くの脳卒中患
者は TSt における足関節底屈筋の筋活動が低下しているが、
一方で、長下肢装具を使用した歩行練習を行うことにより、
随意筋力よりも高い筋活動を促すことが報告されており腓腹
筋などの筋活動を高めるトレーニングとして有用と思われる。
本研究の結果から、TSt における膝折れは認めていないにも
関わらず MG-EMG は検者間で差が生じており、セラピス
トの技量によってトレーニング効果は変調すると考えられる。
加えて重回帰分析の結果より、歩数が MG-EMG に最も寄
与する因子であることが示された。これは前型歩行を促すこ
とにより矢状面における身体重心と足関節中心の距離を拡大
し外的足関節背屈トルクを増大させることで、内的足関節底
屈トルクを要求することが可能であると考える。また TSt
における足関節底屈トルクは Trailing Limb Angle に依存
するという先行研究からも、歩幅が決定因子であったと考え
られる。従って、前型歩行を促すことで後方介助歩行におけ
るトレーニング効果を増大させることが示された。

【理学療法研究としての意義】 本研究は、脳卒中患者の後方
介助歩行トレーニングにおいて前型歩行を促すことが MG-
EMG を増大させることを明らかにした初めての研究である。
脳卒中患者の歩行能力を向上させる上での後方介助のあり方
を示した点で非常に意義深いと考える。

介助者の違いにより脳卒中片麻痺患者の介助歩行時の腓腹筋活動は 
どのような影響を受けるか

○水田　直道（みずた なおみち），田口　潤智，堤　万佐子，中谷　知生，山本　洋平，森井　麻貴，
森江　静香，小松　歩，蓮井　成仁，梶川　健佑，荒谷　夏実，前園　麻衣
医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院 療法部

Key word：脳卒中，介助歩行，筋活動
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口述6-4

【目的】 回復期リハ病棟の入院患者に対しては、診療報酬改
定により早期退院が求められ、効率的で且つ質の高い理学療
法が要求されている。入院患者に対して早期退院を促進させ
るためには、患者の身体機能・能力に加えて、疾病の影響に
よる予後予測を考慮し、治療計画を実施する必要性があると
考えられる。しかし、脳卒中患者は、運動麻痺や感覚障害な
ど身体的な障害に加えて、疾病に特化した高次脳機能障害な
どを併発していることが多く、明確な治療方針が定まらない
まま、長期入院を余儀なくされるケースも少なくない。臨床
現場において早期退院に向けた取り組みを実施するためには、
早期退院した患者の身体機能・能力を明らかにする必要性が
あると示唆される。
　本研究の目的は、早期退院した脳卒中患者の身体機能・能
力を明らかにすることである。

【方法】 研究対象は、在宅復帰した脳卒中患者10名とした。
内訳は、男性：6名、女性：4名（平均年齢73.2±8.7歳）で
あった。当院の在院日数が90日未満を早期退院群、90日以
上を通常退院群の2群に分類し比較した。
　研究方法は、後ろ向き研究を行った。説明変数として抽出
した項目は、入院時および退院時における麻痺側・非麻痺側
膝関節伸展筋力、Timed Up and Go test（TUG）、10 m 歩
行 速 度、6分 間 歩 行 距 離（6MWD）、Berg Balance Scale

（BBS）、Functional Independence Measure（FIM）の 計7
項目を抽出した。
　統計解析は、早期退院群と通常退院群の2群間における各
身体機能・能力と各時期の差について、対応のある2元配置
分散分析と多重比較検定（Bonferroni 法）で比較した。なお、
統計解析は、Excel 統計を用いて有意水準は5% 未満で判定
した。

【説明と同意】 本研究は、千里中央病院研究倫理審査委員会
の承認および研究対象者である患者に対して十分な説明と同
意を得て実施した。

【結果】 多重比較検定の結果、早期退院群で有意な差が認め
られた項目としては、6MWD、10 m 歩行速度、FIM 合計
点数、FIM 運動項目、FIM 認知項目であった。また、通常
退院群で有意な差が認められた項目としては、BBS、10 m
歩行速度、TUG、麻痺側・非麻痺側膝関節伸展筋力、FIM
合計点数、FIM 運動項目であった。

【考察】 本研究は、脳卒中患者を対象に早期退院群と通常退
院群との身体機能・能力における相違を明らかにした。本研
究結果から、脳卒中患者が早期退院するためには、6分間を
自立して歩行可能な身体機能・能力が必要であることが明ら
かとなった。脳卒中患者は、重症度によって身体機能・能力
が異なることから一概には言い難いが、回復期リハ病棟に入
院中で歩行可能な脳卒中患者に対しては、歩行耐容能に着目
した理学療法が必要であると示唆された。また、一方で筋力
やバランスなどを改善させるためには、入院期間が必要であ
ることから、患者の問題点に特化した介入が必要であること
が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本研究により早期退院が可能な
脳卒中患者における身体機能・能力の重要性が明らかになっ
たと考える。しかし、本研究では、対象者が少ないことに加
えて脳卒中患者が早期退院に必要な因子としては、身体的因
子だけではなく、社会的因子も関連性があることから、他の
因子も含めた多角的な研究が必要であることが考えられた。

早期退院した脳卒中患者における身体的特性

○増田　裕里（ますだ ゆうり）1），吉田　啓志1），近藤　駿1），藤原　慎二1），嶋尾　悟1），	
阿波　邦彦2），浜岡　克伺2）

1）千里中央病院 リハビリテーション科，2）大和大学 保健医療学部 理学療法学科専攻

Key word：脳卒中患者，早期退院，回リハ
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口述6-5

【目的】 パーキンソン病（以下 PD）は振戦、固縮、無動、姿
勢反射障害を呈する慢性進行性疾患である。PD は、病期の
進行と共に黒質－線条体ドパミン系と中脳 - 皮質 - 辺縁系
ドパミン系の2つの変性が起こる。後者の投射系は前頭葉腹
内側部、扁桃体、帯状回等に投射されることから前頭前野の
機能障害が起こり、認知機能や報酬、意思決定等に影響を及
ぼすと言われている。PD は進行性であるため、うつや不安
など精神症状と関連が強い疾患である。Global Parkinson’s 
Disease Survey Steering Committee（GPDS）は、うつが
QOL を規定する最も重要な因子と報告した。本研究では、
週4回、4週にわたるセッションと毎日の自主練習を主体と
するプログラム、Lee Silverman Voice Treatment BIG（以
下 LSVT BIG）を実施した。LSVT BIG とは動作の大きさ
のみに焦点を当て、運動障害（筋緊張異常）や感覚障害（自
己受容性の感覚処理の問題）に対して、大きく動くことを意
識し運動する。PD 治療として運動療法による改善の報告は
多い。LSVT BIG も運動療法であり近年注目されてきてい
るが、日本での報告、また精神機能に着目した報告はまだ少
ない。本研究では LSVT BIG により精神機能面にもポジ
ティブな影響を与え、QOL の向上が図れるのではないかと
考えたため考察を交え報告する。

【方法】 対象は LSVT BIG が実施可能である入院 PD 患者7
名（男性3名、女性4名、平均年齢70±10.0歳、Hoehn-Yahr
重症度分類Ⅱ～Ⅲ）とした。PD に特化した客観的評価とし
て UPDRSⅢ、バランス評価として Berg Balance Scale（以
下 BBS）、精神項目を含めた主観的評価として Parkinson’s 
Disease Questionaire（以下 PDQ-39）（内的整合性、QOL
評価）を実施した。PDQ-39は PD 質問票であり、記載は本
人が行った。前記3評価項目に対し、LSVT BIG 実施前後
の値について、Wilcoxon の符号付き順位検定を行った。な
お、全患者とも入院期間内での薬物調整はしていない。

【説明と同意】 本研究は当院倫理委員会の承認を得て実施し
た。実施前に対象者へ本研究の趣旨と目的を十分説明し書面
にて同意を得た。本研究はヘルシンキ宣言に基づき、被験者
の保護には十分留意して実施した。

【結果】 各評価項目における実施前後の中央値は、UPDRSⅢ
で29→22点、BBS で48→54点、PDQ-39で46.1→23.7%
に改善を認めた。検定の結果、有意水準5% で UPDRSⅢ（P

＜0.043）と PDQ-39（P ＜0.028）は 有 意 差 を 認 め た が、
BBS（P ＜0.068）は有意差を認めなかった。

【考察】 今回の結果では BBS で有意差を認めなかった。そ
の理由としては対象者の重症度が軽く、LSVT BIG 実施前
後とも得点が満点に近かったことが挙げられる。5% 水準で
有意差は出なかったものの、7名中5名において得点で改善
を認めた。また、BBS で高得点を獲得できるほどの身体能
力を有していても、PDQ-39において7名の合計得点の平均
では、“ 将来が心配になる ” の項目で15点を示し、実施後は
5点に改善した。この項目は精神面の項目の中で最も変化が
大きかった。UPDRSⅢと PDQ-39で有意に改善を認めた理
由としては、LSVT BIG を実施したことで自己受容性の感
覚処理の統合が図れ、正常な範囲での運動が可能となったた
め、主観的評価の点が上昇したと考えられる。また、先行研
究からうつ病患者への有酸素運動はセロトニン代謝の賦活に
より症状が改善されたと報告されている。これは、ドパミン
システムに必要なグリア由来神経栄養因子（GDNF）、脳由
来神経栄養因子（BDNF）が増加し、ドパミン系への影響を
及ぼすことで PD 患者の認知機能・抑うつが改善したと報告
している。本研究でも LSVT BIG を積極的に実施すること
で精神機能も改善したのではないかと考えられる。また、バ
ランス能力の向上に伴い、転倒への恐怖心が軽減し自信がつ
き、主観的評価の向上に繋がったと考えられた。よって、
LSVT BIG は精神機能面に対しても有効な治療方法である
可能性が示唆された。しかし、本研究では症例数が少ないこ
とに加え、UPDRSⅢや PDQ-39において各項目ごとの評価
や、うつ症状単体の評価不足であったため、今後は評価項目
や症例数を増やし更なる検討が必要と考えられた。

【理学療法研究としての意義】 本研究から、LSVT BIG は運
動能力の改善による精神機能面の向上も期待できる。現在日
本での LSVT BIG プログラム終了後に自主練習を継続でき
るかについての報告は少なく、今後は自主練習の継続と精神
機能面の経過との関連についての研究も必要と考える。

パーキンソン病患者に対する LSVT BIGの実施前後における 
精神機能面の変化について

○荒井　秀太（あらい しゅうた）1），石橋　由貴1），中村　圭1），北川　知安紀2），吉村　葵2），	
寺原　一希2），横関　恵美1），村西　学1），垣田　清人1）

1）京都大原記念病院 リハビリテーション科，2）御所南リハビリテーションクリニック

Key word：LSVT，精神機能，QOL
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口述7-1

【目的】 変形性股関節症（股 OA）患者に対し人工股関節全置
換術（THA）を施行した際に、脚長補正が適正に行われたに
も関わらず、自覚的に脚長差（自覚的脚長差：LLD）を訴え
る症例を経験する。これまでに LLD の影響因子は、骨盤側
方傾斜や股関節可動域（股 ROM）が関与すると報告されてお
り、股 OA は腰椎変性側弯（腰椎側弯）を合併することが多
く、LLD と腰椎側弯の関連についての報告は散見されている。
　本研究の目的は、THA 術後2週時、3か月時に LLD が残
存した症例の特徴を検討することとし、理学的所見に画像所
見による腰椎側弯を加え検討を行ったので報告する。

【方法】 対象は、平成25年10月～平成28年1月までの間に、
片側股 OA 患者で当院にて THA を施行した48例（女性37
名：男性11名、年齢70.4±6.9歳）、術式は全例 Modified 
Watson Jones Approach（OCM 法）である。除外基準は大
腿骨頭壊死症、大腿骨頸部骨折、変形性膝関節症（TKA 含
む）、両側股 OA とした。評価項目は、THA 術後2週時と3
か月時の LLD、股 ROM（屈曲、伸展、内転、外転）、疼痛
VAS（安静時・歩行時）、10MWT、骨盤側方傾斜角、脚延
長量、下肢荷重率、腰椎側弯、術前から術後3か月の腰椎側
弯の変化（腰椎側弯の変化）とした。
　自覚的脚長差の測定方法は、ブロックテストを用い、立位
にて短いと感じる足底に5 ㎜の板を段階的に挿入し、「脚長
差なし」と自覚した時の板の厚みを自覚的脚長差とした。
　立位骨盤正面単純 X 線像にて、骨盤側方傾斜角の測定は
両側涙痕下端を通る直線と水平線のなす角とし、腰椎側弯の
測定は、第1腰椎上縁と第5腰椎下縁の Cobb 角とした。腰
椎側弯の変化の測定は、術前の Cobb 角と術後3か月時の
Cobb 角の差とした。統計学的解析は、多重ロジスティック
回帰分析を行い、目的変数は術後2週時、3か月時の LLD
残存群となし群の2群とし、説明変数は LLD 以外の各検討
項目とした。検討内容は、①各時期の LLD の残存および腰
椎側弯（Cobb 角10°以上）を認めた割合の算出②各時期にお
ける LLD が残存した因子を調査するために多重ロジス
ティック回帰分析にて、オッズ比および95% 信頼区間を算
出した。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、対象者には本研究
の趣旨ならびに目的を詳細に説明し、研究への参加に対する
同意を得た。

【結果】 
①  LLD 残存症例は、術後2週時で13例（27%）、術後3か月

時で10例（21%）に認めた。腰椎側弯は、全例術側凸の側
弯であり術後2週時で7例（15%）、術後3か月時で9例

（19%）に認めた。
② 多重ロジスティック回帰分析の結果、LLD 残存群の特徴と

して、術後2週時では、股 ROM 内転（オッズ比：0.81, 
95% 信頼区間：0.56～0.95）、脚延長量（オッズ比：2.64, 
95% 信頼区間：1.11～3.33）、術後3か月時では下肢荷重
率（オッズ比0.74, 95% 信頼区間：1.11～2.34）、腰椎側弯

（オッズ比：1.35, 95% 信頼区間：1.02～1.46）、腰椎側弯
の変化（オッズ比：8.06, 95% 信頼区間：1.14～2.20）が選
択された。

【考察】 LLD は THA 術後症例の約20% に残存すると報告
されており、今回の各時期の調査結果と同程度となった。
LLD 残存の影響因子として、術後早期では骨盤側方傾斜角
や股 ROM 内転が影響すると報告されている。本研究では、
術後2週時では脚延長量、股 ROM 内転が、術後3か月では
腰椎側弯、腰椎側弯の変化、下肢荷重率が影響していた。
　股 OA では病状の進行とともに、骨頭の変形および外上
方偏移が大きくなり、他覚的脚長差を認め、その代償として
体幹側屈姿勢をとることが多いとされている。
　THA により脚延長が施行されるが、脚延長量が大きい症
例ほど骨頭を内下方へ引き下げる距離が増大し、股関節外側
筋、周囲の軟部組織の緊張が増大することで術後2週時では、
股 ROM 内転が減少し LLD が残存すると考えた。
　THA 術後3か月という長期間にわたり LLD が残存する
症例は、術後2週時に影響した脚延長による筋・軟部組織過
緊張由来の股 ROM 内転制限が、荷重時の下肢アライメント
不良に影響し、下肢荷重率不均衡が長期間継続すると考えた。
股 ROM 内転は経過とともに改善するが、下肢荷重率不均衡
が腰椎アライメントへ与える影響が残存し、腰椎側弯の継
続・悪化が生じるのではないかと考えた。今後は股 OA の
罹患期間や腰椎側弯の程度別分類、体幹 ROM との関連につ
いて調査していく必要があると考える。

【理学療法研究としての意義】 本研究の結果は、THA 術後
の各時期における LLD が残存した症例の特徴を示唆し、意
義深い。今後は各時期で LLD の有無で理学療法アプローチ
の調節を行っていく必要があると考える。

人工股関節全置換術後に自覚的脚長差が残存した症例の特徴
―多重ロジスティック回帰分析による検討―

○木村　祐介（きむら ゆうすけ）1），竹内　雄一1），熊田　直也1），久野　剛史1），北川　明宏1），
速見　全功1），清水　智弘1），奥田　早紀1），西谷　輝1），岩切　健太郎2），小林　章郎2）

1）白庭病院 リハビリテーション科，2）白庭病院 整形外科

Key word：自覚的脚長差，人工股関節全置換術，腰椎側彎
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口述7-2

【目的】 前十字靱帯（以下：ACL）損傷は、スポーツ外傷と
して代表的な疾患であり、ジャンプ着地時やカッティング動
作に受傷することが多い。受傷肢位は、荷重位で膝関節外反
位となり、膝関節軽度屈曲位、股関節屈曲・内転・内旋位で
の受傷が多いとされている。膝関節外反を及ぼす要因として、
先行研究では膝関節の機能低下だけでなく膝関節に隣接する
股関節の可動域や筋力低下による影響が多く報告されている。
膝関節の機能低下には固有感覚である関節位置覚の低下も挙
げられ、健常者を対象とした膝関節外反と膝関節の関節位置
覚についての報告はみられるが、股関節の関節位置覚と膝関
節外反との関係性についての報告は見られていない。そこで
今回、受傷肢位である膝関節外反の要因として、股関節位置
覚の影響があるのではないかと考えた。本研究では、股関節
の関節位置覚と膝関節外反との関係性を調査することを目的
とした。

【方法】 対象は、両下肢に整形外科的既往のない健常人男女
23名の膝外反角度を測定し、外反角度の小さい上位7名（以
下：A 群）と大きいコントロール群7名（以下：C 群）の計
14名（男8名、女6名、平均年齢26±2.9歳）を対象とし比
較検討した。
　方法は、①対象者に足関節中間位にて片脚スクワットを
実施させ、膝関節外反角を測定した。膝外反角度は、上前腸
骨棘から膝蓋骨中央を結んだ線と膝蓋骨中央から足関節内外
果中央を結んだ線の成す角度（α°）を求め、180°-α°を外反
角度とした。②股関節の位置覚の測定肢位は、ベッド上背
臥位で対象者の測定肢をプーリーで保持（非荷重位の環境）
した。測定開始肢位より設定した外転角度を記憶させ、その
後検者が他動的に測定肢を外転させ記憶した角度を再現させ
た。測定状況をデジタルカメラにて撮影し、動作解析ソフト
OsiriX Lite を用いて角度測定を行い、記憶角度と再現角度
の誤差角度を求めた。統計学的検討には対応のない t-Test
を用い、危険率5% 未満を有意差ありとした。

【説明と同意】 研究に際し、対象者に書面で同意を得た上で
研究を実施した。また、当院の倫理委員会の承諾を得た上で
研究を実施した。

【結果】 両群の平均外反角度は A 群157.5±2.8°、C 群180.9 
±5.4°となり A 群と C 群の外反角度において有意差を認め
た。（p ＜0.00001）股関節位置覚の測定誤差平均は A 群3.56

±2.84°、C 群3.80±2.11°となり再現時の誤差角度に有意
差は認めなかった。（p ＜0.88）

【考察】 本結果より、膝関節外反に対し股関節の関節位置覚
は影響しない事がわかった。受傷肢位は、膝関節屈曲、股関
節屈曲・内転・内旋の複合動作であり、膝関節外反方向への
動きに対し隣接している他関節の運動を伴っている。そのこ
とから、股関節機能の影響も大きいと考えられる。しかし本
研究において、外反角度に有意差のある2群の股関節位置覚
を測定した結果、両群の股関節位置覚には有意差を認めな
かった。この事より、膝関節外反に対し股関節の運動機能で
ある関節位置覚は影響しないことがわかった。

【理学療法研究としての意義】 障害予防の必要性が唱えられ
る中、スポーツ傷害として代表的な ACL 損傷の発生原因を
追究することは有意義であり、今回の様なネガティブデータ
もその一部であると考える。

膝関節外反に股関節の位置覚は関係するのか

○伊藤　真里奈（いとう まりな）1），福山　友見1），吉村　龍人1），加茂井　沙紀2），大和　洋輔3），
熊田　仁3）

1）医療法人東和会 第一東和会病院 リハビリテーション科， 
2）医療法人東和会 第二東和会病院 リハビリテーション科，3）藍野大学
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口述7-3

【目的】 本邦の人工膝関節全置換術（以下、TKA）の手術件
数は、2013年には年間約8万件であると報告されている。
TKA の研究では、静的条件下での筋力や筋活動など量的な
報告は散見されるが、術後早期の動的条件下での歩行時の筋
活動の報告は我々が渉猟した限り少ないのが現状である。本
研究の目的は変形性膝関節症患者を対象に表面筋電図（以下、
EMG）を用いて、TKA 前後における歩行時の経時的筋機能

（筋力、筋活動）の回復過程を明らかにすることである。
【方法】 対象は、当院で TKA を施行した女性14名14膝（平
均年齢74.9±5.6歳）とした。包含基準は当院で TKA の手
術を施行され外来継続可能な者であり、杖歩行又は独歩が
15 m 以上可能な者とした。除外基準は BMI40 ㎏/m2以上の
高度な肥満者、神経学的な既往があり明らかな運動障害があ
る者、認知機能の低下により本研究の主旨を理解できない者
とした。評価項目は①等尺性膝伸展筋力（トルク値）、②等
尺性膝伸展時の周波数パワースペクトル帯域の累積パワーの
算出、③歩行時の周波数パワースペクトル帯域の累積パワー
の算出を行った。測定時期は術前、術後2週、術後4週とし、
測定筋は術側の内側広筋（以下 VM）と外側広筋（以下 VL）
とした。①は股関節膝関節90°屈曲位での端坐位にて実施し、
ハンドヘルドダイナモメータ（アニマ社製）を用いて測定し
た。②は5秒間膝最大伸展時の安定した2秒間を解析対象と
した。③は快適速度での10 m 歩行を課題動作として全ての
時期を杖歩行で行い、裸足にて測定した。踵にフットスイッ
チセンサーを貼付し、1歩行周期を同定した。計測回数は2
回とし、歩き始めから5歩目以降のデータを解析対象とした。
筋電図信号の処理は、サンプリング周波数1kHz とした。解
析は、5歩行周期分の生データを1歩行周期100% に正規化
し、15% までを荷重応答期とした。
　統計学的解析は、一元配置分散分析を行い、等分散してい
る場合は Tukey 検定を用いて分析した。またノンパラメト
リック検定においては、Scheffe を用いて分析した。統計解
析ソフトは SPSS（Statistics ver22）を用い、統計学的有意
水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究はツカザキ病院研究審査倫理委員会の
承認（承認番号261013）を得た上で、全ての対象者に研究の
主旨と内容を十分に説明し、研究への参加の有無により不利
益が生じないことを説明した後に、書面にて同意を得た後に
計測を行った。

【結果】 ①は術前と術後2週で有意差を認め（p ＜0.01）、術
前と術後4週、術後2週と術後4週は有意差を認めなかった

（p= 0.35, 0.14）。②は両筋とも両周波帯域において術前と
術後2週、術前と術後4週で有意差を認めた（p ＜0.05）、術
後2週と術後4週は有意差を認めなかった。③は両筋とも高
周波帯域において術前と術後2週、術前と術後4週で有意差
を認め（p ＜0.05）、術後2週と術後4週で有意差を認めな
かった（p= 0.99, 0.99）。低周波帯域においては有意差を認
めなかった（それぞれ p= 0.44, 0.43, 0.99）。

【考察】 本研究は、TKA 前後おける経時的筋機能（筋力、筋
活動）の回復過程を明らかにするために、EMG を用いて周
波数解析にて量的・質的側面から捉え、検討した。
　Mizner らは1ヵ月後の TKA 患者の大腿四頭筋の筋力は
術前の50～60% に低下したと報告し、YoungWan らは3ヵ
月後の大腿四頭筋の筋力は有意に改善し、術後6ヵ月で術前
機能のレベルまで改善したと報告がある。また Petterson ら
は48～83歳を対象に術後4週、12週、1年までの筋力や筋
断面積の研究を行い、筋力は術後4週で有意に低下し、術後
12週で有意に改善した報告している。筋断面積では術後4週
から12週で有意に向上したと報告している。本研究では、
大腿四頭筋の筋力や筋活動が術後2週で有意に低下を認め、
術後4週で改善傾向であった。そのため廃用性筋萎縮による
要因ではなく神経性要因による筋出力低下に付随した一時的
な筋力低下と考えられる。また筋力トルク値は術後4週でほ
ぼ術前レベルまで改善していたためトルク値の改善は早期か
ら得られた傾向であった。
　歩行では荷重応答期において VM の HFB では術後2週で
有意に低下を認め、術前と比較しても術後4週で有意に低下
が継続していた。その代償として、LFB では有意差を認め
なかったことから遅筋線維を動員させて支持している傾向で
あると考えられる。特に VM の HFB が術後2週で有意に低
下していることから、速筋線維を動員させて支持することが
困難であると示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本研究から、TKA 後早期の大
腿四頭筋の等尺性収縮運動での筋力や筋活動、歩行時の筋活
動の動態を示すことが出来た。術後4週では筋力そのものは回
復しているが、歩行立脚荷重応答期の筋活動に適応できてい
ないと考えられる。そのため TKA 後早期の TKA 患者に対
する筋力トレーニング様式においての一助になると考えられる。

wavelet解析による人工膝関節全置換術前後における筋機能の検討

○大西　邦博（おおおにし くにひろ）1）2），松下　和哉1），小村　秀平1），島谷　健太郎1），	
河村　顕治3），加藤　浩4）

1）ツカザキ病院 リハビリテーション科，2）吉備国際大学保健福祉研究所， 
3）吉備国際大学保健科学研究科，4）九州看護福祉大学大学院看護福祉学研究科
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口述7-4

【目的】 本邦のおける骨粗鬆症患者は高齢化に伴い年々増加
傾向にあり、安静や活動制限に伴う ADL の低下や死亡リス
クを高めるなど QOL の低下が危惧されている。現在は男性
300万人、女性980万人と推測されており、さらに高齢者の
骨粗鬆症性椎体骨折患者数も増加の一途をたどっている。
2015年の治療ガイドラインでは安静臥床や投薬、装具など
による外固定などの保存療法が原則的な治療となっているが、
安静期間や外固定方法には一定の見解がないことが現状と
なっている。また長期に安静臥床の後に離床を行う施設もみ
られ、早期運動療法の効果についても不明な点が多い。これ
に対し当センターでは、腰背部痛を伴う新鮮骨粗鬆症性椎体
骨折に対して、原則入院の上、病棟用軟性コルセットを使用
して入院初日もしくは翌日から離床を行い、それと同時に抗
重力位での筋力増強や歩行練習などの運動も併用した早期運
動療法を行うことによって活動性を維持するように治療して
きた。本研究の目的は新鮮骨粗鬆症性椎体骨折患者に対する
入院からの早期運動療法の治療成績を検討することと、腰背
部痛が残存する患者特性を調査することとした。

【方法】 対象は2010年1月から2015年9月までに当セン
ターに入院した新鮮骨粗鬆症性椎体骨折症例58例とした。
研究デザインは過去起点前向き研究で行い、対象患者はすべ
て一連の治療をおこなった。調査項目は、年齢、性別、BMI、
受傷から入院までの期間、入院期間、入院時・入院後14日・
退院時の腰背部痛 VAS、FIM（移動項目）、大腿四頭筋筋力、
転院率、骨折レベル、骨折数である。退院時 VAS40 ㎜以下
を疼痛改善群、41 ㎜以上を疼痛改善不良群とし、統計学的
に比較検討した。2群間の検討は Mann-Whiteny の U 検定
もしくはχ2検定でおこない、post-hoc として Steel-Dwass
法をおこなった。有意水準は0.05とした。

【説明と同意】 すべての対象者には研究内容を口頭で通知し、
同意を得ておこなった。

【結果】 良好群と不良群の平均年齢（78.4±8.5歳 vs 78.1±
5.5歳）、BMI（22.2±2.9 vs 21.5±3.1）、受傷から入院ま
での期間（18.1±21.4日 vs 26.2±31.4日）、入院期間（21.1
±8.6日 vs 19.5±9.3日）、転院率（7.0% vs 6.7%）、骨折
レベル（胸椎（-Th10）9 vs 4、胸腰椎移行部（Th10-L2）21
例 vs 9例、腰椎（L2-）18例 vs 4例）、椎体骨折数（単椎体
38例 vs12例、多発性5例 vs3例）、大腿四頭筋筋力（4.6 vs 

4.3）には有意差はみられなかった。良好群と不良群の男女差
については、男性は不良群、女性は良好群が有意に多かった。
FIM の移動項目は、両群ともに入院時に有意に低下がみら
れたが、退院時には受傷前のレベルまで改善した。腰背部痛
VAS では、入院から14日目で両群に有意に疼痛の改善がみ
られた。さらに、良好群は不良群よりも有意に大きな改善が
みられた（22.3±2.6 ㎜ vs 65.4±4.9 ㎜：p ＜0.05）。また、
退院時には、良好群はさらに有意に疼痛の改善がみられた

（22.3±2.6 ㎜ vs 11.8±2.0：p ＜0.05）が、不良群には有意
差はみられなかった（65.4±4.9 vs 65.6±3.5：p ＞0.05）。
また全症例において、手術に至ったものはなかった。

【考察】 骨粗鬆症性椎体骨折の疼痛持続の増悪因子は、男性
症例や高齢、胸腰椎移行部損傷があるものなどが報告されて
いるが、本研究では男性症例の痛みが持続するもの点では一
致した。しかし、胸腰椎移行部損傷や高齢症例においては疼
痛の経過に有意差はなかった。また、本研究では入院から2
週間での疼痛の改善が見られない症例は退院時まで疼痛が遷
延する傾向にあった。疼痛の改善が遷延しているにもかかわ
らず、入院期間を延長する必要がなかったのは、当センター
では離床だけでなく、抗重力位で筋力増強や歩行練習などの
運動も併用したことによって筋力が維持できたため、痛みの
強さにかかわらず移動能力を維持できたからだと考えられる。
全症例の69% が腰背部痛 VAS を50% 以上改善させた点に
おいても、早期運動療法の介入の成績は良好だったと考えら
れる。

【理学療法研究としての意義】 腰背部痛を伴う新鮮骨粗鬆症
性椎体骨折に対して、入院早期より軟性コルセットを着用し、
早期運動療法をおこなうと、痛みが残存していても ADL を
保つことができる。

新鮮骨粗鬆症性椎体骨折に対する早期運動療法の有効性

○中川　雅文（なかがわ まさふみ）1），長田　圭司1），峯玉　賢和1），山本　義男1），原田　健史2），
森下　詔子1），北川　智子1），石元　優々1），隅谷　政1），川上　守1）

1）和歌山県立医科大学付属病院紀北分院 脊椎ケアセンター， 
2）和歌山県立医科大学附属病院 リハビリテーション部
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【目的】 下腿三頭筋は、腓腹筋内側頭（以下 MG）と腓腹筋外
側頭（以下 LG）、ヒラメ筋により構成されている骨格筋である。
近年では、MG および LG について単独的に着目した報告が
見受けられる。吉村らは、MG と LG の形態学的特性の差と
して、超音波エコーを用いて、MG の筋厚が大きく LG と比較
して発達していることを報告している。また、Albrachta ら
は Magnetic Resonance Imaging を用いて、両者を比較検
討し、同様の結果を報告している。その要因としては、
Femoro Tibial Angle の生理学的外反より、荷重下膝外反
ストレスの拮抗として、膝内反作用を持つとされる MG が
より発達していると考えられている。これらの知見から、腓
腹筋を MG と LG に分けて評価することは非常に重要であ
ると考えるが、それらに関して表面筋電図学的解析から報告
した論文は見当たらない。よって研究の目的は、MG と LG
の収縮特性の違いを表面筋電図にて解析し、評価方法を導き
出すことである。

【方法】 対象は、過去に足関節に整形外科的疾患の既往のな
い健常成人男性6名（年齢25.6±3.2歳、身長174.3±5.7 ㎝、
体重65.3±5.4 ㎏）とした。測定姿勢は膝関節完全伸展位、
足関節中間位の長座位姿勢とし、測定側は非利き脚とした。
測定課題は、測定下肢の各関節と体幹は角度が動かないよう
非伸縮性のベルトにて固定したうえで、5秒間の最大等尺性
足関節底屈運動とした。股関節回旋角度の違いによる MG
と LG における収縮特性を計測するため、股関節中間位、20°
内旋位、20°外旋位の3条件で測定課題を実施し、表面筋電
図（Noraxon 社製 myosystem1400）にて測定した。標的筋
は MG と LG であり、剃毛とアルコール等での極力可能な
限りの皮膚処理をした後、電極を貼付した。電極貼付位置は
SENIAM らの方法に準じて貼付し、電極間距離は20 ㎜とし
た。解析は、課題施行中の安定した3秒間の平均振幅を計測
し、各条件における LG/MG を算出した。各条件での LG/
MG について、Tukey-Kramer の HSD 検定を用いて分析し、
検討した。統計解析ソフトは JMP10.0とし、有意水準は
0.05未満とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に則り実施し、対象
者に書面と口頭による十分な説明と同意を得て実施した。

【結果】 各条件の LG/MG について、股関節中間位では84.0
±22.2％、股関節内旋位は126.7±47.4％、股関節外旋位は

59.4±45.1% であった。
　Tukey-Kramer の HSD 検定の結果、股関節内旋位にて、
股関節中間位および外旋位に比べ有意に高かった（P ＜0.05）。
股関節中間位および外旋位の間には有意差はなかった。

【考察】 本研究の結果より、股関節内旋位において、股関節
中間位および外旋位と比較して LG の筋活動量が MG の筋
活動量よりも大きいことが確認できた。また、股関節外旋位
における MG の筋活動量は、内旋位よりも大きいことが示
唆された。これは、股関節回旋角度を用いて、足関節底屈筋
の筋発揮時における主動作筋の長軸方向を操作した結果であ
ると考える。しかし、神経支配における髄節レベルは同様に
も関わらず、単独的な収縮が起こる現象が確認できた。正木
らは、棘下筋の上部線維と下部線維が肩関節の角度によって
それぞれの筋活動量が異なることを報告している。その要因
として、Ackland らが各線維別でモーメントアーム長が異
なることを明らかにしている。つまり、同じ髄節レベルで
あってもモーメントアーム長が異なれば、筋活動量も変化し、
各線維において独立的な作用をもつことが推察される。本研
究では、股関節の肢位を変化させて条件設定したが、その際
に足関節底屈運動時の荷重位置も股関節肢位の変化に伴い内
側あるいは外側に偏移することが考えられる。荷重位置の偏
移によって後足部のアライメントが変化し、MG および LG
のモーメントアーム長が変わることで、筋活動量に差が生じ
たと考える。今後の課題として、足関節底屈運動時の荷重位
置や後足部のアライメントの規定、サンプル数を増やしての
検討が挙げられる。
　以上より、股関節内旋位での足関節底屈運動は LG が、股
関節中間位および外旋位では MG が独立的な筋力評価と選
択的筋力トレーニングに臨床応用できる可能性が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 従来までの下腿三頭筋の評価
や筋力トレーニングを改める理学療法研究であると考える。
また発展的に、臨床上で MG および LG における選択的評
価や選択的筋力トレーニングにおける一助となる。

股関節回旋角度の違いが腓腹筋内側・外側における筋活動に与える影響

○額賀　翔太（ぬかが しょうた）1），宮川　良博1），杉岡　辰哉1），森　拓也1），井上　純爾1）2），	
川原　勲1）2）

1）医療法人 和幸会 阪奈中央病院 リハビリテーション科， 
2）医療法人 和幸会 阪奈中央病院 スポーツ関節鏡センター

Key word：腓腹筋，収縮，筋電図
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口述8-1

【目的】 投球障害に至る因子として、身体機能の低下や投球
動作中に加わる大きなストレスが関与する。これに関して、
投球障害を有する選手はそうではない選手と比較して、肩関
節の筋力低下や下肢の柔軟性が低下していると報告されてい
る。また、投球動作のボール・リリース（BR）では、投球動
作中の最大のストレスが肩関節に加わり、肩関節水平外転位
では肩関節前方により大きなストレスが加わると報告されて
いる。しかし、肩関節および下肢の柔軟性や筋力低下が、投
球動作中の肩関節への負担に関与するかどうかは明らかにさ
れていない。そこで本研究では、野球投手の投球動作を運動
学・動力学的に解析し、BR での肩関節水平内転 / 水平外転
角度と肩関節および下肢の柔軟性や筋力との関係を検討した。

【方法】 対象は、健康な野球投手17名（平均年齢：16.0±1.5
歳）。対象の選択条件として、投球動作の測定時に疼痛がな
い投手とした。投球動作の測定には、光学式モーションキャ
プチャ・システム（Oqus 700+, Qualisys Inc, Sweden）を用
いた。投球動作を計測するために、64箇所の解剖学的骨特
徴点を触診により検出し、その皮膚上に赤外線反射マーカー
を貼付した。投球マウンドを囲むように設置した10台の赤
外線カメラによって、投球動作における赤外線反射マーカー
の3次元空間位置を計測した。球種はストレートとし、球速
の最も速い投球を解析した。次に解析方法について述べる。
胸部、上腕部に座標系を設定し、胸部座標系に対する上腕座
標系の回転をオイラー角で示し、肩関節水平内転 / 水平外
転角度を算出した（水平内転：+, 水平外転：－）。身体機能
評価は投球動作の測定前に実施した。評価項目とする関節可
動域は、投球側および非投球側の股関節屈曲、伸展、外転、
内旋 / 外旋角度、体幹回旋角度、90度股関節屈曲位での膝
関節伸展角度、投球側肩関節屈曲、外転、90度肩関節外転
位での肩関節内旋 / 外旋角度および脊椎の可動性を含めた
複合肩関節外旋角度と肩関節内旋角度左右差（非投球側－投
球側の内旋角度）、肩関節水平内転角度、90度肩関節屈曲位
での内旋角度とした。筋力は、投球側の棘上筋、棘下筋、
belly press test を肩甲骨固定および非固定にて測定、さら
に僧帽筋下部線維、腹筋群複合的評価を MMT に準じて評
価した。統計処理は、BR での肩関節水平内転 / 水平外転角
度と身体機能に関する各評価項目との関係性をピアソンの相
関係数、スピアマンの順位相関係数を用いて検討した。統計

学的有意水準は5% 未満とした。
【説明と同意】 本研究は、対象者に研究目的、方法について
十分な説明を行い、同意を得て実施した。

【結果】 BR での肩関節水平内転 / 外転角度は、投球側の棘
上筋、棘下筋、belly press test の肩甲骨非固定での筋力と
それぞれ正の相関関係がみられた（r= 0.50, r= 0.51, r= 0.54, 
全て p ＜0.05）。また、90度肩関節外転位での肩関節内旋角
度の左右差に負の相関関係がみられた（r=-0.54, p ＜0.05）。
これは、90度肩関節外転位での肩関節内旋角度の左右差が
大きい程、BR では肩関節水平外転位となることを示す。他
の身体機能の評価項目との相関関係はみられなかった。

【考察】 Wilk らは、肩関節外旋筋力および内外旋筋力のバ
ランスは投球動作に重要と述べ、辻らは TOP から BR まで
の水平面での動作を X 線透視下で観察し、投球障害肩では
上腕骨骨頭中心が肩甲骨関節窩に対して求心位を得られてい
ないことを報告している。これらのことから、本研究の BR
の肩関節水平内転 / 外転角度に腱板機能が関係したと考え
る。Burkhart らは、肩関節後方の軟部組織の伸張性低下は
投球時の follow-through phase における牽引力の適応であ
り、上腕骨骨頭を後上方へ偏位させると述べている。このこ
とより、投球障害肩では、後方関節包の拘縮などから上腕骨
骨頭の肩甲骨関節窩への求心性が失われ、肩関節外転や肩関
節内旋 / 外旋時に非生理的な動きが生じると考えられる。
よって、肩関節後方の軟部組織の伸張性低下を示す90度肩
関節間外転位での肩関節内旋角度の左右差との関係がみられ
たと考える。先行研究は、下肢の柔軟性低下が投球障害と関
係していると提示しているが、本研究では BR の肩関節水平
内転 / 外転角度と身体機能評価の股関節、体幹回旋角度と
の関係性がみられなかった。今後は、BR での肩関節水平内
転 / 外転角度に影響を及ぼすと考えられる「骨盤の開き」
との関係性を検討したい。

【理学療法研究としての意義】 BR での肩関節水平内転 / 水
平外転角度と、投球側の棘上筋、棘下筋、belly press test
の肩甲骨非固定での筋力、90度肩関節外転位での肩関節内
旋角度の左右差と関係性がみられた。これらの筋力や関節可
動域の改善が、BR の肩関節水平外転を回避する可能性があ
ると考える。

投球動作のボール・リリース時の肩水平内転外転角度と 
身体機能評価の関係性について

○板野　哲也（いたの てつや）1），春名　匡史1），田中　公二1），上田　泰之1），立花　孝1），	
田中　洋2）

1）信原病院 リハビリテーション科，2）信原病院・バイオメカニクス研究所

Key word：投球動作，肩関節水平外転，身体機能評価
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口述8-2

【目的】 高齢者では静的、動的バランスともに若年者と比較
して劣り、転倒との関連が指摘されている。高齢者の転倒は
在宅・入院に関わらず、骨折などの損傷を受け「寝たきり」
の原因となることが多い。これらのことから高齢者の転倒を
予防することは重要な課題となっている。転倒リスクには内
的要因と外的要因が関連するとされているが、それらの評価
は多岐に渡り、検査時間と特別な機器と場所を必要としてい
ることが多い。簡便に検査可能な10 m 歩行時間や簡易バラ
ンス検査などから転倒リスクを予測できれば、非常に有用で
あると思われる。これまで後ろ向き研究では比較的多くの報
告があるが、前向き研究は少ない。そこで本研究の目的は地
域在住高齢者を対象に1年間の前向き追跡調査を行い、簡便
な歩行評価やバランス評価から1年間の転倒リスクを把握で
きる因子を検討することとした。

【方法】 本研究の研究デザインは前向き観察研究とした。当
院外来リハビリテーションを利用し2015年1月から3月に
ベースライン評価を実施した高齢者41名のうち、1年後の
2016年1月から3月に再評価を実施できた20名（76.8±6.6
歳、男性9名、女性11名）を分析対象者とした。対象の取り
込み基準は研究参加への同意が得られ自力で歩行が可能なこ
ととし、痛みのために各測定項目を計測できなかった者は分
析対象から除外した。ベースライン評価ならびに1年後の再
評価の測定項目は歩行評価として10 m 自由歩行、最大歩行
それぞれの歩行時間、歩幅、歩行率、歩行比とし、バランス
能力評価として Timed Up and Go test（以下 TUG）、Berg 
Balance Scale（以下 BBS）、片脚立位時間を測定した。
また、ベースライン評価から再評価時までの1年間の転倒経
験を聴き取りにより調査し、転倒有り群と転倒無し群に分類
した。転倒は「故意によらず身体バランスを崩し、膝より
上の身体の一部が地面や床に触れた場合」と定義した。
　統計処理は、転倒経験の有群となし群の各測定項目の比較
には対応のない t 検定を用いた。これによって群間に有意差
ありとされた項目を独立変数、転倒経験の有無を従属変数と
して多重ロジステック回帰分析（ステップワイズ法）を行っ
た。さらに ROC 曲線からカットオフ値を求めた。各統計処
理については有意水準5% とした。

【説明と同意】 本研究は人を対象とする医学系研究に関する
倫理指針を遵守し、対象者には事前に本研究の目的や方法に

ついて十分説明を行い同意が得られた者を対象とした。
【結果】 ベースライン評価から再評価までの1年間に転倒し
たのは20名のうち7名（転倒発生率35%）であった。転倒群
の平均年齢は76.3±6.5歳、非転倒群は74.8±7.6歳であっ
た。ベースライン評価時の各測定項目を転倒の有群となし群
で比較した結果、10 m 最大歩行時間、10 m 自由歩行時間に
有意差（p ＜0.05）を認めた。ベースライン時に群間で有意
差が認められた10 m 最大歩行時間、10 m 自由歩行時間を独
立変数とした多重ロジステック回帰分析を行った結果、選択
された項目は10 m 最大歩行時間（オッズ比、3.48：1.112～
10.898）のみであった。10 m 最大歩行時間から求めた ROC
曲線のカットオフ値は9.0秒（感度0.714、特異度0.923, 
AUC0.841）であった。一方1年後の再評価時では、転倒有
群となし群を比較し、BBS と10 m 最大歩行時の歩行率にお
いて有意差が認められた。

【考察】 今回の前向き研究において地域在住高齢者の今後1年
間に転倒を予測する際に有用と考えられる因子は10 m 最大
歩行時間であり、その転倒予測オッズ比は3.48倍であった。
さらにそのカットオフ値は9.0秒であり、それ以下であれば
その後1年間の転倒リスクが少ないことが示された。村田ら

（2006年）の前向き研究では5 m 歩行時間が1年間の転倒リ
スクと関連性があったと報告しており、歩行速度の重要性は
本研究と同様であった。一方で本研究の結果は、自由歩行時
間より最大歩行時間の方が予測因子として有用であることを
示唆しており、安全面の考慮は必要であるが、可能であれば
最大歩行時間を評価することが望まれる。
　本研究は前向き研究として研究デザインを作成し実施した
が、一年後に同様に測定した項目を用いて後方視的に転倒の
有無を調査すると BBS と歩行率に有意差を認めていた。こ
れは前向き研究の結果とは異なっており、転倒の予測として
後方視的研究には限界がある可能性が示唆された。
　今回、地域在住高齢者の今後1年間の転倒を予測する因子
は10 m 最大歩行時間であり、そのカットオフ値は9.0秒で
あった。

【理学療法学研究としての意義】 10 m 最大歩行時間から1年
間の転倒リスクを把握できる可能性が示された。また、
10 m 最大歩行時間が9.0秒を超える高齢者は、今後1年間の
転倒リスクが高いと考えられた。

地域在住高齢者の転倒予測因子　
―1年間の追跡研究―

○高木　佑也（たかぎ ゆうや），藤本　鉄矢，前河　大輝，桂田　純至，石井田　慎介
マキノ病院 リハビリテーション科

Key word：高齢者，転倒予測因子，前向き研究
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口述8-3

【目的】 中殿筋は腸骨稜の上前腸骨棘から上後腸骨棘におい
て6：4の割合で前部線維と後部線維に分類されるが、中殿
筋後部線維のほとんどは大殿筋上部線維に覆われており、表
面筋電図の電極位置は確立されていない。そこで今回、超音
波画像診断装置を用いて中殿筋後部線維が単独で描出できる
部位を検討した。そして股関節伸展および外転保持の各課題
における重量負荷の変化が中殿筋前部線維、中殿筋後部線維、
中殿筋後部線維と大殿筋上部線維が重層する部位（以下、重
層部位）、大殿筋上部線維の筋電図積分値に与える影響につ
いて検討した。

【方法】 対象は健常男性10名（平均年齢24.4±4.6歳）の両
下肢20肢とし、腹臥位にて中殿筋、大殿筋の超音波画像を
描出した。描出部位は、まず腸骨稜の頂点と大転子を結んだ
直線の近位1/3の部位（以下、A）、上後腸骨棘と大転子を
結んだ直線の近位1/3の部位（以下、E）、加えて腸骨稜の頂
点と上後腸骨棘から大転子を結んだ直線の成す角を4等分し、
その腹側から1/4、2/4、3/4の直線における近位1/3の部
位（以下、B、C、D）とした。その結果、全ての対象者にお
いて A、B で中殿筋が単独で描出され、C、D、E で中殿筋
と大殿筋が重層して描出された。中殿筋後部線維は腸骨稜長
の腹側約60～83% に起始するという報告から A は中殿筋
前部線維、B は中殿筋後部線維をそれぞれ単独で描出してい
ると考えられた。筋電図学的検討の測定課題は、まず腹臥位
にて測定側下肢だけを空間上に保持できるよう測定台を配置
し、測定側股関節を中間位で保持させる課題とした（以下、
股関節伸展課題）。つぎに側臥位にて測定側下肢を股関節中
間位で空間上に保持させる課題とした（以下、股関節外転課
題）。そして測定側足部に1 ㎏、2 ㎏、3 ㎏、4 ㎏の重錘負荷
をおこなったときの中殿筋、大殿筋の筋電図を測定した。測
定筋の電極位置は先行研究に基づいて、中殿筋前部線維単独
部位を上前腸骨棘と大転子を結ぶ線の中央より1 ㎝後方、大
殿筋上部線維単独部位を大転子と仙椎下端を結ぶ線上外側
1/3とした。また描出された超音波画像に基づいて、中殿筋
後部線維単独部位は B、重層部位は D の部位とした。そし
て重錘負荷のない状態で股関節伸展および外転の各課題にお
ける筋電図積分値を基準値として各重錘負荷時の筋電図積分
値相対値（以下、相対値）を算出し、重錘負荷量の変化が各
電極位置の相対値に及ぼす影響について検討した。統計処理

は各筋の相対値に正規性を認めなかったため、クラスカル
ワーリス検定と Scheffe’s F test を用いた。いずれも有意水
準は5% とした。

【説明と同意】 本研究ではヘルシンキ宣言に鑑み、実験内容
に同意を得た者を対象とした。

【結果】 股関節伸展課題では中殿筋後部線維単独部位の相対
値は1 ㎏と比較して4 ㎏で有意に増大し（p ＜0.05）、重層
部位および大殿筋上部線維単独部位の相対値は1 ㎏、2 ㎏と
比較して4 ㎏でそれぞれ有意な増大を認めた（p ＜0.05）。
また中殿筋前部線維単独部位の相対値は有意な変化は認めな
かった。そして股関節外転課題では中殿筋前部線維単独部位
および後部線維単独部位の相対値は1 ㎏、2 ㎏と比較して
4 ㎏で有意に増大し（p ＜0.05）、重層部位の相対値は1 ㎏と
比較して3 ㎏と4 ㎏、2 ㎏と比較して4 ㎏でそれぞれ有意な
増大を認めた（p ＜0.05）。また大殿筋上部線維単独部位の
相対値は有意な変化は認めなかった。

【考察】 股関節伸展課題では股関節伸展作用として中殿筋後
部線維単独部位、大殿筋上部線維単独部位および重層部位に
筋活動の増大を認め、股関節屈曲作用を有する中殿筋前部線
維単独部位は変化を認めなかったと考える。そして股関節外
転課題では、股関節外転作用として中殿筋前部線維単独部位、
中殿筋後部線維単独部位、重層部位の筋活動が増大したと考
えた。D の重層部位は大殿筋上部線維のなかでも腸骨後面
から殿筋粗面にかけて走行する筋線維の活動を反映すると考
えられ、重層する中殿筋後部線維と類似した筋線維走行を示
し、股関節外転作用として筋活動の増大を認めたと考えられ
る。また大殿筋上部線維単独部位は、より尾側の仙骨後面か
ら殿筋粗面にかけて走行する筋線維の活動を反映すると考え
られ、明らかな筋活動の増大を認めなかったと考える。

【理学療法研究としての意義】 表面筋電図における中殿筋後
部線維単独部位の電極位置は、腸骨稜の頂点と上後腸骨棘か
ら大転子を結んだ直線が成す開角の腹側1/4に当たる B が
適当であると考えられる。そして今回の股関節外転課題にお
いて、大殿筋上部線維については筋線維走行の違いによって
股関節外転に対する作用が異なる可能性が考えられることか
ら、今後は股関節肢位や運動方向を変化させるなどより詳細
な評価が必要になると考える。

股関節伸展および外転保持課題における重量負荷の変化が 
中殿筋、大殿筋の各線維における筋電図積分値に与える影響

○刀坂　太（かたなざか ふとし）1），楠　貴光1）2），早田　荘1），赤松　圭介1），藤本　将志1），	
大沼　俊博1）2），渡邊　裕文1），三輪　成利3），鈴木　俊明2）

1）六地蔵総合病院 リハビリテーション科，2）関西医療大学大学院 保健医療学研究科， 
3）六地蔵総合病院 検査室

Key word：中殿筋後部線維，超音波画像診断装置，表面筋電図
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口述8-4

【目的】 近年、効果的な教育手段として、能動的学習（以下、
Active learning）がさまざまな教育場面で用いられている。
本邦の理学療法士協会においても、臨床実習（以下、実習）
で、Active learning の習慣を引き出すことが推奨されてい
る。そのため、臨床指導者（以下、指導者）は、学生が
Active learning が出来ているのか、出来ていないのかを判
断し、必要な支援を行うことが重要となる。判断する手段の
一つに、学生自身の実習に積極的に取り組もうとする姿勢が
あり、具体的には、実習期間中に学生は指導者に質問してい
るか、ということが挙げられる。質問ができる学生やそうで
ない学生の心理的要因が分かれば、学生の効果的な Active 
learning を支援する一助になる。
　本研究の目的は、実習で、積極的に質問ができた学生とそ
うでなかった学生の心理状況を調査し、学生自身の実習に積
極的に取り組もうとする姿勢を支援するために必要な心理状
況を検討することである。

【方法】 対象は、本学の平成24～26年度に長期の実習に参
加した学生200名（男性152名、女性58名）であった。
　調査は、記入式アンケートで行った。アンケートに用いた
項目は、「積極的に質問することができたか」と、心理状況
に関する質問項目として、1）不安感でいっぱいであったか、
2）緊張していたか、3）辛かったか、4）楽しかったか、5）や
り甲斐があったか、6）指導者に苦手意識があったか、とした。
回答は、それぞれ、「あてはまる」から「あてはまらない」
までの3件法での回答とした。調査は実習終了後初日登校日
に大学内で実施した。
　「積極的に質問することができたか」と、1）から6）まで
の6つの心理状況に関する質問項目について、それぞれ独立
性の検定を行った。独立性が棄却された項目について、積極
的に質問することができたと回答した対象者とそうでない対
象者の心理状況を調査した。解析には、エクセル統計
Statcel3を用いた。

【説明と同意】 本研究は、大阪河崎リハビリテーション大学
倫理委員会規則に従うもので（承認番号 OKRU2211）、調査
にあたっては、対象者に本研究の主旨を口頭および紙面で説
明し、研究参加の同意を得た。

【結果】 独立性の検定の結果、独立性が棄却された項目は、
1）不安感でいっぱいであったか、3）辛かったか、4）楽し

かったか、5）やり甲斐があったか、の4項目であった。
　「積極的に質問することができたか」の問いに対し、「あ
てはまる」と回答した対象者で、やり甲斐があった、楽し
かった、不安感でいっぱいであった、辛かった、と回答した
のは、それぞれ、96.2%、84.2%、61.7%、57.1% であった。

「積極的に質問することができたか」の問いに対し、「あて
はまらない」と回答した対象者で、やり甲斐があった、楽
しかった、不安感でいっぱいであった、辛かった、と回答し
たのは、それぞれ、51.9%、40.7%、96.3%、92.6% であった。

【考察】 検定の結果、「積極的に質問することができたか」
と関連がなかったものは、2）緊張していたか、6）指導者に
苦手意識があったか、の2つの心理状況であった。学生は、
緊張や指導者に対する苦手意識によって、指導者に質問する
ことが困難になるのではないかと予測していたが、そうでは
なかった。患者に対する理学療法の興味は、緊張や指導者に
対する苦手意識があっても変わらないことなのかもしれない。
　「積極的に質問することができたか」の問いに対し、「あ
てはまる」と回答した対象者の中で、やり甲斐があった、
と回答した割合は、96.2% で、これは、積極的に質問ができ
た対象者において最も割合の多かった心理状況であった。一
方、「積極的に質問することができたか」の問いに対し、「あ
てはまらない」と回答した対象者で、不安感でいっぱいで
あった、と回答したのは96.3% で、これは、積極的に質問
できなかった対象者において最も割合の多かった心理状況で
あった。このことから、学生が実習に積極的に取り組もうと
する姿勢を支援するものとして、学生の不安や辛さといった
ネガティブな心理的要因に対する支援が必要であることがわ
かった。学生自身がこれらの状況にどのような対策や取り組
みが必要かについて考え、解決の糸口を探れるように支援を
することが重要と考えられた。このことはまた、指導者には
現代の学生のネガティブな心理的要因に対する注意深い配慮
が必要であることを意味するものでもあると考えられた。

【理学療法研究としての意義】 本研究は、理学療法教育にお
ける実習が効果的な Active learning となるための手がかり
を提供できる意義あるものと考える。

長期臨床実習中における学生の心理的要因
―積極的に質問するためには―

○藤平　保茂（ふじひら やすしげ），久利　彩子，小枩　武陛，古井　透
大阪河崎リハビリテーション大学 理学療法学専攻

Key word：Active learning，臨床実習，心理的要因
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口述8-5

【目的】 当院回復期病棟での歩行自立度は筋力やパフォーマ
ンステスト、認知症の有無などの情報から理学療法士・作業
療法士・看護師が総合的に判断している。今回は当院内での
歩行自立に影響する客観的因子を後方視的に抽出し、
Clinical Prediction Rules（CPR）を試験的に開発する事で、
歩行自立度判定における意思決定の一部にすることを目的と
した。

【方法】 対象は2015年6月から2016年5月まで当院回復期
病棟に入院していた患者164名（歩行自立群：79名、平均年
齢67±12.5歳、非自立群：85名、平均年齢77.5±9.9歳）
であった。本研究における歩行自立群は、病棟内で杖または
独歩で院内 FIM 移動項目が6・7点の者で1カ月以上転倒な
どのインシデントがない者とした。この歩行自立度判定は、
担当理学療法士・作業療法士・看護師が様々な情報を参考に
して総合的に判断した。除外基準は、重度の高次脳機能障害、
全身状態が不安定な者、介助歩行不可能な者とした。
　評価項目は、最大歩行速度（Maximum walk speed：MWS）、
5回立ち座りテスト（Five Times Sit to Stand Test：FTSST）、
Timed Up and Go test（TUG）、健側・患側の股関節伸展
筋力、股関節外転筋力、膝関節伸展筋力、Stops walking 
when talking test（SWWT）、認知症の有無、年齢の12項
目であった。
　統計学的分析は、全てのデータについて Shapiro-Wilk 検
定で正規性を確認し、確認した変数に対してはパラメトリッ
ク検定を、そうでない変数にはノンパラメトリック検定を選
択した。各変数において歩行自立群と歩行非自立群間で対応
のない t 検定、または Mann-Whitney 検定を実施した。そ
の後、歩行自立度を従属変数、その他変数を独立変数とした
ステップワイズ多重ロジスティック回帰分析を実施し、抽出
された因子に対して ROC 曲線を作成して、Cut-Off 値を算
出した。Cut-Off 値の上下と歩行自立度で2×2の分割表を
作成し診断正確性の検定を行った。本研究における有意水準
は5% 未満とし解析には R2.8.1を使用した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に沿っていることを
確認し、個人情報の取り扱いに十分に留意した上で後方視的
に実施した。研究データは厳重に管理し、患者個人のプライ
バシーが確保されるよう十分配慮した。

【結果】 対象者の内訳は（歩行自立群 / 非自立群）、股関節骨
折18/26、脳梗塞29/31、脳出血13/12、廃用症候群3/4、

脊椎圧迫骨折7/9、脊髄損傷9/3（人）であった。群間比較
の結果、全ての項目で歩行自立群は非自立群を上回っていた

（P ＜0.05）。多重ロジスティック回帰分析の結果、TUG、
患側膝伸展筋力、認知症の有無、SWWT が抽出された。算
出 さ れ た 各 Cut-Off 値 と 曲 線 下 面 積 は TUG：16.8sec, 
93.5％、患側膝伸展筋力：1.02Nm/㎏, 82.6% であった。
　各項目をスクリーニング検査とした場合の診断正確性の評
価検定では、陽性的中率と陰性的中率がそれぞれ TUG：
88%・81％、患側膝伸展筋力：74%・72％、認知症：58%・
88％、SWWT：76%・57% であり、TUG 患側膝伸展筋力
の2項目では88%・91%・陽性尤度比9・陰性尤度比0.1、認
知症も含めた3項目では90%・95%・陽性尤度比5・陰性尤
度比0.02, SWWT も含めた4項目では92%・93%・陽性尤
度比5・陰性尤度比0.03であった。

【考察】 当院回復期病棟において歩行自立度に影響している
因子を抽出した。その結果、歩行自立に影響する因子として、
TUG・患側膝伸展筋力値・認知症・SWWT の4項目が抽出
された。しかし、SWWT に対するオッズ比の95% 信頼区
間が1を通過している点から SWWT は歩行自立度に影響を
与えない可能性があり、信頼性に欠ける為、本研究では
CPR から除外した。
　SWWT を除外した3項目の CPR を満たしたものは歩行自
立確率90%・陽性尤度比5であり、CPR を満たさなかったも
のは歩行非自立確率95%・陰性尤度比0.02であった。陽性
尤度比は、5以上で診断に中等度の影響をもつと報告されて
おり、陰性尤度比は0.1以下で除外診断として有用と報告が
されている。これらのことから、本研究において算出された
Cut-Off 値、患側膝伸展筋力：1.02Nm/㎏, TUG：16.8sec
と認知症の有無は当院の回復期入院患者に対して歩行自立度
判定の基準として提示する事ができ、また、除外基準として
も有用になると考える。
　本研究の限界として内的・外的検証を行っていない事や、
静的バランス能力の評価がない事などが挙げられ、今後の課
題と考える。

【理学療法研究としての意義】 試験的に開発した CPR は回
復期病棟において特に初期評価時や転院時等、患者特性情報
が乏しい場合の歩行自立度判定に有用であり、意思決定の一
部になると考える。

当院内での歩行自立度判定における 
Clinical Prediction Rulesの試験的開発

○芝氏　太作（しばうじ だいさく）1），中口　拓真2），田津原　祐介1），谷口　裕亮1），出口　裕未1），
林　大樹1）

1）貴志川リハビリテーション病院 リハビリテーション部，2）花と森の東京病院 リハビリテーション科

Key word：歩行自立度，Clinical Prediction Rule，回復期病棟
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口述9-1

【目的】 当院ではロボットスーツ HALⓇ（Hybrid Assistive 
limb［FL-05］：以下 HAL）を導入し、理学療法と並行し
て歩行障害に対するニューロリハビリテーションとして用い
ている。これまで脊髄損傷や片麻痺患者などへの HAL を用
いた報告は散見されるが、脊髄小脳変性症（spinocerebellar 
degeneration：以下 SCD）患者における報告はない。我々は、
小脳失調症に対する HAL を用いた歩行練習の効果を検証す
る為、SCD を中心とした治療研究を行っている。今回、
SCD 患者に対し HAL を用いた歩行練習の実施により、機
能改善を認めた症例を経験したので報告する。

【方法】 小脳性の歩行障害を有する遺伝性 SCD（SCA6）患
者2名。
症例1：57歳女性、罹患歴は4年であり、歩行能力は屋内伝
い歩き・屋外介助歩行レベルで移動以外は自立していた。
症例2：57歳男性、罹患歴は7年であり、歩行能力は屋外バ
ギー歩行自立レベルであった。
　2例とも歩行時遊脚相において、筋緊張の亢進により右膝
関節屈曲が見られず伸展位のまま立脚相へ移行していた。
　介入期間は3週間（5回 / 週）で、HAL を用いた歩行練習
は約40分とし、装着などの準備を含めると60分 / 回であっ
た。2症例とも CVC モード・WALK3～5で実施し、トル
クチューナや屈伸バランスについてはその日の調子により調
整した。HAL 実施回数は2例とも合計14回であった。
　機能評価は介入の前・後及び退院2週間後に実施した（前
観察期・リハビリ期・後観察期）。評価項目は、10 m 歩行試
験（時間・ケイデンス・歩幅）、Timed Up and Go Test（以
下 TUG）、2分間歩行試験（以下2MWT）、Functional Bal-
ance Scale（以下 FBS）、30秒椅子立ち上がりテスト（以下
CS-30）、Scale for the assessment and Rating of Ataxia

（以下 SARA）及び歩行時の転倒恐怖感（visual analogue 
scale：以下 VAS）とした。

【説明と同意】 本人及びご家族に治療内容や研究への参加に
対し、口頭と文書により十分な説明を行い同意を得た。なお、
本研究は、近畿大学医学部倫理委員会の承認を得て実施した。

【結果】 結果を前観察期→リハビリ期→後観察期の順に示す。
症例1：10 m 歩行時間は12.3→10.1→10.4秒、ケイデンス
は93→113→104steps/min、歩幅は53→53→53 ㎝、TUG
は 21 → 16.3 → 15.8 秒、2MWT は 65.8 → 98.6 → 96.1 m、
FBS は40→46→44点、CS-30は11→12→12回、SARA
は12→11→11点、転倒恐怖感（10は恐怖最大）は5→5→5

であった。
症例2：10 m 歩行時間は14.9→7.4→8.5秒、ケイデンスは
80.5→120→113steps/min、歩幅は50→67→63 ㎝、TUG
は23.4→10.9→13.3秒、2MWT は57.2→139 m →128 m、
FBS は46→48→45点、CS-30は6→9→9回、SARA は
11→8→9点、転倒恐怖感は2→2→2であった。歩行に対
する自己効力感や歩容については2例ともほとんど改善を認
めなかったが、今回実施した機能評価については退院2週間
後においても改善効果が維持されていた。

【考察】 本症例は純粋な小脳失調症状を有する SCA6の患者
である。今回対象とした2例において、介入前後で歩行速度、
ケイデンス、歩行距離、そして CS-30や TUG などの起居
動作を含めた移動能力にも改善を認めた。しかし、起立・歩
行時のふらつきや物的介助が不要になるほどの安定性獲得は
困難であった。
　小脳は、歩行時における肢運動の位相制御に関与し、これ
らを統合した結果、左右の肢間協調に中心的役割を果たして
いる。HAL は装着者の能動的な運動発現が必要であり、そ
れにより適切なアシストを得て歩行することが可能となる。
このように随意的プロセスに関わる上位歩行システムによる
歩行制御の活性化に加え、律動的な歩行運動の繰り返しに
よって、下位歩行システムである脊髄中枢パターン発生器

（central pattern generator：CPG）も活性化された可能性
が考えられる。以上のことから、小脳失調症状を有する本症
例においても、歩行機能の改善が得られたのではないかと思
われる。一方で、歩容や歩行における安定感・恐怖感にも改
善を認めなかった理由として、本研究における介入は HAL
装着下での歩行練習のみであり、バランス練習などの多面的
なアプローチを行っていなかったことが挙げられる。前庭機
能や姿勢制御に関わる賦活も含めた理学療法の併用が、より
効果的な治療となるかもしれない。小脳失調による歩行障害
にも、HAL を用いたニューロリハビリテーションは有効で
あった。今後その効果・機序についても検討する必要がある。

【理学療法研究としての意義】 SCD のような進行疾患におい
ても、HAL 装着下歩行練習による運動機能の改善を認めた。
症状の進行抑制や平衡機能も含めた歩行能力改善に寄与する
ためのツールとして HAL は有効であると考えられる。より有
効な治療法確立のため、最適な HAL のアシスト設定や他の
アプローチとの併用も視野に入れて検討していくべきである。

脊髄小脳変性症に対するロボットスーツ HALを用いた歩行練習の試み
～2症例における検討～

○藤田　修平（ふじた しゅうへい）1），田端　洋貴1），脇野　昌司1），西野　仁1），辻本　晴俊2），	
中村　雄作3），阪本　光3）

1）近畿大学医学部堺病院 リハビリテーション部，2）近畿大学医学部堺病院 リハビリテーション科， 
3）近畿大学医学部堺病院 神経内科

Key word：脊髄小脳変性症，ロボットスーツ HAL，歩行練習
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口述9-2

【目的】 ロボットスーツ HALⓇ（Hybrid Assistive LimbⓇ：
以下 HAL）は装着型の自立支援ロボットであり、平成28年
度の診療報酬改定により新たに歩行運動処置（ロボットスー
ツによるもの）が新設され、今後はニューロリハビリテー
ションにおける治療機器として HAL 導入施設が増加するも
のと考える。当院では2015年10月より HAL FL-05を導入
し運用してきた。当院において経験した運用上の問題と対策
について報告する。

【方法】 HAL は運動への能動的意識が必要であり、それを
引き出すために HAL を使用する医師、リハビリスタッフの
スキルと患者への適切な指導が必要とされている。我々は、
HAL 使用安全研修に加え、HAL 導入と同時期に HAL 運用
実績のある施設での HAL 実地研修を受け、そこで得たスキ
ルを HAL 関係スタッフで共有するようにした。
　当院に HAL 導入後、現在までに延べ16例の症例（男性8
名、女性8名）、平均年齢60.4±13.6歳、平均身長160.7±
8.7 ㎝、平均体重53.7±11.3 ㎏に合計200回以上の HAL に
よる歩行練習を実施してきた。対象疾患は、脳血管疾患3名、
脊髄小脳変性症8例、筋ジストロフィー1名、筋萎縮性側索
硬化症1名、多発性硬化症2名、HTLV-1関連脊髄症1名で
あった。1患者当りの HAL 実施時間は、装着・着脱を併せ
て1回60分、実施回数は1患者当り平均13±6.1回であった。
　HAL 運用上の問題となった点を分類すると、1）HAL 装
着時の問題点、2）HAL 装着リハビリ中の問題点、3）患者の
HAL の受け入れの問題点であった。それらの問題点に対す
る当院での取り組みついて報告する。

【説明と同意】 HAL の使用と研究への協力に関して、対象
者に対して口頭・文書にて十分に説明し同意を得て実施した。

【結果】 
1）  HAL 装着時の問題点では、HAL 装着等の準備に要する

時間であった。①HAL 使用のための生体電位検出用電極
の装着、②安全対策の為のスリングと免荷機能付歩行器

（以下ホイスト）の準備、③HAL 本体の装着、それらす
べての準備し歩行練習開始までには、導入当初30分程度
の時間を要し、また終了後の脱着にも20分程度を要した。
HAL 装着などの準備時間を短縮することは、患者の疲労
対策、歩行練習時間の確保の上でも最も重要な点であっ
た。スタッフによる装着練習を重ね、各患者別の HAL
カルテを作成し、HAL 実施前より下腿や大腿フレーム等
のサイズ調整等は事前準備する事で、現在では準備に要

する時間は装着と脱着合わせて10分以内で可能になった。
2）  HAL 装着リハビリ中の問題点では、患者側の問題として、

①HAL による身体への機械的ストレス、②電極やカフに
よる皮膚トラブル、スタッフ側として、③ホイスト使用時
の前方牽引者のマンパワーの問題、④歩行練習の歩行通路
などがあった。身体への機械的ストレス、皮膚トラブルに
は HAL 本体やベルト等に必要に応じてタオルやクッショ
ン、パッド等を挿入し、皮膚トラブル予防として保湿ク
リーム塗布やスキンチェックを病棟ナースの協力を得て
行っている。HAL による歩行練習はホイスト誘導者と歩
行介助者の2名1組で実施するため、HAL 予定表を作成し、
スタッフ間での役割分担を行い、歩行通路は比較的通行が
少ない幅約3 m の直線距離約30 m の廊下で行っている。

3）  患者の HAL の受け入れの問題点として、①HAL に対す
る不安、②HAL 装着による歩きにくさが挙げられた。対
策として、オリエンテーションには独自に作成した動画
を利用し、HAL の効果を実感するにはアシストレベル調
整や HAL に対する慣れが必要であり、その為には数回
の実施が必要である事などを十分説明している。動画に
より具体的に装着イメージする事ができ、患者の疑問解
決や不安解消に繋がり、継続した実施が可能となり、平
成28年6月現在まで脱落症例はない。

【考察】 HAL の治療効果を得るためには、円滑な運用方法
の確立により、短時間で正しく装着し、歩行練習を行うこと
が必要である。その結果、HAL 歩行練習の継続が可能にな
る。また、患者の不安を払拭し意欲を上げるために、患者の
理解を得る努力が重要である。HAL 導入・運用に当たり、
種々の問題等の課題が生じるため、HAL に対する知識を深
め、主治医や Ns との連携や情報共有、リハビリスタッフ間
での協力と工夫により1つ1つの問題に対して解決策を協
議・対応することで、HAL の円滑な運用と継続実施が可能
となり、治療効果を十分に引き出すニューロリハビリテー
ション実施が成し得ると考える。

【理学療法研究としての意義】 臨床現場における HAL 導入
による運用方法や使用による問題や課題等については報告が
少なく、各導入施設では HAL 運用の為に試行錯誤を繰り返
していると考えられる。各導入施設における運用報告や効果
検証を行う事が、今後新たなリハビリテーションツールとし
て普及し、HAL を効率よく且つ効果的に使用する為の有益
な情報と成り得る。

ロボットスーツ HAL導入による運用上の問題と対策について

○田端　洋貴（たばた ひろき）1），藤田　修平1），脇野　昌司1），西野　仁1），橋本　翔太1），	
辻本　晴俊2），中村　雄作3），阪本　光3）

1）近畿大学医学部堺病院 リハビリテーション部，2）近畿大学医学部堺病院 リハビリテーション科， 
3）近畿大学医学部堺病院 神経内科
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口述9-3

【目的】 当院では脳卒中片麻痺患者の歩行トレーニングにお
いて、川村義肢社製の歩行補助具 T-Support を使用する機
会が多い。これは股関節前面に配置した弾性バンドにより立
脚中期から遊脚初期の股関節屈曲モーメントを補い、歩行動
作を安定させるものである。我々は T-Support の弾性バン
ドを股関節外側に追加して配置することで、脳卒中片麻痺患
者の側方へのバランス能力を向上させることが可能となるの
ではないかと考えた。そこで今回、麻痺側立脚期に骨盤の側
方動揺の見られる症例に対し、麻痺側股関節外側部に弾性バ
ンドを追加して使用し、その際の歩行因子の変化を調査した
のでここに報告する。

【方法】 症例は80歳代女性で、左内包領域の脳梗塞により右
片麻痺を呈していた。今回の検証時には発症から約4カ月が
経過していた。右下肢の Brunnstrom Recovery Stage はⅢ
で、歩行はゲイトソリューション付き短下肢装具（以下 GS-
AFO）を用い、T-Support を装着してフリーハンド歩行は軽
～中等度の介助が必要な状態であった。歩容は右ローディン
グレスポンス（LR）からミッドスタンス（MSt）にかけて骨盤
の右側方動揺が出現することで右股関節は相対的に内転位で
の支持となるため歩隔が狭くなり、麻痺側下肢のスイング時
に反対側下肢に接触する傾向にあった。本症例において、
T-Support の弾性バンドを股関節前面に2本装着したフリー
ハンド歩行（前面バンド歩行）と、側方バンドを追加したフ
リーハンド歩行（側方追加歩行）の2条件における歩行因子を
比較した。側方バンドは T-Support の体幹ベストの側方部
分を起始部とし、GS-AFO 外側部を停止部とした。歩行に
際しては麻痺側立脚期に外側へのバランスの崩れによる転倒
予防のために介助を行った。歩行の評価は麻痺側立脚期の介
助量、10 m 歩行所要時間、歩数に加え、パシフィックサプ
ライ社製 Gait Judge System を用いて計測される LR での足
関節底屈角度の平均値、イニシャルコンタクトでの足関節底
屈トルクの平均値（ファーストピーク）、プレスイングでの足
関節底屈トルクの平均値（セカンドピーク）を算出した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言の趣旨に則り、当院所
属長の許可を得、対象者に口頭で説明し同意を得て行われた。

【結果】 前面バンド歩行時には麻痺側立脚期の側方動揺が強
く、バランスが自制外となるため中等度の介助が必要であっ
たが、側方追加歩行時には側方動揺が減少し、軽く支える程

度での歩行動作が可能となった。前面バンド歩行 / 側方バ
ンド歩行の10 m 歩行所要時間は16.1/16.0秒、歩数は28/27
歩、LR で の 足 関 節 底 屈 角 度 は2.46/3.23度、FP 値 は
4.5/5.1Nm、SP 値は1.0/1.8Nm であった。

【考察】 本症例は麻痺側外転筋力の低下により立脚期の骨盤
の安定性を保持することが困難となっていた。従来のトレー
ニングではセラピストが側方から体幹・骨盤を支持し、アラ
イメントの崩れを修正していたが、介助に依存的な面があり、
いかにして能動的な歩行動作を行うかが重要であった。そこ
で我々はセラピストが徒手的に支えるのではなく、何らかの
装置を使用することで依存度を下げることが可能となるので
は な い か と 考 え た。 具 体 的 な 方 法 と し て、 我 々 は
T-Support の弾性バンドに着目した。健常歩行では初期接
地から荷重応答期にかけて支持脚に急激に体重が移動し、発
生した股関節内転モーメントに対して大腿筋膜張筋、中殿
筋・小殿筋などの外転筋が遠心性の収縮を行うとされている。
我々は弾性バンドを股関節外側に配置し、外転筋群の遠心性
収縮を弾性バンドの伸長で補助することが生体力学的にもよ
り自然な形での動作の誘導になると考えた。
　今回の結果から、側方バンド歩行時にはファーストピーク
値、セカンドピーク値ともに増大しており、側方バンドを装
着することでヒールロッカーおよびフォアフットロッカーの
機能をより賦活することが可能であることが示唆された。こ
れは側方バンドを使用することで立脚期の安定性が保証され、
自由落下による装着肢のより強い踏み込みが可能となり、前
方推進力が向上した結果であると考える。

【理学療法研究としての意義】 本研究は、従来徒手的な介助
で修正することの多かった歩行時の骨盤動揺に対し、弾性バ
ンドを使用することがより高い治療効果を期待できることを
明らかにしたものであり、脳卒中片麻痺患者の歩行トレーニ
ングの新しいアプローチの可能性を提示した点に意義がある
と考える。

歩行補助具 T-Supportのバンド本数の違いが 
回復期脳卒中片麻痺患者の歩行動作に及ぼす即時効果

○荒谷　夏実（あらたに なつみ），田口　潤智，堤　万佐子，中谷　知生
医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院

Key word：脳卒中，T-Support，歩行
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口述9-4

【目的】 今回、25年前に C4脊髄損傷を発症し在宅療養を
行っていたが、誤嚥性肺炎、右無気肺を呈し入院となった症
例を担当した。脊損者の死因第1位は肺炎の20% であり、
頚髄損傷者（以下頚損者）が87% を占めている（全国労災病
院の脊髄損傷データベース）。頚損者の死因は呼吸障害が
39% と最も多いと言われている。また誤嚥性肺炎の予防は
誤嚥した時に効果的に誤嚥物を喀出することが必要と言われ
ている。本症例は C4頚損者であり、介助者は母親と高齢で
あるため介助で効果的な排痰を行えていなかった。咳嗽のメ
カニズムは、咳の誘発、深い吸気、圧縮、速い呼気の4相に
分かれ、高い咳嗽力を発揮するためには、第2相の深い吸気
が必要であり、横隔膜の機能が重要となる。本研究の目的は、
本症例に対し横隔膜介助による横隔膜移動距離の変化と、そ
れによる肺機能、特に予備吸気能への影響について調べる事
を目的とした。

【方法】 対象は40歳代男性で、慢性期 C4頚損者（Frankel：
A）である。横隔膜移動距離（㎜）の測定は超音波画像診断装
置（日立アロカメディカル株式会社製 AVIUS）を用いて行っ
た。測定課題は安静呼吸とし、1～5Hz トランデューサーを
使用した。移動距離は右鎖骨中線上肋骨弓下横断走査にて測
定し、安静呼吸3回分の平均値を算出した。肺機能検査は、
オートスパイロ（ミナト医科学株式会社製 AS-507）を用いて
行った。測定項目は予備吸気量（IRV（L））、肺活量（VC（L））、
最大呼気流量（PEFR（L））、吸気筋力（PImax（㎜Hg））、呼
気筋力（PEmax（㎜Hg））とし、それぞれ2回分の平均値を
算出した。評価方法は安静時 A、介助後 B とし連続した2
日間で測定を行った（1日目を A1・B1, 2日目を A2・B2と
する）。横隔膜介助の方法は、両側下部胸郭を手掌で固定し、
母指を肋骨弓下縁に沿わせ、呼気で腹部を頭側方向へ押し込
み、吸気へ切り替わるタイミングで腹部の動きに沿って尾側
方向へ圧を逃がす様に行った。また介助者に対しては、2日
間の測定後横隔膜介助方法の指導を行った。

【説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言に従い被験者に対
して、研究内容を紙面及び口頭にて説明し、同意を得た。な
お本研究は当院臨床研究審査委員会にて承認されている（整
理番号：1553）。

【結果】 各評価結果は、A1期→ B1期→ A2期→ B2期の順
で以下に記載する。横隔膜移動距離：14.4→20.6→19.5→ 

24.6、呼吸数：14→10→12→10、IRV：1.04→1.36→1.14→ 
1.37、VC：1.83→2.01→2.0→2.17、PEFR：2.0→3.46→ 
2.57→3.57、PImax：17.6→32.1→26.2→41.4、PEmax：
8.5→14→12.7→16.8。また介助者へ横隔膜介助の指導後、
効果的な排痰が可能となった。

【考察】 本研究の結果より、C4頚損者に対して横隔膜介助
を行うことで横隔膜移動距離は10 ㎜以上の増加を認めた。
肺機能検査では IRV に上昇、つまり予備吸気能の向上を認
めた。また PEFR に1.5L 上昇を認め、PImax、PEmax 共
に上昇を認めた。横隔膜移動距離が増加し、肺機能は吸気呼
気共に上昇した事より、横隔膜介助は横隔膜移動距離を変動
させ肺機能へ影響をあたえるものと考えられる。その結果、
高齢介助者による効果的な排痰が可能となった。

【理学療法研究としての意義】 本研究の理学療法意義は、頚
損者に対する横隔膜介助が横隔膜移動距離を増加させ、肺機
能の変化、効果的な排痰の一助となる可能性を示唆した点で
ある。

誤嚥性肺炎により入院となった慢性 C4頚髄損傷者の一症例
―横隔膜介助が横隔膜移動距離と肺機能に与える即時的影響に着目して―

○北村　優友（きたむら ゆうすけ）1），岸　正幸2），堀　竜次3）

1）独立行政法人地域医療機能推進機構星ヶ丘医療センター リハビリテーション部， 
2）星ヶ丘医療センター 臨床検査部，3）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科

Key word：頚髄損傷，横隔膜，超音波画像診断
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口述9-5

【目的】 当院において昨年実施した先行研究では、Functional 
Independence Measure（以下、FIM）の移乗・移動項目（ベッ
ド・椅子・車椅子移乗、トイレ移乗、浴槽移乗、歩行・車椅
子、階段）と経口摂取可否、同居家族の有無が自宅退院の可
否に関連する因子の中で特に影響が強いことが分かった。し
かし、FIM 移乗・移動項目のカットオフ値など具体的な考
察までは至っておらず課題として挙げられていた。現状では、
どの程度の自立度を有すれば自宅退院が可能であるか、転院
調整が必要であるかの鑑別や、理学療法介入の方法に苦慮す
ることがある。
　そこで、今回は自宅退院が可能になる FIM 移乗・移動項
目のカットオフ値を検討した。

【方法】 2013年4月から2014年3月までに当院に脳卒中で入
院した患者168例（小脳病変、くも膜下出血を除く）を後方
視的に調査した。転帰先（自宅、療養型病院への転院）の内
訳は自宅退院133例、転院35例であった。
　当院における先行研究では、調査項目として、年齢、性別、
病巣側、FIM（セルフケア・移動・認知）、Brunnstrom Re-
covery Stage（上肢・手指・下肢）、同居家族の有無、経口
摂取可否をロジスティック回帰分析で検討した。そこで、自
宅退院に影響を与える因子として挙がった FIM 移乗・移動
項目、同居家族の有無、経口摂取の可否の中で、理学療法介
入によって影響を受ける可能性が高い、FIM 移乗・移動項
目を選択した。Receiver Operating Characteristic（ROC）
曲線での分析を行い、感度、特異度、カットオフ値、陽性的
中率、陰性的中率および ROC 曲線下面積（AUC：area 
under curve）を算出した。統計処理ソフトは SPSS を使用
した。

【説明と同意】 本研究を行うにあたり、ヘルシンキ宣言に基
づき、そのガイドラインの方法に従った。被験者のプライバ
シーおよび個人情報が特定されないようにし、また秘密保持
を厳守することに対して留意した。

【結果】 本研究結果として、FIM 移乗・移動項目の合計点を
用いた ROC 曲線からカットオフ値を算出した。ROC 曲線
が最も左上にあるポイントは感度81％、特異度95%（AUC：
0.897, 95% 信頼区間：0.843-0.951）時に該当し、この時の
FIM 移乗・移動項目合計点のカットオフ値は15点であった。
陰性的中率98.1％、陽性的中率58.0% であった。

【考察】 急性期病院から自宅退院をするための条件として二
木は、患者自身の能力、家族の介護力、家族の介護能力を支
える継続的医療サービスを挙げている。当院での先行研究で
は患者自身の能力として、FIM 移乗・移動項目が該当した。
家族の介護力としては同居家族の有無が該当すると思われる。
しかし、当院の先行研究では具体的な FIM 移乗・移動項目
の点数までは示せていなかった。
　今回の研究結果から、ROC 曲線より、FIM 移乗・移動項
目における自宅退院の可否を鑑別するカットオフ値を算出す
ることができた。FIM 移乗・移動項目は発症1ヶ月の時点で
15点以上あれば急性期病院からの自宅退院が出来る可能性が
高くなることが予測される。介入早期からの FIM 移動・移乗
項目の向上を目標とした理学療法を実施することが、急性期
病院から早期に自宅退院が可能になることが考えられる。ま
た、辻らによると、FIM 移動・移乗項目においてベッド・椅
子・車椅子移乗、トイレ移乗、歩行・車椅子、階段、浴槽移
乗の順に動作の難易度が高くなると述べている。このことか
ら、早期に自立できるような項目に介入することも急性期病
院からの自宅退院につながる可能性が高いことが示唆される。
　今後の課題として、FIM 移乗・移動の各項目における分
析を行っていくことが挙げられる。それにより、さらに具体
的にどの項目が転帰先に関与しているかを把握することがで
きる。また、FIM 移乗・移動項目の合計が15点以上であっ
ても転院となった例が2名、また15点以下であっても自宅
退院可能であった例が26名存在していた。今後、このよう
な症例に対して詳細な検討をおこない、さらに具体的な予後
予測また理学療法介入の方法の検討を行っていきたい。

【理学療法研究としての意義】 発症1ヶ月での FIM 移乗・
移動項目が15点以上あれば急性期病院からの自宅退院が出
来る可能性が高くなる。早期からの移乗・移動動作への理学
療法介入の重要性が示唆された。

急性期病院の脳卒中患者における FIM移乗・移動項目点数と 
転帰先の関係

○中村　優介（なかむら ゆうすけ）1），野村　亮太1），辻　陽平1），森口　八郎1），田中　尚2）

1）洛和会音羽病院 リハビリテーション部，2）洛和会音羽病院 リハビリテーション科

Key word：脳卒中，転帰先，FIM
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口述10-1

【目的】 Honda 製歩行アシスト（以下、歩行アシストと略）
は、対象者の股関節の屈曲・伸展運動をアシストするトルク
を発生させることで、理想的な歩行に誘導する装着型装置で
ある。
　近年、脳血管疾患後片麻痺患者の歩行再建など、治療を目
的とした歩行アシストに関する報告がなされているが、デイ
サービス利用者を対象にした報告は見られない。ここでは、
歩行機能の改善を目的に歩行アシストを用いた歩行練習を行
い、実用的な歩行機能の獲得に至ったデイサービス利用者の
一例を報告する。

【事例紹介】 対象は70歳代のデイサービス利用者である。10
年前に、くも膜下出血を発症したが著しい麻痺や筋力低下、
その他関節可動域制限など整形外科的な問題もみられない。
T 字杖を用いて歩行は可能だが、転倒の危険性があり見守り
を要する状態であった。
　初回の評価は、10 m 最大歩行17.9秒（0.56 m/ 秒）、歩幅
30.3 ㎝、Timed Up and Go（以下、TUG と略）19.5秒であっ
た。歩行アシストに記録される歩行中の股関節の最大角度は、
屈曲（°）：右30.4、左23.5、伸展：右0.6、左5.2であった。
　両脚とも立脚中期における膝の伸展が不十分であること、
右踵接地がみられないためヒールロッカー機能が十分に働い
ていないこと、立脚後期における右股関節の伸展が不十分で
あることなどが、推進力を低下させて非効率的な歩行として
いる要因だと考えられた。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、人権の擁護、
介入によって生じうる不利益および危険性について医学倫理
的に配慮して行った。さらに、対象者には、介入の目的、発
表の場所、本事例発表以外では使用しないこと、承諾の自由
と同意されない場合も不利益を被らないこと、またその撤回
が可能であることを書面にて説明し同意を得た。

【経過】 週2回、歩行アシストを使用した20分程度の歩行練
習を実施した。さらに、歩行アシストによって得られた股関
節角度の結果をもとに、右股関節の伸展、左股関節の屈曲を
促すステップ練習を立案し実施した。
　その結果、介入3ヵ月後には10 m最大歩行12.3秒（0.82 m/
秒）、歩幅47 ㎝、TUG13.0秒と改善し、股関節屈曲（°）：右
28.1、左23.5、股関節伸展：右9.7、左13.8と歩容にも改善
がみられた。

さらに、歩行が実用的なものとなったことで、家族と自宅周
囲を散歩する機会がつくられたことや、外出の意欲が生まれ
てきたなど、日々の生活に変化が見られ始めている。

【考察】 歩行アシストは、倒立振り子モデルに基づく効率的
な歩行を支援する機器であり、歩行率よりも歩幅を大きく誘
導することで歩行速度を向上する特徴がある。今回、3か月
間歩行アシストを使用した歩行練習に取り組んだことによっ
て、歩幅が延長し、歩行速度が向上するという機器の特徴を
反映した結果が得られた。
　これまでに、脳卒中後片麻痺患者や健常高齢者などを対象
に歩行アシストは使用され、歩幅が延長することや歩行速度
が向上することが報告されていることからも、今回の結果は
妥当であったと言える。

【理学療法研究としての意義】 今回の一事例において、歩行
アシストを用いた歩行練習の有用性を示すことができた。生
活期にある人にとっても、歩行アシストを用いた歩行練習は
歩行機能を改善し、生活範囲を広げる手段と成り得る可能性
がある。今後は事例数を増やして比較検討を行っていくこと
で、理学療法の発展に寄与するものと思われる。

Honda製歩行アシストを用いた歩行練習による効果
～歩行機能が改善したデイサービス利用者の一例～

○原田　浩史（はらだ ひろし）
KOBE須磨きらくえん

Key word：歩行アシスト，デイサービス，歩行機能
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口述10-2

【目的】 厚生労働省は『平成27年度介護報酬改定の骨子』
の中で、「心身機能」「活動」「参加」の要素にバランスよ
く働きかける効果的なリハビリテーションを推進している。
　今回、右膝蓋骨骨折を呈し、骨接合術を施行した症例を担
当した。ADL 動作だけではなく、本症例の趣味であったテニ
スの動作にも着目し、それらの共通要素に対して治療を展開
した。カナダ式作業遂行測定（Canadian Occupational Per-
formance Measure, 以下 COPM）と健康関連 QOL 評価であ
る MOS-Item Short-Form Health Survey（以下 SF36v2TM）
において一定の効果を得たため、考察を加え報告する。

【症例紹介】 60歳代前半女性。X-7日転倒により右膝蓋骨を
骨折、当院に入院。X 日骨接合術施行し、X+1日術後理学
療法開始した。X+43日退院後、週2回の外来理学療法に移
行。本発表は、初期評価を X+36～40日、中間評価を
X+57～61日、最終評価を X+137～143日とした。

【説明と同意】 本発表は、ヘルシンキ宣言に基づきご本人に
説明し、文書にて同意を得ている。

【経過】 初期評価、COPM を重要度の高い順に、重要度・
遂行度・満足度で記載。①階段の昇り降りができる（10・3・
3）②テニススクールに復帰する（5・1・1）。SF36v2TM 下
位尺度得点、身体機能（以下、PF）33・（身体）日常役割機
能（以下、RP）60・体の痛み（以下、BP）91・全体的健康感

（以下、GH）76・活力（以下、VT）75・社会的生活機能（以
下、SF）90・（精神）日常役割機能（以下、RE）80・心の健
康（以下、MH）80であった。階段降段では、下段右下肢で
身体を降ろす（Lowering by the Anterior Right leg, 以下
LAR）時に体幹前傾、上段右下肢で身体を降ろす（Lowering 
by the Posterior Right leg, 以下 LPR）時に右足関節背屈不
足を認めた。フォアハンドストローク（右利き）は Back 
Swing（ラケットの後方運動開始から前方への重心移動開始
まで、以下 BS）と Forward Swing（前方への重心移動開始
からインパクトまで、以下 FS）に分類。BS から FS にかけ
て右膝関節屈曲不足、FS に右足関節背屈不足を認めた。関
節可動域測定（以下 ROM, 右 / 左、単位 °）膝関節屈曲
95/140。徒手筋力検査（以下 MMT, 右 / 左）膝関節伸展4/5、
足関節底屈（膝関節屈曲位）2/4。階段降段の LAR 時とフォ
アハンドストロークの BS の共通要素として、軸足となる右
膝関節屈曲位での支持性向上を目標に治療を展開した。
　中間評価時、ROM は膝関節屈曲135/140, MMT は膝関
節伸展5/5、足関節底屈（膝関節屈曲位）3/4と改善がみられ

た。階段降段の LAR 時は体幹前傾減少、フォアハンドスト
ロークの BS は右膝関節屈曲増加を認め、右軸足の支持性向
上が得られた。COPM にて①10・8・7②10・3・1と上昇し
た。SF36v2TM は PF33→77・RP60→65・BP91→100・
GH76→80・VT75→80・SF90→40・RE80→88・MH80 
→88と多くの項目で改善した。
　以後、テニススクール復帰に向けて、「参加」へのアプ
ローチを追求した。これにはテニス動作の一つであるフォア
ハンドストロークの更なる改善が必要と考え、FS にて右膝
関節屈曲不足、右足関節背屈不足を認めた。この改善には、
右膝関節屈曲、右足関節背屈による前足部に乗せた前方への
重心移動と、下肢の蹴りから生み出されたエネルギーを体幹、
上肢の順にラケットに伝える必要があると推察した。また、
フォアハンドストロークの動作特性を考慮し、荷重下での回
旋要素を踏まえた治療を展開した。
　最終評価では、MMT は足関節底屈（膝関節屈曲位）5/5
と改善。FS に右膝関屈曲、右足関節背屈が得られた。また、
階段降段においても LPR 時に前足部の保持が向上し効果が
得られた。COPM にて①10・10・10②10・8・8と各項目
上 昇 し た。SF36v2TM 下 位 尺 度 PF77→87・RP65→80・
BP100 → 100・GH80 → 80・VT80 → 80・SF40 → 100・
RE88→88・MH88→88と改善が得られた。X+141日目に
テニススクール復帰へ至った。

【考察】 フォアハンドストロークの FS での右膝関節屈曲不
足、右足関節背屈不足には、階段降段の LPR 時にて前足部
の保持低下という問題が共通してみられた。これに対して膝
関節伸展筋の遠心性収縮を中心とした治療に加えて、前足部
荷重を狙った足関節周囲筋への治療を行った結果、両動作の
改善が得られた。また、COPM の各項目上昇と SF36v2TM

の SF の改善という変化がみられた。本症例の「活動」であ
る「階段昇降動作」と「参加」である「テニス動作」の共
通要素に対する治療によって、QOL の向上に貢献すること
ができたと考えられる。

【理学療法研究としての意義】 継続した患者様の希望を聴取
することや QOL 評価を行うことは、個々の目標設定や治療
展開において重要な評価手段のひとつであり、QOL 向上の
ためには「心身機能」「活動」「参加」の要素にバランスよ
く働きかける効果的なリハビリテーションの提供が重要であ
ると考える。

膝蓋骨骨折術後に対する階段降段とテニス動作獲得の試み
～「活動」と「参加」への介入によりQOL向上に繋がった一症例～

○巖田　将人（いわた まさと），宮崎　喬平，東山　学史，石田　文香，森　憲一
大阪回生病院 リハビリテーションセンター
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口述第10セッション　［ 生活環境支援（症例報告） ］



― 48 ―

口述10-3

【目的】 すくみ足はパーキンソン病をはじめとするパーキン
ソン症候群（以下、同症候群）の主要症状の一つである。同
症候群の主要症状には他に姿勢反射障害等もあり、同症候群
患者の安全な歩行移動を妨げる大きな原因となっている。今
回、独居生活を行う同症候群患者への訪問看護によるリハビ
リテーション（以下、訪看リハ）を担当した。この訪看リハで、
視覚指標等の設置を工夫した固定型歩行器や視覚指標を意識
した環境調整、そしてそれらを利用した複合動作訓練により
居宅での歩行移動が自立した症例を経験したので報告する。

【症例紹介】 87歳男性。2013年2月、自宅での転倒により多
発性胸腰椎圧迫骨折を呈し当院へ入院となる。入院中、すく
み足が頻出していたが、2011年頃よりみられ転倒が多かっ
たとの家族情報もあった。すでに要支援2の認定を得ていた
が、2013年4月に要介護4へ変更認定された。また同年5月、
当院退院後、他院脳神経内科を受診し同症候群と診断される。
起居動作は概ね修正自立レベルであったが、歩行による移動
動作や身の回り動作全般に動作能力の低下がみられた。介護
保険の利用にあたっては通所サービスを希望せず、同年6月
より、2回 / 週の訪看リハや生活補助具のレンタル、ホーム
ヘルパーによる生活・身体介助からなる居宅サービスが開始
された。2014年4月には要介護3へ区分変更となった。2015
年7月、本症例訪看リハ共同担当に加わる。Hoehn ＆ Yahr 
stageⅢ。主なパーキンソニズムとして寡動・すくみ足・小
刻み歩行・姿勢異常・姿勢反射障害の他、軽度の固縮が認め
られた。下肢筋力は概ね MMT 4レベル。数分に満たない歩
行等でも疲労感を訴えることがあり、持久性に低下がみられ
た。なお起居移動動作時には NRS 6～8レベルの腰痛が認
められた。FIM 82点。

【説明と同意】 症例に対して発表の趣旨を説明し、許可・同
意を得た。

【経過】 担当開始当初、歩行訓練時にシルバーカーを利用し
ていたが、すくみ足症状の増強により十分訓練が行えない場
合が多かった。8月下旬、前脚部に視覚指標となる跨ぎバー
を取り付けた固定型歩行器（以下、跨ぎバー付き歩行器）を
利用したところ、すくみ足が軽減し良好な固定型歩行器歩行
が得られた。以降、跨ぎバー付き歩行器を利用した歩行訓練
を進めた。当初は持久性の低下や腰痛により約30 m 以上の
連続歩行が困難であったが、2016年1月中旬頃には約70 m

を越えても訴えがみられなくなり、4月の要介護更新認定に
際して要介護度が3から2へ区分変更となる結果に繋がった。
区分変更にあたり居宅サービス計画が見直され、固定型歩行
器のレンタルが開始、ホームヘルパーによる介助の一部が削
減となった。これにより新聞配達時以降にはホームヘルパー
が不在となるため、玄関郵便受け箱まで症例自身が新聞を取
りに行く必要が生じ、このための理学療法を新たに3月下旬
より開始した。まず固定型歩行器には跨ぎバーの他に新聞等
の投入が可能なカゴを装着した。また高さ約24 ㎝の玄関上
がり框前にはさらに約12 ㎝の段差があり、郵便受け箱まで
歩行器歩行を行うのは困難であったため、環境調整として玄
関内部～外部郵便受け箱間の動線（往復約6 m）足元タイル
面に視覚指標となるラインテープを約40 ㎝間隔で貼付した。
そして跨ぎバー付き歩行器での通路歩行（往復約18 m）と手
摺や壁等を伝いながらの玄関ラインテープ歩行、さらに新聞
の取り出し・保持動作等を組み合わせ複合的な動作としての
訓練を進めたところ、4月中旬には円滑に手順を追い安定し
た動作を自立して行えるようになった。なお翌5月1週目に
おいて下肢筋力は概ね MMT 4～5レベル、動作時の腰痛は
NRS 6レベル、FIM は89点にまで改善された。

【考察】 症例に対する跨ぎバーとラインテープの利用による
視覚指標介入は、矛盾性運動を利用したものである。矛盾性
運動とは、大脳基底核～補足運動野の制御関係を小脳～運動
前野の関係に代償させ視覚誘導的に随意運動を得る方法であ
り、症例の歩行に対しても有効に機能した機序と考えられる。
これにより確かに歩行において大きな改善が得られたが、居
宅内移動の自立には、さらに在宅を踏まえた個別性の高い理
学療法アプローチが重要であったと考えられる。動作を単一
的に獲得させるだけではなく、可能となった動作群を効果的
に組み合わせ複合化し、在宅生活に必要な活動に対する訓練
として理学療法を行えたことが、居宅内移動を自立に至らせ
た大きな要因と考える。

【理学療法研究としての意義】 パーキンソニズムのすくみ足
に対する理学療法については多くの文献・報告がみられるが、
実際の居宅において同症候群患者の移動動作能力向上を目的
とした訪看リハをいかに進めていくかについて述べられた報
告は少なく、今回の報告には一定の意義があると考えられる。

歩行器の工夫、環境調整、及びそれらを利用した複合動作訓練により 
居宅内移動が自立となったパーキンソン症候群患者の一症例

○藤堂　博行（とうどう ひろゆき），羽山　亮佑，安田　友幸
北出病院 リハビリテーション科

Key word：パーキンソン症候群，視覚指標，複合動作訓練
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口述10-4

【目的】 障がい受容とは、混乱から回復までの段階的な過程
との説明が多く、いくつかの段階説が存在する。今回、危機
理論を基に回復期病棟チームで取り組み、在宅への復帰が可
能となったケースを担当した。理学療法士の立場から、コー
ンの危機モデルを基に本人および家族を支援してきた経過に
ついて報告する。

【症例紹介】 
・70歳代男性　・利き手：右手
・ 現病歴：2014年1月自宅風呂場で転倒、妻氏が発見。救

急搬送にて頚椎第4～第6頚髄損傷と診断され、翌日頚椎
前方固定術を施行。3日後、急性期病院にて理学療法開始。
その1ヶ月後リハビリテーション継続目的にて当院回復期
病棟入院となった。

・ 家族構成：妻氏と二人暮らし。息子氏2名（他府県在中）
・ 介護力：妻氏は毎日、息子氏も月1回程度来院
・ 家屋構造：持ち家一軒家
・ 職業：貿易会社
・ 介護保険：（入院時）未申請、（退院時）要介護5

【説明と同意】 本人および家族にはヘルシンキ宣言の趣旨に
基づき、発表の趣旨、目的、その意義について説明を行い、
口頭および書面にて同意を得た。

【経過】 入院日理学療法開始、FIM18点。急性期では、血圧
低下にて座位練習非実施。管理下ギャッチアップ60度耐久
性から取り組んだ。介入時、意識清明、低血圧症状の訴えな
し。可動域は手指と手関節伸展わずかに制限あり。筋出力は
頚椎カラー装着内での頚部動きわずか、両肩甲帯挙上内転・
両肘関節屈曲及び左下肢複合屈曲 MMT2程度、腹筋群は吸
気時にわずかに収縮を認めたが胸式呼吸優位であった。精神
的な落ち込みはない印象を持った。介入4日後全介助リクラ
イニング型車椅子、1週間後後端座位、2週間後標準型車椅
子、5週間後歩行・移乗、6週間後更衣動作とプログラムを
進めた。
　介入10週後 FIM38点。起居：修正自立、車椅子移乗：軽
介助、食事：用具使用遠位見守り、歩行：中等度介助、車椅
子自操：自立。在宅生活を想定し、起居、車椅子移乗および
自操、食事・トイレ内動作練習を繰り返した。しかし「い
つ歩けるようになるのか」「リハビリでは歩く練習だけして
欲しい」や、若手セラピスト・病棟スタッフに対するマイ
ナス的な発言を認めた。障がい受容課程の歩みであると捉え、
家族と回復期チームと連携し、対応の統一、本人との面談も

設けた。担当理学療法士の他、セラピスト責任者がリーダー
となり、本人の思いを聴取し、整理した。本人は、急性期医
師より「完全ではないが普段の生活に戻れる」、セラピスト
より「次の病院でリハビリすれば良くなる」の言葉を信じ、
元の生活に戻るために当院に入院したとの思いが強かった。
再度急性期病院受診を促し、当院進行状況を報告し、今後の
方向性について急性期病院との意識の統一を図った。
　介入20週後 FIM40点。ベッドから車椅子への移乗：遠位
見守り、食事：修正自立、トイレ内動作：移乗遠位見守り・
下衣着脱軽介助、歩行：軽介助となった。介護保険サービス
利用にて在宅復帰が可能な状態となった。妻氏の在宅復帰に
対する思いは強いものの「元の状態でなかったら帰ってき
てもらうのが不安」との発言を認め、退院前訪問指導計3回、
セラピスト責任者が2回自宅訪問し、妻氏の気持ちを聴取し、
整理した。
　介入25週後 FIM56点。トイレ・玄関の住宅改修、寝室か
らリビングまでの上がり框の補助具設置にて在宅復帰が可能
となった。
　介入70週後、当院在宅サービス利用され、両側ロフスト
ランド杖歩行近位見守り、下衣着脱近位見守りとなっている。

【考察】 介入当初、理学療法に積極的である姿に、努力心の
強さと判断した。しかし時間が経過し、歩行以外の動作練習
を拒否され「歩く = 元の生活」との思いを聴取・整理でき
ていなかった。本人の苛立ちや悲観的な発言も認め、今まで
身体面に着目したプログラムを見直し、障がいを本人のペー
スで受け入れるようプログラムを再立案した。担当理学療法
士のみで答えを出さず、リーダーを中心に回復期チームで対
応し、混乱期、努力期へと移行していったと考えている。
　当院理学療法士の役割は、身体機能の維持・向上であるが、
それと同等に精神的ケアも重要である。プログラムを進行す
る上で生じる精神的負担を把握し、チームにその情報を伝播
し、対応を統一する。それを理学療法プログラムで実践し、
その過程が本人のペースで障がいの受容に向かったのではな
いかと考える。
　また回復期期限内で全てを実践するのではなく、介護保険
移行にて継続的なリハビリサービスの視点を持たなければな
らない。

【理学療法研究としての意義】 答えを導き出すことが難しい障
がい受容であるが、その過程に沿ってプログラムを実践する
ことで、本人本位の理学療法を考える上で重要であると考える。

障がいの受容過程が理学療法プログラムに影響を与えた一例を経験して

○義平　渉（よしひら わたる），登山　英弥，朴　容成
医療法人甲風会有馬温泉病院 総合リハビリテーション室 理学療法科

Key word：障がい受容，危機モデル，介護保険移行
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口述10-5

【目的】 既往に結核による肺切除とⅡ型呼吸不全があり、呼
吸不全が進行した症例を担当した。呼吸筋疲労と萎縮から低
換気の状態で易疲労性が著明であったが、初期介入での呼吸
理学療法が円滑な機能改善につながり在宅復帰に至ったため
報告する。

【症例紹介】 60歳代女性で BMI は16で痩せ型。発症前 ADL
は全て自立。既往に肺結核があり青年期に右肺1/3切除、喫
煙歴があり労作時の息切れが著明で慢性呼吸不全と診断され、
在宅酸素療法を検討していた。現病歴は、呼吸不全の進行か
ら緊急搬送され、肺高血圧症と診断。呼吸筋疲労が強く2病
日後に人工呼吸器管理となり、9病日後に人工呼吸器管理が
長期となり気管切開となった。54病日後に人工呼吸器より
離脱し、70病日後に当院の医療療養病棟に転院された。急
性期では、人工呼吸器装着下での歩行練習や持久力運動が積
極的に実施されており、身体能力としては独歩が連続30 m
可能な能力が維持されていた。しかし、安静時より頻脈・頻
呼吸（脈拍：100-130拍 / 分呼吸数：32-40回 / 分）であり
低換気の状態であった。痰量も多く1日20回前後の吸引を
要し、疲労感が強くベッド上中心の生活であった。BI が85
点に対し FIM が48点と、できる ADL としている ADL の
差が大きく課題であった。

【説明と同意】 倫理的配慮として、対象者に対して説明し了
承を得た。個人の情報・データ等は療法課において厳重に管
理した。

【経過】 本症例においては、①コンディショニング期 ②回復
期 ③在宅退院準備期と大きく3つの期間に分けてプログラ
ムを実施した。①痰量が多く自己喀出も困難で頻回の吸引
を要し、栄養は経鼻注入のみであった。独歩も可能であった
が、意欲低下と易疲労性が著明で生活全般に介助を要してい
たため、まずは呼吸機能の改善を目指した。胸部レントゲン
上で左肺に炎症像が確認され、聴診では左下葉に断続性ラ音
を認めた。前傾座位で背部の呼吸介助と咳嗽による自己喀痰
を行い、ベッドサイドに椅子を設置し座位レベルでの自己喀
痰方法を指導していった。②痰量が減少し吸引回数が軽減、
頻呼吸の改善が得られ病棟内が歩行器レベルで自立した。痰
量の多さや易疲労性が摂食障害の原因となっていたため、こ
の点に改善が得られてからは56日目より経口摂取開始、76
日目に3食経口移行、135日目には気管カニューレ抜去と円

滑に進んでいった。③徐々に院内での生活範囲が広がり独
歩が可能となってからは、習慣的な運動を目指し上肢・胸郭
の運動が多く入るラジオ体操を取り入れて定着を図っていっ
た。最終的には在宅酸素を使用し日常生活が独歩レベルで自
立され、BI が100点、FIM が119点に改善し当院入院より
158日目（初期発症より228病日）で居宅退院に至った。

【考察】 安静時からの頻脈・頻呼吸と易疲労性の原因は、廃
用性の筋力低下により各動作遂行のために必要な仕事量が上
昇したこと。既往の呼吸器疾患による呼吸機能低下に長期の
人工呼吸器管理による陽圧呼吸が横隔膜の運動性の低下を起
こし換気量が減少したこと、酸素供給に心拍出が要求された
ことと考えた。排痰方法に関しては、動作能力の高さを活か
して座位レベルでの排痰や体位ドレナージを提案し、積極的
な排痰と訓練内容が生活習慣に定着するように努めたことで
改善が早かった。横隔膜の機能低下については、筋連結を要
する腸腰筋や大腿四頭筋のラインについては初期より積極的
な筋活動の賦活が効果的であった。胸郭周囲への介入につい
ては、重症化の原因が呼吸筋疲労という点、既往に右肺切除
がある点も加味した。左上肢中心に呼吸筋疲労と筋萎縮によ
る制限が生じていたことから、病前より常に左側中心の努力
性呼吸を強いられ、肩甲帯が上方・内転位に変位しており肩
甲・上腕リズムの崩れから上肢挙上が困難となっていた。ま
た、肩甲帯の変位に伴い上腕骨が内旋位となり大胸筋・小胸
筋が短縮し胸郭の広がりを阻害していた。各筋に対し短縮の
改善を図り、徒手的に肩関節の関節運動を行っていった。肋
間ストレッチ・呼吸介助から呼気の延長を図り、換気量の改
善と分時呼吸数の軽減を得て易疲労性が改善した。これらの
リハビリとエリスロマイシンの少量長期投与による気道炎症
の軽減、PDE5抑制薬による肺高血圧改善作用、去痰薬によ
る痰の粘性低下・排出促進作用などの内科的治療が、その後
の経口摂取や気管カニューレの抜管、栄養状態の改善を円滑
にし、できる ADL としている ADL の差を無くすことにつ
ながった。

【理学療法研究としての意義】 呼吸器疾患においては、呼吸
苦や易疲労性に対してどのように対応するかが重要である。
呼吸理学療法の視点から呼吸機能の改善を図ることが、いか
に疲労感なく過ごせ自発性を引き出せるかということ、生活
範囲を広げられるかということにつながるため重要である。

重症呼吸不全の低換気・易疲労性に対する呼吸理学療法
―医療療養病棟から在宅へ―

○大東　康宏（おおひがし やすひろ）1），玉村　悠介1），松浦　道子1），錦見　俊雄2）

1）社会医療法人 わかくさ竜間リハビリテーション病院 療法部， 
2）社会医療法人 わかくさ竜間リハビリテーション病院 診療部

Key word：呼吸不全，低換気，易疲労性
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口述11-1

【目的】 現在、日本は高齢者人口が2014年で3,300万人、高
齢化率が26.0% の超高齢社会である。要介護状態に陥らな
いように健康寿命を延ばせるかは、大きな課題であり、「フ
レイル」が注目されている。フレイルとは、「高齢期に生理
的予備能が低下することでストレスに対する脆弱性が亢進し、
生活機能障害、要介護状態、死亡などの転帰に陥りやすい状
態で、筋力の低下により動作の俊敏性が失われて転倒しやす
くなるような身体的問題のみならず、認知機能障害やうつな
どの精神・心理的問題、独居や経済的困窮などの社会的問題
を含む概念である。」と日本老年医学会が提言している。ま
た、西らは社会的フレイルとは地域社会や人との関係性が減
少している生活状態としている。そういった社会的側面はフ
レイルの第一段階ともされており、早期からの社会性や心理
も含めた包括的アプローチが重要である。そこで当院初期も
の忘れ外来の中でも認知機能や身体機能だけではなく、社会
的側面の評価をする必要性を感じ、日本理学療法士協会が開
発した『Elderly-status Assessment Set』（以下 E-SAS）
を導入した。そして E-SAS に含まれる Lubben Social Net-
work Scale 短縮版（以下 LSNS-6）で評価可能な『人とのつ
ながり』に着目し、身体機能や認知機能、栄養状態、生活
習慣にどのような関連を示すのか調査を行ったので報告する。

【方法】 対象は2012年7月から2016年6月の間に、当院初期
もの忘れ外来を受診した176名（男性82名、女性94名）で65
歳以上を対象とした。平均年齢は77.4±5.1歳。全例独歩可
能で日常生活は自立していた。身体機能評価は、握力、大腿
四頭筋筋力体重比（以下筋力体重比）、10 m 歩行、Timed up 
and go test（以下 TUG）を評価した。栄養評価は Geriatric 
Nutritional Risk Index（以 下 GNRI）、Body Mass Index

（以下 BMI）を評価。神経心理検査は、Mini-Mental State 
Examination（以下 MMSE）、その他に年齢、世帯（同居 or
独居）、糖尿病の有無、転倒の有無、運動習慣の有無、Life 
space assessment（以下 LSA）を今回の研究対象とした。
　E-SAS の基準値に準じて人とのつながりが14点以下を特
定高齢者や要支援群、15点以上を一般高齢者とし、Kolmog-
orov-Smirnov 検定で正規性を、F 検定にて等分散性を確認
した後に、統計解析を行った。それぞれ2群に分けてス
チューデント T 検定もしくは Mann-Whitney U 検定、名
義尺度ではカイ2乗検定を用いて比較した。また、LSNS-6
を目的変数（14点以下を0、15点以上を1）、握力、10 m 歩
行、TUG、LSA、運動習慣の有無を説明変数としてロジス

ティック回帰分析を実施した。これらの検定には EZR を使
用し、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、各対象者には本研
究の施行ならびに目的を説明し、研究への参加に対する同意
を得た。

【結果】 人とのつながりの点数で2群に分けると一般高齢者
群90名、特定高齢者・要支援群86名となった。2群の比較
の結果、特定高齢者・要支援群では握力（p ＜0.005）、10 m
歩行（p ＜0.005）、TUG（p ＜0.05）、LSA（p ＜0.005）、運
動習慣の有無（p ＜0.05）で有意な低下を示した。その他の
評価項目に有意差はなかった。
　対象高齢者の人とのつながりに関係する要因をロジス
ティック回帰分析で分析した結果、人とのつながりに関与す
る要因として、LSA が抽出された。オッズ比は LSA で1.01、

（信頼区間1.00-1.03、p ＜0.02）であり、生活空間が狭くな
るほど、人とのつながりが薄くなることが示唆された。

【考察】 本研究では、社会的側面である人とのつながりが身
体機能や認知機能、栄養状態にどのように関連しているのか、
どのような因果関係を持っているのかを検討した。本研究で
も人とのつながりが薄いと、握力や歩行能力が有意に低下し
ていることが分かった。また、代表的な評価で知られている、
Fried らのフレイル評価である Cardiovascular Health Study

（CHS）や Asian Working Group for Sarcopenia（AWGS）
で発表されたサルコペニア診断基準において評価項目とされ
ている、握力と歩行速度において有意差がでたことは人との
つながりがフレイル・サルコペニアにおいて大きな関係があ
ることが再確認できる結果となった。人とのつながりに関連
する因子としては、生活の広がりを評価する LSA との関連
が示され、生活空間が狭いと人とのつながりも薄いという結
果となり、活動・参加の重要性を改めて再確認させる結果と
なった。

【理学療法研究としての意義】 先行研究によるとフレイルを
有するものでは社会的フレイルの要素を持つ割合が52.2%
にもなり、身体機能と密接な関係があるといえる。理学療法
士が身体機能だけでなく、活動・参加や社会的問題、背景を
評価し、さまざまな視点から介入していく事への重要性を再
確認した。

当院もの忘れ外来における社会的フレイル “人とのつながり ”と 
関連する因子の検討

○村川　佳太（むらかわ けいた）1），上原　光司1），小西　彩香1），重留　美咲1），欅　篤2）

1）社会医療法人 愛仁会 高槻病院 技術部 リハビリテーション科， 
2）社会医療法人 愛仁会 高槻病院 診療部 リハビリテーション科

Key word：E-SAS，人とのつながり，社会的フレイル
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口述11-2

【目的】 Functional Independence Measure（FIM）は、日
常生活動作における介護負担度の評価を通して対象者の能力
を推定するものである。現在殆どの回復期リハビリテーショ
ン病棟で利用されているが、在宅医療・介護を担う通所およ
び訪問施設事業所での利用は少ない（古賀正利他。2008）。
当院の所属する医療圏の訪問リハビリテーション事業所でも
FIM の利用はなかった。その理由の一つとして、FIM の介
護負担度という変数が対象者の能力だけでは規定されないこ
とにあると考える。介護負担度には環境、介護者の能力、介
護者との人間関係など対象者を取り巻くいくつかの要素が影
響すると考えられ、これらは病院内では概ね統制されるが、
在宅においては様々である。
　本研究では、訪問リハビリテーションの対象者において
FIM の介護負担度の評価結果がどういった要素を含んで表
出されているのかを明らかにしたい。

【方法】 
1.  対象者は、2016年4月に筆者が訪問リハビリテーション

を実施していた18例。
2.  対象者の能力を評価するために、FIM 運動項目の遂行に

必要な基本的機能及び動作能力の評価尺度（以下、基本能
力尺度）を作成した。1）寝返り、2）ベッド上移動、3）起
き上がり、4）座位バランス、5）立ち上がり、6）立位バラ
ンス、7）立位方向転換、8）歩行、9）段差昇降、10）上肢
機能、11）摂食嚥下機能からなり、それぞれ0～4点、44
点満点で評価するものである。評価基準は4自立、3修正
自立、2監視、1一部介助、0全介助に順ずる形で各項目
の各点数において明文化した。また、次の視点で内容妥
当性を6名の理学療法士・作業療法士で検証し修正を加
えた。①順序尺度にて定量的に測定できる。②各項目は
FIM 運動項目の遂行に必要である。③採点者の主観が入
りにくい。④全ての在宅環境で平等に評価できる。

3.  各症例の基本能力尺度と FIM を測定した。FIM の認知
項目は対象者の能力と捉え、運動項目と分けて点数を出
した。FIM は在宅でしている生活動作を評価対象とし、
通所施設で実施している場合は在宅では介護困難な負担
度と捉え、評価1とした。また、対象者を取り巻く要素
についての情報を整理した。

【説明と同意】 対象者には本研究の趣旨を説明し同意を得た。
【結果】 基本能力尺度と FIM の得点は相関係数0.88と高い
相関を認めた。しかし、基本能力尺度の平均点（25.5±11.0）
以上を高基本能力群（9例）、以下を低基本能力群（9例）とし

たとき、高基本能力群における基本能力尺度と FIM の得点
との間の相関は低く（r= 0.24）、基本能力の高さが必ずしも
FIM の得点の高さに繋がっていなかった。その原因を推察
するため、高基本能力群内で FIM の平均点を出し、平均点
63.8±11.5以上を高 FIM 群（5例）、以下を低 FIM 群（4例）
とし両者を比較した。
1）  高 FIM 群の基本能力尺度の平均点は34.4±5.3、低 FIM

群は35.3±9.4で両者に明らかな差はなかった。
2）  FIM の清拭と浴槽・シャワーへの移乗は、低 FIM 群全

例が評価1で、全例通所施設で入浴していた。高 FIM 群
は全例自宅で入浴していた（入浴自立は1例）。清拭と移
乗の遂行に必要な基本能力尺度の項目（座位バランス、上
肢機能、立ち上がり、立位バランス、方向転換、歩行）に
低 FIM 群と高 FIM 群の得点差はなかった。1）2）より高
基本能力群の FIM の得点差が基本能力の差で生じている
のではないことが示された。

3） 低 FIM 群の1例は認知項目で他より低下を認めた。
4）  対象者を取り巻く因子については、高 FIM 群は主介護者

が比較的若く、協力可能な同居家族がいるなどの傾向を
認めた。低 FIM 群は主介護者の健康状態が不良、二人暮
らし、介護者との人間関係が不良などの傾向を認めた。

5）  入浴環境に関して、狭小性や段差、手すりの設置などの
視点で比較したが、特徴的な傾向は認めなかった。

【考察】 在宅においては、対象者の能力以外の要素も介護負
担度に影響を与えていることが結果より示唆された。特に介
助を要する入浴に関しては、主介護者及び家族の介護能力、
介護者との人間関係が関与すると考えられた。
身体機能及び生活機能の向上を目標とする訪問リハビリテー
ションにおいて、介護負担度の変化を敏感に捉える FIM は
有用ではある。しかし FIM だけでは、その得点が対象者の
何を反映して表出されたものなのかが分からず、目標に向け
て解決すべき問題は明確にならない。介護負担度は対象者の
能力に加え、対象者を取り巻く要素が影響し合った結果とし
て表出されたものであり、それらの情報を収集し整理するこ
とが、在宅におけるリハビリテーションの真の効果を引き出
すために必要であると考えられた。

【理学療法研究としての意義】 本研究は対象数が少ないもの
の、FIM の介護負担度の評価結果には、対象者の身体機能
と対象者を取り巻くいくつかの要素が含まれているというこ
とを一部数字で示せたことに意義がある。

在宅における介護負担度（FIM）の評価結果が含む要素についての検討

○田口　裕（たぐち ゆう）
弓削メディカルクリニック 在宅医療部

Key word：在宅，介護負担度（FIM），訪問リハビリテーション
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口述11-3

【目的】 平成24年度の診療報酬改定から、維持期リハビリ
テーション（以下、リハ）を実施している要介護認定者は介
護保険からの給付対象とすべきとの考え方が明確化され、介
護保険によるリハへ移行することが示された。28年度の改
定では、算定日数を超えた場合のリハ料も大幅に減算された。
今回、医療と介護でのリハの在り方や現状を明らかにするた
め、当院で運動器リハを実施している要介護認定者に対し、
アンケート調査を実施した。

【方法】 対象は、平成28年3月時点で当院において運動器リ
ハを実施していた患者の中で、要介護認定者10名（内訳は、
要支援1：2名、要支援2：3名、要介護1：2名、要介護2：
2名、要介護3：1名）と、以前に要介護認定を受けていたが
現在は認定を受けていない4名の計14名（男性4名、女性10
名、平均年齢81歳）とし、対面式でアンケート調査を実施
した。アンケートは、介護保険におけるリハに対する認識や
申請の動機等を問う内容とした。

【説明と同意】 対象者には、研究の趣旨と内容及び個人情報
の取り扱いには十分に配慮することを口頭で説明し、同意を
得た。

【結果】 介護保険を申請した動機は、「人の勧め」が50%、
「住宅改修」15%、「通所介護、訪問介護の利用」がそれぞ
れ14% であった。介護保険に関する情報源は、「ケアマネ
ジャー（以下、ケアマネ）」が50%、「知人」43% であった。
現在利用している介護保険サービスは、「住宅改修」60%、

「通所介護」30%、「福祉用具貸与」20%、「訪問介護、短期
入所生活介護」がそれぞれ10% で、3名は現在介護保険サー
ビスを受けていないと回答した。介護保険でリハ専門職によ
るリハを受けられることに関して、「知っている」とした者
は50% であり、その全員が「介護保険でのリハを要望した
ことはない」と回答した。「ケアマネに介護保険でのリハを
勧められことがあるか」の設問には、「ない」と答えた者が
79% であった。「要介護認定者は、原則として介護保険での
リハが優先されることを知っているか」の設問には、「知ら
ない」と回答した者が64% であった。医療保険と介護保険
のリハの併用に関して、「出来ないことを知らない」と回答
した者が71%、「移行期間は併用が可能なことを知らない」
と回答した者が93% であった。「当院併設のデイケアで専門
職によるリハが受けられることを知っている」と答えた者

は86% であった。運動器リハが終了になった場合のリハの
継続については、「介護保険へ移行してリハを行いたい」が
70% であり、うち6名が4月以降通所リハを利用している。

【考察】 介護保険の申請動機として、住宅改修や通所介護、
訪問介護等の介護サービスの利用が挙げられた一方、通所リ
ハや訪問リハなどリハサービスを挙げる者はいなかった。ま
た、利用しているサービスも、住宅改修や通所介護、福祉用
具貸与が多く、一旦住宅改修のために申請したものの、現在
サービス利用をしていない者も3割いた。運動器リハを実施
している要介護認定者における介護保険でのリハに関する認
識は低くはなかったが、細かな制度に関する認識は乏しかっ
た。維持期のリハに関しては、医療から介護保険への移行が
推奨されていたにも関わらず、通所介護や福祉用具貸与など
の介護サービスの利用が必要で本来であれば介護でリハを行
うことが妥当である者が運動器リハを継続していたケースも
散見する。要介護認定者では医療から介護保険への移行時に
リハに対する不安を持つ者が多いことが報告されており、通
所リハと通所介護の違いが明確でないという指摘もある。今
回の調査では、4月以降要介護認定者の6割は通所リハに移
行しており、行政や医療・介護関係者からの介護保険制度に
関する情報提供により制度の理解や不安の解消が出来れば、
早い時期に医療から介護への移行も可能であったと考える。
維持期の外来リハの受け皿として期待されている通所リハで
あるが、まだ十分とは言えない現状があり、要介護認定者が
通所リハへの移行を行えず、運動器リハを継続していた可能
性も考えられる。調査の時点で介護保険サービスを利用して
おらず、介護保険の更新申請をせずに医療保険での運動器リ
ハの継続を選択した要介護認定者もいた。適切に医療保険と
介護保険のリハが提供出来るよう、制度についての情報提供
や周知が必要であろう。また、医療から介護への円滑な移行
のためにケアマネや関係機関との連携や情報共有を図る必要
がある。

【理学療法研究としての意義】 医療と介護のリハの現状を明
らかにすることで、今後の維持期リハを担う理学療法士とし
ての関わり方を考える一助となる。

要介護認定者に対する維持期リハビリテーションについての 
アンケート調査

○中嶋　遥佳（なかじま はるか），橋本　裕一，川崎　怜美，山本　一平，藤原　旭紘，山名　孝治，
千葉　啓輔，原　翔太，白沢　ゆかり，中島　慎一郎
中島整形外科 通所リハビリテーション デイケアあおいとり

Key word：介護保険，要介護認定者，維持期リハビリテーション
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口述11-4

【目的】 当院では大動脈弁狭窄症（AS）患者に対して、平成
28年1月より経カテーテル的大動脈弁留置術（以下 TAVI）
を導入している。TAVI は低侵襲であることから、高齢や
多数の合併症を持つ様な従来の大動脈弁置換術（以下
SAVR）では適応になりにくい高リスクの患者に対しても実
施可能となっている。先行研究（齊藤ら、理学療法学2014）
によると、TAVI 患者は SAVR 患者と比較して、術前低身
体機能であり術後の理学療法進行が遅延すると報告されてい
るが、実施施設が限られるため理学療法に関する報告は少な
く、理学療法としての介入についても依然不明確な要素が大
きい。
　そこで、本研究の目的は TAVI と SAVR の患者に関して、
患者背景・術前の状態および術後の理学療法経過についてそ
れぞれ比較し、TAVI 実施後における理学療法による介入
ついて考えるものとした。

【方法】 平成26年4月から平成28年6月において、当院にて
待機的に TAVI および SAVR を施行され、かつ術前理学療
法評価を実施した53名（TAVI 24名、SAVR 29名）を対象
とした。なお SAVR 患者に関しては、感染性心内膜炎およ
び大動脈弁閉鎖不全症によるものと大動脈弁再置換術は除外
している。
　それぞれの年齢・性別、術前の Barthel Index（BI）・大
動脈弁口面積（AVA）・推定糸球体濾過率（eGFR）・栄養状
態（GNRI）・筋力（握力・膝伸展筋力）、術後の経過として
初回歩行までの日数・術後在院日数・転帰（転院 or 自宅退
院）を診療録より後方視的に抽出し比較した。群間比較には
t 検定、U 検定および Fisher 正確確率検定を用い、有意水
準は5% 未満とした。なお、TAVI 後の理学療法プログラム
は SAVR 後のプログラムに準じて行った。

【説明と同意】 実施に当たり文書により説明し同意を得た。
【結果】 TAVI 患者は SAVR 患者と比較し、性別や術前の
AVA・eGFR・握力には有意差は認めないが、年齢が有意
に高く、術前の BI・GNRI・膝伸展筋力が有意に低かった（p
＜0.05）。また術後の経過としては、転帰には変わりはない
ものの、初回歩行まで日数および術後在院日数は TAVI 患
者のほうが有意に短かった（p ＜0.05）。
　両群ともに術後理学療法実施に伴う明らかな有害事象の出
現は認めなかった。

【考察】 本研究では、先行研究とは異なり、TAVI は高齢や
術前の ADL・栄養状態・筋力の低下を認めていたとしても、
SAVR と同様のプログラムにて理学療法の実施が可能であ
り、かつ早期の歩行訓練ならびに早期退院を実現できるもの
であることが示された。
　しかしながら、術前の低身体機能を鑑みると、外来での運
動療法の実施等、何らかの介入により退院後の運動継続を促
す必要があると考える。

【理学療法研究としての意義】 今後、高齢 AS 患者の増加や
早期退院推進の流れに伴って、本邦においても TAVI の患
者数は増加し、理学療法の対象として日常的なものになると
思われる。本研究はこの後増加するであろう TAVI 患者に
対する術後の理学療法について、SAVR との比較データを
基に一つの具体案を示せたと考える。

TAVIと SAVRにおける術前状態および 
術後経過に関する比較と TAVI後の理学療法プログラムの検討

○清水　将史（しみず まさし），加藤　良一，竹本　将太，谷口　耕大，池渕　充彦
大阪市立大学医学部附属病院 リハビリテーション科

Key word：TAVI，術後経過，理学療法
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口述11-5

【目的】 近年、全身振動刺激（Whole body vibration：以下
WBV）によるトレーニング効果に関する報告が多数散見さ
れる。WBV は全身を振動させることにより、筋機能や血液
循環改善などを目的とする。Cormie は、WBV をトレーニ
ングと併用することで、垂直飛びの跳躍高が増加し、パ
フォーマンスの向上が得られたと報告している。さらに、競
技者から高齢者においても広く活用され、筋力増強や柔軟性、
身体バランスの向上などの効果が期待されている。しかし、
WBV トレーニング機器は機器自体の重量が非常に重く、
ベッドサイドなど臨床現場で幅広く使用するには適さない。
その問題を解消するべく、既存 WBV 機器と振動発生メカ
ニズムは同様であり、同等の特性を有した振動を発生し、移
動が容易に可能となった携帯型振動刺激（Portable body 
vibration：以下 PBV）が開発されてきているが、それに関
する報告はない。そこで、本研究の目的は、PBV が健常成
人の骨格筋に与える影響を明らかにすることである。

【方法】 
〈実験1〉 実験1の目的は、PBV が筋機能に与える影響を検
証することである。
　対象者は、健常成人男性12名（年齢25.7±3.6歳、身長
171.4±7.0 ㎝、体重63.1±6.5 ㎏；Control 群4名、PBV 群
4名、Stretch 群4名）、対象筋は腓腹筋とした。介入方法と
して、PBV 群は PBV 装置（タカトリ社製）に座位姿勢で足底
面を接地させ、前屈姿勢において下肢に座位保持の環境下で
出来るだけの荷重を行い振動刺激を実施した。PBV の設定は
振幅 High、振動数40Hz とし、実施時間は180秒とした。
Stretch 群は30°傾斜台に下肢を乗せ、PBV と同一条件でス
トレッチを行った。Control 群は180秒間の座位姿勢のみとし
た。それらの効果を表面筋電図（Noraxon1400）、Mobie（酒
井医療社製）を用いて、筋機能の1つとされる Electrome-
chanical Delay（以下 EMD）を測定した。測定は3回実施し、
平均値を採用した。

〈実験2〉 実験2の目的は、PBV がストレッチ効果に及ぼす
影響を検証することである。
　対象者は、健常成人男性15名（年齢26.8±4.4歳、身長
172.2±6.5 ㎝、体重66.6±9.6 ㎏；Control 群7名、PBV 群
8名）とした。介入方法として、PBV 群は長座体前屈の肢位
で足部を PBV 装置の上に乗せ、下肢後面に伸張感が得られ
る状態でストレッチを実施した。PBV の設定は振幅 High、
振動数40Hz とし、実施時間は60秒とした。Control 群は、
PBV 群の振動刺激がない条件下でのストレッチを実施した。

測定項目は立位体前屈（以下 FFD）とし、2回測定した上で
2回目のデータを採用した。介入直後に再度 FFD を測定し、
介入前後の FFD の変化量を算出した。

〈統計解析〉 実験1・2ともに、各測定項目の関連は Wilcoxon
検定にて検討した。統計解析には JMP10.0を用い、有意水
準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言に基づき、本研究
の内容および測定データの使用目的について対象者に口頭な
らびに文書を用いて十分な説明を行い、対象者本人の自由意
思による同意を得た後に実施された。

【結果】 
〈実験1〉 EMD の値は Control 群 Pre87.6±11.9 ms、post 
94.3±13.5 ms、PBV 群 Pre98.3±11.8 ms、post91.2±
18.8 ms、Stretch 群 Pre111.0 ± 17.4 ms、post131.0 ±
36.6 ms であった。すべての群において、介入前後で有意差
は認めなかった。

〈実験2〉 FFD の変化量は、Con 群1.2±0.9 ㎝、PBV 群5.0
±2.8 ㎝であり、PBV 群は Control 群に対して有意な増加
を認めた（p ＜0.01）。

【考察】 Christophe らは WBV において、筋力増強効果を報
告している。実験1では、より臨床応用の期待できる PBV
において筋機能における影響を検証した。本研究の結果にお
いて、PBV の使用は、EMD に即時的な有意差は認めず、
筋腱における直列粘弾性の改善には影響を与えなかった。こ
れらは荷重量の影響、また振動刺激を与える際に一定の負荷
に加えての振動刺激の方が筋に対する効果に繋がるのではな
いかと考え、今後検討して治療効果の検証を進めていく必要
性がある。実験2では、ストレッチ効果を検証したところ、
ストレッチのみと比較して、ストレッチに PBV を加えたこ
とで FFD の変化量に有意な差を認めた。Cardinale らは、
振動刺激で緊張性振動反射（TVR）が生じることで相反抑制
機能が働き、拮抗筋が改善されたと報告しており、中林らは、
振動刺激による骨格筋の長さの変化はⅠa 求心性線維を興奮
させ、その結果脊髄運動細胞が抑制されると報告している。
今回の PBV 下でのストレッチ効果は、振動刺激による
TVR とⅠa 求心性線維の興奮が関係していると推測される。

【理学療法研究としての意義】 近年、振動刺激が身体的パ
フォーマンスに与える報告が増える中、臨床応用するに際し
ては検討が充分に必要であると考えられる。本研究は、今後
WBV や PBV が、理学療法分野に発展するための一助とな
る知見である。

携帯型振動刺激による即時効果の検証

○杉岡　辰哉（すぎおか たつや）1），後藤　淳1），額賀　翔太1），宮川　良博1），井上　純爾1）2），	
森　拓也1），佐竹　勇人1）2），川原　勲1），島井　紀正3），熊井　司2）4）

1）阪奈中央病院 リハビリテーション科，2）阪奈中央病院 スポーツ関節鏡センター， 
3）株式会社タカトリ，4）奈良県立医科大学 スポーツ医学講座

Key word：振動刺激，ストレッチ，EMD
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口述12-1

【目的】 脳卒中ガイドライン2015では、「不動・廃用症候群
を予防し、早期の日常生活動作（以下 ADL）向上と社会復帰
を図るために、十分なリスク管理のもとにできるだけ発症早
期から積極的なリハビリテーション（以下リハ）を行うこと
が強く勧められる（グレード A）。」とされている。しかし、
Pusher 症候群を呈すと姿勢の傾きとその修正に対する抵抗
のため理学療法介入に難渋することや、移乗時の介助量増大、
ADL 阻害因子となることが多い。それらに対して Pusher
症候群に階段を用いた理学療法が報告されている。そこでク
ロスオーバー比較試験を用いてシングルケーススタディーに
よる段差昇降の有効性を検討した。本研究の目的は、
Pusher 症候群に対する介入効果を明らかにし、急性期理学
療法のプログラム立案の一助とすることである。

【症 例 紹 介】 70歳 代 男 性、 被 殻 出 血（70×40×45= 約
60 ㎖）（被殻出血の Computed Tomography 分類Ⅳa）を呈
し右片麻痺、失語症を伴った。
　現病歴2016/1/X に自宅にて作業中に右片麻痺を呈した。
既往歴は5年前に慢性血栓性肺高血圧症で手術施行。病前生
活は自立し、妻と2人暮らし。

【説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言に基づき実施した。
研究の説明は、リハ介入時に口頭および書面にて行い、参加
同意書への家族による署名をもって研究協力の同意を得た。
データ管理は、匿名化処理を行い、個人情報保護に十分配慮
し実施した。

【経過】 X+1より理学療法開始。初期評価は Glasgow Coma 
Scale（以下 GCS）：E3, V3, M6, modified Rankin Scale（以
下 mRS）4, Brunnstrom stage（以下 Brs）上肢・手指・下肢
Ⅲ、Functional Independence Measure（以下 FIM）、総合
18点（運動13・認知5）、Stroke Impairment Assessment 
Set（以下 SIAS）22点、Pusher 症候群、半側空間無視（USN）、
全失語を認めた。X+14時点で FIM 総合29点（運動16・認
知13）、FIM 移乗4と改善を示した。歩行訓練では、後方介
助、側方介助、サイドケイン、T-cane 杖を使用した歩行へ
と移行した。最終評価は GCS：E4, V3, M6, mRS4, Brs 上
肢・手指Ⅲ・下肢Ⅳ、FIM 総合36点（運動23・認知13）移
乗・歩行面の改善を認め、SIAS35点となった。X+54病日
目に回復期リハ病院へ転院となった。
　クロスオーバー比較試験は、A（一般的な理学療法）と B

（一般的な理学療法 + 段差昇降）を1週間ごとに交互に行い、

メインアウトカムは1週間ごとに Scale for Contraversive 
Pushing（以下 SCP）を用いた。以下に A・B の流れと SCP
の推移を示す。A（X+7）3, B（X+12）3, A（X+21）2.5, B

（X+28）1.25, A（X+35）1.25, B（X+42）0.75, A（X+49）
0.75, B（X+56）0.5となった。サブアウトカムには FIM（初
期評価・2週間経過・退院時点）、SIAS（初期評価・退院時
点）を用いた。

【考察】 Pusher 症候群の出現率は10～15％、ADL 自立度
の低下、ゴールに到達に要す時間に差が生じると報告されて
いる。しかし、最終的には ADL や自宅復帰率には差がない
ことが報告されている。一方 USN の出現率は25～40% 程
度、USN の予後は悪く、本症例においても残存すると考え
た。失語症の併発によって動作時の Pusher 症候群に対する
理学療法の指示が通りにくいが、状況理解が良あった。階段
昇降を実施するには転倒リスクがあり、連続した動作ではな
いが、段差昇降を用いた理学療法とした。段差昇降は10 ㎝
を用いて、麻痺側に長下肢装具を使用し、非麻痺側でのス
テップ運動を繰り返し行った。
　段差昇降練習後 SCP の経時的な数値の変化・歩容の改善
を認めた。Pusher 症候群を呈すと非麻痺側の過剰努力により、
麻痺側の支持性を得ることが困難である。しかし、段差昇降
訓練を通して、細かい指示を必要とせず動作遂行可能となる。
また、非麻痺側上肢にて体を引き付けようとする働きが起こ
り、段差昇降を通じて麻痺側への荷重移動が可能となる。
　段差昇降訓練にて非麻痺側の過剰努力軽減によって、後方
介助、側方介助、サイドケイン、T-cane 杖へと推移した。
上肢の代償無く、姿勢の自己修正が可能となった。転院時は
新しい課題・動作等では Pusher 症候群の残存を認めた（SCP
立位 B0.5）。今回はクロスオーバー比較試験を用いて、段差
昇降の効果判定を行った。アウトカムに SCP を用いたが、
客観的な評価に欠けているため、重心動揺計等を用いるとよ
り客観的な効果判定が可能と考える。

【理学療法研究としての意義】 Pusher 症候群は ADL の自立
度の低下、介助量の増大を招く。長期的な介入によって非
Pusher 症候群と同様の予後に至る可能性は高い。そのこと
から早期から段差昇降を通して、麻痺側へのアプローチを行
い、不動・廃用症候群を予防し、早期の ADL 向上と社会復
帰を図ることができる。

Pusher症候群に対する急性期理学療法を経験して

○豊島　晶（とよしま しょう），植村　健吾，姜　治求，山﨑　知秀
シミズ病院 リハビリテーション科

Key word：Pusher 症候群，急性期，段差昇降
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口述12-2

【目的】 脳卒中片麻痺患者の歩行速度は QOL の向上に繋が
るため、歩行トレーニングの主要なアウトカムの一つである。
先行研究では、速い速度での歩行トレーニングが通常の歩行
速度でのトレーニングよりも歩行速度を向上させるとの報告
もあり、装着下肢の股関節屈曲モーメントを補助して歩行速
度を向上させることを目的とした機器が普及しつつある。当
院では股関節前面に配置した弾性バンドにより立脚期中期か
ら遊脚初期の股関節屈曲モーメントを補い、歩行速度や立脚
後期期における足関節底屈トルクを増大させる歩行補助具
T-Support を使用する機会が多い。
　今回、運動麻痺は軽度であったがバランス能力・歩行速度
の低下が著明であった症例に対し、T-Support を継続的に
使用することで、歩行能力の向上が見られたため経過に考察
を交えここに報告する。

【症例紹介】 症例は当院回復期病棟に入院している初発脳卒
中片麻痺患者である。年齢は80歳代女性で右内包後脚から
放線冠領域の梗塞により左片麻痺を呈していた。下肢
Brunnstrom Recovery Stage（BRS）はⅣであった。歩行動
作は短下肢装具 Gait Solution Design と四脚杖を使用して軽
介助が必要であった。麻痺側下肢の立脚期では支持性の低下
により膝関節伸展位の保持が困難であり、遊脚期には非麻痺
側下肢への重心移動が不十分なために介助を必要とした。歩
行の評価は前後に2 m の予備路を含めた10 m 歩行時の歩行
所要時間、歩数を測定した。またパシフィックサプライ社製
Gait Judge System を用い、初期接地から荷重応答期に生じ
る足関節底屈トルク値（ファーストピーク：FP）と立脚後期
から前遊脚期に生じる足関節底屈トルク値（セカンドピー
ク：SP）の平均値を算出した。歩行評価のタイミングは
T-Support 使用開始時と36日経過時点に実施した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言の趣旨に則り、当院所
属長の許可を得、対象者に口頭で説明し同意を得て行われた。

【経過】 T-Support 使用開始時は四脚杖を使用し、未装着 /
装着時の10 m 歩行所要時間79.6/73.8秒、歩数56/48歩、
FP 1.4/1.7Nm、SP 0/0.4Nm であった。36日経過時点で T
字杖での歩行が可能となり、10 m 歩行所要時間19/21.6秒、
歩数27/28歩、FP 5.7/5.2Nm、SP 2.1/2.3Nm となり、多
くの評価指標において装着利得がなくなった。

【考察】 本症例は発症前より軽度の脊柱の伸展制限があった

が、今回の発症により更に体幹伸展保持力が低下し前傾位が
強まり、前方へバランスを崩す傾向にあった。また歩行動作
の特徴として使用開始時の歩数からもわかるように、ストラ
イドの短縮が著明で揃え型の歩容であった。歩行能力を向上
させる上で重要なことは、体幹伸展を補助することと前型歩
行を定着させストライドを延長させることであると考えられ
た。そこで T-Support の使用が効果的であると考えた。その
理由として以下の2点が挙げられる。1点目は、T-Support
の体幹部分は下腹部がコルセット状となっており、装着によ
り腹圧を上げて脊柱の伸展を補助し、体幹伸展保持を容易な
ものとできるからである。2点目は、下肢に装着する弾性バ
ンドは、バンドの走行が腸腰筋に類似しており股関節屈筋群
を補助していると考えられているからである。T-Support
は、バンドの性質上装着肢の股関節が立脚中期以降に伸展位
となった際に股関節前面のバンドが伸長され、スイングを補
助する構造となっている。そのため装着者の歩容が前型に
なった場合に装着利得が大きくなり、前型歩行に誘導する効
果が期待できる。本症例では特に使用開始時において10 m
歩行所要時間、歩数とも大きく減少させることが可能となり、
またアライメントを修正した状態での歩行トレーニングを継
続したことで、より早期での前型歩行の獲得が可能となった
と考える。前型歩行となり、立脚後期での股関節伸展角度が
増大したことで足関節底屈モーメントが増大したため SP が
増加したと考える。本症例ではその後も T-Support の使用
を継続することで、未装着時のストライドも徐々に増大し、
最終的に5週間程度でほぼ装着利得の無い状態となった。こ
れは未装着下の歩行時にも前型歩行が定着し、自身の股関節
前面筋を使用した歩行動作が定着した結果であると考える。

【理学療法研究としての意義】 本研究は、脳卒中片麻痺患者
の歩行能力を向上させる新しい歩行補助具 T-Support の装
着利得が継続利用によりどのように変化するかを報告するも
のであり、臨床における T-Support の具体的な使用方法を
報告した点に意義があると考える。

歩行補助具 T-Supportの使用により歩行能力の向上がみられた一症例

○前園　麻衣（まえぞの まい）
宝塚リハビリテーション病院

Key word：脳卒中片麻痺患者，T-Support，歩行速度
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口述12-3

【目的】 今回、先天性緑内障による全盲患者を担当した。本
症例の職業は落語家であり、社会復帰を強く望んでいた。カ
ナダ作業遂行測定（以下 COPM）を使用し、その目標達成に
必要な課題を設定した。弟子の指導にあたり着物の着付け動
作や歩行の獲得が挙げられた。職場復帰を目的に安定した立
位保持獲得を目指し、視覚以外の前庭覚・体性感覚を通じて
治療介入した。結果、若干の改善が得られたため考察を加え
て報告する。

【症例紹介】 先天性緑内障にて幼少期から全盲となり、光の
流動も失った50代男性。7年前の列車事故により脳挫傷（右
前頭葉・左小脳中位核に損傷）と右大腿骨骨幹部骨折・左足
底複雑骨折を受傷。職業は落語家。受傷後、着物の着付けや
独歩が困難となった。

【説明と同意】 本発表はヘルシンキ宣言に基づき、本人と家
族に対し説明を行い書面にて同意を得た。

【経過】 外来リハビリ開始時を初期評価とした。COPM（重
要度・遂行度・満足度の順で表記）において、重要度が高値
であった項目は①杖と手引きで歩ける（10・2・2）、②立っ
て着物の帯を結べる（10・3・3）であった。関節可動域測定

（以下 ROM-t, 右 / 左、単位°で表記）足関節背屈5/15　徒
手筋力検査（以下 MMT, 右 / 左で表記）股関節伸展3/3外転
3/3。SLR・Ely’s テ ス ト は 陽 性。10 m 歩 行32.7秒35歩

（0.2 m/s）。着付け動作では常時股関節屈曲・体幹前傾位。
帯結びにおいて上肢運動が粗大かつ努力的であった。上肢を
後方へ回した際、姿勢制御が困難となり後方へバランスを崩
した。平行棒内歩行において常時上肢への依存が強く、股関
節屈曲・体幹前傾位。左立脚期では足趾過屈曲、左遊脚期で
は努力的な引き上げが生じていた。
　週1回、40分（2単位）の治療的介入を開始した。筋の循
環改善を目的に徒手療法を実施。その後、腹圧による体幹伸
展を維持しながら着座動作を実施。また、筋出力調整を目的
に立位から床上へのしゃがみ動作を実施。足趾伸展を強調し
た蹲踞・四つ這い姿勢を取り入れた。立位下では上肢による
前方支持のもと、後方へのステップ動作を実施。この時、過
支持にならないように留意した。その後、タオルを用いて洗
体動作を実施。体幹伸展を促しバランスに使われない自由な
上肢活動を狙った。
　リハビリ開始3か月経過した最終評価では、COPM にお

いて①10・5・5, ②10・6・7。ROM-t 右足関節背屈10。
MMT（右 / 左で表記）股関節伸展4/4外転4/4.10 m 歩行24
秒 /26歩（0.4 m/s）。着付け動作では股関節屈曲・体幹前傾
位の改善。粗大かつ努力的な上肢運動が改善した。上肢運動
に伴う重心動揺も軽減したことで帯結びに改善が見られた。
左立脚後期において足趾伸展が出現し立脚後期の獲得。左遊
脚期の引き上げが減少し、歩行においても改善が見られた。

【考察】 姿勢制御には、視覚・前庭覚・体性感覚の協調的な
働きが必要であるといわれている。本症例は脳挫傷による小
脳損傷（中位核）の影響で、感覚フィードバックシステムに
基づいた運動中の姿勢制御が困難であると推測した。そのた
め、フィードフォワード優位な動作になり過剰な筋緊張によ
るバランス戦略が構築された。フィードフォワード制御には、
筋骨格系のダイナミクス情報が小脳の身体図式として利用さ
れている。しかし、本症例は筋の過緊張が適切な固有感覚入
力を困難にし、誤った身体図式が形成されていると推察され
た。また、全盲である本症例においては前庭覚のみの姿勢制
御となることで股関節戦略優位になったのではないかと考え
る。森岡らは身体図式は皮膚・関節・筋肉・内臓など複数の
体性感覚入力によって絶えず最新情報を更新し、姿勢・運動
の身体図式の成立に関わるといわれている。白杖を使用した
前方優位の探索活動や、脳挫傷後の過剰な筋緊張により、身
体図式構築・更新が困難であった。そのため、治療では上部
体幹を安定させた環境下で、動作練習・探索活動を行った。
前庭覚情報を抑制することで体性感覚情報が強調され、
フィードバックシステムを利用した姿勢制御が可能になった
のではないかと考える。また、洗体動作のなかで体幹伸展を
促通し、体幹と上肢・肩甲帯の分離した運動が可能となり、
足関節戦略優位な姿勢へ切り替わったと考える。運動機能回
復の根底に存在する学習には意図と結果を比較照合する認知
過程の活性化が不可欠で、運動を認知的に制御させるプログ
ラムが求められるといわれている。今回、体性感覚を強調し
た中で動作練習を行うことで、着付け動作時の立位バランス
や歩行の改善に至ったのではないかと考える。

【理学療法研究としての意義】 今回、脳挫傷による影響で運
動中の姿勢制御が困難である全盲の患者様を経験した。
COPM から課題を抽出・治療することで着付けへの参加が
可能になり、妻の介助量の軽減・社会復帰の一助となった。

脳挫傷が既往にある全盲患者の社会復帰に向けて
～体性感覚入力と探索活動～

○塩見　太一朗（しおみ たいちろう），春本　千保子，森　憲一
大阪回生病院 リハビリテーション科
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口述12-4

【目的】 発症後2年経過するも覚醒状態が安定せず経鼻から
の栄養摂取で生活され、日常生活活動が全介助状態であった
遷延性意識障害を有する左右硬膜外膿瘍摘出術後の症例に対
して、経口での摂食行為に対するアプローチを試みた。介入
の結果、覚醒状態が改善し、経口での食事摂取が行え、日常
生活活動への参加が向上する経験が得られた為、報告する。

【症例紹介】 60歳代女性。平成11年左脳梗塞を発症。覚醒
状態は良好で摂食・嚥下や身辺動作、歩行などは可能であっ
たが、平成26年に左右硬膜外膿瘍摘出術を施行後、意識障
害が出現し、日常生活全般に介助が必要となった。その後、
転院を繰り返し、平成27年6月当施設に入所となった。
　入所から約9か月間は、覚醒が不安定であることから前医か
らの方針を引き継ぎ、楽しみ程度の経口摂取をミキサー食で行
い、主要な栄養摂取と与薬、水分摂取の9割程度は経鼻より
行っていたが、家人の強い経口摂取への希望と、覚醒状態が
良好な際にはパンなどの固形物をムセなく摂取することが可能
であった為、経口での食事摂取の可能性を探ることとした。
　平成28年3月に関連病院での嚥下内視鏡検査を施行し、
誤嚥のリスクは残存するが嚥下力はある程度は保たれている
という医師の見解が得られた為、カンファレンスを開催し、
家人同意のもと、施設として経口から一口大の食事摂取を開
始する事となった。

【説明と同意】 今回の症例報告を行うことについては、ご家
族に口頭にて説明を行い、同意を頂いた。

【経過】 介入開始時、覚醒状態は、Glasgow coma scale（以下
GCS）は E1V2M3であった。食事は普通型車椅子座位にて
行った。食事中に姿勢の崩れがあり、適宜修正を行った。摂
食・嚥下機能は覚醒状態の変動により能力に変動はあるが、開
口が難しい場面が多く、また口唇閉鎖が不十分であり、舌運動
も乏しかった。食事中に左口腔内の歯茎と頬の間に中等度～多
量の残渣が見られていた。四肢の運動機能は Brunnstrom 
stage にて左上下肢・手指はⅤレベル、右上下肢・手指はⅢ
レベルであった。身辺動作は重度介助が必要であったが、設
定をすれば手でパンを持ったり、移乗動作時に足を踏み出す
反応もみられた。また、覚醒状態の改善を目的とした長下肢
装具を利用した歩行練習は2人介助にて重度介助が必要であ
り、排泄はオムツ内にて実施し、便は泥状の性状であった。
介入期間は、平成28年3月から5月までの2ヵ月間、従来の

個別リハビリに加え、食事場面の介入を行った。介入当初は
理学療法士（以下 PT）が毎食付き添い、姿勢や介助、リス
ク管理の方法を介護職・看護師に繰り返し説明しながら実施
した。その後、PT の介入は昼食やおやつ時のみに減少した。
　食事場面では口角を刺激し、開口させる方法にて実施した。
また口唇閉鎖と舌運動を促すこと、左頬の感覚 - 運動が改善
することを目的に介入を行った。随時食形態・性状を変化さ
せ、ムセ込みや残渣量をモニタリングしながら介入を行った。
　運動療法場面では、週3～5回程度、覚醒状態の改善を目
的に2人介助にて歩行練習を実施し、体性感覚、聴覚等、多
様な感覚入力が得られるようにリズムや言葉かけなど、気を
つけながら歩行練習を実施した。
　他職種、家族とも協業し、運動療法の時間をはじめ、トイ
レ誘導やその他の生活時間はできるだけ一定時間に行うよう
にし、生活リズムの形成も意識した。
　その結果、GCS は E4V2M4まで改善し、日中の開眼時間
が延長した。また、食事摂取量は常に7割程度は摂食できる
ようになり一日の必要カロリーは全て経口にて摂取が出来る
ようになった。当初1時間以上かかっていた食事時間は、40
～50分程度に短縮した。また、左口腔内の残渣はほぼ認め
なくなり、言葉かけのみで開口がみられるようになった。能
動的活動も増え、手におやつを誘導すると自ら口腔に運ぶ場
面や、移乗動作時には足を踏み出す事が増え、参加頻度が向
上した。歩行練習時には、長下肢装具なし、一人介助にて練
習可能になるなど、最大能力が向上した。また、トイレにて
排尿する機会が増え、便は安定した性状に変化した。

【考察】 遷延性意識障害の症例に対して、覚醒状態の改善の
為、感覚刺激が大切であるといわれ、運動療法場面でも立位
や歩行などの介入を通して改善を促す努力を行う。今回、感
覚刺激の重要性と刺激入力の「量」を重視した上で、狭義
の理学療法の枠にとらわれず、口腔機能と食事場面の介入を
行ったことで、長く実現できなかった「口から食べる」能
力を再獲得し、生活リズムの構築にも部分的ながら成功でき
たと考える。今後は獲得できた機能を継続して維持改善でき
る仕組みを構築することが課題である。

【理学療法研究としての意義】 遷延性意識障害改善の介入方
法の工夫を示したことがこの報告の意義である。

発症から長期経過した遷延性意識障害を呈する脳損傷症例に対する 
摂食・嚥下の取り組み

○馬田　慎也（うまだ しんや）1），田部　路人1），多々見　ゆい2），松田　淳子3），稲岡　秀陽2），
尾内　善四郎1）

1）介護老人保健施設 マムクオーレ，2）京都九条病院 リハビリテーション部， 
3）大阪行岡医療大学 医療学部 理学療法士学科
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口述12-5

【目的】 パーキンソン病利用者にとって狭所移動は非常に困
難を伴う事が多い。今回、パーキンソン病により、基本的動
作能力低下が著明に見られ、トイレ内移動が困難となった症
例に視覚刺激と運動学習を促した結果、トイレ内動作能力の
改善が認められた為報告する。

【症例紹介】 症例は80代女性で介護度4である。平成18年
にパーキンソン病と診断、既往歴として第12胸椎圧迫骨折、
右人工股関節置換術施行、左変形性膝関節症がある。治療時
間は60分×2回 / 週、介入期間は3ヶ月間実施した。

【説明と同意】 倫理的配慮として、対象者とその家族に説明
し承諾を得た。

【経過】 平成27年、担当開始時は Hoehn・Yahr StageⅣで
ある。屋内移動は歩行器見守りレベル。Barthel Index60点

（減点項目：食事、入浴、階段昇降、移動、更衣）。トイレ
内移動時無動症状が強く出現、介助量が多い状態であった。
治療プログラムではトイレ内練習時、手すりに目印を付け、
リーチ動作や身体の動き方を誘導した。利用者には目印を確
認するよう注意を促し、動作の再現性向上を目指した。治療
経過中、固縮は進行し、立位姿勢は崩れたが、トイレ内移動
は寡動、見守りレベルで可能となった。

【考察】 生活期リハビリテーションは、治療時間の制約が大
きく、日常生活時に誤った運動を学習する機会が多くなる。
またパーキンソン病では筋強剛、振戦、寡動などの運動症状
だけでなく、運動学習の障害も認められることが知られてい
る。本症例の場合、トイレ内移動は、視覚刺激により運動プ
ログラミングが補助され、円滑に行う事が出来た。また日常
生活においても再現性の高い運動が可能となり、介護者の介
助量軽減に繋がったと考えられる。そうした普段から行いや
すい環境調整を目指す事で、日常生活の中で運動学習が可能
となり、日常生活動作の向上に繋がると考えている。

【理学療法研究としての意義】 症例のような進行性疾患で一
度失われた基本的動作を獲得する場合、訪問リハビリにおい
て、日常生活の中で運動学習が行えるような環境調整が有用
であったと考える。

パーキンソン病利用者に対して視覚刺激を使った環境調整により 
トイレ内移動が改善した一症例

○小川　紘平（おがわ こうへい）
医療法人清仁会 洛西ニュータウン病院 訪問リハビリテーション科
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P1-1

【目的】 XLIF 術後の合併症として腸腰筋や筋間を走行する
神経の損傷が報告されており、一時的な下肢筋力低下は20-
30% の症例に生じるとされている。本研究の目的は XLIF
施行例における下肢筋力の推移を経時的、定量的筋力評価を
用いて検討することである。

【方法】 XLIF を施行した35例（男性9例、女性26例、平均
年齢72歳）を対象とした。固定椎間は L1/2：5椎間、L2/3：
7椎間、L3/4：19椎間、L4/5：31椎間、L5/6：1椎間であっ
た。測定時期は術前、術後1週、2週、3週、1ヵ月、2ヵ月、
3ヵ月とし、徒手筋力検査（MMT）とともに、大腿四頭筋筋力
はサイベックス（CYBEXⓇ）、腸腰筋筋力はハンドヘルドダイ
ナモメーター（HHD）を用いて定量的に測定した。CYBEX で
の評価は、5回の測定で最大筋力、HHD では2回測定を行
いその平均を用いた。MMT3以下、術前比80% 未満の筋力
を筋力低下ありと判定し、術後下肢筋力の推移を検討した。

【説明と同意】 本研究発表を行うにあたり、ご本人に口頭に
て確認をし、本研究以外では使用をしないこと、それにより
不利益を被ることはないことを説明し、回答をもって同意を
得たこととした。

【結果】 腸腰筋筋力は術後1週で MMT では8.6％、HHD で
は36.3% の症例において筋力低下を認めたが、経時的に増
加する傾向にあり、術後3ヵ月で HHD 計測値は、術前比
118% と術前より増加した。大腿四頭筋筋力は同様に術後1
週で MMT25.7％、CYBEX で50 % の症例において筋力低
下を認めたが、術後3ヵ月で CYBEX 測定値は術前比122%
と術前より増加した。

【考察】 下肢筋力低下は自覚症状に乏しく、MMT でも評価

しにくいが、CYBEX と HHD を用いることにより正確な筋
力の定量的評価が可能であった。腸腰筋、大腿四頭筋筋力と
もに XLIF 術後に一過性の筋力低下を認めたが、経時的に
改善することが明らかとなった。

【理学療法学研究としての意義】 XLIF 術後に一過性の下肢
筋力低下が確認されたが、経時的に改善した。下肢筋力の定
量的評価は客観的な評価として有用である、筋力の増加を患
者へ的確に提示できることでモチベーションの向上にもつな
がる。

XLIF術後の経時的かつ定量的な下肢筋力評価

○吉田　祐樹（よしだ ゆうき）
公立南丹病院 リハビリテーション科

Key word：MMT，サイベックス，腰椎固定術
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【目的】 下肢筋力から動作能力を予測する評価指標として、
体重支持指数（Weight Beaing Index：以下 WBI）が活用さ
れている。
　WBI の測定方法としてトルクマシンを使用する方法が知
られているが、機器の取り扱いに専門的な操作が必要であり、
時間を要する。
　そこで WBI 測定の別法として、臨床現場で多く用いられ
ているレッグプレスマシンを用いた方法の妥当性を検討した。

【方法】 対象は、健常男性11名（平均年齢25.1±8.0歳、平
均身長171.5±8.5 ㎝、平均体重58.4±16.5 ㎏）とした。
　WBI 測 定 は、 等 速 性 筋 力 測 定 装 置（BIODEX 社 製
SYSTEM3：以下 BIODEX）を使用した。測定肢位は、膝関
節屈曲90度肢位とした。身体の固定条件は、骨盤、大腿、
体幹をベルト固定、上肢は体側のレバーを把持とした。3秒
間の等尺性膝伸展運動を3回行い、間の休憩時間は1分とし
た。上記より得られたピークトルク値を最大等尺性膝伸展筋
力とし体重で除した値を WBI とした。
　Closed Kinetic Chain-WBI（以 下 CKC-WBI）測 定 は、
レッグプレスマシン COP-1201（酒井医療社製）を使用した。
測定肢位は、先行研究に基づき、膝関節屈曲60度肢位、シー
ト背もたれは水平面に対して60度とした。身体の固定条件
は、骨盤をベルト固定、上肢は体側のレバーを把持とした。
また、反対側下肢はフットプレートに触れないようにマシン
外のキャスター椅子上に配置指示した。先行して実施した
WBI に体重を乗じた値を開始時負荷量とし、試行毎の負荷
量の増減は5 ㎏間隔にて実施した。上記より得られた1RM
を最大脚伸展筋力とし体重で除した値を CKC-WBI とした。
　統計学的分析は、WBI と CKC-WBI をピアソンの相関係
数を用い、有意水準5% 未満とした。

【説明と同意】 対象者にはヘルシンキ宣言に基づき、本研究
の目的を口頭にて説明し、同意を得て実施した。

【結果】 WBI の平均値は2.46±0.66Nm/㎏, CKC-WBI の
平均値は2.63±0.63Nm/㎏であった。
　WBI と CKC-WBI の相関は r= 0.92（p ＜0.05）と有意な
正の相関を認めた。

【考察】 WBI は OKC での測定であるが、下肢筋力は OKC
よりも CKC の方が動的バランスとの関連が強いことが知ら
れている。

またその CKC であるレッグプレスマシンは、多くの施設で
用いられており取り扱いも簡便である。
　したがって本研究のレッグプレスマシンを用いた CKC-
WBI は臨床で有用と考える。

【理学療法研究としての意義】 レッグプレスマシンを用いた
CKC-WBI 測定は、トルクマシンを用いた WBI 測定の別法
として妥当性があることが示された。

レッグプレスマシンを用いた体重支持指数の妥当性

○藏本　大貴（くらもと だいき）
大阪府済生会茨木病院 リハビリテーション科

Key word：WBI，体重支持指数，レッグプレス
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【目的】 一側下肢への側方体重移動（以下：側方体重移動）
練習は、歩行練習の前段階として実施する。歩行の側方安定
性には移動側股関節外転筋の筋活動が重要になると報告され
ている。しかし移動側ハムストリングスの筋活動が得られず、
歩行や側方体重移動が不安定になることを経験する。そこで
今回、立位での側方体重移動時の姿勢変化と移動側ハムスト
リングスの筋活動パターンの関係性を検討し、運動療法に応
用することを目的とした。

【方法】 対象は健常男性10名（平均年齢24.3±2.7歳）とし
た。運動課題は、直立位から音刺激にて2秒間で側方体重移
動を実施し、その姿勢を1秒間保持することとした。課題中、
両肩峰を水平に保持し、体幹・骨盤の回旋は最小限とした。
また最大移動時、非移動側下肢は爪先が床に軽く触れている
こととした。測定項目は足底圧中心（以下 COP）と筋電図波
形、ビデオ画像とした。COP の測定は、ユニメック社製重
心計 JK-310を使用し、X 軸方向と Y 軸方向の変位を測定
した。筋電図測定はキッセイコムテック社製筋電計 MQ-8
を用い、移動側中殿筋・大腿二頭筋・半腱様筋を対象とした。
ビデオ画像はソニー社製 HDR-CX270V を用いて、矢状面・
前額面上の関節運動変化を撮影した。分析方法は COP 軌跡
の時間的変化と測定筋の筋活動パターンを分析した。また筋
活動パターンの分析には、身体の各部位に貼付した印を基に
姿勢変化を参考にした。筋活動増加の判断は井尻らの方法を
参考にし、筋電図波形を整流波形へ変換後、課題開始前
500 msec における最大振幅の2倍を超えた時点とした。

【説明と同意】 対象者には研究の趣旨を予め説明し、同意を
得てヘルシンキ宣言の精神に則って研究を実施した。

【結果】 運動課題中の姿勢変化には2通りのパターンを認め
た。パターン1では、課題開始後、移動側後足部回外による
下腿外側傾斜と同時に、移動側股関節伸展・内転と移動側足
関節背屈が生じた。その後、移動側後足部回内に伴い下腿外
側傾斜が軽減するとともに移動側股関節外転が生じた。パ
ターン2では、課題開始後に移動側足関節背屈・後足部回内
と移動側股関節内転が生じた。その後、移動側股関節屈曲・
内転位を保持したまま、移動側足関節底屈と移動側後足部回
外に伴い下腿は後外側へ傾斜した。
パターン1は、課題開始後に COP は非移動側へ変位した後
に移動側へ変位し、中殿筋の筋活動を認めた。また、COP

移動側変位開始時に COP の前方変位が生じ、大腿二頭筋が
半腱様筋に先行して活動する傾向を認めた。パターン2では、
X 軸方向の COP 変化はパターン1同様であり、COP 移動側
変位に伴い中殿筋の筋活動を認めた。しかし、Y 軸方向の
COP は課題開始後、前方へ変位した後に、安静時と同様の
位置まで後方変位が生じており、半腱様筋・大腿二頭筋の筋
活動に変化を認めなかった。

【考察】 本運動課題では前後方向への運動規定を行わなかっ
た。そのため、パターン1では側方体重移動に伴う移動側足
関節背屈による身体前方傾斜が生じ、COP が前方に変位し
たと考える。また、パターン2では移動側後足部回外、足関
節底屈に伴い COP は後方に変位したと考える。移動側中殿
筋は、パターン1・2ともに、COP 移動側変位開始後に移動
側股関節内転運動に伴う骨盤非移動側下制を制動する目的で
活動したと考える。その後の COP 移動側変位中では、パ
ターン1は股関節外転の駆動として、パターン2は股関節内
転位保持として、それぞれ活動したと考える。ハムストリン
グスの筋活動は、パターン1では移動側足関節背屈による身
体前方傾斜に対して膝伸展位における股関節伸展作用として
体幹正中位保持に関与したと考える。また、大腿二頭筋と半
腱様筋の筋活動開始時間に差を認めたことについて、大腿二
頭筋は腓骨頭、半腱様筋は脛骨粗面内側に付着することから、
三浦らは股関節内転位では半腱様筋・半膜様筋の垂直成分が
低くなると報告している。さらに後藤らは歩行の立脚初期か
ら中期における股関節内転時に大腿二頭筋、立脚中期以降の
股関節外転の際に半腱様筋の筋活動がそれぞれ増加したと報
告している。以上より、本運動課題でも先行研究と同様に、
大腿二頭筋は股関節内転位での股関節伸展作用として、半腱
様筋は股関節外転位における股関節伸展作用として活動した
と考える。

【理学療法研究としての意義】 歩行の安定性向上を目的とし
て、本運動課題を用いてハムストリングスの筋活動を促すに
は、膝関節伸展位での股関節伸展作用として体幹を正中位に
保つ必要があることが示唆された。またハムストリングスの
筋活動パターンについては、股関節内転に伴い大腿二頭筋が
半腱様筋に先行して活動することを評価しながら実施する必
要があると示唆された。

立位での一側下肢への側方体重移動が移動側ハムストリングスの 
筋活動パターンに与える影響

○玉置　昌孝（たまき まさたか）1），野口　翔平1）3），中道　哲朗2），鈴木　俊明3）

1）柏友会楠葉病院 リハビリテーション科，2）ポートアイランド病院 リハビリテーション科， 
3）関西医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：側方体重移動，cop，ハムストリングス
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【目的】 我々は寝返りの誘導や指導を行う中で、寝返りの動
作パターンの違いにより、その後の姿勢や動作の変化を臨床
上経験する。寝返りの動作パターンに関しては先行研究より、
非寝返り側上肢が先行して寝返り側へ移動し、体幹・骨盤の
寝返り側への回転が生じる上肢先行型の寝返り（以下、寝返
り A）と、非寝返り側下肢が先行して寝返り側へ移動し、骨
盤・体幹の回転が生じる下肢先行型の寝返り（以下、寝返り
B）の大きく2つに分類できるとしている。そこで、寝返り
の動作パターンの違いが片脚立位保持時間に与える影響を明
確にするために、①寝返り前の片脚立位保持時間、②寝返
り A 後の片脚立位保持時間、③寝返り B 後の片脚立位保持
時間をそれぞれ測定し、各寝返り動作における体幹筋の筋活
動パターンも踏まえ検討した。

【方法】 対象は健常男性10名（平均年齢25.5±1.8歳）とし
た。片脚立位の測定は、まず①を3施行実施した後、②と
③を各3施行ずつランダムに測定した。各施行の間には5分
間の休息を入れた。片脚立位の支持脚は右下肢とし、開始肢
位は左足部を10㎝台に乗せ、両手掌を側腹部にあてた姿勢
とした。片脚立位保持時間は、足部が10㎝台からわずかに
浮いたところを開始とし、挙上した下肢が台に接地する、手
掌が側腹部から離れる、明らかな身体の動揺のいずれかが認
められた時点を終了とした。各寝返りは背臥位から右側へ寝
返る動作とし、速度はメトロノームを用いて5秒間で実施し
た。統計は、各片脚立位3施行の保持時間の平均を個人の
データとし、一元配置分散分析と Turky の多重比較検定を
用いて分析した。有意水準は5% 未満とした。また、寝返り
の動作パターンの違いによる体幹筋の筋活動を明確にするた
め、各寝返り時における表面筋電図を測定した。筋電計は
MQ-8（キッセイコムテック社製）を用い、測定筋は両側外
腹斜筋斜走線維・両側内腹斜筋横方向線維とした。分析方法
は各寝返り時における測定筋の筋活動パターンを比較した。

【説明と同意】 本研究に際し、対象者に十分に説明を行い、
同意を得たうえで実施した。

【結果】 片脚立位保持時間については、①に対して②が有意
に増加し、②は③に対して有意に増加した。また、①に対
して③は増加傾向であったが有意差は認めなかった。寝返
り A の筋活動パターンは、課題開始初期から左外腹斜筋斜
走線維の筋活動が認められ、次に右内腹斜筋横方向線維の筋

活動が開始する傾向を認めた。その後、左外腹斜筋斜走線維
の筋活動は漸減したのに対し、右内腹斜筋横方向線維の筋活
動は課題終了時まで継続した。寝返り B では、右外腹斜筋
斜走線維、左内腹斜筋横方向線維の筋活動をわずかに認めた
が右内腹斜筋横方向線維の筋活動は認めなかった。

【考察】 寝返り A では、課題開始初期から体幹右回旋が必要
になると考えられる。本研究においては、左外腹斜筋斜走線
維が体幹屈曲、右回旋作用にて胸郭を前下方に引き下げなが
ら体幹を右回旋する目的で、課題開始初期から筋活動を認め
たと考えられる。Liebenson らは、内腹斜筋横方向線維は仙
腸関節の安定性や腰椎と骨盤の安定性に関与すると報告して
いる。本研究においても寝返り A では、体幹右回旋後に骨
盤右回旋が生じることで右寛骨に体重が移動する。その際、
左仙腸関節には左下肢と左寛骨の重さが加わるのに対し、右
仙腸関節にはそれに加え仙骨に連結する腰椎の重さも加わる
ため、右寛骨に対して仙骨が後方へずれる力が大きく生じる
ことが考えられる。以上より、右内腹斜筋横方向線維は、右
仙腸関節に生じる剪断力を防ぎ、関節面の適合に寄与したと
考えられる。一方、寝返り B においては、体幹筋の積極的
な筋活動を必要としないと報告している冨田らと同様の結果
であった。寝返り B では、課題開始初期から左股関節が屈曲、
内転、内旋し、左下肢が右寛骨を超えて寝返り側に位置する。
これにより、右寛骨に体重が移動した際、左下肢の重さが骨
盤右回旋を誘導するため、右寛骨に対して仙骨が後方にずれ
る力が生じず、右内腹斜筋横方向線維の筋活動を必要としな
かったことが考えられた。鈴木らは、立位における一側下肢
への側方体重移動時の体幹筋の筋電図積分値相対値を検討し、
荷重に伴う移動側仙腸関節に生じる剪断力に抗する目的で、
移動側内腹斜筋横方向線維の筋活動が有意に増加したと報告
している。本研究においても、寝返り A で認められた右内
腹斜筋横方向線維の筋活動により、その後の片脚立位保持時
間が寝返り前および寝返り B と比較し、有意に増加したと
考えられた。

【理学療法研究としての意義】 寝返り A は、寝返り側内腹斜
筋横方向線維の筋活動を高めるための運動療法の一つとして
有用であることが示唆された。また寝返り A の獲得が、片
脚立位や歩行能力の向上に繋がる可能性が示唆された。

寝返り動作の違いが片脚立位保持時間に及ぼす影響について
―体幹筋に着目して―

○黒仁田　武洋（くろにた たけひろ）1），清水　啓介1），中道　哲朗1），鈴木　俊明2）

1）ポートアイランド病院 リハビリテーション科，2）関西医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：寝返り，片脚立位，体幹筋
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【目的】 足関節の背屈可動域と転倒は関係しており、先行研
究で転倒の最も主要なきっかけは歩行中のつまずきと報告さ
れている。しかしながら転倒に対して関節可動域と筋力を併
せた報告は少ない。足関節の底背屈筋力と転倒にどの程度関
連があるのか調べるために当院に入院していた患者に対して、
非転倒経験者と転倒経験者に分けた足関節の底背屈可動域と
底背屈筋力を計測した。

【方法】 平成27年6月1日現在に当院に入院していた患者48
例のうち、筋力測定の際に腹臥位がとれる27例を対象に足
関節の底背屈可動域、足関節の底背屈筋力、転倒の有無、年
齢を電子カルテから集計し、転倒群と非転倒群に分けて差を
比較した。27例のうち脳血管疾患が21例、運動器疾患が4例、
神経筋疾患が2例であった。年齢の平均値、足関節の底背屈
可動域、足関節の底背屈筋力は標準偏差を求めた。足関節の
底背屈筋力は正規化を行った。足関節の底背屈筋力の測定に
関しては徒手筋力測定機器を使用した。背屈の筋力は背臥位
で麻痺側または術側の下肢をベッド端に下ろし膝関節を90°
屈曲し、20 ㎝の台に足部を固定して実施した。底屈の筋力
は腹臥位で膝関節を90°屈曲して実施した。

【説明と同意】 本調査はヘルシンキ宣言に基づいて実施した。
倫理的配慮として、対象となる症例に対して、当院入院中よ
り本調査の趣旨と内容、得られたデータは研究以外の目的に
は使用しないこと、個人情報の取り扱いについては、プライ
バシーを侵害しないよう匿名化し情報の漏えいに注意するこ
とについて説明し、同意を得たうえで参加の協力を求めた。
任意の参加であるため、調査途中であっても本人の意思でい
つでも中断でき、それにより一切の不利益を受けないことを
十分説明し、対象者本人より口頭ならびに書面にて同意を得
たうえで実施した。なお、本調査は当院倫理委員会の承認を
得て実施した。

【結果】 転倒経験者は5例で転倒非経験者が22例であった。
非転倒経験者の平均年齢は68.8歳で足関節背屈可動域の平
均値は18.4°±5.7で底屈可動域の平均値は44.1°±6.8で
あった。背屈筋力は1.6N/㎏±0.7、底屈筋力は2.2N/㎏±
2.2であった。転倒経験者の平均年齢は78.2歳で背屈可動域
は12.0°±9.2、底屈可動域は40°±5.4であった。背屈筋力
は0.7N/㎏±0.5で底屈筋力は0.8N/㎏±0.2であった。非
転倒経験者と転倒経験者の足関節背屈可動域は約6.4°、底

屈可動域は4.1°の差が認められ、筋力に関しても背屈筋力
は0.9N/㎏、底屈筋力は1.4N/㎏の差が認められた。

【考察】 非転倒経験者と転倒経験者の底背屈可動域の差は、
どちらも差が認められており、筋力に関しても背屈筋力は
2.2倍、底屈筋力に関しては2.7倍と差が認められている。
Rubenstein らは転倒リスクの寄与因子となる身体的特徴を
そのオッズ比と併せて報告しており、筋力低下が一番高い影
響があり、次いでバランス障害、歩行障害を挙げている。こ
のことからも転倒に対して底背屈の筋力が関与することが示
唆される。

【理学療法研究としての意義】 今回の研究で足関節の底背屈
筋力が転倒に対して関与していることが分かった。今後、転
倒経験者に介入していく中で足関節底背屈の可動域や底背屈
の筋力に着目して介入を行っていく必要があると考える。

転倒経験者と非転倒経験者の足関節底背屈筋力に関連があるか

○梶谷　香穂里（かじたに かおり），今田　健
社会福祉法人こうほうえん 錦海リハビリテーション病院 リハビリテーション技術部

Key word：足関節底背屈可動域，足関節底背屈筋力，転倒
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【目的】 当院では、外来患者を対象に運動器リハビリテー
ション（以下、運動器リハ）を実施してい
る。今回、診療所での運動器リハの現状を明らかにするため、
対象患者の調査を行った。

【方法】 対象は、平成26年7月1日から平成27年6月30日ま
での期間に運動器リハを実施した外来患者255名（平均年齢
73.3±7.5歳、男性87名、女性168名）とした。年齢、性別、
通院期間、通院頻度、主疾患、要介護認定の有無を調べた。

【説明と同意】 本研究を施行するにあたり、研究の趣旨を説
明し同意を得た者を対象とした。また、発表にあたり、個人
が特定できないように配慮した。

【結果】 年代別の内訳は、20歳代（女性2名）、30歳代（男性
3名・女性3名）、40歳代（男性8名・女性7名）、50歳代（男
性13名・女性18名）、60歳代（男性25名・女性53名）、70
歳代（男性23名・女性36名）、80歳代（男性20名・女性31
名）、90歳代（男性2名・女性11名）であった。通院期間は2
年以上が34%（87件）、1年以上2年未満が33%（86件）、1
年未満が32%（82件）であった（調査期間中の新規患者は1
年未満に含む）。通院回数は、週に1回が66%（169名）、週
に2回以上が34%（86名）となった。疾患別では肩関節周囲
炎が62名（男性28名・女性34名）と最も多く、変形性膝関
節症25名（男性4名・女性21名）、変形性股関節症18名（男
性2名・女性16名）、変形性腰椎症17名（男性5名・女性17
名）、運動器不安定症10名（男性8名・女性2名）、腰椎椎間
板ヘルニア9名（男性6名・女性3名）、腰部脊柱管狭窄症9
名（男性7名・女性2名）の順となった。骨折後（脊椎圧迫骨
折、橈骨遠位端骨折、上腕骨近位端骨折、踵骨骨折）は45
名（男性8名・女性37名）、手術後は9名（男性2名・女性7
名）であった。要介護認定を受けている患者は20名であった。

【考察】 対象患者は60歳以上が72.6% を占め、高齢者の割
合が高かった。また、外傷や手術後の患者割合が21.2% と
低く、慢性疾患の患者割合が高かった。これは、維持期のリ
ハビリを担う地域の診療所にとっての特徴といえる。また、
男女比の割合は、男性35%、女性65% と女性が多かった。
脊椎圧迫骨折や変形性関節症などの有病率が女性のほうが高
いことに加え、男性よりも女性のほうが継続した通院治療を
希望する傾向があると考える。当院では、運動器リハ実施時
には週2回から3回の通院を推奨するが、通院回数は週1回

が最も多かった。この理由として、予約制で運動器リハを実
施しているため患者の希望通りに予約を取ることが困難であ
ること、高齢者の場合には独りで来院することが難しく、ま
た家族による頻回の送迎が困難であることなどが考えられる。
当院では運動器リハにマシントレーニングを併用したり、セ
ルフエクササイズの指導を積極的に行うことで、患者自身が
リハビリに対して受け身にならず、自ら筋力の維持・向上を
意識するように努めている。それでも通院期間が2年以上の
患者が3分の1を占めることについては、高齢者による維持
期のリハビリの目標設定の難しさが挙げられる。通院患者の
中には、フィットネスクラブや地域の体操教室で運動をする
ことが困難で、また慢性痛を抱えているため継続して専門職
との関わりを持ち続けたいという意見があった。患者自身が
社会生活の中での具体的な目標を設定せずに、リハビリ継続
を希望する例が多い。今回の調査では要介護認定者20名が
医療保険によるリハビリを受けていた。要介護認定者には介
護保険でのリハビリへの移行を勧めているが、費用の自己負
担の問題や、利用しているデイサービスでは希望するリハビ
リを受けることが出来ないなどの理由により医療保険による
リハビリを選択している例がみられた。平成28年の診療報
酬改定により、要介護認定者に対する医療保険でのリハビリ
は実施が困難となった。維持期のリハビリに対する制度につ
いては、今後議論されるべきであると考える。

【理学療法研究としての意義】 今回診療所における運動器リ
ハビリテーションの実施状況を行うことで、維持期のリハビ
リの方向性を知る一助となる。

当院における運動器リハビリテーションの実施状況について

○山名　孝治（やまな こうじ），橋本　裕一，川崎　怜美，山本　一平，中嶋　遥佳，藤原　旭紘，
千葉　啓輔，白沢　ゆかり（OT），中島　慎一郎（MD）
中島整形外科
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【目的】 近年、脳梗塞における血行再建療法は様々なデバイ
スが使用され進歩を遂げているが、早期リハビリに関する報
告は少ない。そのような中、超高齢者における脳梗塞発症後
経皮的血栓回収術を施行した症例を経験したので報告する。

【症例紹介】 94歳女性。施設入所中で車椅子レベル。コミュ
ニケーションはとれ食事の自己摂取も可能であったが、食事
時に右麻痺出現。そのまま経過観察していたが改善しないた
め救急搬送となる。来院時 NIHSS（National Institute of 
Health Stroke Scale）22点。MRI で右中大脳動脈（M1）閉
塞確認も島から放線冠、側頭葉の一部のみの梗塞であった。
発症時刻不明により rt-PA 治療（血栓溶解療法）は実施でき
ず家族了承の上血栓回収術施行。完全再開通が得られ梗塞拡
大や出血もなく翌日より PT 開始となる。

【説明と同意】 症例及び家族に対し本発表の主旨を十分説明
し同意を得ている。

【経過】 開始時 Glasgow Coma Scale（以下 GCS）E2V1M1、
Brunnstrom stage（以下 Brs）上肢Ⅰ手指Ⅰ下肢Ⅱ、Stroke 
Impairment Assessment Set（以下 SIAS）30点 Functional 
Independence Measure（以下 FIM）20点（運動13認知7）。
徐々に意識レベル改善し4病日より端坐位開始。経口摂取も
嚥下食から開始できたが覚醒レベルが一定せず摂取量の少な
い日が続いた。12病日免荷式リフトを用いた立位開始。さ
らに14病日には免荷式リフトでの歩行練習も開始した。積
極的な離床と共に覚醒レベルが向上し経口摂取量が安定し食
事動作が監視にて可能となった。22病日嘔吐あり。その後
活気低下し経口摂取量も低下したが徐々に離床も再開でき免
荷式リフトでの歩行練習が継続できた。42病日GCS E4V4M6、
Brs 上肢Ⅲ、手指Ⅱ、下肢Ⅲ、SIAS33点、FIM27点（運動
14認知13）まで改善し、経口摂取や移乗が軽介助にて可能
となり元の施設に帰所することができた。

【考察】 超高齢者に対する血行再建療法後の早期リハビリを
経験した。主幹部動脈閉塞による再開通療法は、特に高齢者
では死亡率も上がり再開通得たとしても退院直後の機能改善
には貢献しにくいと報告されている。本症例も超高齢で元来
ADL も低く肺炎や深部静脈血栓などの合併症も危惧された。
しかし穿刺部に問題もなく離床を進め、さらに高齢で重度麻
痺であったが免荷式リフトを用いた早期立位、歩行も実施し
た。高齢で重症なほど早期立位や歩行の実施が困難なことも

あるが免荷式リフトは安全で低負荷から進めていくことが可
能である。本症例では広範囲梗塞が免れ再開通後の出血もな
くバイタルも安定していたので積極的に進めることができ、
立位では免荷量を調節しながら足底からの荷重刺激を入力し、
歩行はリズミカルな交互運動を実施することで上行性網様体
賦活系を刺激することで覚醒レベルの向上を目指した。最終
的には ADL 全般に介助が必要な状態であったが早期立位や
歩行の実施後、覚醒レベルが向上し経口摂取が安定して可能
となった。以上のように超高齢者においても主幹部動脈閉塞
による再開通療法も安全で積極的な早期リハビリの実施によ
り機能や ADL 改善の可能性があると考える。

【理学療法研究としての意義】 経皮的血栓回収術後の早期リ
ハビリも有用な可能性が示唆される。また高齢者例に対し安
全に早期立位、歩行をアプローチするためには免荷式リフト
などの機器を活用していくことも重要と考える。

超高齢脳梗塞患者に対する経皮的血栓回収術後の 
リハビリテーション経験

○永井　瞳（ながい ひとみ）1），小山　隆3），西野　鏡雄2），藤田　敏晃2），種子田　護2），	
海瀬　一也1），徳田　和宏1），橋本　亮太1）

1）阪和記念病院 リハビリテーション部，2）阪和記念病院 脳神経外科， 
3）阪和記念病院 リハビリテーション科

Key word：高齢，血行再建療法，早期リハビリ
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【目的】 歩行練習アシスト（Gait Exercise Assist Robot：以
下 GEAR）は、脳卒中片麻痺患者が効率よく歩行を学習する
ことを支援するロボットである。長下肢ロボットの膝関節
モータが膝関節の屈曲・伸展などを精微に調整することがで
き、練習初期から最小介助で過剰な代償動作なしに、最終歩
容類似の多数歩練習が可能となる。発症より4ヶ月弱経過し
た症例に対して、通常の理学療法に加え GEAR を実施した
ため、その効果について検証する。

【症例紹介】 本症例は、左視床出血を発症し右片麻痺、高次
脳機能障害を呈した70歳代の男性である。当院入院前に他
の回復期病院に入院歴があり、発症より117病日後に当院回
復期リハビリテーション病棟に入院した。入院当初は、重度
注意障害や重度運動麻痺により麻痺側下肢の支持性の低下を
認めた。歩行は、長下肢装具使用して、後方から麻痺側下肢
の振り出し介助が必要であった。

【説明と同意】 本研究の目的や方法を説明し、規定の書面に
て同意を得た。

【経過】 
〈初期理学療法評価〉 精神機能としては、Mini-Mental State 
Examination（以下：MMSE）にて21点であった。身体機能
は、Stroke Impairment Assessment Set（以下：SIAS）で
Hip-Flexion Test1、Knee-Extension Test2、Foot-Pat 
Test0で あ っ た。Gait Ability Assessment（以 下：GAA、
本ロボットのために FIM に準じて採点した歩行能力指標）
は3点 で あ っ た。Berg Balance Scale（以 下：BBS）は、
10/56点。10 m 歩行速度は、125秒72歩。歩行様式は、長
下肢装具使用し、3動作揃え型で最大介助を要していた。最
大歩行距離は、平行棒内2往復可能であった。Functional 
Independence Measure（以下：FIM）は、運動項目43点、
認知項目23点であった。歩行目標は、歩行補助具と下肢装
具を用いて修正自立とした。

〈歩行アシストの経過〉 入院後2週目から開始した。GEAR
は週5回実施。施行時間は、ロボット装着時間含め1日40分
とした。1施行10分程度とし1日3施行実施した。
　入院後2-4週目は、麻痺側振り出し介助の減少を目的に実
施した。開始時の設定は、歩行速度0.5 ㎞/h、膝伸展レベル
10、振り出しレベル6に設定した。非麻痺側への重心移動が
少なく躓きを認めたため、麻痺側下肢の振り出しに骨盤介助
を要した。入院後3週目から同様の振り出しレベル設定でも、
介助なく歩行が可能となったため、振り出しレベルを4に変

更した。しかし、GEAR の3施行目後半に疲労感あり、歩
行開始時と同様に非麻痺側への重心移動不足により躓きを認
めたため、骨盤介助を要した。1日平均歩行距離は、235.6 m
であった。
　入院後5-8週目は、非麻痺側体幹の側屈、麻痺側臀部後退、
麻痺側の膝ロッキング等の歩容改善を目的に実施した。手す
りの位置を変更し、非麻痺側に10 ㎜の補高を挿入すること
で非麻痺側体幹の側屈、麻痺側臀部後退の減少を認めた。ま
た、足関節角度設定を背屈4°底屈 -4°から背屈20°底屈 -8
°に変更し、さらに膝伸展レベル設定を施行内で微調整する
ことで麻痺側膝ロッキングの減少認めた。1日平均歩行距離
は、307.1 m であった。
　入院後9-11週目は、歩行速度の向上を目的に実施した。
膝伸展レベル4、振り出しレベル2で設定変更せずに実施可
能であった。7週目は、開始時の歩行速度が0.6 ㎞/h では躓
き認めたため、0.5 ㎞/h に変更し、歩行速度に慣れたところ
で元の設定0.6 ㎞/h に戻して歩行可能であった。8週目には、
0.7 ㎞/h。9週目には、0.8 ㎞/h での歩行が可能となった。
歩行速度向上に伴い、歩行距離も延長した。しかし、歩行距
離延長に伴う疲労感あり GEAR の3施行目後半の躓きは残
存した。1日平均歩行距離は、344.7 m であった。

〈最終理学療法評価・結果〉 精神機能は、MMSE 18点であった。
身体機能は、SIAS で Hip-Flexion Test2、Knee-Extension 
Test3、Foot-Pat Test0であった。GAA は5a（見守りが必
要）となった。FIM は、運動項目55点、認知項目21点で
あった。BBS は31/56点であった。10 m 歩行速度は、82秒
47歩。歩行様式は、短下肢装具と4点杖使用し3動作前型で
見守り歩行可能となった。最大歩行距離は、連続80 m 可能
となった。歩行目標としていた歩行補助具と装具での修正自
立を達成した。

【考察】 長下肢ロボットによる膝屈伸調整や補高や手すりの
位置など本人の課題に合わせて難易度を細かく調整できたこ
とで、歩行能力の改善が認められたと考える。さらに、大き
な代償動作を誘発せず、介助者が最小または介助することな
く、実用的な歩行練習を学習し、多数歩練習を実施したこと
で介助量や歩行距離延長に繋がったのではないかと考える。

【理学療法研究としての意義】 日常的に臨床場面で行なわれ
ている歩行分析を、視覚的かつ定量的に評価、治療ができる
ことで、理学療法士の量産時代に対する歩行分析、治療の教
育的な効果も期待できる。

発症後4か月経過した回復期脳卒中患者に対する 
歩行練習アシストの使用経験

○太田　元（おおた げん），河野　拓巳，米田　菜々子，岡林　和歩，森本　雄太，松原　徹，	
石原　健
がくさい病院 リハビリテーション科

Key word：歩行アシスト，難易度調整，脳卒中
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【目的】 杖歩行の左立脚初期から中期に左側方への不安定性
を認めた右放線冠梗塞患者を担当した。杖歩行の実用性の改
善に対して姿勢・動作観察を中心に評価を行った。今回は体
幹筋・股関節外転筋の筋活動に着目して治療を行った結果、
杖歩行時の左側方への不安定性が改善し、杖歩行自立を獲得
したためここに報告する。

【症例紹介】 平成 X 年10月6日に左下肢脱力感を認め、Y
病院受診され脳梗塞と診断される。リハビリ目的で平成 X
年10月23日に当院の回復期病棟へ転院となり理学療法を開
始した。本症例の主訴としては「一人で歩けるようになり
たい」であり、ニードとして杖歩行の安定性向上とした。

【説明と同意】 本症例はヘルシンキ宣言に基づき、発表の趣
旨を十分に説明し同意を得た。

【経過】 本症例の初期評価時の ADL は杖歩行見守りであっ
た。杖歩行では、左立脚初期から中期に左股関節内転による
骨盤左側方移動・右下制、体幹左側屈、後足部回外による左
下腿外側傾斜が生じ左側方への不安定性を認めた。そして、
杖歩行開始前の立位姿勢では左股関節内転・左下腿外側傾斜
を認めた。これらのことから左側方への不安定性の原因は左
股関節内転・下腿外側傾斜が生じることではないかと考えた。
この動作から考えられる機能障害として、関節可動域制限で
は、左後足部回内制限を考えた。また、筋緊張検査では、左
後脛骨筋・腓骨筋群の筋緊張低下、左内腹斜筋・中殿筋・大
殿筋の筋緊張低下、左腸肋筋・多裂筋の筋緊張亢進を考えた。
検査の結果、関節可動域制限は認めなかった。筋緊張検査で
は、左後脛骨筋・腓骨筋群は正常域、左内腹斜筋・中殿筋・
大殿筋の筋緊張低下、左腸肋筋・多裂筋の筋緊張亢進を認め
た。姿勢・動作観察および検査測定結果より、体幹筋と左股
関節外転筋の筋緊張改善を促す必要性があると考えた。そこ
で、座位での側方移動にて体幹・左股関節外転筋の筋活動を
促すことを中心に治療を実施した。その結果、筋緊張検査で
は左内腹斜筋・中殿筋・大殿筋・腸肋筋・多裂筋の筋緊張改
善を認めた。そして、杖歩行での左立脚初期から中期に生じ
ていた左側方への不安定性は改善し最終評価時の ADL は杖
歩行自立へ改善した。

【考察】 本症例の杖歩行では、左立脚初期から中期に左股関
節内転・左下腿外側傾斜が生じ、左側方への不安定性を認め
た。検査の結果から、本症例は左内腹斜筋・大殿筋・中殿筋

の筋緊張低下、左腸肋筋・多裂筋の筋緊張亢進を認めた。各
筋群と左側方への不安定性の関係性として、内腹斜筋は下部
体幹・骨盤帯の安定化を担い、大殿筋上部線維と中殿筋は共
に立脚期の骨盤下制を制御すると考えた。本症例は上述した
筋群の筋緊張低下を認め、左立脚期において左股関節内転を
制動することが困難であった。また、杖歩行開始前の立位姿
勢では、左股関節内転に伴う骨盤右下制位、体幹は相対的に
右傾斜し左側屈を呈していた。この要因として、左股関節外
転筋の筋緊張低下により生じていた体幹右傾斜に対して左腸
肋筋・多裂筋といった体幹左側屈作用を有する筋群の活動が
増大させ姿勢を保持しているのではないかと考えた。そのた
め、左股関節外転筋の筋緊張改善に加え、股関節外転筋の付
着部である骨盤を安定させる左内腹斜筋の筋緊張改善により、
歩行時の左側方への不安定性は改善されるのではないかと考
えた。そこで、運動療法として座位での側方移動を中心に実
施した。鈴木らは、座位での側方移動では移動側の内腹斜
筋・中殿筋・大殿筋上部線維・大腿筋膜張筋が活動すると述
べている。座位での側方移動により、左内腹斜筋・中殿筋・
大殿筋の筋緊張低下の改善、左腸肋筋・多裂筋の筋緊張亢進
が改善されたと考えた。その結果、杖歩行の左立脚初期から
中期の左側方への不安定性が改善したのではないかと考えた。

【理学療法研究としての意義】 歩行時に左側方に不安定性を
呈する症例に対し、動作で生じている現象がどの関節運動に
よって生じているのか、また、考えられた機能障害と問題と
なる動作の関係性を考えた。歩行の安定性向上に必要な運動
療法を選択したことで、歩行での不安定性改善に繋がったと
考える。

杖歩行の左立脚初期から中期に左側方への不安定性を認める 
脳血管片麻痺患者の一症例

○藤岡　尚美（ふじおか なおみ）1），池澤　秀起1），井尻　朋人1），鈴木　俊明2）

1）喜馬病院 リハビリテーション部，2）関西医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：体幹筋，股関節外転筋，座位側方移動
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【目的】 当院では、ロボットスーツ HALⓇ（自立支援型 FL-
05：以下 HAL）を用いたニューロリハビリテーションに取
り組んでいる。HAL は、身体機能を改善・補助・拡張する
ことを目的として開発されたロボットスーツで、歩行障害に
対するリハビリテーション等の脳・神経系への運動学習を促
すことが期待されている。今回、当院外来にて、慢性期重度
脳出血症例に HAL を用いたリハビリテーションを実施し、
運動機能、ADL に改善を認めたので報告する。

【症例紹介】 症例は44歳男性、34歳の時に左被殻出血（頭頂
葉から後頭葉に進展）を発症し、右上下肢麻痺（Brunnstrom 
stage：右上肢Ⅰ、右手指Ⅰ、右下肢Ⅰ）、運動性失語、視
野狭窄を呈していた。既往歴として、被殻出血発症前より、
腎不全にて生体腎移植及び献体腎移植を施行され、定期的に
外来受診していた。
　今回、HAL を用いて身体機能への改善効果を検証する目的
で、当院外来 HAL を1回 / 週にて実施し、介入前後の経時的
変化について調査を行った。評価項目は、SIAS、TUG、10 m
歩行速度（努力）及び歩行率、握力（非麻痺側）、両側膝伸展
筋力（アニマ社製 hand held dynamometer：μ-tasF100を
用いて等尺性にて測定）、FIM、HAL 練習時の歩行距離、
大腿周径（膝上15 ㎝）、下腿最大周径とした。なお、SIAS, 
FIM 以外は2回測定し平均値を用いた。評価期間は、HAL
開始時、1ヵ月後、3ヵ月後、5ヵ月後に行い、その経時的変
化について調査した。HAL によるリハビリテーションは、
転倒防止の為にハーネス付き免荷台装着下にて、片道30 m
の通路での往復歩行練習を実施し、治療時間は HAL 脱着を
含め60分間遂行した。また、HAL の設定について、症例は
皮膚の脆弱性を認めると共に、自律制御モード CVC での電
位導出が困難であった為、CAC モードを選択し、タスクは
NO TASK にて主に実施した。

【説明と同意】 本症例及びご家族に、HAL を用いたリハビ
リテーションの施行に関して十分な説明を行い、承諾を得た。

【経過】 開始時→1ヵ月後→3ヵ月後→5ヵ月後の順で記載す
る。SIAS（点）は、27→35→36→38。TUG（秒）は、50.5 
→36→34→30。10 m 歩行時間（秒）は、77.0→38.0→24.2 
→19.2。歩行率（steps/min）は、44.5→27.0→60.2→65.5。
握力（㎏）は、9→10→14→17。膝伸展筋力（㎏）は、麻痺
側0.4→1.9→4.8→6.0、非麻痺側8.0→8.0→12.6→ 13.5。
FIM（点）は、49→56→57→59。HAL 歩行練習距離（m）

は、90→250→350→600。大腿周径（㎝）は、右26.0→27.0 
→27.5→29.0、左は27.0→28.0→29.0→30.0、下腿周径（㎝）
は、右24.5→25.0→25.5→26.5、左24.5→25.0→26.0→27.0
の変化を示した。

【考察】 本症例は発症後10年が経過し、右上下肢に重度運動
麻痺を呈しており、初回評価にて非麻痺側の左上下肢の筋力
低下、筋萎縮も認める事から、慢性腎不全由来の2次性（疾
患・活動）サルコペニアを伴う症例と考えられた。本研究で
は、1回 / 週の外来 HAL による歩行練習は低頻度ではあっ
たが、運動機能、ADL の改善を示した。歩行は経時的に改
善し、5ヵ月目の時点では、10 m 歩行時間は77.0秒から19.2
秒へと劇的に改善した。また、握力、膝伸展筋力、下肢周径
も麻痺側及び非麻痺側共に改善し、サルコペニアへの効果も
認められたと考える。改善機序としては、HAL による疲労
を抑えた律動的な歩行を反復練習する事で、神経可塑性を促
進する効率的な歩行の運動学習に繋がった可能性が考えられ
る。山海は HAL の効果について、HAL の受動アシストに
よる末梢からの sensory feedback と随意制御による運動関
連領野の賦活との両面から生じる interactive Bio-Feedback

（iBF 仮説）を提唱している。本症例でも sensory feedback
と随意制御による運動関連領野の賦活などの機序が推定され
る。また、本症例は HAL 介入前に運動習慣は無く、歩行練
習による廃用症候群の改善も含まれていると思われた。次に、
HAL の制御モードは一般的に CVC モードを選択されるが、
本症例のように皮膚の脆弱性を認め、運動麻痺が重度で生体
電位の導出困難な症例において CAC モードでの機能改善効
果を認めた事は、新たな発見に繋がったと考えられる。即ち、
HAL の運用方法として、CAC モードで機能改善を促した後、
CVC に繋げる方法も選択肢の一つと思われる。また、外来
の低頻度でも有効性が示された事は有益と思われ、今後さら
に検討していきたいと考える。

【理学療法学研究としての意義】 慢性期重度脳出血症例に
HAL を用いたリハビリテーションを行い、運動機能、ADL
の改善を認めた。HAL を含め、ロボットデバイスを用いた
ニューロリハビリテーションは、今後さらに拡大していくと
予想され、機能改善と運動学習効率を高める為には、理学療
法士の視点で最適な制御設定、環境設定を含めた多面的なア
プローチが求められると考えられた。

ロボットスーツ HALを用いた慢性期重度脳出血の一症例
―5ヵ月間の外来 HALによる効果について―

○脇野　昌司（わきの まさし）1），藤田　修平1），田端　洋貴1），西野　仁1），辻本　晴俊2），	
上野　周一3），阪本　光3），中村　雄作3）

1）近畿大学医学部堺病院 リハビリテーション部，2）近畿大学医学部堺病院 リハビリテーション科， 
3）近畿大学医学部堺病院 神経内科

Key word：ロボットスーツ HAL，歩行練習，慢性期重度脳出血
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【目的】 今回、自立的な座位保持が困難で、座位姿勢で体幹、
頭部が前側方へ丸くなるように崩れて電動車椅子操作時に持
続的な視覚情報を得る事が困難な方に、電動車椅子の操作性
向上に向けて環境設定に着目して姿勢介入を行った。その結
果、電動車椅子走行時の姿勢や頭部と眼球の協調性が改善し、
追視範囲が拡がったので、考察を加え報告する。

【症例紹介】 40代男性。診断名は脳性麻痺、痙直型両麻痺、
GMFCS レベルⅣ。合併症は両股関節脱臼、右外斜視。弱度
遠視と乱視あり。意図的な開眼困難（右＞左）。日常会話レ
ベルに問題なく、記憶保持能力あり。4歳時より当センター
に入所。5年前から PT 開始。日中は手動車椅子と電動車椅
子に半日ずつ乗車。左上肢は電動車椅子操作や食事摂取動作
など可能。右上肢は上肢挙上、肘関節伸展が困難。移乗は腋
窩介助で可能。座位保持は自立困難で体幹屈曲、右側屈、左
回旋し、身体の重みで右へ傾斜して崩れ、修正する事が不可
能。主訴は車椅子乗車時の右側への傾き軽減。介入前は、臥
位以外は頭部と眼球の分離運動が困難で、後方に押し付けて
座ろうとする事が可能だが頭部後屈に伴い眼球は上転してい
た。電動車椅子操作時に持続的な頭部挙上ができず、前を確
認しようとする毎に頭部伸展に伴って眼球上転して固定し、
視線を変える度に必ず瞬きしていた。そして、座位保持の困
難さから座位姿勢にて頭部と眼球の協調性が低下していると
考えた。そこで、車椅子作成業者に相談し、前胸部と右腋窩
で受けて体幹を正中に近づけ、頭部が体幹の上に位置できる
ような姿勢保持具を作成、導入した。

【説明と同意】 対象者とご家族に症例報告の趣旨を説明し、
文書にて同意を得た。

【経過】 評価期間は2013年11月から2016年6月までとし、
介入は2015年7月から11ヶ月間行った。
　評価は、介入前後に①電動車椅子走行時の頭部挙上時間
の合計②電動車椅子上座位姿勢での眼球運動の距離（対象物
を最大限追視して外転した状態で瞳孔の中心と内眼角を結ぶ
距離。image-j 使用）③頭部と眼球の協調性の評価として電
動車椅子走行時の瞬き、をそれぞれ動画から観察、計測した。
　介入前①48.34秒②21.852 ㎜。右眼は開眼困難で眼球の観
察が不可能で、左眼で計測③持続的に頭部挙上できず前を
確認しようとする毎に頭部伸展に伴って眼球上転して固定し、
視線を変える度に必ず瞬きしていた。
　介入後①67.05秒②27.307 ㎜。介入前同様、左眼で計測③

姿勢保持具を使用し持続的な頭部挙上ができ、視線を変える
度に瞬きせずに滑らかに眼球運動が側方へ行われる時が見ら
れた。
　さらに、介入後、姿勢保持具ありと姿勢保持具なしの状態
で約50 m の同じルートを電動車椅子走行し、タイムを計測
した。姿勢保持具ありは3分12秒、姿勢保持具なしは3分
44秒で、介入後でも姿勢保持具がないと持続的な頭部挙上
は困難で角を曲がる際に大周りになる、見えにくい所にいた
他者にぶつかる等があったが、介入前と比べて頭部挙上時間
が18.71秒長かった。

【考察】 介入後、追視範囲が5.455 ㎜拡がった。これは、臥
位では頭部と眼球の分離運動が可能だが、座位姿勢になると
姿勢保持が困難であるために頭部と眼球の協調性が低下して
いた。しかし、姿勢保持具の使用で頭部挙上が容易となった。
それにより、頭部と眼球の協調した動きが出現して視覚定位
が行いやすくなり、日常生活でも眼球運動が促され、頭部と
眼球の協調性が促通されたと考えられる。また、電動車椅子
走行で姿勢保持具なしよりも姿勢保持具ありの方が32秒短
縮できた。これは、姿勢保持具の使用による頭部と眼球の協
調性の向上に加え、普段左眼優位の使用のため左眼の追視範
囲が拡がった事で前を向いて周囲の状況の変化を持続的に取
り入れられた事が、電動車椅子走行にも影響を与えたと考え
られる。
　介入後の姿勢保持具なしの走行では、介入前と比べ視線を
変える際の瞬きが少し減少した事や頭部挙上時間が長くなる
等の変化が見られた。この事から、姿勢保持具の有無での一
時的な変化ではなく、姿勢保持具を使用した11ヶ月の間に
機能的な変化が起こった可能性が考えられる。よって、自立
的な姿勢保持が困難な脳性麻痺患者に対して日常的な姿勢へ
の姿勢保持具導入による環境設定へのアプローチは姿勢保持
能力のみならず眼球運動の向上に対しても有効である。また、
タイムトライアルの結果から、姿勢保持具の使用により更な
る電動車椅子の操作性向上が見込まれる。

【理学療法研究としての意義】 眼球運動は6歳位までに完成
するとされるが、成人に対する眼球運動のトレーニングは可
能とされている。今回、成人脳性麻痺患者に対し、電動車椅
子の操作性向上に向けた環境設定での姿勢介入が眼球運動や
姿勢保持能力を機能的に変化させた。今後 ADL 場面の変化
が期待される。

成人脳性麻痺患者の座位姿勢における眼球運動の変化について
―電動車椅子上の座位姿勢に着目して

○稲垣　美科（いながき みか）
愛徳医療福祉センター リハビリテーション課

Key word：成人脳性麻痺患者，眼球運動，電動車椅子座位姿勢

ポスター第2セッション　［ 神経1・生活環境支援（症例報告） ］



― 72 ―

P2-6

【目的】 入院前より歩行困難であった化膿性脊椎炎を呈した
患者が、室内歩行器歩行が可能となり自宅へ退院した。当患
者への退院支援は病院内の多職種の関わりだけでなく、行政
などとも連携を取る必要があった。また、予後予測を適切に
行うこと、患者の気持ちに寄り添うことなど理学療法士（以
下 PT）としての専門性の大切さを改めて認識することが出
来た。このケースを振り返ることで、PT としての適切な退
院支援についての学びを深めることを目的とした。

【症例紹介】 化膿性脊椎炎にて救急入院。BMI50以上の高度
肥満、糖尿病でのインスリン療法、両膝 OA。生活背景は独
居、生活保護、持家、65歳未満、身体障害者手帳あり、介
護保険未使用。近隣には実子が住んでいる。入院前より体重
増加、血糖コントロール不良により、ADL 能力が徐々に低
下しており、入院直前は、自宅内歩行困難であったが、障害
者サービスは通院介助のみ利用していた。抗生剤投与による
治療とリハビリテーションを実施し、社会資源の利用、自宅
環境を整えられ、118日の入院期間を経て自宅へ退院した。

【説明と同意】 匿名とすることで個人が特定されないように
し、この経過を研究発表することについて口頭にて患者に説
明し了承を得た。

【経過】 化膿性脊椎炎にて救急搬送され、整形外科入院と
なった患者に対して入院翌日から理学療法（以下 PT）を開
始した。併存症として糖尿病と高度肥満があり、初回評価時
は体動にて強い疼痛を生じ、体位変換も困難であった。両膝
OA 所見があり、両前腕、両膝皮膚の硬化が認められたこと
から、四つ這い位での移動習慣があったことが疑われた。
PT を実施する中で、詳しく元の ADL や生活背景を聴取し
たところ、年齢、経済力、家屋環境、入院前の ADL 能力な
どから、退院に難渋することが予測できた。このことから入
院8日目の院内の多職種による退院調整カンファレンスにて
問題提起を行い、担当の MSW が決定した。入院12日目よ
り座位練習が可能となり、身体機能の評価から「ポータブ
ルトイレと介護ベッド使用での自宅退院が可能となる」と
の予後予測を行い、自宅退院に向けて MSW が活用出来る
社会資源を行政の担当者と調整していくことになった。筋力
強化と ADL 練習を中心に PT 実施し、30日目より立位練習、
34日目より移乗練習を開始した。同一病院内で一般病棟か
ら地域包括ケア病棟への転棟を経るが、同一 PT が継続して

リハビリテーションを担当し、63日目より歩行練習、75日
目より階段昇降練習を開始している。退院カンファレスや自
宅訪問において、必要な介護・福祉サービス、福祉用具、住
宅改修への助言を行い、入院118日目に室内歩行器歩行自立
レベルにて自宅退院することが出来た。

【考察】 本ケースでの退院支援には多くの人が関わった。そ
れらの関わりがなければ患者が望む形での自宅退院は出来な
かったと考えられる。院内の専門職種がそれぞれの立場でそ
れぞれの支援を行うだけでなく、行政や介護サービス業者と
も協同的に退院支援を行ったことで、退院後の QOL までも
支援することが出来たと考える。

【理学療法研究としての意義】 本症例は PT 実施前に比して、
運動機能が改善し、生活環境が整い、社会資源を活用出来る
ようになり、自宅退院が可能となった事例である。地域包括
ケアシステムが構築される中、動作の専門家である PT の役
割は医療・介護・福祉の面で重要な位置を占める。この症例
研究を通じて、適切な PT 評価と予後予測が、医療機関にお
ける退院支援には重要であることが省察出来た。

入院前より歩行困難であった糖尿病と高度肥満を併存する 
化膿性脊椎炎患者の退院支援
～歩行可能となり自宅退院した事例～

○中野　佳菜（なかの かな）
阪南中央病院 リハビリテーション科

Key word：退院支援，化膿性脊椎炎，地域包括ケア
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【目的】 先行研究において、高齢者を過去1年間で転倒経験
なし（以下、Ⅰ群）、後方転倒以外の転倒経験あり（以下、Ⅱ
群）、後方転倒経験あり（以下、Ⅲ群）の3群に分け、5回立
ち上がりテスト（以下、SS-5）、通常歩行速度、Timed Up
＆ Go Test（以下、TUG）、片脚立位時間を計測した。その
結果、Ⅲ群に対しⅠ群間が SS-5、通常歩行速度、TUG の
いずれも有意に速かった。しかし、Ⅰ群とⅡ群間、Ⅱ群とⅢ
群間において有意差はなかった。このことから、これらの転
倒評価バッテリーでは転倒方向の予測は難しいと考えられた。
　本研究はステッピングストラテジーの要素でもあるステッ
プ能力に着目し、後方ステップにおいて後方転倒が予測でき
るのか検証することを目的とした。

【方法】 対象は、デイケア1施設、デイサービス1施設の利用
者で、歩行が屋内移動手段の高齢者100名（平均年齢79.7±
6.2歳）とした。対象者を先行研究と同様に過去1年間の転倒
経験でⅠ群（56名）、Ⅱ群（29名）、Ⅲ群の3群（15名）に分
類し、ステップ側転子果長に対する後方ステップ距離の割合

（以下、後方ステップ値）を測定した。後方ステップ値測定
時の開始肢位は、両腕を体側に下垂させ、両足部内側縁は
10 ㎝離し、目線は前方注視した安静立位とした。ステップ
側の選定は、検者が被験者の両肩に後方へ外乱を加え、後方
へステップした側を採用した。課題動作は、開始肢位から後
方へ最大ステップし、練習は1回、測定は3回実施し平均値
を算出した。なお、カウンターウエイトを用いた代償動作を
防ぐため、ステップ中に安静立位時よりも体幹が前・後傾そ
れぞれ20°の範囲を超える姿勢となる方は対象から除外した。
　統計処理には Statcel3を用い、有意水準は5% とした。3
つの群間のどの組み合わせに差があるのかを、一元配置分散
分析後に Tukey-Kramer 法を用いて検証した。

【説明と同意】 対象者にはヘルシンキ宣言に則り、本研究の
主旨及び内容を説明し書面にて同意を得た。また、倫理的配
慮に基づいてデータを取り扱った。

【結果】 後方ステップ値は、Ⅰ群が62.4±19.6%、Ⅱ群が
58.0±19.5%、Ⅲ群が45.5±16.5% という結果となった。
各群間の後方ステップ値の差の比較では、Ⅰ群とⅢ群間に有
意差を認めた（p ＜0.05）。Ⅰ群とⅡ群、Ⅱ群とⅢ群間には
有意差は認めなかった。

【考察】 後方ステップ動作は視覚情報が少ない状況での動作

となるため、高齢者には難しい課題であると考える。本研究
の課題動作では、一側下肢をできるだけ大きく後方ステップ
しながら重心を新しい支持基底面に移動させるため、支持側
の下肢・体幹筋群による支持性や動的バランス能力が重要と
なると考える。先行研究では、Ⅰ群に対してⅢ群では、下肢
筋力や動的バランス能力を反映する5回立ち上がりテストや
Timed Up ＆ Go Test が劣っていたことから、これらが有
意差の生じた要因となると考える。
　Ⅰ群とⅡ群間、Ⅱ群とⅢ群で有意差が生じなかった要因と
して、先行研究においても、Ⅱ群はⅠ群と比較すると下肢筋
力や移動能力などの身体機能面の低下は大きく認めなかった。
このことからも、Ⅰ群とⅡ群間では身体機能面に大きな差が
なく後方ステップ値においても差が生じなかったと考える。
同様に、Ⅱ群とⅢ群でも先行研究では身体機能面に差が生じ
ておらず、後方ステップ値でも差が生じないという結果に
なったと考えられた。

【理学療法研究としての意義】 後方ステップ値の測定は、メ
ジャーのみで測定可能である。そのことから、臨床場面でも
容易に行うことのできる検査項目であると考える。また、今
回の検証から後方転倒者がより劣った結果となっていたこと
からも、転倒なし群と後方転倒群間において後方転倒リスク
の検証に使用できる可能性が示唆された。しかし、後方転倒
以外の転倒群と後方転倒群間においては、後方転倒の予測は
難しい可能性が示唆された。
　今後は、後方転倒以外の転倒群と後方転倒群間や疾患別で
の測定結果の差異について更に検証し、後方転倒リスクの検
出力を調査していく必要があると考える。

後方転倒リスク評価について
―後方ステップ能力に着目―

○福田　圭志（ふくだ けいじ）1），中村　英美2），井尻　朋人1），鈴木　俊明3）

1）喜馬病院 リハビリテーション部，2）松下介護老人保健施設はーとぴあ リハビリテーション室， 
3）関西医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：後方転倒，後方ステップ，高齢者
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【目的】 頚部痛患者では頚部関節位置覚の低下を示すと言わ
れている。また頚部固有感覚トレーニングは頚部痛を改善し
頚部関節位置覚を改善することが報告されている。relocation 
test は頚部回旋運動前後での回旋角度の差から関節位置覚の
低下を測定する検査である。また関節位置覚を改善するト
レーニングとして relocation test を改変し、視覚的フィー
ドバックを与え学習する方法が知られている。
　我々は以前に頚部痛を有する患者に対してタオルを用いた
頚椎伸展運動により疼痛の改善と、頚椎伸展時の動態 X 線
撮影による脊柱管前後径の狭小化の改善を報告した。今回、
健常人におけるタオルを用いた頚椎伸展運動前後での頚部関
節位置覚の変化を検討した。

【方法】 対象は頚部症状のない健常人10名（男性2名、女性8
名、年齢31±6.7歳）とした。対象者を無作為に介入群とコ
ントロール群に分け、両群とも最初に relocation test の練習
を十分に行った後、1回目の relocation test を実施した。そ
の後エクササイズ群はタオルを用いた頚椎伸展運動を20回
行い、その後2回目のテストを実施し、コントロール群は2
分間休息後2回目のテストを実施した。また relocation test
の開始方向はランダムとした。
　relocation test の測定方法は、肢位は椅子座位にて行い、
被験者の頭部にレーザーポインターを装着させ100 ㎝前方の
壁に投射させる。安静椅座位時のレーザーが示す点を基準点
とし、計測紙の中央を基準点に合わせた。被験者は閉眼させ
頚部を一側方向へ最大回旋し2秒間静止後、自覚的出発点ま
で戻す。戻した際にレーザーポインターで示した点を remote 
shutter（ネクストゼロワン社製）を用いて、iPad（apple 社
製）で撮影した。この動作を10回繰り返し行い、開眼した後、
再度基準点に合わせ対側も同様に行った。記録紙へ撮影した
写真に示されたレーザーポインターの点を記入し、レーザー
の点と基準点の距離（X）を算出し、アークタンジェントの
数式（θ=ATAN（X/100））を使用し距離（X）から頚部関節
位置覚（角度θ）を求めた。
　得られたデータは平均値±標準偏差で表し、統計処理には
統計ソフト SPSS version.23を使用し以下の解析を行った。
介入群・コントロール群の前後の回旋角度を Shapiro-Wilk
検定を用いて正規性の検定を行った後、対応のある t 検定を
用いて比較した。また有意水準は5% とした。

【説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言に遵守し対象者に
は紙面および口頭にて研究の趣旨を説明し同意を得た。

【結果】 介入群での頚部関節位置覚の結果は、介入前が8.03
±3.02度であり、介入後が4.76±1.48度となり位置覚の誤差
が有意に低下した（p ＜0.05）。コントロール群では1回目が
5.14±1.75度であり、休息後が4.97±1.93度となり位置覚の
改善は示されなかった。

【考察】 本研究の結果より健常人におけるタオルを用いた頚
椎伸展運動により relocation test での誤差が有意に低下し関
節位置覚の改善が示された。
　頚部固有感覚は上部背側の抗重力筋である頭板状筋、大後
頭直筋、頭半棘筋、頭最長筋の筋紡錘から入力される。また
これらの求心性神経は位置情報を伝えるⅡ群線維が多いされ
る。また Schieppati らは頚部筋疲労による異常な求心性入
力により姿勢制御に影響を与えるとしている。本研究でタオ
ルを用いた頚椎伸展運動を行うことで頭部重量を補助し適切
な関節運動により同時収縮による筋疲労が起きやすい頸部周
囲筋の筋血流量の改善が得られ、そのため頚部関節位置覚の
改善がみられたのではないかと考える。

【理学療法研究としての意義】 厚生労働省国民生活基礎調査
にて頚部痛の有訴率は男性で2位、女性で1位であり国民の
多くを悩ます疾病の一つであり、まったく有訴率が減少する
傾向をみせておらず、今後理学療法の対象となっていく疾患
であると考えられる。本研究で行ったタオルを用いた頚椎伸
展運動は頚部症状を有する患者においても固有感覚の改善が
得られる可能性のある運動療法の一つとして有効な手段にな
り得るとおもわれる。

タオルを用いた頚椎伸展運動前後での頚部関節位置覚の変化

○杉山　昌幸（すぎやま まさゆき）1），藤原　侑司1），西原　毅2）

1）にしはらクリニック リハビリテーション科，2）にしはらクリニック 脳神経外科

Key word：頚部位置覚，relocation test，頚椎伸展運動
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【目的】 近年、反転型人工関節置換術（以下 RSA）が本邦で
も施行されるようになり、術後成績が発表されている。その
中で、結帯動作などの複合運動の成績が悪い傾向がみられる。
しかし、日常生活動作（以下 ADL）を対象とした発表は少な
い。そこで今回、ADL の中でも特に結髪・結帯動作に着目
し成績を報告する。

【方法】 2016年1月～6月に RSA を施行した10例中、3か
月以上経過観察可能であった8例を対象とした。男性5例、
女性3例、平均年齢76.2歳で全例腱板断裂性関節症であった。
　関節可動域検査（以下 ROM）は日本整形外科学会が定め
る方法に準じて行い、自動・他動における屈曲、外転、下垂
位外旋、外転90°位外旋・内旋を計測した。結髪・結帯動作
の計測は C7を基準とし検査側母指との距離を測定した。表
記の仕方は Finger-Flower-Distance の計測方法に基づき、
C7の基準点までいかないものをプラスとし基準点を超える
ものをマイナス表記とした。その際、結帯動作は椎体表記も
行った。肩関節機能評価として JOA score と Shoulder36

（以下 Sh36）を評価した。Sh36の中でも結帯動作では3項目
目の［患側の手でズボンの後ろポケットに手を伸ばす］（以
下③）、18項目目の［エプロンのひもを後ろで結ぶ］（以下
⑱）、結髪動作では8項目目の［頭の後ろで両手を組む］（以
下⑧）、10項目目の［自分で髪をとかす］（以下⑩）動作に
おけるスコアを抽出した。各評価は術前と術後3か月で実施
した。術前と術後成績において t 検定を用い、有意水準は
5% 未満とした。

【説明と同意】 本人に今回の研究における説明を十分に行い、
説明と同意を得た。

【結果】 患側術前 ROM は屈曲（自動 / 他動）115.7±26.2/130 
±20.1°、外転102.1±32.8/117.1±28.1°、下垂位外旋10.7±
9.7/37.8±13.3°、外転90°位外旋51.4±14.5/72.8±18.2°、
外転90°位内旋26.4±8.7/38.5±9.1°であった。術後3か月
ROM は屈曲（自動 / 他動）112.1±24.6°、外転97.1±23.4 
/111.4±20.3°、下垂位外旋3.5±6.3/35.7±13.4°、外転90° 
位外旋50.7±16.5°/67.8±17°、外転90°位内旋29.2±9.7/ 
43.5±10.5である。
　術前結帯動作は患側28.5±6.5 ㎝→術後3か月45.1±7.2 ㎝、
椎体表記では Th11→ L5であり、結髪動作は -6.6±4.2 ㎝
→術後3か月では -3.1±6.2 ㎝であった。JOA score は術

前49.7±8.2→術後3か月70.2±8.7。Sh36の結帯動作に関
する③ は3±1.4→2.2±1.2⑱2.5±1→1.6±0.9であり、
結髪動作に関する⑧は術前1.5±1.6→術後3か月2.5±1.5、
⑩2.3±1.2→2.6±0.9となった。

【考察】 各群における術前と術後3か月の比較では、屈曲や
外転、JOA score では有意な改善を認めた。（p ＜0.01）そ
れに対し結帯動作では術前と比べ有意に低値を記し（p ＜
0.01）、結髪動作において有意差なしであった。Sh36のスコ
アにおいても術前と術後では統計的に変化はなかった。これ
は単関節運動に対し複合運動の困難さを露呈していると考え
る。この要因として、RSA では上肢延長に伴う筋の張力に
変化をもたらすこと、腱板機能が使えないため他動可動域は
有するものの自動可動域に反映されないこと、肩甲帯機能の
問題が考えられる。今後、複合動作における要因を追求して
いき患者満足度へ反映させていく必要がある。

【理学療法研究としての意義】 RSA における ADL 動作は未
だ不透明な点が多く、今後も研究を進めていく必要性がある
が、結帯動作・結髪動作における成績の一指標となると考える。

反転型人工肩関節置換術における結髪・結帯動作の成績
～3か月の短期成績より～

○藤原　健太（ふじわら けんた）1），川上　基好1），柏木　孝介1），村本　佳代子1），中根　康博2），
原田　誠2）

1）角谷整形外科病院 リハビリテーション科，2）角谷整形外科病院 関節整形外科

Key word：反転型人工肩関節，結髪動作，結帯動作
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【目的】 2014年4月より、広範囲腱板断裂の修復不能例や修
復術後再断裂例に対し、リバース型人工肩関節全置換術

（Reverse total shoulder arthroplasty：以下 RSA）が導入
された。RSA は、肩甲上腕関節の凹凸を逆転させ関節中心
を内下方へ移動させることにより、三角筋の張力とレバー
アームの増大を図り、腱板筋機能を有さずとも自動挙上が可
能になるとされている。本邦における RSA の術後理学療法
経過に関する報告は増加しているが、男女別に関する報告は
されていない。そこで本研究では、術後経過の性別の違いに
ついて検討したので報告する。

【方法】 対象は腱板断裂を基礎疾患として RSA を施行した
35名35肩で、平均年齢75歳±4.6歳、男性13名（平均年齢
74±6.1歳）、女性22名（平均年齢76歳±3.5歳）である。
評価期間は、術前・術後3ヶ月・術後6ヶ月・術後1年とし
た。肩関節機能評価は、肩関節屈曲・外転の関節可動域（以
下、ROM）を背臥位での他動 ROM および坐位での自動
ROM にて測定した。次に、上肢下垂位での肩関節屈曲・外
転の筋力を背臥位および坐位にて等尺性収縮で3回測定した。
なお、筋力値は3回の平均値を体重で除した体重比筋力値

（Nm/㎏）とした。そして、男性群と女性群の2群に分け、
術前・術後3ヶ月・術後6ヶ月・術後1年における各評価項
目について比較検討した。統計学的分析は、両群における各
時期での評価値の比較を t 検定にて行った。また、各群にお
ける各時期の比較を tukey 法にて行い、各評価項目の関連
性についてピアソンの積率相関係数を用いた。なお、危険率
は5% 未満とした。

【説明と同意】 被験者には研究の主旨を十分に口頭と文書に
て説明し、同意を得て実施した。

【結果】 男女間の比較において、術後自動 ROM は、術後
3ヶ月の屈曲・外転 ROM、術後6ヶ月の屈曲 ROM におい
て男性群が女性群と比べ有意に高かった（p ＜0.05）が、術
後1年では有意な差は認めなかった。肩関節筋力は、術後
6ヶ月・術後1年で背臥位外転筋力、坐位外転筋力、坐位屈
曲筋力において、男性群が女性群と比べ有意に高かった（p
＜0.05）。なお、術前での全評価項目と術後他動 ROM に有
意な差は認めなかった。
　男性群では、自動 ROM において、術前と各時期で有意な
改善を認め、背臥位外転筋力および坐位外転筋力において、
術前と術後6ヶ月・1年に有意な改善を認めた（p ＜0.05）。
なお、他動 ROM は術前と比べて有意な差は認めなかった。

各評価項目間の関係において、術後各時期での自動屈曲・外
転 ROM と他動屈曲・外転 ROM に相関を認めた（相関係数
0.59～0.92、p ＜0.05）。また、術後3ヶ月の自動屈曲と背
臥位外転筋力、術後6ヶ月の自動屈曲・外転 ROM と背臥位
外転筋力・坐位屈曲筋力、術後1年の自動外転 ROM と背臥
位外転筋力および自動屈曲・外転 ROM と坐位外転筋力に相
関を認めた（相関係数0.46～0.71、p ＜0.05）。
　女性群では、自動 ROM において、術前と比べ各時期に有
意な改善を認め、背臥位外転筋力において術前と各時期で、
坐位外転筋力において術前と術後6ヶ月で有意な改善を認め
た（p ＜0.05）が、他動 ROM は術前と比べて有意な差は認
めなかった。また、各時期での自動屈曲・外転 ROM と他動
屈曲・外転 ROM に相関を認めた（相関係数0.51～0.81, p
＜0.05）が、各時期の自動 ROM と各筋力値に相関は認めな
かった。

【考察】 RSA 術後において、男女ともに Brian らの報告と
同様に、術後3ヶ月・6ヶ月・1年に自動 ROM の改善が認
められた。これは、RSA におけるバイオメカニクスの変化
や術後早期に他動 ROM が改善したことが、自動 ROM の改
善につながったと考えられる。男女比較においては、術後
6ヶ月までの自動 ROM および各筋力値に差はあるが、術後
1年でその差はなくなることから、男女において術後機能の
改善過程に違いがあることが示唆された。Stephanie らは
RSA 術後において外転筋力の強化が重要と報告しているが、
女性群では自動 ROM と各筋力値に相関を認めなかった。今
回の筋力測定肢位は下垂位のみであり、肩関節の挙上角度に
よってモーメントアームや筋の長さが変化することが考えら
れるため、術前後のバイオメカニクス変化の程度や測定肢位
との関連性について検討する必要があると考える。また、本
研究において男性群が術後3・6ヶ月での自動 ROM が有意
に高かった。David らは、RSA 術後の肩甲上腕リズムでは
肩甲骨運動の比率が増大していると報告している。このこと
から、肩甲胸郭機能が改善過程に影響する可能性もあり、肩
甲胸郭機能の評価とその男女比較を実施する必要がある。そ
して、RSA 術後機能の早期改善につながる理学療法につい
て引き続き検討していきたい。

【理学療法研究としての意義】 RSA 術後における男女間で
の改善過程に差があることから、その特徴を踏まえた術後の
機能評価および理学療法について示唆が得られたと考える。

リバース型人工肩関節全置換術後経過における性別比較について

○古井　雅人（ふるい まさと）1），村西　壽祥2），新枦　剛也1），桑野　正樹1），中野　禎3），	
中土　保1），間中　智哉5），伊藤　陽一4）5）

1）辻外科リハビリテーション病院 リハビリテーション部，2）大阪河崎リハビリテーション大学， 
3）関西福祉科学大学，4）伊藤クリニック，5）大阪市立大学大学院 医学研究科 整形外科学

Key word：リバース型人工肩関節全置換術，肩関節機能，性別比較
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【目的】 肩甲下筋に対する機能診断テストとして、Lift off 
test（以下 LO）が挙げられる。しかし、臨床において肩関節
の可動域制限により、LO の肢位をとることが困難な症例を
経験する。そのような症例に対する肩甲下筋テストとして
Belly press test（以下 BP）と Belly off sign（以下 BO）が挙
げられる。肩の内旋筋に関しては肩甲下筋以外にも多数あり、
両者の肩甲下筋テストとしての有用性を検討するためには、
肩甲下筋のみならずそれ以外の筋の関与について検討する必
要があると思われる。本研究の目的は、BP と BO の二者で
肩関節周囲筋の筋活動の違いを筋電計を用いて明らかにする
こととした。

【方法】 
1. 対象
 対象は健常成人9名18肩（平均年齢35±6.5歳）とした。
2. 被検筋
  大胸筋胸肋部線維（以下大胸筋）、三角筋前部線維（以下

三角筋）、大円筋とし、BP、BO 時の筋活動を表面筋電図
（マイオリサーチ XP、ノラクソン）を用い測定した。なお、
予備実験として、1例に肩甲下筋の筋活動を針筋電図

（Neuropack2 MEM-7202、日本光電）を用いて測定し、
BP が BO より大きい波形が生じることを確認した。その
際、針電極の挿入は医師が行った。

3. 測定肢位及び方法
  背臥位で腹部に手掌を押しつけたまま肘を前方に出す動

作を行わせた。その際、腹部に枕を置き、内旋角度の調
整を行った。BP：肘部に対し肘を後方へ押し戻すように
抵抗を加える。BO：腹部から手部を引き離すように肩外
旋方向への抵抗を加える。抵抗は徒手筋力検査法（以下
MMT）4レベルとし、普段の臨床で MMT を多用し、そ
の方法に熟練している同一検者により実施した。抵抗運動
を3秒間実施し、その中間の1秒間の積分値を求めた。同
様の操作を3回実施し、その3回の中央値を用い、BP と
BO における各筋の筋活動を比較した。なお、有意水準は
5% 未満とした。

【説明と同意】 対象者に研究の趣旨を十分に説明し、同意を
得た。なお、本研究は信原病院倫理委員会（No.163）より承
認されている。

【結 果】 大 胸 筋 の BP は2.65±0.86 µV・s、BO は5.97±

3.08 µV・s、三角筋の BP は13.55±6.1 µV・s、BO は1.48
±0.51 µV・s、大 円 筋 の BP は3.29±1.85 µV・s、BO は
6.14±3.55 µV・s。大胸筋、大円筋は BO が、三角筋は BP
が有意に筋活動が高かった（p ＜0.01）。

【考察】 予備実験および本研究から BP は BO に比べ大胸筋、
大円筋の働きが抑えられ肩甲下筋、三角筋の働きが大きくな
ることが得られた。これは BO では手部を腹部より引き離す
ように上腕骨を長軸とした外旋方向への抵抗を加えることで、
単に内旋筋群が働いたと考えられる。一方、BP では肩甲上
腕関節は内旋しながら屈曲、外転しており、肩甲下筋の起始
停止は近づくが、大円筋と大胸筋の起始停止は離れる動きを
しているため、働きが小さくなったと考えられる。臨床にお
いて、肩甲下筋の機能低下が生じている症例に対し、BO を
行った場合は大胸筋、大円筋の代償が働き易く、BP では三
角筋の代償が働き易いことが想定される。この代償を触診お
よび視診にて見抜くことが重要であると思われる。

【理学療法研究としての意義】 BP と BO の二者で肩関節周
囲筋の筋活動の違いを筋電図学的方法で明らかにすることは、
肩甲下筋テストを臨床でより適切に実施するための一助とな
り得る。

肩甲下筋テスト時の肩関節周囲筋の筋活動の検討

○吉村　拓実（よしむら たくみ）1），春名　匡史1），立花　孝1），土山　耕南2），西川　仁史3），	
前田　吉樹4）

1）信原病院 リハビリテーション科，2）信原病院 整形外科，3）信原病院バイオメカニクス研究所 研究員， 
4）奈良学園大学 保健医療学部
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【目的】 大腿骨頸部骨折は受傷後に歩行能力が低下し、自立
した生活が送ることができず、要介護状態に陥ることが多い。
大腿骨頸部骨折患者の転帰先に影響する因子として退院時歩
行能力、家屋環境等の環境因子が挙げられ、大腿骨頸部骨折
後の歩行再獲得には受傷前の歩行能力、年齢、認知症等が関
与すると言われている。しかし、リハビリテーションを必要
とする患者には低栄養を認めることが多い。高齢者の大腿骨
頸部骨折では約半数の患者で受傷時から低栄養を認め、大腿
骨頸部骨折を受傷した低栄養患者の予後が悪いと言われてい
る。血清アルブミン（以下、Alb）値が低い場合、あるいは体
格指数（body mass index：以下、BMI）・体脂肪率が高い場
合、SF36の Physical Function も低値を示し、日常生活動
作（activities of daily living：以下、ADL）低下のリスクと
なる。大腿骨頸部骨折に関して、入院時 Alb 値と術後の歩行
再獲得に有意差を認め、栄養状態と歩行能力に関する報告は
散見される。しかし、栄養状態と転帰先について検討してい
る報告は少ない。今回、当院において後期高齢者における大
腿骨頸部骨折術後の栄養状態と転帰先について検討した。

【方法】 対象は2013年4月から2015年3月までに当院にて
大腿骨頸部骨折と診断され、入院された215症例の中から、
75歳未満の症例、他施設からの入院症例、受傷前から歩行
困難な症例、複数箇所の骨折・脳血管障害・神経筋疾患・呼
吸器疾患・心疾患等の合併症を有する症例を除外した62症
例を対象とした。対象とした全症例で、当院にて手術を施行
し、リハビリ目的に理学療法・作業療法を開始した。
　転帰先について自宅群（43例、その内34例は当院回復期病
棟経由）、転院群（19例、その内5例は当院回復期病棟経由）
の2群に分けた。調査項目は、年齢、性別、入院時 Alb 値、
BMI、術前歩行能力、同居の有無、退院時の機能的自立度評
価表（functional independence measure：以下、FIM）、入
院期間とした。術前歩行能力は、独歩、杖歩行、歩行器等、
車椅子を順に0から3の4段階で評価した。正規分布に従う
年齢、BMI、入院期間は Welch の t 検定、Pearson 積率相関
係数を用いた。正規分布に従わないその他の調査項目は
Mann-WhitneyU 検定、Spearman 順位相関係数を用いた。
有意水準は5% 未満とした。全ての統計解析には EZR を使用
した。

【説明と同意】 本研究における倫理的配慮は、ヘルシンキ宣
言を遵守して研究計画を立案し、調査にあたって個人が特定
できないよう匿名化し、データの取り扱いに関しても漏洩が

ないように配慮した。
【結果】 年齢、入院時 Alb 値、退院時 FIM に有意差を認めた
（p ＜0.01）。自宅群は、年齢83.49±5.38、入院時 Alb 値3.9、
退院時 FIM99点であった。転院群は、年齢89.74±3.59、入
院時 Alb 値3.4、退院時 FIM51点であった。転帰先と入院時
Alb 値の間には弱い相関（rs=0.316, p ＜0.05）を認めた。ま
た、年齢（rs=－0.512, p ＜0.01）、退院時 FIM（rs=0.601, p
＜0.01）についても相関を認めた。性別、BMI、術前歩行能力、
同居の有無、入院期間には両群間で有意差を認めなかった。

【考察】 本研究により大腿骨頸部骨折患者の入院時 Alb 値が
転帰先に影響する可能性が示唆された。歩行には一定の筋力
が必要であり、筋力の回復・向上には栄養状態が大きく影響
する。骨折の受傷、手術等により侵襲が起こると異化が進み、
筋蛋白が分解される。低栄養状態では侵襲後にエネルギーを
得るため筋蛋白の分解が進み、筋肉量は減少する。そのため
に術後の機能回復が遅れ、歩行再獲得に難渋する可能性が高
くなる。岡本らは、入院時 Alb 値が歩行獲得の関連要因と
して示している。栄養状態が良好であると、筋蛋白の同化が
進み、筋肉量が増加する。そのため歩行能力の回復が得られ
やすくなると考えられる。大腿骨頸部骨折患者の退院時歩行
能力が転帰先に影響することから、入院時 Alb 値が高く、
栄養状態が保たれている場合、歩行能力の回復が得られやす
く、自宅退院につながる可能性が示唆された。また栄養状態
の指標の一つに BMI が挙げられる。BMI は体格指数である。
肥満・痩せと分類しても、その内訳が筋あるいは脂肪、水分
かによって、栄養状態や動作能力は全く異なることが推測で
きる。つまり、栄養状態は体格とは一致せず、BMI が栄養
状態を直接示す指標ではない可能性が示唆される。故に、
BMI と転帰先との間には相関を示さなかったと考えられる。
以上の結果から、入院時 Alb 値は当院の大腿骨頸部骨折術
後の転帰先に影響を与える因子の一つである可能性が示唆さ
れた。一方で、BMI は転帰先に影響を与える因子ではない
可能性が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本研究により、大腿骨頸部骨
折患者の栄養状態が転帰先に影響する因子の一つであること
が示唆された。これは予後予測や早期退院に向け、有用な因
子の一つであり、栄養状態にも留意したリハビリテーション
の必要性を示唆する結果となった。

当院における後期高齢者の大腿骨頸部骨折患者の栄養状態と 
転帰先に関する検討

○川勝　慎也（かわかつ しんや）1），新居　雄太1），小田　剛士1），田中　尚2）

1）洛和会音羽病院 リハビリテーション部，2）洛和会音羽病院 リハビリテーション科

Key word：大腿骨頸部骨折，栄養状態，転帰先
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【目的】 健康寿命の延伸には主観的健康感の維持向上が重要
であり、特に、地域高齢者の主観的健康感には、疾患の有無、
抑うつ傾向、日常生活活動、生活の質が影響すると報告され
ている（山内。2015）。また、主観的健康感と要介護認定率
に関する調査では主観的健康感が「健康ではない」と回答
した者は、「とても健康だ」と回答した者に比べて約70倍
も要介護認定率が高くなると報告されている（経済産業省。
2016）。高齢者の主観的健康感は、身体的・社会的健康度に
影響し個人の生活の質を包括的に評価できる指標といえる。
高齢者に対する主観的健康感の関連要因は明らかになりつつ
あるが、要介護状態に陥るリスクの高い地域在住高齢者を対
象とした報告は少ない。そこで、本研究では介護予防教室に
参加した要介護状態に陥るリスクの高い高齢者の主観的健康
感の違いが運動機能、認知機能、および身体活動量に及ぼす
影響について検討した。

【方法】 対象は、2016年4月に地域包括支援センターと共同
で開催した介護予防教室に参加した32名（男性5名、女性
27名、平均年齢76.4±5.5歳）である。介護予防教室時に主
観的健康感を4段階（1；非常に健康である、2；まあ健康で
ある、3；あまり健康でない、4；健康でない）で評価し、1・
2と回答した者を健康群（16名）、3・4と回答した者を非健
康群（16名）に分類した。基本属性は、性別・年齢・身長・
体重・BMI の5項目とした。運動機能評価は、厚生労働省
作成の基本チエックリストの運動項目、転倒不安感尺度、握
力、10秒椅子立ち上がりテスト、Timed Up and Go Test

（TUG）、Functional Reach Test（FRT）、5 m 最大歩行時
間、重心動揺を測定した。なお、重心動揺の測定には重心動
揺計（アニマ社製）を用い、開眼・閉眼条件で各30秒間計測
し、各条件の外周面積、総軌跡長を記録した。また、認知機
能評価には Mini-Mental State Examination（MMSE）を用
い、身体活動量の評価には老研式活動能力指標を使用した。
統計処理としては、正規性を認めたものには t 検定を行い、
それ以外の認めなかったものには Mann-Whitney 検定を用
いた。有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究の参加者には、事前に研究の趣旨・意義、
方法、自由意思の尊重、同意撤回の自由、個人情報の扱いに
対して十分に説明し、書面で研究参加への同意を得た。また、
本研究は兵庫県立大学倫理委員会の承認を得て実施した。

【結果】 健康群と非健康群を比較検討した結果、基本属性に
有意差は認められなかった。運動機能評価では、5 m 最大歩
行時間（健康群：2.8±0.7秒、非健康群：4.8±5.8秒）と厚
生労働省作成の基本チェックリストの運動項目（健康群：1.4
±1.3点、非健康群：2.1±1.0点）に、また身体活動量の老
研式活動能力指標（健康群：12.2±1.0点、非健康群：11.8
±2.1点）にいずれも5% 水準で有意な差が認められた。

【考察】 教室参加者の主観的健康感の評価より分類した、健
康群と非健康群間において、5 m 最大歩行時間、厚生労働省
作成の基本チェックリストの運動項目、老研式活動能力指標
に有意差が認められた。
　平井ら（2009）は、一般高齢者に対し主観的健康感に影響
を与える要因として、体力や身体活動量が影響すると報告し
ている。今回、要介護状態のリスクの高い地域在住高齢者に
おいても先行研究と同様の結果が得られた。リスクの高い高
齢者でも移動能力や日常生活活動能力が高いことは、高齢者
の健康感等を良好に保つために必要不可欠な条件である。ま
た、身体機能の良好状態が日常生活における高い活動性につ
ながり、本人の主観的健康感が高いことが示唆された。また、
筋力・バランス項目に関しては、有意差が認められなかった。
この結果から、本研究の対象者は地域で十分生活できる能力
があり、社会的活動量が高いことが影響していると思われる。
以上のことから、要介護状態のリスクの高い地域在住高齢者
の主観的健康感は、各種身体機能と関連する部分と関連しな
い部分があることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 要介護状態のリスクの高い地
域在住高齢者においても主観的健康感を評価することにより
身体機能や日常生活能力を把握できる可能性が示唆された。
また、介護予防の観点から早期から主観的健康感を評価する
ことで、虚弱高齢者を発見しアプローチする事で予防できる
可能性が示唆された。

虚弱高齢者の主観的健康感の違いが運動機能・認知機能・身体活動量に
及ぼす影響

○小林　憲人（こばやし のりと）1）2），山中　亮二3），東　伸幸4），神名　克征5），鎌田　奈津美5），
田路　秀樹1）

1）兵庫県立大学大学院 環境人間学研究科，2）はくほう会医療専門学校 赤穂校 理学療法学科， 
3）佐用共立病院 リハビリテーション科，4）酒井病院 リハビリテーション部， 
5）ツカザキ記念病院 リハビリテーション科

Key word：主観的健康感，介護予防，虚弱高齢者
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【目的】 当郷が平成25年度に行った、訪問・通所リハビリ
テーションサービス（以下、在宅リハサービス）の提供実態
調査において、在宅リハサービスの供給量に対し1.5倍以上
の需要があることが分かり、リハビリテーション専門職（以
下、リハ専門職）によるリハサービスから介護職による通
所・訪問介護サービス（以下、介護サービス）へ移行できる
体制を整えることでその供給量の不足を補えるのではないか
と考えた。今回、介護サービスへの移行の実現に向けた検討
の中で明らかとなった在宅リハサービスに求められるリハ専
門職の役割について報告する。

【方法】 平成26年度に在宅リハサービスから介護サービスへ
の移行に向けた課題の分析・整理を目的に当地域多所属のリ
ハ専門職から構成される検討会を実施した。次に平成27年
度には在宅リハサービスから介護サービスへの移行に至った
15事例を基に、「在宅リハサービスの目標設定」、「介護サー
ビスへの移行に至った要因」、「サービス移行に向けて CM
が果たすべき役割等」について分析・整理することを目的
に当地域介護支援専門員協会から推薦された介護支援専門員

（以下、CM）5名と平成26年度から検討を行ってきたリハ専
門職3名による検討会を実施した。

【説明と同意】 事例については個人が特定できないよう編集
したものを得た。

【結果】 平成26年度の検討会より、介護サービスへの移行に
向けた課題として①生活機能に関する目標が設定されず「本
人・家族」の意向で在宅リハサービスが継続している。②目
標達成状況が CM、本人・家族に知らされていない。③在宅
リハサービス開始時にいつ・どのような条件で終了・移行す
るか不明確。④介護サービスへの移行後の機能低下が懸念さ
れる。⑤介護サービスの介護職に生活機能維持・向上に資す
る機能訓練実施の実績が無い。この5点が明確になった。
　平成27年度の検討会より、在宅リハサービスの目標設定
は「本人の思い」（10事例）を基に「活動」「参加」に焦点
を当てて行っていた。介護サービスへ移行できた要因は「本
人が意欲的に取り組んだ」（13事例）、「目標が明確だった」・

「終了後の受け皿があった」（9事例）が多く、CM が果たす
べき役割では「リハ専門職と適宜情報交換をする」、「介護
サービス事業所とも連絡を密に取る」、「目標の達成状況を、
利用者本人を交えて確認する」などであった。

【考察】 平成26年度の検討会で明らかとなった課題の原因は
「目標設定に関する情報共有がリハ専門職、CM、本人・家
族で十分行えていない」、「実際に在宅リハサービスから介
護サービスへの移行が試みられてない」ことと考える。
　そこで平成27年度の検討会の結果を踏まえ、介護サービス
への移行も視野にリハ専門職、CM がそれぞれどのような役
割を担えば良いか分かるよう、在宅リハサービス導入開始～
移行にかけて時期別の関わり方表を作成した。関わり方では
リハ専門職は「目標設定と達成状況を本人・家族、CM と共
有する」「移行に向けた準備としてリハ実施中から介護サー
ビスによるリハを併用し、機能低下が生じ無いこと確認する」
ことなどを行い、CM は「在宅リハサービスには終了・移行
があることを本人・家族、リハ専門職に認識してもらう」「目
標達成後は介護サービスへの移行を勧める」こととした。
　在宅リハサービスのリハ専門職の役割は直接的な治療に加
え、介護サービスへの移行も視野に入れた効率的かつ効果的
な在宅リハサービス提供に向け、①評価結果や目標設定を
ケアプランに反映できる形で CM や本人・家族に情報提供
すること、②退院直後や整形疾患など比較的生活機能が改
善しやすく、移行が望める事例から介護サービスへの移行の
実績を積むことの2点と考える。
　さらに「本人が意欲的に取組む」ことが目標設定や達成
について必要であることからも本人の思いを反映した上で

「活動」や「参加」に焦点を当て、本人がより目標を明確に
持てるような関わりが求められる。そのためには生活機能障
害を引き起こす要因を整理し、ICF を用いて評価結果と今
後の支援方針（環境調整や必要な介護サービス）を分かりや
すく CM や本人に伝える必要があると考える。

【理学療法研究としての意義】 今後、医療・介護サービスの
需要が高まる後期高齢者の増加に伴い、地域包括ケア構築に
向け、医療機関の機能分化や在院日数の短縮が進められる。
そして早期退院後の生活機能向上のため、在宅リハサービス
の重要性はこれまで以上に高まることは明らかである。今回
の報告は過疎と高齢化の進む当地域において限られたリハ専
門職で効果的かつ効率的な在宅リハサービスを提供するため、
理学療法士が担うべき役割を示唆するものである。

過疎・高齢化の進む当地域における在宅リハビリテーションサービスに
求められるリハ専門職の役割

○永田　智（ながた とも）
兵庫県 但馬県民局 但馬長寿の郷 地域ケア課

Key word：介護サービスへの移行，目標設定，PT の関わり方
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【目的】 厚生労働省は2025年（平成37年）を目途に、高齢者
の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り
住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続け
ることができる為に地域の包括的な支援・サービス提供体制

（地域包括ケアシステム）の構築を推進すると報告している。
また、介護予防に関して高齢者が要介護状態等となることの
予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止を目的とし
て行うものであると報告している。生活機能の低下した高齢
者に対しては、リハビリテーションの理念を踏まえて、「心身
機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランスよく働き
かけることを重要としている。近年、介護予防では身体面、
心理面、栄養面、コミュニティ面など様々な方法で、各地域
で運動教室の取り組みがなされ効果が報告されている。しか
し現状としては、ボランティア主体の取り組みにおいて参加
者が減少し、教室が閉鎖状態となっている地域も散見される。
　そこで、本研究は、兵庫県揖保郡太子町において試験的に
総合事業の一環として「アクティブ介護予防教室」を実施し、
2016年4月～9月の期間で2週間に1度、教室を開催し、身
体機能だけでなく本人のセルフ・エフェカシーの向上を継続
的な運動習慣に結び付ける事が目的である。

【方法】 介護予防教室に参加した者46名のうちデータを取れ
た39名を対象とした。対象者の基本属性として性別、年齢
を調査した。運動機能評価として握力、10秒間立ち座りテ
スト（以下、CS-10）、Timed Up and Go test（以下、TUG）、
Functional Reach Test（以下、FRT）、5 m 最大歩行時間

（以下、5MWT）、Mini Mental State Examination（以下、
MMSE）、Tinetti の Fall Efficascy Scale（以下、FES）重心
動揺計はアニマ社製 GS3000を使用して開眼・閉眼条件を各
30秒間計測し、各条件の外周面積、総軌跡長を算出した。
アンケートとして老研式活動能力指標、過去1年間の転倒歴
を評価した。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき対象者には書面にて
研究の主旨を説明し、研究への参加の有無により不利益が生
じないことに同意を得て実施した。また個人を特定できるよ
うな情報の漏えいには十分配慮を行い研究行った。

【結果】 男性6名、女性33名（特定高齢者32名、要支援高齢
者7名）平均年齢：76.1±6.2歳、握力：25.1±5.0 ㎏、CS-
10：7.8±1.9回、TUG：6.5±1.2秒、FRT：32.3±6.3 ㎝、

5MWT：3.6±1.3秒、MMSE：28.2±2.2点、重 心 動 揺：
外周面積　開眼時2.6±0.9 ㎝²、閉眼時2.7±1.0 ㎝²、総軌
跡長、開眼時51.5±13.7 ㎝、閉眼時62.2±19.9 ㎝、アン
ケートとして FES：32.0±4.7点、老研式活動能力指標：
12.1±1.4点、過去1年間の転倒歴転倒歴：有り7名　無し
33名であった。

【考察】 今回、兵庫県揖保郡太子町において試験的に総合事
業の一環として「アクティブ介護予防教室」を実施した。
　太子町の公募で自主的に参加した高齢者の身体機能は比較
的高い傾向にあり、転倒に対する転倒不安感も少なく介護予
防教室に参加しやすい傾向にあった。そのため、公募による
募集では比較的身体機能の能力が高い人が参加する傾向に
あった。
　小野らによると自己効力感の向上が、転倒予防や外出頻度
の向上に結び付くとの報告がある。また、Green らはセル
フ・エフェカシーを向上するためには自覚症状を感じる事や、
目標を設定することが重要であると報告している。継続的な
運動を習慣化させるためには身体機能のみならずセルフ・エ
フェカシーを向上させる必要があると考える。
　そのために、本研究では運動習慣を継続するために個別の
目標設定を行い、医療従事者による栄養バランス・転倒予防
の講話・継続的な運動習慣を指導した。
　今後総合事業として介護予防分野において理学療法士が身
体機能、活動の援助、助言をしていく事が地域における介護
予防に重要だと考える。

【理学療法研究としての意義】 今回リハビリテーションの理
念を踏まえて介護予防教室を開催した。身体機能のみに着目
せずに本人の自主的活動能力向上を目的に継続的な運動習慣
の定着を目指した。そうすることで、地域介護事業において
の財政状況が改善する一助になると考えられる。

太子町アクティブ介護予防教室での理学療法士の取り組み
～第一報～

○和田　研介（わだ けんすけ）1），相坂　宗利1），船引　啓祐1），三木　麻紀1），大西　邦博1）2），
小林　憲人3）4）

1）ツカザキ・記念病院 リハビリテーション科，2）吉備国際大学保健福祉研究所科， 
3）はくほう会医療専門学校 赤穂校，4）兵庫県立大学大学院 環境人間学研究科

Key word：介護予防教室，自己効力感，地域
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【目的】 和歌山市では、介護予防事業を平成16年度より積極
的に実施している。平成27年に理学療法士が介護予防事業
に関与し、企画から運営を行ったモデル事業を実施したとこ
ろ参加者より高い満足度が得られた。しかしながら、住民の
住まいの近くに活動拠点がないことや運営を行う人材が少な
いことなど自主グループとして継続していくにあたり問題が
生じていた。
　このことを踏まえて和歌山市では平成28年4月より理学
療法士・作業療法士・言語聴覚士らリハビリテーション専門
職（以下：リハ専門職）が関与する一般介護予防事業の地域
リハビリテーション活動支援事業を開始したため、7月現在
の活動状況と課題について検討したので報告する。

【方法】 活動事業は「自主グループ活動スタート応援事業
WAKAYAMA つれもて健康体操」という名称で、和歌山
市地域包括支援課、市内15の地域包括支援センターとリハ
専門職が連携して、自主グループの立ち上げ支援（リハ専門
職による計3回の講話、体操指導、体力測定等）を計4回実
施し自主グループ化を図る。
　また、自主グループ化が達成されたグループ2件（49名）
に対して本事業に関するアンケートを実施した。
　アンケート調査の項目は大別して「この事業に参加した
感想」や「体操をやってみた感想」「週1回体操を継続でき
そうか」「地域の助け合い活動に興味があるか」などとした。
回答方法は項目によって選択式と自由記述式とした。

【説明と同意】 自主グループ活動の参加者には書面と口頭に
て、本事業活動を外部に報告する旨を伝え同意を得ている。

【結果】 平成28年7月14日現在、本事業の依頼件数は23件
であり、事前会議は16件、講話と運動機能測定は10件実施
している。また現在の参加者総数は230人（男性20名、女性
210名）である。参加者の平均年齢は73.42歳であった。現
在自主グループ化している拠点は6拠点である。
　アンケート回収率は100%（49/49名）であった。各項目の
結果を次に示す。
　まず、本事業の満足度の結果として「満足」が80%（39/49
名）、「ふつう」が20%（10/49名）であった。自由記述式の
回答として「自分一人では体操なんてしないが顔なじみの
方々と一緒だと続けられそう」、「今まで個人で無理してやっ
ていたが今回は楽しく続けられそう」という意見を得た。

「体操をやってみた感想」として「ちょうど良かった」が
76%（37/49名）、「難しい」が8%（4/49名）、「簡単だった」

が16%（8/49名）であった。体操の参加継続に関する質問に
関しては「続けていける」が84%（41/49名）、「分からな
い」が12%（6/49名）、「難しい」が4%（2/49名）であった。
自由記述式の回答として「難しいが続けていきたい」、「自
分では続けていきたいと思うが体がついていくかが不安」
という意見を得た。地域の助け合い活動に対する興味につい
ては「興味がある」が76%（37/49名）、「どちらでもない」
が24%（12/49名）であった。

【考察】 和歌山県では65歳以上の高齢者人口は約11万人で
あり、要支援・要介護認定率、介護保険料も年々増加してい
る。このままでは地域における元気高齢者も衰弱してしまう
という危機感があるが、住民が主体となって自主グループ活
動を行っていくことで他府県での介護予防事業の成功例のよ
うに要介護認定率・介護保険料の減少につながるのではない
かと考えられる。
　今回の事業はあくまで住民が主体のものであり、行政とリ
ハ専門職の役割はグループの立ち上げの際の支援に関与する
ことである。リハ専門職による講話の実施によって運動を継
続することによる効果や自分たちが主体となって介護予防を
進めることの重要性が理解でき、各拠点の環境や運動機能を
評価したうえで適切な体操を指導できることにより参加者の
体操継続の動機づけにつながり、アンケート調査においても
高い満足度が得られたと考えられる。
　さらに個々では体操を継続する意欲を持つことが難しい方
も、住み慣れた地域で顔馴染みの住民同士で活動することで
互いにサポートをしあえるようになり、楽しさを感じることが
できるとともに自身の役割を持つことができると考えられる。
　しかしながら、本事業を実施したグループのほとんどが既
存の別の活動を行っていたグループであり、グループに属し
ていなかった住民が新たに参加しやすい、受け入れやすい体
勢を準備しておく必要がある。
　また、自主グループ化したのちも3か月毎に再度運動機能
測定とカウンセリングを実施することになっているが、その
際にグループへの参加継続が困難となりそうな方に対して
フォローを行っていくことも今後の課題となる。

【理学療法研究としての意義】 今回の結果から、地域包括支
援センターや市（保険者）とリハ専門職が連携して地域リハ
ビリテーション活動支援事業に積極的に参加することで、高
齢者のニーズを満たすことができ、その結果として地域にお
ける元気高齢者の増加に結び付けられることが考えられる。

和歌山市における介護予防への取り組みを支援する為の 
和歌山県理学療法士協会の活動報告　―第一報―

○池田　一樹（いけだ かずき）1），龍神　正導2），小林　啓晋1），林元　光広3），有田　幹雄4）

1）角谷リハビリテーション病院 リハビリテーション科，2）龍神整形外科 リハビリテーション科， 
3）訪問看護ステーションはやしもと，4）角谷リハビリテーション病院 循環器内科

Key word：介護予防，地域リハビリテーション活動支援事業，元気高齢者増加
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【目的】 サルコペニアは、身体的な障害や生活の質の低下の有
害な転帰のリスクを伴うものであり、進行性および全身性の
骨格筋量および骨格筋力の低下を特徴とする症候群である。
　また、サルコペニアの診断基準として身体能力の低下があ
げられているが、歩行速度以外の明確な評価項目や基準値が
定められていない。
　そこで今回、和歌山県紀の川市における介護予防教室参加
者を対象に、サルコペニアの基準値を満たしている者、満た
していない者の2つの群間での評価結果によって生じる身体
能力差を検討することを目的とした。

【方法】 本研究の参加者は、平成27, 28年度に当地域の介護
予防事業に参加した地域在住高齢者278名（男性56名、75.53
±7.08歳、女性222名、74.36±7.52歳）であった。解析にお
ける除外基準は、65歳未満のもの、重度の認知症を伴うもの、
神経学的疾患を有するものとした。
　サルコペニアの有無は Asian Working Group for Sarcope-
nia（AWGS）のアルゴニズムの基準を採用し、通常歩行速度
の低下は0.8 m/ 秒以下、握力の低下は男性26 ㎏未満、女性
18 ㎏未満とした。SMI は Bioelectrical impedance analysis

（BIA）法を用い、男性7.0 ㎏/m2未満、女性5.7 ㎏/m2未満と
した。
　測定項目は、骨格筋量指標（Skeletal muscle mass index：
SMI）、握力、5回立ち座りテスト、Timed Up and Go テス
ト（TUG）、通常歩行速度、タンデム立位開眼保持時間、タ
ンデム立位閉眼保持時間であった。保持時間は30秒を上限
とした。そして、開眼と閉眼での保持時間の差をタンデム変
化量として算出した。
　サルコペニアの基準値を満たしているもの、満たしていな
いものの各指標の検定は、Shapiro-Wilk 検定によりデータ
の正規性を確認した後に、正規分布する変数には対応のない
t 検定、正規分布しない変数には Mann-Whitney 検定を実
施した。その後、サルコペニアの関連因子を明らかにするた
め、サルコペニアの有無を従属変数とし、上記評価を独立変
数としたステップワイズ多重ロジスティック回帰分析を実施
した。女性に関しては、分析を実施する前にサルコペニアの
基準値を満たしていない参加者を無作為に抽出し人数差をな
くした。統計解析ソフトは R2.8.1を使用し、統計学的有意
水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言を順守し、対象者には研究目
的とデータ使用について説明し同意を得ている。

【結果】 サルコペニアの基準値を満たしているものは男性10
名（17.9%）、女性51名（22.6%）であった。ステップワイズ
多重ロジスティック回帰分析の結果、サルコペニアとの関連
が示唆されたものは女性において SMI（Odds Ratio（OR）：
0.03, 95%Confidence Interval（CI）：0.003-0.44, p= 0.009）、
握力（OR：0.47, 95%CI：0.27-0.81, P= 0.006）、タンデム
変化量（OR：1.14, 95%CI：1.02-1.28, p= 0.02）であった。
男性においてはタンデム開眼時間において関連する傾向がみ
られた（OR：1.16, 95%CI：0.99-1.37, P= 0.05）

【考察】 サルコペニアの診断基準として規定されている握力、
SMI が抽出され、歩行速度に関しては抽出されなかった。
このことから、当地域において AWGS のアルゴリズムに則
りサルコペニアと判断されたものの中には、歩行速度は保た
れているが握力の値は低値であった参加者がいたことが考え
られる。今回の結果より地域在住高齢者の訴えとして、腰部
や膝などの疼痛や歩行時の不安など下肢や体幹の問題が多く
あるが、彼らの重大な生活上の問題を引き起こし得るサルコ
ペニアをスクリーニングする手段として握力測定は意義があ
ると言える。
　また、身体能力評価の中ではタンデム変化量が抽出された。
今回のサルコペニアに該当した参加者の傾向として開眼時に
は長時間保持できるが、閉眼時には保持困難なケースがほと
んどであった。谷田らは、高齢者は視覚系と前庭系が姿勢制
御に主要な役割を果たすと推定されており、視覚系への依存
度の高さを反映することが考えられると述べている。よって、
サルコペニアに該当した参加者は筋肉量、筋力に加え閉眼で
のバランス能力が低下していることから、介護予防領域にお
いても転倒予防等を目的に閉眼でのバランストレーニングを
行う意義があると言える。

【理学療法研究としての意義】 今後、高齢者の増加が予測さ
れる中で、筋力、バランス等の能力を維持、低下の予防を
図っていくため、地域在住高齢者における様々なデータを収
集し、Cut off 値等も検討していく必要があると考える。

地域在住高齢者に対するサルコペニアの診断基準の関連因子

○西本　憲輔（にしもと けんすけ），上谷　佑稀，林　京平
貴志川リハビリテーション病院 

Key word：地域在住高齢者，サルコペニア，身体能力
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【目的】 当院は整形外科クリニックとして外来診療を行う傍
ら訪問診療にも力を入れている。そのため訪問リハビリテー
ション（以下：訪問リハビリ）の利用者は運動器疾患を有す
る比率が高い。その中で、運動器疾患による慢性疼痛を患う
利用者は多くみられ、疼痛が活動意欲の低下を招いたことで
廃用症候群に陥っている利用者は少なくない。
　慢性疼痛の改善が活動意欲の向上に繋がれば、高齢者の日
常生活活動（Activity of daily living：以下 ADL）を向上さ
せる一要因になるのではないかと思われた。しかし、先行研
究において訪問リハビリ利用者の疼痛と活動との関係性を報
告しているものは少ない。
　本研究では、筆者が訪問リハビリで1年間対応した利用者
に対して、後ろ向きに調査することで、疼痛の変化に伴う
ADL の変化の関係性について検証を行なった。

【方法】 対象は筆者が H27年4月から H28年3月の1年間で
担当した利用者の中で、運動器疾患由来の疼痛を3ヶ月以上
罹病している者であり、リハビリ開始時と180日後の Numer-
ical Rating Scale（以下：NRS）と Functional Independence 
Measure（以下：FIM）の評価ができた12名（平均年齢87±
4.1歳。男性4名、女性8名）を対象とした。
　対象者の疾患の内訳は、椎体圧迫骨折4名、変形性膝関節
症4名、脊柱管狭窄症2名、脊椎側弯症1名、関節リウマチ
1名、であった。
　NRS の評価方法は、対象者自身に0から10までの11段階
で疼痛のレベルを数字で示してもらう方法で統一した。NRS
値が180日後に1点以上減少した場合は改善とし、点数に変
化がみられなかった場合は非改善とした。
　FIM の評価方法は、対象者宅にて問診と実際の ADL 場
面をみた上で筆者が記録し評価を実施した。
　統計処理として NRS は Mann-Whitney の U 検定を用い、
FIM は Wilcoxon 符号付順位和検定を用い、有意水準は5%
未満とした。また、NRS と FIM の相関関係について Spear-
man の順位相関係数を用いて相関関係（r）を算出した。
　訪問リハビリの1回あたりの実施時間は40分。頻度は週1
～2回で平均頻度は1.58±0.49。実施内容は、問診による疼
痛の有無の確認、疼痛の負担軽減を目的としたマッサージ・
筋力維持増強訓練・関節可動域訓練・姿勢指導、ADL・
IADL のニーズに応じた動作練習、を実施した。

【説明と同意】 本研究の対象となった利用者には研究の目的

を説明し、第56回近畿理学療法学術大会に投稿する同意を
得た。

【結果】 NRS の平均値は初回時6.3±3.0点、180日後4.16±
2.5点で有意に疼痛が改善した（P ＜0.05）。疼痛改善群の傾
向としては、全対象者が初回時6点以上であったが180日後
には5点以下であった。疾患別にみると、椎体圧迫骨折によ
る腰痛の改善が多くみられた。非改善群は初回時 NRS 値8
点が2名、5点以下が4名で180日後に変化はみられなかった。
　FIM 運動項目の平均値は初回時74±29.6点、180日後
76.4±30.7点で有意差は認められなかった。FIM 認知項目
についても初回時32.6±7.49点、180日後33.9±9.9点で有
意差は認められなかった。FIM 運動項目の平均値に有意差
は認められなかったが、改善の傾向としては、トイレ動作、
移乗動作、歩行、において改善が目立った。
　NRS と FIM 運動項目の相関関係においては、初回時は相
関がなく、180日後に弱い相関が認められた（r= ―0.24）。

【考察】 調査を行なった結果、初回と180日後の NRS に有
意差が認められた事から訪問リハビリを行うことで慢性疼痛
の改善に一定の介入効果があったと考えられる。
　しかし、NRS は有意に改善したにも関わらず FIM に有意
差が認められなかった事や NRS と FIM の相関関係におい
て、初回時には相関がなく180日後に弱い相関がみられた事
は ADL を向上させる主要因に慢性疼痛の程度はそれほど関
係がなく、他の要因も関係していることが考えられた。訪問
リハビリ利用者の中でも、慢性疼痛の改善から抑うつ状態の
改善に至った事で FIM 値の向上を示す利用者は見られた。
　本研究から、訪問リハビリ分野における ADL の自立度を
高める因子は疼痛だけでなく、抑うつ症状の有無、介護度と
いった個人因子や住環境・家族の介護力といった環境因子の
関連性があると思われた。
　本研究の課題として、対象者数の乏しさから NRS と FIM
の相関関係における信頼性が低くなった事が挙げられる。今
後も追跡調査を行い、対象者数を増やす事で信頼性を向上さ
せる必要がある。また、疼痛と ADL の関係性を明確にする
にあたっては疼痛の部位を分けて見ていく必要があったと考
える。最後に、活動意欲など他の因子を評価することで
ADL を向上させる因子を明確にできると思われた。

【理学療法研究としての意義】 運動器疾患による慢性疼痛を
もつ高齢者の ADL を向上させる要因分析の一助となる。

慢性疼痛の改善は ADL向上の一要因になり得るのか
～訪問リハビリテーションでの取り組み～

○木曽尾　徹（きそお とおる），藤原　正史
かとう整形在宅クリニック リハビリテーション科

Key word：訪問リハビリ，FIM，NRS
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【目的】 近年、活動と参加に焦点を当てた質の高いリハビリ
テーションの提供が推奨され、効果的かつ効率的なチーム医
療が求められている。また、回復期病棟における在院日数の
短縮も求められ、入院早期からチームとしての目標設定が重
要となる。先行研究では、カンファレンス導入における在院
日数短縮の効果などの報告がある、一方 FIM 効率との有意
な相関はないという報告も見受けられる。当院では月に1回
の定期カンファレンスを実施していたが、内容として近況報
告に時間を費やし、進行が遅れて在院日数が長期化するケー
スもみられた。そこで本研究は、①初回カンファレンス導
入②カンファレンスの質の向上を目的に当院独自のカン
ファレンスシート導入を行ない、導入前後での在院日数と
FIM 効率を比較し、初回・定期カンファレンスの充実が在
院日数、FIM 効率に与える影響を検証することとした。

【方法】 対象は当院回復期病棟入院患者196名とし、平成26
年10月1日～平成27年6月30日の期間、当院回復期病棟に
入院し退院された76名（脳血管疾患42名、運動器疾患29名、
廃用症候群5名）を非導入群、平成27年10月1日～平成28
年6月30日の期間、当院回復期病棟に入院し退院された120
名（脳血管疾患70名、運動器疾患45名、廃用症候群5名）を
導入群とした。急性増悪のために転院・その後の再入院と
なった患者は除外した。
　初回カンファレンスは、入院初日に主治医・看護師・理学
療法士・作業療法士・言語聴覚士・メディカルソーシャル
ワーカーが共同で患者のベッドサイドにて初回評価（動作レ
ベルの確認・共有、病棟安静度の決定、患者・家族からの情
報収集等）を行ない、続けて担当間でカンファレンスを行う
ことで、情報共有、目標設定を確認できる場を設けた。
　カンファレンスシートは、患者の全体像を把握しながら問
題点の見落としを少なくするため、FIM の各項目で問題点
抽出・短期目標設定を行なえるように作成した。その後、改
変しながら PDCA サイクルを基盤とした目標設定を中心と
したシートへと移行した。また、初回カンファレンスで記入
したシートを定期カンファレンスでも使用し、短期目標の達
成状況を担当チームで評価し合い、反省・考察、再評価、状
況に応じた目標設定の修正を的確に行なえるようにした。
　評価項目は、各患者の在院日数と FIM 効率を算出し、統
計処理は群間比較に Mann-Whitney U test を使用した。な

お有意水準は5% 未満とした。
【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、対象者の
個人情報の保護に十分に留意し、当院の承認を得て実施した。

【結果】 FIM 効率は、非導入群0.36±0.25、導入群0.46±
0.39と導入群で有意に高値を示した（p ＜0.05）。また、在
院日数に関しては非導入群平均82.4±37日、導入群平均
67.4±33日となり15日の在院日数短縮を認めた。

【考察】 本研究では初回カンファレンスの導入・カンファレ
ンスシートの作成により、FIM 効率の有意差が認められた。
これは、初回カンファレンスにおいて多職種での評価・情報
共有を行なったことで、目標設定が明確になったのではない
かと考えられる。また、患者の動作レベルを確認することに
よりチームで病態を把握でき、予後を踏まえた的確なアプ
ローチが可能になったと考えられる。カンファレンスシート
においても、チーム目標・各職種での短期目標を明確にする
ことで、効率的なリハビリテーションが行なえる。また、1
枚のシートを使用し、各職種の専門性を活かした情報を互い
に理解し反映させることで、情報の乖離を軽減させ、連携の
質を向上させたのではないかと考えられる。これらのことか
ら FIM 効率の向上に繋がり、在院日数の短縮に繋がったと
考えられる。

【理学療法研究としての意義】 多職種でのカンファレンスを
入院初日から導入し、統一したカンファレンスシートを使用
することで、チーム・各職種での目標設定が明確となり、効
果的かつ効率的なリハマネジメントが行なえるようになった。
在院日数短縮、FIM 効率向上は、患者・家族にとっても身
体的・精神的・経済的負担を軽減することができ、延いては
社会的入院を減少させ、医療費削減等の医療経済問題にも有
益な効果をもたらすことが期待される。

初回・定期カンファレンスの充実が在院日数、FIM効率に与える影響

○山本　悠揮（やまもと ゆうき）1），谷口　知里1），貴志　太一1），小林　啓晋1），福井　直樹2），
有田　幹雄3）

1）医療法人スミヤ 角谷リハビリテーション病院 リハビリテーション科， 
2）学校法人響和会 和歌山国際厚生学院 理学療法学科， 
3）医療法人スミヤ 角谷リハビリテーション病院 循環器内科

Key word：カンファレンス，FIM 効率，在院日数
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【目的】 理学療法は、ICU などの超急性期から訪問、予防、
動物など多様なフィールドで実施されている。その際、理学
療法士は様々な理論や自身の臨床経験などに依拠しながら、
目標を設定し、介入を選択している。しかし、理学療法は、
専門性が多岐にわたることで共約不可能性が生じている。共
約不可能性とは異なる理論体系で共通する基盤が存在しない
問題である。その弊害は、領域毎に異なる理学療法観が乱立
し、「どのような理学療法がよい理学療法か」という問いに
対して明確な答えが得られない事態に陥ることである。本論
の目的は、共約不可能性を解消できる「理学療法のメタ理
論」を構築することとした。

【方法】 理論研究の一種であるメタ理論工学を用いて、共約
不可能性を克服する理学療法のメタ理論を構築した。理論構
築の方略は①全理学療法の実践に共通する理路を整備する
こと、②理学療法の核となる身体論を根底から基礎づける
こと、に焦点化した。①と②は共約不可能性の壁を越える
ために、立場が違っても了解できる「原理」になるように
論証した。

【説明と同意】 理論研究のため説明と同意はない。
【結果】 
①全理学療法の実践に共通する理路
　哲学的に実践を洞察すると、ある状況と目的のもとで確率
的に遂行されるという理路を導くことができる。これは「実
践の原理」と呼ばれ、状況や目的から切り離された理学療
法や事前に有用性を確定した理学療法を想定できないことか
ら、全理学療法実践に妥当しうるものであると考えられた。
したがって本論では全ての理学療法の実践に共通する理路と
して「理学療法は、何らかの状況と目的に応じて遂行され、
その有用性は事後的に決まる」という命題を設定した。
②理学療法の核となる身体論の基礎づけ
　次に哲学的に身体論を洞察すると、主に現象学で展開され
た身体論が共約不可能性の壁を越える可能性があるとわかっ
た。現象学的身体論は、あらゆる身体論を基礎づけるために、
身体とは主観と客観の両方が同時に成立する場であり、人間
における存在可能性の根拠でありつつ、世界と人間をつなぐ
媒体でもあり、情状性 = 気分と相関的に構成される対象で
もあるという議論を展開している。本論では、フッサール、
ハイデガー、メルロ = ポンティらの現象学的身体論を踏ま
えつつ、さらに洗練することによって「身体は気分相関的

に構成された媒体であり、それは世界と主体を繋ぐものであ
ると同時に、主体の可能性を担保しつつ制約する構造であ
る」という「身体の原理」を定式化した。理学療法では、
主体の可能性を確保するために実施され、それによって主体
のありうる未来をめがけることになる。つまり、主体が選択
しうる可能性をひらくことが、理学療法の実践的特性である
といえる。したがって、全ての理学療法に共通する目的は

「対象の選択可能性を確保すること」であると導出できる。
　以上を踏まえ、本論では「理学療法とは何らかの状況で、
対象の選択可能性の確保を目的として、身体に介入すること
であり、その有用性は事後的に決まる」と定式化し、それ
を「原 理 に 基 づ く 理 学 療 法（Principle Based Physical 
Therapy：PBPT）」と命名した。

【考察】 PBPT は、あらゆる理学療法は状況と目的に応じて
遂行し、その有用性は事後的に決まると定位している。理学
療法は医療、保健、福祉、動物などのフィールドで実践され
ているが、状況と目的にまったく無関係なものはなく、あら
かじめ有用性が確定することもない。つまり本論で定式化し
た PBPT は全ての理学療法に例外なく妥当する可能性の理
路であると考えられる。このことにより、PBPT は従来の
理学療法の可能性を十全に引き出す機能を持つと考えられる。
また PBPT は上記の定式から「よい理学療法とは何か」と
いう問いに対して、「対象の選択可能性を確保するという目
的の達成に貢献できた理学療法がよい理学療法である」と
いう回答を導出できた。したがって PBPT はあらゆる理学
療法に対し価値判断の基準を提供できると考えられた。さら
に、PBPT は身体論を明確に基礎づけているため、理学療
法の核を明確にしており、対象の認識における共約不可能性
を解消している。PBPT の原理性を吟味するには、「状況や
目的に全く無関係な理学療法は存在するか」などと問うと
良い。その結果、例外なく PBPT の理路が妥当すると確認
できれば、原理性のある理路であると判断できる。このよう
に、理論の評価方法を組み込んだ所にも PBPT の利点があ
る。したがって、PBPT は人間や動物などといった対象の
違いに関係なく、過去から現在、そして未来にわたって理学
療法領域を基礎付けるメタ理論であるといえる。

【理学療法研究としての意義】 PBPT は理学療法の価値判断
の基準が明確化し、対象者へのより良い理学療法介入の可能
性を開くと考えられる。

原理に基づく理学療法（Principle Based Physical Therapy：PBPT） 
というメタ理論の提案

○米元　佑太（よねもと ゆうた）1）2），京極　真1）

1）吉備国際大学大学院 保健科学研究科，2）東大阪山路病院 リハビリテーション科

Key word：メタ理論，原理，共約不可能性
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【目的】 産業保健は、勤労者の心身の健康状態、および労働
生産性の維持・向上のための対策を行う領域である。諸外国
では、産業理学療法が仕事として確立しており、労働災害の
予防としての運動指導・人間工学的な作業姿勢の評価などの
指導がなされている。しかし、わが国の理学療法士の活動は
僅かであり介入研究数が少ない。労働災害の50% を占める
腰痛は産業保健において改善しなければならない疾患として
重要視されている。中でも看護職は腰痛を訴える人の割合が
85.6% に達したことがわかっている（日本医療総合研究所、
2013）。当院では、病棟勤務看護師74名に腰痛の有無を質問
紙による調査を実施した所、70% に腰痛の訴えがあった。
慢性痛治療において推奨される治療の1つに認知行動療法が
挙げられる。理論としては、患者自身が自分の心の状態や関
連性を知り、自らを制御していく力をつけていく自己コント
ロール法（塚野、2015）とされており、慢性腰痛に対しての
エビデンスも証明されている。しかし、理学療法士による認
知行動療法への報告は少ない。そこで、本研究は当院病棟勤
務看護師に対し認知行動療法の理論を用いた腰痛教室を開催
することで腰痛が軽減できるのか、また、不安・抑うつ・腰
痛関連 QOL についても検討した。

【方法】 腰痛教室は、第 A 講義（腰痛基礎知識、慢性痛のメ
カニズム、恐怖回避思考モデルを用いた痛みの捉え方）、第
B 講義（姿勢工夫、介助動作工夫、腰痛体操、呼吸法）とし、
1回の講義時間は40分、参加者15名程度と設定し、同内容
の資料も配布した。また、腰痛教室第 A 講義を計3回、第
B 講義を計3回、合計6回を3週間で実施した。対象者は病
棟勤務の看護師とし、各評価において有効回答を得た慢性腰
痛者52名とし、第 A・B 講義とも参加した31名（以下実施
群）、第 A・B 講義とも不参加の21名（以下非実施群）の2
群を比較検証した。評価時期は腰痛教室実施前、実施終了
3ヵ月後とし、各評価項目における実施前後の分析を行った。
評価として、痛み評価 Numerical Rating Scale（以下 NRS）、
不安・抑うつ測定尺度 Hospital Anxiety and Depression 
Scale（以下 HADS）、腰痛関連 QOL 評価 Roland-Morris 
Disability Questionnaire（以下 RDQ）を行い、NRS、HADS、
RDQ の変化を対応のある t- 検定を用いて比較した（p ＜
0.05）。また、実施群の実施前後の NRS、HADS、RDQ の
効果量についても検討した。

【説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言に基づき計画し、

対象者には本研究の趣旨・目的を十分に説明し書面にて同意
を得た。

【結果】 実施前と実施後を比較した結果、実施群は、NRS
（4.2±1.9→2.8±1.5）、HADS 不安（8.2±4.6→5.6±3.5）、
HADS 抑うつ（7.1±2.6→6.9±3.7）、HADS 合計（15.3±
5.6→12.6±6.1）、RDQ（2.4±2.8→1.2±1.9）であり、NRS、
HADS 不安、HADS 合計、RDQ において有意な改善を認
めた。また、効果量については、NRS（r 値：0.9）、HADS

（r 値：0.69）、RDQ（r 値：0.89）であった。非実施群は、NRS
（2.4±2→2.3±1.8）、HADS 不安（7.4±3.9→6.6±3.4）、
HADS 抑うつ（7.9±2.4→7.3±3.5）、HADS 合計（15.7±
5.2→14±6）、RDQ（1±1→1.1±1.3）であり、NRS、HADS、
RDQ において有意差は認められなかった。

【考察】 本研究の結果より、看護職の慢性腰痛が認知行動療
法理論を用いた介入により NRS、HADS、RDQ の改善に有
効であることが認められ、またそれらの効果量においても高
く効果を認めた。認知行動療法は痛みそのものではなく、そ
の症状に影響を及ぼしている行動・認知・感情・環境などに
ターゲットを当て、それらの因子を変化させることにより、
間接的に痛みの症状を改善させることが目的とされている

（松岡、2010）。今回、腰痛教室を実施したことで、第 A 講
義からは痛みに対するネガティブなイメージや不安感・恐怖
感から腰部をかばう意識や思考の考え方・痛み行動が修正さ
れ、第 B 講義からは中腰姿勢を回避する作業姿勢やボディ
メカニクスを利用した介助動作工夫の指導により、痛みの軽
減・不安の改善・QOL の向上に繋ったと考えられた。一方、
HADS 抑うつに有意差が認められなかった。小林らによる
と看護職の職業性腰痛には心理社会的要因が強く関与してい
るとされている。本研究においても、HADS が実施・非実
施群ともに高値であることから、業務内容・業務量の多さな
どの心理社会的要因の影響が強いのでないかと考える。今後
の課題として、腰痛教室終了後の介入効果の持続期間を調査
し、フォローアップについての検討が必要と考える。

【理学療法研究としての意義】 本研究の認知行動療法理論を
用いたアプローチは、看護職の慢性腰痛が産業保健としての
身体面に対する理学療法介入のみならず、心理・社会面のア
プローチにも介入することにより、痛みの軽減・不安の改
善・QOL の向上に有効であることが示唆された。

看護職の慢性腰痛に対して認知行動療法理論を用いたアプローチ
～産業保健領域における理学療法士の介入効果～

○船引　啓祐（ふなびき けいすけ）1），長政　祐生1），山根　一美2），小林　憲人3）

1）ツカザキ記念病院 リハビリテーション科，2）ツカザキ記念病院 看護部， 
3）兵庫県立大学大学院 環境人間学研究科

Key word：産業保健，慢性腰痛，認知行動療法
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【目的】 介護予防事業として考案した「いきいき百歳体操」、
その効果が話題を呼び全国各地に広がりを見せている。兵庫
県でも多くの市町がこの体操を参考にした取り組みを進めて
いる。しかし、理学療法士ら専門家の有無が体操の質に大き
く左右し、事業継続にも影響を及ぼしている。そこで、専門
家の代役として地域住民のリーダー育成に着目し、参加者の
実態やリーダーに対する考え、教室の在り方について検討し
たので報告する。

【方法】 対象は、T 町在住の65歳以上で13回の計5ヵ月間
にわたる教室に継続参加できる者を条件とし、申し込みの
あった35名。内訳は非介護認定者67～83歳の女性23名、
71～84歳の男性4名。要介護認定者74～86歳の女性7名と
75歳の男性1名である。実態調査の機能的移動能力評価とし
て Timed Up ＆ Go Test（TUG）を、バランス能力評価とし
て Functional Reach Test（FRT）を、認知症評価として
Mini-Mental State Examination（MMSE）をそれぞれ用い
た。また、アンケートにて体操指導の在り方やリーダーに対
する考え、健康意識や活動範囲等について調査した。

【説明と同意】 本研究においては教室開始時に参加者へ目的
等を口頭説明し書面にて同意を得た。

【結果】 参加者の多くは健康と運動を意識した生活を送り、
買い物や近隣市町村を生活範囲とする者が約8割を占め、6
割が同町での専門家不在の体操教室を併用していた。併用者
の大半は「老化・転倒予防」を参加理由に挙げていたが、
新規参加者は「内容に興味有り」や「参加無料」に重きを
置いていた。TUG は4.81～9.25秒（平均6.74±1.16）で運
動器不安定症の cut off 値の11秒を超える者はなく、FRT
でも92～19 ㎝（平均32.9±12.2）で転倒の危険性が増す
15 ㎝未満の者はなかった。MMSE は22～30点（平均28.1
±2.3）で3名が軽度認知症疑いであった。アンケート調査で
は、専門家不在で参加者の中でリーダーを担う教室に対して
の回答はよい4名、わからない19名、よくない10名であっ
た。否定的理由として「人間関係のまとまりがつかない」
が目立った。リーダー選別の方法では他薦・複数人による順
番制を希望する者が共に12名と多く、自薦は4名に留まっ
た。リーダーに対する興味は、身体能力や認知機能で優位差
はなく、やってみたい0名、どちらかというとやってみたい
5名（女性3名・男性2名）、どちらかというとやりたくない

18名（女性16名・男性2名）、やりたくない10名（女性9名・
男性1名）で消極的な回答が85% を占めていた。積極的な回
答の5名は非介護認定者で、男性2名は新規参加者で身体能
力は高いが MMSE24点と軽度認知機能障害であり、女性1
名は身体能力で平均値を下回っていた。消極的な回答の8名
は要介護者、残り20名のうち身体能力で平均値を下回る者
は6名、軽度認知症疑いが1名であった。消極的理由では知
識・経験不足や人前が苦手といった回答が多く、具体的には

「リーダーの人格でない」「要介護者又は疾患がある」「他の
方に任せたい」であった。リーダーを担う条件として挙がっ
たのが専門家からのより具体的な指導であるが、内容は質疑
方式よりも記録媒体の提供や体操・評価のポイント指導が多
かった。

【考察】 健康を意識し活動的な集団の体操教室において、参
加者主体の介護予防教室はリーダーの選定が最重要課題であ
る。この理想となるのが参加者の目標となるような身体能力
が高く、専門知識を吸収可能な人材である。評価結果よりこ
れに該当する人材は多数存在するが、身体や知識面で自信が
ないもしくは受け身の者が大半で、この差を埋めることが重
要である。従って、体操教室の始めに地域活動の担い手とし
ての趣旨説明と数か月体操を経験した時点での身体機能と資
質評価が必要である。慣れた環境下でリーダーへの後押しか
つ、参加者とリーダー両者の納得のために選別方法を工夫す
る事も忘れてはならない。教室の開催方法としては複数人の
リーダー制或いは順番制による体操を実施し、負担軽減や専
断的因子を考慮する必要がある。リーダーの価値を高めるた
めに理学療法士による個別指導で他者と区別する必要性を感
じた。また、積極性を有する軽度認知機能障害者や介護認定
者、年齢等の身体状況への対応が問題となるが、基準値の設
定や他リーダーのフォロー等を対策として考えた。調査結果
に基き実際にリーダーを育成し、そこで生じる問題を今後の
課題としたい。

【理学療法学研究としての意義】 専門家として理学療法士が
地域住民の介護予防教室へ頻回に介入することは物理的に困
難である。参加者の実態を知り専門知識を有したリーダーを
育成することで、体操の質の保持や事業継続性につながり地
域住民主体のものとなり得る。これは、今後の介護予防事業
の一助となり、理学療法学研究としての意義は高いと考える。

地域住民のリーダーによる介護予防教室の実現を目指して

○牛尾　優里（うしお ゆり）1），高見　良知1），畠　康博1），前田　晃宏1），小林　憲人2）

1）市立加西病院 リハビリテーション科，2）兵庫県立大学大学院 環境人間学研究科

Key word：介護予防教室，リーダー育成，アンケート調査
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【目的】 野球は我が国において最も popular なスポーツの一
つであり、その開始時期は小学校低学年のようなジュニア期
でも初期から専門的に行われることが増えてきた。しかし一
方で、小学校高学年や中学生といった成長期であるにもかか
わらず、既にキャリアの長い選手を作り出してしまう現状に
あるといえる。ジュニア期では身体的な未発達や投球フォー
ムの未成熟、さらには over use などによるスポーツ障害を
引き起こす危険性が高いとされており、如何にそのリスクを
抑えられるかが求められている。
　我々は小、中学生野球選手の障害実態を明らかにし、今後
の治療や障害予防の啓発活動に役立てることを目的に今回の
調査を実施したため、調査内容に考察を交えて報告する。

【方法】 対象は2014年9月～2016年5月までの20ヶ月間で、
肘・肩・腰に痛みの訴えがある小、中学生で当院を受診した
野球選手222名、年齢12.25±1.49歳である。方法は当院初
診時に、「平成26年度少年野球（軟式・硬式）実態調査 調査
報告」（一般財団法人 全日本野球協会他）を base に当院で
作成した「野球選手問診票」の質問事項に対し、本人また
は保護者から回答を得た。得られた回答を基に小、中学生野
球選手における障害の実態を検討した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、選手およ
びその保護者に本研究の意義を十分に説明し、同意を得た上
で実施した。

【結果】 今回当院を受診した222名の選手のうち163名が肘
障害、47名が肩障害、12名が腰の障害を呈していた。これ
ら障害をかかえている選手のうち、36% に当たる80名が練
習日数において「毎日練習を実施している」という現状で
あり、全体の練習時間は平日2.3±0.6時間、土曜日6.2±
1.8時間、日曜日6.4±1.8時間であった。また、練習時に遠
投をしているか否かという質問に対し、「している」という
回答は69%、さらに自主練習をしているか否かという質問
に対しては、76% が「している」という回答であった。ポ
ジション別にみると、今回受診した選手の約60% が投手も
しくは捕手であった。

【考察】 当院を受診した小、中学生野球選手の障害実態とし
て、ポジションでは投手・捕手に多く障害を有している傾向
にあることが示唆された。これらはチームの柱となるポジ
ションであることから経験年数や身体成熟度の早い選手が抜

擢されやすく、他のポジションに比べ投球数および全力投球
の頻度が増加することで障害発症に繋がっているのではない
かと考えられる。また、練習日数と時間について青少年の野
球障害に対する提言では、「小学生では、週3日以内、1日2
時間をこえないこと、中学生・高校生においては、週1日以
上の休養日をとること」とされているが、実際には毎日練
習を行っていることや長時間の練習が行われている現状にあ
ることが示唆されたことから、over use による mechanical 
stress の蓄積が懸念される。さらに、練習内容において遠投
や自主練習を実施している選手が多数いることも判明し、特
に遠投では以前当院で実施した「野球指導者に対するアン
ケート調査」から、医療的観点と現場での遠投に対する目
的にずれが生じている結果が示されており、今後の課題とし
て共通の認識を有する必要があると考えられる。よってこれ
らジュニア期にある子供たちを障害から守るためには、選手
個々の身体発達に応じた練習量や練習内容の調整が求められ
る。そして、そのためには指導者や保護者からスポーツ障害
に対する正しい知識と理解を得る必要があると考える。
　今回当院を受診した選手はその後、当院もしくは近隣の医
療施設等での治療およびリハビリテーションの実施を勧めて
いる。ストレッチ指導や投球フォーム指導を行い、自身の身
体の状態や使い方を覚えてもらうことはジュニア期の選手に
とって非常に重要であると考えられる。今回のように障害実
態を捉えることで小、中学生野球選手の特徴や傾向を把握し、
今後の適切な治療やリハビリテーションの提供に繋げられる
ものと考える。

【理学療法研究としての意義】 本研究を通し、当院での小、
中学生野球選手における障害実態の詳細な把握に至った。当
院ではこれらの結果を参考に今後の治療方針の検討や治療方
法の確立を目指した取り組みを行っていきたいと考えている。
また、当院では地域貢献活動の一環として定期的なメディカ
ルチェックを行っていることから、このような実態を指導者
や保護者など幅広い人々に知ってもらい、障害予防に対する
啓発活動を積極的に行っていきたいと考える。

小、中学生野球選手における当院問診票結果からみる障害実態報告

○木村　公一（きむら こういち）1），段　秀和2），藤原　俊輔1），藤井　祐樹1），井上　裕太1），	
尾花　隆太郎1）

1）段医院 リハビリテーション科，2）段医院 整形外科

Key word：小，中学生野球選手，問診票，障害実態
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【目的】 平成27年度より「地域リハビリテーション活動支
援事業」が開始され、リハビリテーション専門職等が地域
包括支援センターと連携しながら、介護予防の取り組みを総
合的に支援することになった。
　当郷では、平成23年度より2市2町と協働して理学療法士

（以下、PT）による通所介護事業所等（以下、デイサービス）
に対する支援を開始し、平成27年度には42事業所に拡大し
ている。
　今回、これまでの取り組みを通して、効果的なデイサービ
ス支援を行うための PT の関わり方について検討したので報
告する。

【方法】 平成28年2月に市町担当者連絡会を開催し、各市町
における事業の実施状況を確認・共有し、今後の支援のあり
方について意見交換を実施した。
また、当郷 PT の関わりを評価するため、各市町が実施した
事業評価アンケートを分析した。

【説明と同意】 各市町に目的を説明し、事業所が特定できな
いよう集計したものを得た。

【結果】 担当者との意見交換から、各市町がデイサービスを
支援する目的は、「転倒骨折予防」「介護技術向上」「リハ機
能の代替」「個別機能訓練の実施」などであり、市町による
違いが明らかになった。また、支援の結果についてはデイ
サービス間で差が生じており、一定の成果を得ることが出来
たデイサービスでは、「スタッフ間で事業目的の共有」「提
案した支援内容や運動プログラムの共有」などが行えてい
た。一方、「時間がない」「事業の目的を十分に周知できず、
スタッフにより取り組みに差があった」「人員不足」などの
理由で十分な成果が得られていないデイサービスもあった。
　今後の支援のあり方としては、介護支援専門員との連携、
認知症利用者への支援など課題が明らかになった。
　事業評価アンケートからは、「利用者支援の視点が確認で
きた」「リハビリの知識を習得することができた」「他利用
者への支援に応用できた」など、成果を示す意見が多数あっ
た。また、今後の支援としては、認知症利用者への支援、集
団で行う運動の提案などの希望があった。

【考察】 近年、デイサービスにおける個別機能訓練、中重度
者ケア、認知症ケアへのニーズが高まっている。しかし、知
識・技術不足や人的・時間的制約などにより、十分にニーズ
に応えられていないのが現状である。
　当郷では、支援の目標や予後予測を本人やデイサービスス

タッフと共有し、運動プログラム等の具体的な支援方法を利
用者本人やスタッフが「できる、やってみる」と思える形
で提案する工夫をしている。その際、利用者の「できるこ
と」「できないこと」を見極めるだけではなく、利用者の主
体性、つまり「したいこと」を引き出すとともに、各デイ
サービスの力量（職員の資格・経験年数や人的・時間的制約
の有無など）を理解した上で、支援方法の提案を行うように
している。
　地域リハビリテーション活動支援事業では、従来の治療者
と患者という「一対一」の関係を通した直接支援（治療）で
はなく、介護職等への助言を通した間接的支援（評価・指
導・助言）を行うことにより、利用者の生活機能を維持・向
上させることが求められている。当郷の関わりから、PT が
効果的なデイサービス支援（間接的支援）を行うためには、
①適切な評価を行い、②利用者の主体性を引き出す目標設
定をすること、③利用者やデイサービス職員と目標を共有
し、④デイサービスの力量を見極めた計画を作成すること
であると考える。そして、このような関わりが、利用者の生
活機能改善や他利用者への応用へとつながり、結果的にデイ
サービス支援に対する評価へとつながっているのではないか
と考える。
　一方で、デイサービスにより支援の結果に差が生じていた。
このことから、現場に即した支援方法のさらなる工夫が必要
であると考える。また、PT による支援を効果的に行うため
には、デイサービスのスタッフが事業目的を理解できる機会
を市町や地域包括支援センターが設けるとともに、デイサー
ビスでもスタッフに事業目的を周知する必要があると言える。
さらに今後は、①介護支援専門員との連携、②認知症利用
者への支援、③集団で行う運動の提案など、現場が抱える
課題や希望に応じた支援を行っていくことが、利用者の自立
支援と介護の質向上につながっていくものと考える。

【理学療法研究としての意義】 従来の「患者対治療者」の関
わりから、介護職等への助言を通した間接的支援が求められ
る中で、当郷の取り組みは、効果的なデイサービス支援への
PT の関わり方について示唆を与えるものと考える。
　介護職や家族を介した間接的な関わりの中で成果を出すた
めには、利用者の主体性を引き出す関わりや支援を行う介護
職等の力量など、さまざまな要因を評価し、適切な支援につ
なげていくスキルが求められていることが明らかになった。

理学療法士による通所介護事業所への支援のあり方について

○中西　智也（なかにし ともや），永田　智，小森　昌彦
兵庫県但馬県民局 但馬長寿の郷 地域ケア課

Key word：地域リハビリテーション活動支援事業，通所事業所支援，PT の関わり方
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【目的】 今回、左変形性膝関節症に対し左全人工膝関節置換
術（Total Knee Arthroplasty 以下：TKA）を施行された患
者を担当した。本症例は、入院以前より日常生活自立度 B2
の状態であった。池添は高齢者起居動作および FIM 移乗移
動項目と膝伸展筋力の関係性を報告している。そこで今回、
膝伸展筋力の変化に伴い、トイレ動作能力が向上するか否か
を検証した。結果、トイレ動作の改善が得られたので、以下
に報告する。

【症例紹介】 70代女性。平成 X 年頃左膝疼痛により歩行困
難であり、排泄は主にオムツ内であった。翌年 Y 月、左
TKA 施行し翌月当院転院となる。転院時より左膝可動域は
良好であり、ADL 上制限はなかった。主訴はトイレ動作獲
得であり、入院時 FIM トイレ動作2, 記憶2であった。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づきご家族に趣旨を説明
し、書面を用いて同意を得た。

【経過】 初期評価にて MMT は体幹および下肢2～3、左膝
伸展1であり、左膝 Extension lag-30°であった。左膝には
安静時および運動時痛を併発していた。合併症とし認知症を
併発しており MMSE12点であった。林は TKA 術後1～2
か月では、術創部を中心とした皮膚の柔軟性は低下し、術後
3週間以降では癒着が生じやすくなると示唆している。また
峰久らは Extension lag の発生機序について、静止張力を発
生させる筋の並列弾性要素などの結合組織との関連が深いと
示唆している。その為、介入初期は静止張力の阻害因子とな
りうる左膝術創部の皮膚、膝蓋上嚢等、軟部組織の柔軟性向
上を主として介入した。同時に膝伸展筋力の増強を図った。
介入約5週で、左膝伸展筋力は MMT2, 左膝 Extension 
lag-20°、安静時および運動時痛軽減、トイレ動作 FIM3と
なった。介入約5週から、最大下肢荷重率の測定を追加した。
加嶋は最大下肢荷重率と膝伸展筋力の関連性、最大下肢荷重
率と ADL の関連性を報告している。今回は、交互式歩行器
使用にて計測した。本症例の最大下肢荷重率は右：67％、
左：46% であり、介入約5周間時点では最大下肢荷重率に左
右差を認めた。ここで更なる改善を考え、動作特異的トレー
ニングを加えた。特異的原則について市橋は、ある特定の運
動動作の成績を向上させたい場合は、動作そのものを繰り返
しトレーニングした方が効果的であると示唆している。更に、
筋力増強の側面からもトレーニング効果が高められると示唆

している。具体的には、今回、体重計を使用した荷重トレー
ニングおよびトイレ動作を予測した動作特異的なトレーニン
グを加えさらに約5週間介入した。介入約10週にて、左膝
伸 展 筋 力 MMT2, 左 膝 Extension lag-5°、 ト イ レ 動 作
FIM4へと改善した。下肢最大荷重率測定では、物的介助な
しにて右：70％、左：50% へと改善した。体幹およびその
他下肢 MMT に変化は認めなかった。認知機能面では
MMSE13点であり、FIM 記憶3となった。TMT はこの時
点まで精査困難であった。

【考察】 本症例は、左膝伸展筋力のみ向上し、これに伴い左下
肢最大荷重率増大、左膝 Extension Lag が減少した。介入初
期では左膝軟部組織の柔軟性向上を図ることにより左膝疼痛
軽減、更に疼痛自制内における筋力トレーニングにより、神
経因性要因が改善したと考える。これらにより左膝 Extension 
Lag が－30°から－20°まで改善し、立位時における膝屈曲
外部モーメントも減少し、FIM トイレ動作2から3へと改善
したと示唆される。介入約5週間時点からは動作特異的なト
レーニングを加え、特異性原則からトレーニング効率が向上
し、左膝 Extension Lag が－20°から－5°まで改善した。
それにより、FIM トイレ動作3から4へと改善したと考える。
上記内容にて、トイレ動作における介助量を軽減することが
できたと同時に、トイレ内での排泄機会が増大した。しかし
今回、FIM トイレ動作5へと改善させることができなかっ
た。これについての理由を以下に述べる。本症例は、中等度
の認知機能の低下を併発しており、TMT も精査困難な状態
であった。トイレ動作では、下衣着脱時に持続的注意が続か
ず、動作途中に着座動作遂行する場面が多く見られた。さら
に、動作手順がわからず口頭指示は必須であり、遂行機能障
害も生じていたと考える。今回、膝伸展筋力に着目したこと
によりトイレ動作能力の向上を図ることが可能であったが、
同時に代償機能を用いた認知機能に対する治療介入も今後の
課題であると感じた。

【理学療法研究としての意義】 本症例は、介入前より日常生
活自立度 B2レベルであり、低 ADL 患者のトイレ動作改善
を目的とした効果的な理学療法を展開する上で、理学療法研
究として意義のあるものであると考える。

TKA術後、寝たきり患者に対する膝伸展筋力の向上がトイレ動作の 
改善に繋がった一症例

○中野　雅司（なかの まさじ），相星　裕生，梅田　陽平
医療法人 りんどう会 向山病院 リハビリテーション科

Key word：寝たきり患者，膝伸展筋力，トイレ動作
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【目的】 近年、変形性股関節症（以下股 OA）に対する人工股
関節全置換術（以下 THA）後における在院日数は短縮化し
ており、早期自宅復帰のための理学療法が求められている。
今回、当院にて THA 施行後1週間で退院となった1症例の
機能回復過程をまとめ、若干の考察を加え報告する。

【症例紹介】 59歳女性、半年前から右股関節痛を自覚。経時
的に疼痛が増悪してきたため当院整形外科受診し末期股 OA
の診断、手術目的に入院となる。
　術前評価は、疼痛は右股関節に屈曲・外転・外旋運動時痛
と荷重時痛あり。股関節の関節可動域（以下股 ROM）は屈
曲90/105°、伸展 -5/5°、外転25/35°、内転0/5°、外旋
5/45°、内旋10/20°。股関節周囲筋筋力は MMT で屈曲
4/5、伸展3/4、外転4/5、内転4/5、ハンドヘルドダイナ
モメーター（以下 HHD）では、股関節外転筋が12.9/18.0 ㎏f
であった。10 m 歩行（独歩）は至適14.16秒 /27歩、速歩
10.22秒 /22歩。歩容は右股関節が常時屈曲位で右立脚期に
Duchenne 跛行を認めた。入院翌日に右 THA（anterolateral 
approach）を施行した。

【説明と同意】 今回の調査は、ヘルシンキ宣言の規定に従い
実施し、研究の趣旨、測定の内容、個人情報の取り扱いに関
して説明を行った上で研究協力の承諾を得た。

【経過】 作業療法士により術後翌日離床、歩行器歩行が可能
であった。理学療法は術後3日目より介入した。右股 ROM
練習、右下肢自動運動練習、右下肢荷重練習、歩行練習を中
心に実施した。入院中は5日間介入し前述の内容に加えて自
宅での自主練習を指導、退院後は整形外科受診時に機能
チェック、自主練習をその都度追加指導した。
　退院時、疼痛は創部痛と鼠径部に伸張痛が残存していた。
右股 ROM は屈曲90°、伸展 -5°、外転25°、内転0°、外旋
15°、内旋0°。筋力は MMT で屈曲3、伸展4、外転4、内
転4、HHD で股外転13.4/15.5 ㎏f であった。臍果長は右
+15 ㎜。10 m 歩行（独歩）は至適8.66秒 /18歩、速歩6.0秒
/15歩。歩容は右墜落性跛行、右立脚中期から後期にかけて
股関節が伸展せず右骨盤後方回旋の代償がみられた。
　術後11日、股 ROM は変化なし。MMT では股屈曲が3+
に、股外転筋力が15.1/18.6 ㎏f に改善した。10 m 歩行（独
歩）は至適7.41秒 /17歩、速歩5.47秒 /14歩。歩容は退院
時と変わらず跛行を認めた。自主練習として股関節伸展・内

転・外旋ストレッチをそれぞれ行うよう再指導した。
　術後18日、股 ROM は伸展5°、外転30°、内転5°、外旋
20°に改善。MMT では股屈曲が4、外転5に、HHD で股外
転が19.1/17.0 ㎏f に改善した。臍果長の差は10 ㎜に軽減。
10 m 歩行（独歩）は至適6.15秒 /15歩、速歩5.22秒 /15歩。
墜落性跛行は軽減したが骨盤の代償は残存。臥位、座位での
骨盤後傾促通練習、立脚中～後期にかけて股関節伸展を再学
習させるため、立位での重心移動練習を追加指導した。
　術後26日、股 ROM は外旋25°に改善。股外転筋力が
19.0/20.2 ㎏f。10 m 歩行（独歩）は至適6.97秒 /17歩、速歩
5.53秒 /15歩。跛行は軽度残存。自主練習を再確認した。
　術後89日、股 ROM は伸展10°に、股外転筋力が19.4/ 
21.6 ㎏f に改善。跛行は消失した。

【考察】 昨今の入院期間の短縮化により、術後理学療法介入
が必要と思われる場合でも退院に至るケースは今まで以上に
増えることが予想される。介入頻度の減少が歩容修正に対す
る意識付けの減少につながり、さらに筋力、可動域の改善に
伴う歩容の変化への即時対応が困難となるなどの弊害が生じ
る。よって術後早期から跛行に対するアプローチが必要であ
り、さらに退院後には定期的に機能回復に併せた自主練習を
指導していくことが求められる。
　本症例は術前より股関節伸展制限があり退院時も制限を認
めていた。股関節屈筋の短縮が伸展制限のひとつの要因であ
ると考え、入院中から自己にて可能なストレッチ方法を指導
し実施させることで、退院後も継続できるように促した。術
後18日で股関節伸展 ROM は5°に改善していたが、歩行時
に骨盤の代償は残存していた。股 OA では THA 後、疼痛
や可動域・筋力は改善しても立脚後期における股関節伸展を
腰椎および骨盤にて代償する症例を臨床上多く経験する。こ
れは術前から認められた伸展制限の代償として骨盤前傾・腰
椎前弯での動作が学習化されていると考え、骨盤後傾の促通
練習を追加指導した。結果、歩行時右立脚後期の過剰な骨盤
前傾・腰椎前弯が軽減し歩行周期中の右股関節伸展が促され、
正常歩容が獲得できた。

【理学療法研究としての意義】 THA 術後患者の早期退院を
見越した、より質の高い理学療法の提供に寄与していきたい。

THA術後1週で退院し、外来で自主練習指導を積極的に行った1症例

○木矢　歳己（きや としき），加納　一則
地方独立行政法人市立吹田市民病院 リハビリテーション科

Key word：THA，早期退院，自主練習指導
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【目的】 NUVASIVE社の側方経路腰椎椎体間固定（eXtreme 
lateral Lumbar Interbody Fusion：以下 XLIFⓇ）は、国内
では2013年2月に導入された。後腹膜腔からアプローチし
側方から椎体間に大きなケージを挿入・設置することで、低
侵襲に脊柱管の間接的除圧、脊柱変形の矯正を行うことが可
能となった。国内の手術件数や実施施設も年々増加しており、
今後 XLIFⓇ施行患者を担当する機会が増えることは容易に
予想できる。しかし特有な合併症として、一時的な下肢筋力
低下や感覚障害が出現することが報告されており、実際に臨
床の場でも遭遇することは少なくない。今回 XLIFⓇを施行
し、術後に股関節屈曲の著明な筋力低下が出現した症例を経
験したので経過を報告する。

【症例紹介】 症例は70歳代男性。両下肢のしびれ、疼痛、間
欠性跛行を主訴に2016年2月に当院を初診し、腰部脊柱管
狭窄症、第4腰椎すべり症と診断された。JOA スコアは
22/29点であった。ADL は自立し、屋内外独歩、階段昇降
可能であった。同年3月に L4/5椎間に対し XLIFⓇを施行
した。

【説明と同意】 症例に対し本発表の目的と意義を説明し同意
を得た。

【経過】 評価期間は、術前から退院までの約4週間。
　評価内容は、XLIFⓇ合併症として多数の報告がある大腿
部の疼痛や下肢筋力、股関節可動域、表在・深部感覚、また
これらに加え Hand-Held Dynamometer（以下 HHD）にて
股関節屈曲筋力を計測した。
　経過として、表在・深部感覚、股関節可動域に低下はみら
れなかった。
　疼痛は術後14日まで残存。ADL は術後翌日より離床を行
い、術後2日に歩行器歩行、術後5日に独歩可能となった。
セルフケアは術後21日に自立。下肢筋力は左股関節屈曲の
み低下していた。左股関節屈曲筋力は術前 MMT5（HHD 値
100%）に対し、術後3日で MMT2（HHD 値術前比21%）で
あり、術直後から著明な低下がみられ、主に股関節屈曲90°
以上においての低下が著明であった。この筋力低下により進
入側である左足の靴下着脱や足趾爪切りなどのセルフケアに
制限をきたしていた。上記症状に対し、理学療法プログラム
として、術直後から腸腰筋に対しアプローチを実施。またこ
の合併症の経過を十分に説明し、不安を取り除くよう努めた。
　筋力は術後7日 MMT2（HHD 値同64%）、14日で MMT2

（HHD 値同75%）、21日には MMT3～4（HHD 値同88%）
となりセルフケアの自立が可能、28日で MMT5（HHD 値
同94%）となり術前と同レベルまで改善がみられた。
　術後約4週で退院。退院時 ADL は術前と変化なし。主訴
であったしびれと疼痛、間欠性跛行の改善がみられた。術後
JOA スコアも術前22/29点から29/29点と改善がみられた。

【考察】 Amir らは XLIFⓇの合併症として、下肢筋力の低下、
大腿部の知覚・感覚異常、可動域制限などを報告しており、
これらは手術時の大腰筋への操作や、開創器の圧排による筋
虚血、神経の圧排、術中のベンディングによる神経牽引など
が原因としてあげられる。
　本症例では股関節屈曲90°以上で筋力低下が著明にみられ
たため、股関節屈曲位にて優位に働く大腰筋の筋力低下で
あったと考える。大腿四頭筋の筋力低下はなかったことや、
大腿神経領域の感覚障害がなかったことから、手術の際の大
腰筋への操作の影響であったと思われる。
　金村らは、術後症状のほとんどは一過性で、通常早ければ
1週間程度で改善し、3ヵ月を超えて症状が残るものはほと
んどないとし、また小谷らの研究では実際に HHD にて筋力
測定し、術側股関節屈曲筋力は術後5日目に優位に低下がみ
られるも、2週目に回復したと報告している。本症例では術
後4週で術前の筋力まで回復していた。
　また本症例に対しては腸腰筋を中心にアプローチを実施し
た。疼痛の軽減や、病態に応じ筋力の向上を図った。先行研
究と同様に経過は良好であり、屈曲90°以上の筋力回復も認
め、セルフケアの自立が可能となった。
　国内での XLIFⓇ術後の症状や筋力低下についての報告は
多いが、術後の ADL についての報告は少ない。また長期成
績は不明であり、さらなる研究結果の報告が期待される。
　今後は術前から合併症の出現を予測、指導し、術後合併症
を生じた際には個々の病態に応じた理学療法を立案するべき
である。

【理学療法研究としての意義】 XLIFⓇは術後に一過性の下肢
筋力低下を生じることが多い。本症例でも進入側の大腰筋の
筋力低下が出現したが、退院時には回復し、術前の間欠跛行
は消失し経過は良好であった。
　術後の合併症の病態を理解し評価することで、個々の患者
の自宅生活への復帰に向けた理学療法を提案できると考えた。

XLIFⓇ後に一過性の大腰筋筋力低下を生じた腰椎すべり症のー例

○髙橋　有志（たかはし ゆうし）1），柳澤　和芳2），坂田　芳明1），山井　一平1）

1）愛生会山科病院 リハビリテーション科，2）愛生会山科病院 整形外科

Key word：XLIF，大腰筋，筋力低下
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【目的】 歩行に必要な足関節背屈可動域は TSt で最低10°は
必要とされている（黒川、1994）。しかし臨床上、治療期間
内に背屈可動域10°を獲得しきれないケースをしばしば経験
する。今回、両側足関節骨折を呈した患者を担当し背屈可動
域制限に対して介入するも両側への介入が必要であり、治療
時間の制約から退院時に右足関節背屈可動域制限が残存した。
そこで背屈可動域を確保する目的で補高を挿入したところ歩
容の改善を認めた為、補高挿入前後の歩容の変化について考
察し、補高の有効性について報告する。

【症例紹介】 症例は60歳代の女性である。自転車乗車中にバ
イクと接触し、転倒し受傷した。当院へ救急搬送され、両側
足関節骨折の診断を受ける。画像所見より右足関節外果に脛
腓靭帯結合レベルより遠位での横骨折、内果の垂直骨折を認
め、Lauge-Hansen 分類は SA 型 StageⅡであった。左足関
節には内果の横骨折を認め、Lauge-Hansen 分類は PA 型
StageⅠであった。受傷後5日目に両足関節骨折に対する観血
的整復固定術施行。受傷後6日目（術後1日）に理学療法を
開始し、受傷後47日目（術後6週）から全荷重開始となり、
受傷後68日目（術後9週）に屋外歩行自立となり自宅退院と
なった。

【説明と同意】 症例には、発表の内容を口頭にて説明し書面
にて同意を得た。また、当院臨床研究審査委員会より承認を
受けている。（承認番号1636）

【経過】 初期評価は術後2週、最終評価は術後8週に実施し、
補高挿入前後での歩容の変化を評価した。経過は初期→最終
を右 / 左の順に日本整形外科学会足関節 JOA スコア（点）は
32→63/42→78、背屈可動域（°）は－5→5/10→15、底屈
可動域（°）は35→40/40→45、MMT は背屈3→4/3→5、
底屈2- →2+/2+ →3であった。
　最終評価の時点で屋外独歩自立であったものの代償的な歩
容がみられる状態であった。そのため背屈可動域を補填する
目的で補高《2 ㎝補高（+10°）により下腿が垂直に位置した
場合の見かけ上の背屈可動域15°を確保》を挿入したところ、
裸足に比べて補高挿入時では歩容の改善を認めた。
　そこで補高が歩行パラメーターや歩行中の下肢関節角度に
どのような影響を及ぼすのかを裸足と補高挿入時での歩行を
矢状面からビデオカメラで撮影し、画像解析ソフト
BMPmeasure を用いて身体標点を座標化し歩行解析を行い
比較した。評価項目は立脚時間（右 / 左、sec）・ステップ長

（右 / 左、㎝）・歩行速度（m/s）、右立脚期での踵接地期（以
下、IC）・荷重応答期（以下、LR）・立脚中期（以下、MSt）・
立脚終期（以下、TSt）の膝関節屈曲角度、TSt の股関節伸
展角度とした。
　裸足では立脚時間は0.84/0.97、ステップ長は42.1/32.5、
歩行速度は0.597であった。IC・LR・MSt・TSt の右膝関
節屈曲角度（°）は2.51・3.31•3.86・18.04であった。TSt の
右股関節伸展角度（°）は6.73であった。歩容は右 IC から
LR にかけて下腿の前傾が少なく膝関節伸展したまま骨盤が
後方回旋し、TSt にかけて股関節伸展はわずかで体幹の前傾
が強く、右上肢の過剰な前方への振りが大きくみられた。
　 補 高 挿 入 時 で は、立 脚 時 間0.97/1.09、ス テ ッ プ 長
49.2/48.9、歩行速度0.709であった。IC・LR・MSt・TSt
の右膝関節屈曲角度は7.16・14.72・5.90・12.00であった。
TSt の右股関節伸展角度は11.71であった。歩容は、右 IC
から LR にかけて下腿の前傾に伴い膝関節が屈曲し、MSt
から TSt にかけて骨盤の後方回旋が軽減し股関節の伸展を
認め、体幹の前傾や右上肢の過剰な前方への振りは軽減した。

【考察】 Perry（1992）は歩行立脚期においてロッカー機能が
重要と述べている。本症例において、補高を挿入したことに
より足関節10°底屈位で下腿を垂直に保つことが可能となり、
足関節背屈可動域、つまり歩行時の下腿前傾角度15°が確保
できた。その効果として、IC が踵から接地できるようにな
り（Heel Rocker）、LR で足関節底屈に伴う下腿の前傾を促
せたことで補高挿入前よりも大きな膝関節の屈曲を認めた

（Ankle Rocker）。また MSt から TSt にかけては IC から
MSt で得られた前方推進力を維持したまま前足部まで円滑
に荷重の移行が可能となった（Forefoot Rocker）。そのため
TSt で股関節や膝関節がより伸展位で保持できたと考える。
以上の理由により、本症例のような足関節背屈可動域制限に
対する補高の挿入は立脚期を通して前方推進力を維持する
ロッカー機能を補う効果があり、立脚時間、ステップ長、歩
行速度を改善させ、体幹前傾や上肢の過剰な前方への振りに
よる代償が軽減し、歩容の改善へと繋がったと考える。補高
の挿入は歩行パラメーターや下肢関節角度の改善に影響し歩
容を改善させると考えられ、その有効性が示された。

【理学療法研究としての意義】 退院時に背屈可動域制限が残
存した状態で退院を余儀なくされる患者に対して、補高を挿
入することは代償的な歩容を改善させる可能性がある。

両側足関節骨折を呈した患者に対する補高の影響
～補高挿入前後の歩容の変化に着目して～

○千葉　一貴（ちば かずき），宮下　創，宮垣　さやか
星ヶ丘医療センター リハビリテーション部

Key word：両側足関節骨折，補高，背屈可動域制限
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【目的】 今回、肩鎖関節脱臼保存例において一次的要因（C-C
メカニズムの破綻）に加えて、長期装具固定による二次的要因
が複合し、上腕二頭筋長頭腱（以下、LHB）の肩峰下インピン
ジメントを認めた症例を経験した。肩甲上腕リズムの改善を
中心とした治療を行い良好な成績を得られたため報告する。

【症例紹介】 34歳男性。職業は警察官。平成28年1月末、柔
道練習中に受傷。診断名は右肩鎖関節脱臼（Rockwood 分類
typeⅢ）。保存療法となり受傷後6週間の肩鎖関節固定帯に
よる固定を実施。2週目より stooping-ex・軽作業のみ許可、
7週目より外来リハビリ開始となった。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、患者様へ研究内容
を説明し、同意を得て実施した。

【経過】 初期評価時（7週目）は右肩関節屈曲130°（自動110°）、
外転80°（自動80°）、内旋2nd 45°、外旋2nd 45°、HFT は
陽性で可動域制限を認めた。右肩関節挙上時に肩甲骨挙上・
過度な内転・前傾、肘関節屈曲による代償運動を認めた。そ
の際、僧帽筋上部線維、大・小菱形筋、小胸筋などに過剰な
筋活動を認めた。painful arc sign・Yergason test は陽性、
biceps tendon effect test は短頭優位で上肢挙上時、結節間
溝に NRS 7の疼痛・圧痛を認めた。肩峰床面距離は右6 ㎝、
左3.5 ㎝で鎖骨下筋・大胸筋などに筋スパズム・短縮を認め
た。僧帽筋下部線維・前鋸筋は MMT 4と筋力低下を認めた。
日本肩関節学会肩鎖関節機能評価法の総計スコアは42点で
あった。以上より LHB の肩峰下インピンジメント症状改善
のため、肩甲上腕リズムの改善を目的とした治療を中心に実
施した。肩甲骨・鎖骨の可動性改善を目的に僧帽筋上部線
維・小胸筋・大胸筋・鎖骨下筋などに対し等尺性収縮を用い
たストレッチングを実施し、過剰な筋活動の抑制・筋スパズ
ム・短縮の改善を図った。また、前胸鎖靱帯・肋鎖靱帯に対
しストレッチングを実施し、胸鎖関節の更なる可動性改善を
図った。同時に前鋸筋下部線維の筋収縮を促通し、拮抗筋で
ある大・小菱形筋の筋活動を抑制した。また、僧帽筋下部線
維・前鋸筋に対し筋力強化を実施し、徒手的に肩甲骨の上方
回旋・後傾運動を促通した。肩甲上腕関節の関節包内運動の
改善を目的に肩関節2nd・3rd ポジションでの内旋ストレッ
チングを中心に実施し後下方組織の伸長性改善を図り、上腕
骨頭の下方への滑りを誘導しながら ROM-ex を実施した。
最終評価時（16週目）は肩関節屈曲175°（自動175°）、外転

180°（自動180°）、内旋2nd 70°、外旋2nd 90°、HFT は陰
性で肩峰床面距離・可動域共に左右差は改善した。painful 
arc sign・Yergason test は陰性、biceps tendon effect test
は長頭優位で上肢挙上時の結節間溝の疼痛・圧痛は消失し、
MMT はすべての筋で5まで改善した。肩鎖関節機能評価法
の総計スコアは95点で主治医よりスポーツ動作を許可され、
仕事や趣味であるクロスバイクも問題なく実施可能となり外
来リハビリ終了となった。

【考察】 Inman によると肩甲骨上方回旋時、伸長された烏口
鎖骨靱帯に発生する張力が鎖骨の円錐靱帯結節部に伝達され、
鎖骨の後方回旋運動を引き起こし肩甲骨の完全な上方回旋を
可能としていると説明している。通常、肩関節挙上運動では
肩甲骨の上方回旋・内転・後傾、鎖骨の挙上・伸展・後方回
旋運動が必要で、肩甲骨の上方回旋・後傾量減少が烏口肩峰
アーチの狭小化を招き、rotational glide で肩峰下インピン
ジメントを発生させるという報告がある。本症例の場合、肩
鎖関節脱臼（Rockwood 分類 typeⅢ）の保存療法であり、肩
鎖靱帯・烏口鎖骨靱帯の損傷を生じている。また、6週間の
装具固定により二次的な要因で鎖骨周囲筋などの筋スパズ
ム・筋短縮、胸鎖関節周囲の靱帯に短縮が生じ、鎖骨の可動
性（伸展・後方回旋量）が低下していた。また、代償運動に
より僧帽筋上部線維・小胸筋などの肩甲骨周囲筋の過剰な筋
活動や肩甲骨周囲筋の筋力低下が生じ、肩甲上腕リズムの機
能低下（肩甲骨上方回旋・後傾量減少）が生じていた。以上
のことから早期より肩甲上腕リズム（肩甲骨の上方回旋・後
傾の獲得、鎖骨の伸展・後方回旋の可動性改善）の改善を目
的にアプローチしたことが LHB の肩峰下インピンジメント
症状の改善に有効であったと考える。また、本症例の職業は
警察官で他者とのコンタクトもあることから、症状の重症
化・再受傷予防のために更なる肩関節の筋力強化の継続・
テーピング方法などを指導することが必要である。

【理学療法研究としての意義】 肩鎖関節脱臼保存例において
肩峰下インピンジメント症状改善のためには肩甲上腕リズム
に着目した評価・治療を行うことがより重要であると考える。

上腕二頭筋長頭腱の肩峰下インピンジメント改善を認めた 
肩鎖関節脱臼保存例　～肩甲上腕リズムに着目して～

○平岡　俊介（ひらおか しゅんすけ），松岡　佳春，金井　義則，場工　美由紀
多根総合病院 リハビリテーション科

Key word：肩鎖関節脱臼，肩峰下インピンジメント，肩甲上腕リズム
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【目的】 足関節捻挫はスポーツ傷害のなかでも発生頻度は高
く、足関節捻挫は足関節の内反で受傷することが多い。
Yeung らは、足関節捻挫後の再発率は70% 以上であると報
告している。また、足関節捻挫後の後遺症に悩まされる選手
も多く、Gerber らは、初回捻挫後に足関節が慢性的に不安
定となる患者は40% に上ると報告している。
　しかしながら、足関節捻挫を安易に考えている選手が多く、
足関節捻挫後の後遺症に悩まされている選手のリハビリテー
ションを多々経験する。
　そこで今回、疼痛が残存し競技復帰が困難であった足関節
捻挫後の2症例から、現場でも可能な客観的評価を用いて、
足関節捻挫後の競技復帰について考察し、足関節捻挫後の後
遺症に悩まされる選手を少なくすることを目的とする。

【症例紹介】 
症例 A：年齢20歳、男性、大学ハンドボール選手でポジショ
ンはサイドであった。平成 X 年1月7日に相手の足に乗って
しまい、左足関節内反捻挫を受傷する。約1ヶ月間、疼痛が
増強しない範囲で競技を実施するも、疼痛が改善せず同年2
月4日に当院でのリハビリテーションが開始となる。主訴は
痛みが無く全力疾走ができるようになり、競技復帰がしたい
とのことであった。
　初期評価にて腫脹、疼痛、足関節関節可動域、足趾把持力、
片脚立位時間を評価した。腫脹はメジャーを用いてフィギア
8にて計測し、左右差は無かった。疼痛は Visual Analogue 
Scale（以下、VAS）にて測定し走動作時が8であった。足関
節関節可動域は底屈、背屈、内反、外反を計測し、全てにお
いて左右差は認められなかった。足趾把持力は足趾筋力測定
器（竹井機器工業株式会社の T.K.K.3364）を用いて座位で3
回計測し、3回のなかでの最高値を採用し右25.6 ㎏で左
14.3 ㎏であった。片脚立位時間は開眼にて実施し右1分以上
に対し左6秒であった。
症例 B：年齢21歳、男子、大学サッカー選手でポジション
はキーパーであった。平成 X 年2月5日の練習中にボールに
乗ってしまい、左足関節内反捻挫を受傷する。約1週間の安
静後、疼痛が増強しない範囲で競技を実施するも、疼痛が改
善せず同年3月8日に当院でのリハビリテーションが開始と
なる。ゴールキックを右で蹴る際の左足部の疼痛が強かった
ため、主訴はゴールキックの時に痛みが出ないようにしてほ
しいであった。
　初期評価では腫脹や関節可動域に左右差は認められなかっ
た。足趾把持力は右26.1 ㎏で左22.6 ㎏であった。ゴール

キック時の疼痛は VAS が5であった。片脚立位時間は右1
分以上可能であったが左9秒であった。

【説明と同意】 症例には測定後の結果は匿名化し、プライバ
シーが守られた状態で研究および発表を行うことを説明し同
意を得た。また、測定値を廃棄されたい場合は、いつでも可
能であることを説明し同意を得た。

【経過】 両症例には初期評価後に、自己でのリハビリテー
ションとしてタオルギャザーと患側片脚立位での筋活動向上
練習を指導し、毎日実施してもらった。疼痛の経過と初期評
価にて左右差のあった足趾把持力と片脚立位時間の経過を以
下に記す。
症例 A：初期評価から1週間後の評価では、左足趾把持力
21.3 ㎏であった。VAS は2となり、左片脚立位は26秒可能
となった。この時点で対人以外の競技復帰が可能となった。
初期評価から2週間後の評価では、左足趾把持力25.1 ㎏と
なり、VAS は0、左片脚立位時間も1分以上可能となり、競
技復帰することができた。
症例 B：初期評価から1週間後の評価では、左足趾把持力
25.7 ㎏であった。VAS は2となり、左片脚立位は29秒で
あった。ゴールキーパーであったため、この時点で競技復帰
は可能であった。しかしボールを蹴るときの疼痛は残存して
いた。初期評価から2週間後の評価では、左足趾把持力が
27.7 ㎏で VAS は0、左片脚立位時間も1分以上可能となり、
疼痛なく競技が可能となった。

【考察】 今回、足関節捻挫後に疼痛が消失せず競技復帰が困
難な症例を担当した。足趾把持力の向上が疼痛の改善や片脚
立位時間の改善につながったと考えた。足趾把持力の向上が
足関節周囲筋の筋活動を向上させ、足関節の機能的不安定性
を改善させたことで疼痛や片脚立位時間が改善したと考えた。
　腫脹や関節可動域に左右差が無く、足関節捻挫後の競技復
帰の目安として、足趾把持力の左右差の改善が一つの要因に
なるのではないかと考えられた。

【理学療法研究としての意義】 足関節捻挫後の競技復帰に対
して、選手自身の感覚や指導者の経験的予測で競技復帰をし
ている選手が多く、足関節捻挫後の後遺症につながることが
考えられる。今回の症例研究の結果を実際に活かすことがで
きれば、選手や指導者に対して、客観的に理学療法士が競技
復帰の可否を示すことができ、足関節捻挫の再受傷率を低下
させることや足関節捻挫後の後遺症に悩む選手を減らすこと
ができると考える。

疼痛が残存し競技復帰が困難であった足関節捻挫後の2症例
―足趾筋力測定器を用いて―

○稲葉　聡（いなば さとし）1）2），森北　育宏1）2）

1）大阪体育大学診療所，2）大阪体育大学大学院 スポーツ科学研究科

Key word：足関節捻挫，足趾把持力，競技復帰
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【目的】 立位での荷重練習は臨床上、様々な疾患に対し支持
基底面内での重心移動や筋活動を促す目的で行われる。しか
し、先行研究において、異なる荷重部位への荷重練習がその
後の動作にどのように影響するか報告しているものは少ない。
本研究では、前足部および後足部への荷重課題を行い、その
後の片脚立位における前足部および後足部の荷重比や筋活動
について検討した。

【方法】 対象は健常女性9名9肢（年齢24.3±0.4歳、身長
158.4±4.9 ㎝、体重51.5±2.4 ㎏）である。計測は、床反力計

（Kistler 社製）2基と表面筋電図（Noraxon 社製 Telemyo 
2400）を使用し、荷重課題と片脚立位時の荷重量と筋活動を
測定した。測定肢は検者が片脚立位を指示し、被検者が任意
に支持した反対側とした（右1例、左8例）。表面筋電図の測
定筋は内腹斜筋、大殿筋、中殿筋、大腿直筋、半腱様筋とし
た。測定肢の前足部と後足部は第1, 5中足骨底で区分し、2
基の床反力計の境界上に位置させ、姿勢は肩幅に開脚した立
位とした。荷重課題は、特別な指示なしでの測定肢への荷重

（以下、普通荷重）、後足部への荷重（以下、踵荷重）、前足
部への荷重（以下、つま先荷重）の順に行った。荷重時間は
10秒間とし、10回反復し、課題間には十分な休憩をとった。
課題時は足底や足趾が床から離れず、かつ、頚部、体幹、骨
盤の屈伸や回旋ができるだけ生じないよう指示した。片脚立
位は30秒間とし、まず課題前に行い（以下、①課題前片脚
立位）、その後、普通荷重課題後（以下、②普通荷重後片脚
立位）、踵荷重課題後（以下、③踵荷重後片脚立位）、つま
先荷重課題後（以下、④つま先荷重後片脚立位）に計測した。
　評価項目は荷重課題および片脚立位の荷重比と筋電図積分
値相対値とした。荷重比は、前足部および後足部の荷重量を
体重で除した値の平均値とした。筋電図積分値相対値は、荷
重課題では普通荷重の筋電図積分値を1として算出し、課題
後片脚立位では課題前片脚立位の筋電図積分値を1として算
出した。
　統計学的方法として、片脚立位および荷重課題の荷重比と
筋電図積分値相対値について Bonferoni 法により補正した t
検定を行った。有意水準は5% とし、解析には R version 3.2.1
を使用した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に則り被検者には研
究の目的と内容を説明し、口頭にて研究参加に同意を得た上
で計測を行った。

【結果】 荷重課題の荷重比において、踵荷重課題（前足部

16.1±4.4、後足部71.5±6.3）はつま先荷重課題（前足部
71.7±10.7、後足部10.0±5.6）より、有意に後足部荷重比
が高値（p ＜0.001）であり、前足部荷重比が低値（p ＜0.001）
であった。荷重課題の筋電図積分値相対値において、踵荷重
課 題 は つ ま 先 荷 重 課 題 よ り 有 意 に 大 腿 直 筋 が 高 値

（p= 0.024）、半腱様筋が低値（p= 0.034）であった。
　各荷重課題前後の片脚立位の荷重比において、踵荷重後の
③踵荷重後片脚立位（前足部53.3±6.8、後足部46.7±7.0）
は踵荷重前の②普通荷重後片脚立位（前足部58.8±7.4、後
足 部41.2±7.5）よ り、 有 意 に 後 足 部 荷 重 比 が 増 加

（p= 0.026）し、前足部荷重比は減少（p= 0.027）した。つま
先荷重後の④つま先荷重後片脚立位（前足部60.4±7.3、後
足部39.7±7.7）はつま先荷重前の③踵荷重後片脚立位より、
有意に前足部荷重比は増加（p= 0.0040）し、後足部荷重比は
減少（p= 0.0046）した。筋電図積分値相対値においては、各
課題前後の片脚立位に有意差はみられなかった。

【考察】 踵荷重後片脚立位では後足部荷重比が有意に増加し、
つま先荷重後片脚立位では前足部荷重比が有意に増加したが、
筋電図積分値相対値には有意差がみられなかった。伊藤らは
先行運動がその後の運動に影響すると述べており、本研究に
おいても、片脚立位前に荷重課題を実施していることが、そ
の後の片脚立位における荷重比に影響したと考えられる。
　筋電図積分値相対値においては、踵荷重課題はつま先荷重
課題より有意に大腿直筋が高値、半腱様筋が低値であったが、
荷重課題後の片脚立位においては、有意差がみられなかった。
福井は、立位にて支持基底面内で重心移動する際、健常者で
あっても動きやすい部分と動かしにくい部分が異なるため、
様々な戦略で姿勢制御を行っていると述べている。本研究も
健常者を対象としており、荷重練習やその後の片脚立位でも
様々な戦略で姿勢制御を行っていたと考えられ、筋電図積分
値相対値に有意差がみられなかったと考える。
　本研究結果より、荷重練習する場合は個人により戦略が異
なるため、荷重部位の確認と同時に筋収縮を確認することが
重要であると考えられる。

【理学療法研究としての意義】 本研究により荷重課題後の動
作は、荷重課題の影響を受けていることが明らかとなり、荷
重部位を意識した荷重練習により支持基底面内での重心移動
の範囲拡大に有用であると考えられる。

健常者における異なる荷重部位への立位荷重練習が 
片脚立位に及ぼす影響

○松本　恵実（まつもと めぐみ）1），清水　俊行1），原　良昭2）

1）兵庫県立リハビリテーション中央病院 リハビリ療法部，2）兵庫県立福祉のまちづくり研究所 研究課

Key word：立位荷重，荷重比，筋電図積分値
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【目的】 臨床において、筋力トレーニングの運動負荷量を設
定する指標として1回反復最大負荷（1RM：one repetition 
maximum）が用いられる。しかし対象者によっては、安全
性や再現性の観点から最大筋力の測定が困難であり、運動負
荷量や回数は治療者の主観や経験によって決定されることが
多い。筋力トレーニングの負荷量や回数を簡易的に定量化す
ることで、安全かつ定量的に負荷量を決定できると考えられ
る。近年、筋力トレーニング後の骨格筋の状態を超音波画像
診断装置により確認できることが報告されており、超音波画
像から測定された筋輝度は、骨格筋の質的因子の指標として
用いられる。しかし荷重下での筋力トレーニングの負荷量と
筋輝度の変化の関係は不明である。そこで本研究の目的は、
荷重下にて高負荷をかけた筋力トレーニングで骨格筋の質的
因子がどのように変化するかを検討することとした。

【方法】 対象は下肢に整形外科的疾患の既往を有さない健常
男 性20名（年 齢28.5±6.5歳、 身 長170.4±4.0 ㎝、 体 重
63.4±7.6 ㎏、BMI 21.8±2.7）とした。問診時に下肢に疼
痛の訴えのあるもの、手術歴のあるものは対象から除外した。
測定機器として超音波画像診断装置 Noblus（日立メディコ）
を使用、測定モードは B モードとし、5～18MHz の可変式
リニアプローブと自作した固定装置を用いた。測定部位は、
右大腿長の50% の高さで上前腸骨棘と膝蓋骨直上を結んだ
線上とした。測定方法は、皮膚面に対してプローブを垂直に
保持し、筋肉を圧迫しないように皮膚に軽く触れるように短
軸走査で固定装置を装着し、運動前後の右大腿四頭筋の超音
波縦断画像を記録した。記録された画像から画像処理ソフト

（ImageJ）を用いて、大腿直筋（RF）と中間広筋（VI）の平
均輝度を測定した。測定課題は、端坐位（股・膝関節屈曲角
度90°）の状態から殿部を10 ㎝挙上した状態で、体幹の角度
を開始肢位から前後傾10°以内とし、同肢位を保持できる最
大時間まで大腿四頭筋の等尺性収縮を実施する課題とした。
なお、測定肢位を保持できているかは大転子にマーカを貼付
し、大転子の高さと体幹角度をゴニオメーターを用いて随時
測定し、測定課題から外れる場合は統一した声掛けを行った。
運動開始直前の安静座位、運動開始直後、その後運動中20
秒毎、運動終了直後、運動終了後15分後の安静座位にてそ
れぞれ超音波画像を記録した。統計学的分析には、運動直前
と運動終了直後、運動終了15分後の筋輝度の差を一元配置

分散分析を用いて比較検討した。有意水準は5% 未満とした。
【説明と同意】 この研究計画は当院の倫理委員会の承認を得
た。全ての対象者に対して本研究について説明し、文書にて
同意を得た。

【結果】 RF の輝度は運動前35.28±10.88、運動終了時36.00
±10.50, 終了15分後36.81±11.60で増加傾向であるが有意
差は認めなかった。VI の輝度は運動前46.12±14.03、運動
終了時39.82±14.80、運動終了15分後38.18±15.04で運動
前と運動終了時、終了15分後の間で有意差を認めた（p ＜
0.05）。

【考察】 池添らは筋力トレーニング直後の筋は筋線維の微細
損傷、あるいは組織間液増加や血流増加によって腫脹すると
しており、筋線維の微細損傷による炎症反応として筋輝度は
上昇することから、筋輝度上昇を muscle damage の指標と
して用いている。小林らは、健常若年男性においては筋力ト
レーニング直後に上腕二頭筋の筋輝度が有意に増加したと報
告している。本研究においても運動後の筋輝度は上昇すると
仮説を立てており、RF の輝度は上昇する傾向がみられた。
しかし VI の輝度は運動前と比較して、運動直後と終了15分
後に有意に低下した。スクワット運動では RF よりも VI の
筋活動が大きいとされており、今回の筋輝度の変化は推定さ
れる筋活動量と一致しなかった。加賀谷は、静的運動では強
度が高くなるほど筋収縮に伴う筋内圧の上昇が血流増加を抑
制するとしており、本研究でも同様の現象から運動強度に対
して筋腫脹が進行せず、筋輝度が上昇しなかったことが考え
られる。また、浅層に位置する RF が比較的高輝度であった
ため、超音波減衰によるアーチファクトが生じ、深層に位置
する VI は低輝度像を示していたことも考えられる。以上の
ことから、下肢骨格筋における荷重下での筋力トレーニング
において、筋輝度を用いた質的因子の評価の有用性について
は検討が必要と考えられる。今後は運動様式の違いによる差
異や運動後の経時的な変化を検証していく必要がある。

【理学療法研究としての意義】 臨床において荷重下での筋力
トレーニングは多く用いられるが、それに対するエビデンス
は少ない。超音波画像診断装置を用いて、安全かつ定量的な
負荷設定を行うための基礎データとなると考えられる。

荷重下での等尺性収縮トレーニングによる大腿四頭筋の筋輝度の変化

○野村　陽子（のむら ようこ）1），福田　大輔1）2），兼岩　淳平1）2），棚次　恵梨1），山下　龍太1），
工藤　慎太郎2）3）

1）医療法人社団有隣会 東大阪病院 リハビリテーション部，2）森ノ宮医療大学保健医療学部 理学療法学科，
3）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：筋力トレーニング，超音波画像診断，筋輝度
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【目的】 前回の東京パラリンピックから、障がい者スポーツ
は脚光を浴びるようになり、障がい者スポーツを経験したこ
とがある人は増加している。しかし、スポーツの特性、障が
いの特性、補装具の特性を十分理解し、指導に繋げられてい
るか疑問が残る。
　そこでこの度、左上肢切断者で補装具を使用している、障
がい者ゴルファーのスイングを、プロゴルファーのスイング
と比較し、左上肢の役割をどのように代償しているかを検証
した。

【方法】 対象は、右上肢切断者の障がい者ゴルファー（以下
被験者 A 40歳代後半 167 ㎝/85 ㎏ ゴルフ歴10年（上肢切
断後9年）ベストスコア / 平均スコア70/82 切断部位：左上
腕（断端長：14 ㎝、左上腕：22 ㎝ 義手使用（オーダーメイ
ド））とプロゴルファー（以下被験者 B ティーチングプロ A
級（日本プロゴルフ協会）30歳代後半 170 ㎝/75 ㎏ ゴルフ
歴20年 ベストスコア / 平均スコア65/74）の2名とした。
　計測前にウォーミングアップを行い、M-Tracer（EPSON
社 製）を ゴ ル フ ク ラ ブ（1番 ウ ッ ド　AKIRA Speeder 
FLEX）のシャフト部分に装着し、前方に付けた的に向かい
ゴルフスイングを行わせた。その際、前額面・矢状面・水平
面上方からハイスピードカメラ（ライブラリー社製ひまわり
GE-60/ 撮影120fps）でスイングを撮影する。また、正確な
データを得る為に、それぞれ3回計測を行い、最も良いデー
タを分析対象とした。ハイスピードカメラで撮影した動画は
動画解析ソフト（Kinovea）を使用して、2次元空間座標、関
節角度等から動作解析し、コック角度（クラブシャフトと腕
の成す角度）、クラブヘッドの単位時間あたりの変化量を算
出した。クラブヘッドスピードは、M-Tracer を用い、これ
らの結果と合わせて考察した。スイングフェイズにおける対
象ゾーンは、主にトップからインパクトとした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、研究概要
や個人情報の扱い等について説明し、障がい者ゴルファーお
よびプロゴルファーの同意を得て行った。

【結果】 ヘッドスピード（インパクト時）と平均角速度（コック最
小角度時～インパクト時）は、被験者 A：46.8 m/s, 673.60°/s 
被験者 B：50.0 m/s, 1039.16°/s だった。前額面における最
小コック角度と出現するタイミング（トップ0%, インパクト
に達する時間を100% とする）は、被験者 A：68°、37.14%

　被験者 B：35°、44.83% だった。水平面におけるクラブ
ヘッドの移動距離の増加は、被験者 A：79% で左上肢が前
額面上時計の針で9時の位置から見られた。それに対し被験
者 B は74% で10時の位置からだった。

【考察】 インパクト時クラブヘッドスピードは、被験者 A が
46.8 m/s であったのに対し、被験者 B は50.0 m/s であった。
この数値は、一般的に両者とも速いといえる。ヘッドスピー
ドの速さは、ボールの初速度に影響を与える大きな因子とな
る。このヘッドスピードを上げるためには重心移動、体幹の
回旋の他にコックの開放が必要と言われている。しかし、被
験者 A は、左上腕切断者であるため、コックの開放が十分
得にくい。クラブヘッドの単位時間あたりの移動距離の変化
は、両者とも2峰性を呈していた。被験者 B は、59% に達
するまで急速に変化していた。その後20% の間は加速が見
られず、79% から再び加速が見られた。この79% は全額面
上、上肢が時計の針で9時の位置と一致した。それに対し被
験者 A は、63% に達するまで加速し、その後10% の間加速
が見られず、74% から再び加速が見られた。この再加速の
位置は、10時の位置であった。また被験者 A はコック最小
角度68°と被験者 B の35°に比して浅かった。これらの現象
は、補装具を使用しチューブを伸張させることで大きな弧を
描くことができ、より遠心力を利用したスイングができてい
ると思われる。

【理学療法研究としての意義】 障がいの有無にかかわらずス
ポーツは、健康の維持、生活の質の向上に大きな役割を担っ
ている。今後さらに切断、片麻痺、機能不全など多岐にわた
る障がいと、ゴルフスイングの関係性を明らかにすることで、
指導者、選手の育成が充実すると思われる。

上肢切断者のゴルフスイング分析
―プロゴルファーとのコック動作比較―

○安田　孝志（やすだ たかし）1），宇於崎　孝1），井上　卓也2），和田　安奈2），新　晶裕3），	
川端　貢平4），砂川　勇1）

1）滋賀医療技術専門学校 理学療法学科，2）堤整形外科，3）京都警察病院，4）宇治徳洲会病院
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【目的】 変形性股関節症患者（股 OA 患者）の中殿筋において、
筋断面積の減少や TypeⅡ線維の選択的萎縮、TypeⅡ発火率
が低値を示すという報告がある。一方、主に直列弾性要素の
緩みの程度としての末梢過程を反映する電気力学的遅延

（EMD）は、廃用や手術侵襲によって延長することが明らか
となっている。これらの知見から、股 OA 術後患者において
EMD の延長を認める可能性が非常に高く、それが歩行など
の動作における阻害要因となっていることが考えられる。そ
のため、股 OA 術後患者における EMD について検証するこ
とは今後の股 OA 術後患者の治療に貢献する意義が高いと考
えられる。本研究の目的は、股 OA に対して寛骨臼回転骨切
り術（RAO）を施行された症例において、各荷重期間におけ
る患側中殿筋の筋機能の回復過程を検討することである。

【方法】 対象者は両側股 OA に対する RAO 後患者1名（30
歳代、女性）。術前における患側は初期股関節症であり、疼
痛が強く生じていた。健側である左側は前股関節症だが、疼
痛はみられなかったため、本研究では左側を健側と定義した。
当院の RAO 後患者におけるクリニカルパスは、術後1週か
ら1/3部分荷重（PWB）、その後、術後1ヶ月毎に1/2PWB, 
2/3PWB、全荷重（FWB）が開始される。本症例はクリニカ
ルパス通りに経過し、荷重制限期間内において制限範囲を満
たす荷重量を獲得していた。
　測定項目は、各荷重時期の終了時点における両側の股関節
JOA スコアおよび股関節運動時痛（NRS）、両側中殿筋の筋
力および EMD とした。測定機器は、徒手筋力計（酒井医療
社製モービィ）および表面筋電計（Noraxon 社製 Myore-
search1400）を同期して用いた。背臥位での股関節内外転中
間位における中殿筋の最大随意等尺性収縮を、十分な練習を
した後に、3回ずつ計測した。得られた波形から随意的筋活
動の発現からトルクカーブが発現するまでの時間を EMD、
トルクカーブの最大値を筋力として算出した。解析には、筋
力は最大値を、EMD は3回の平均値を用いた。なお、随意
的筋活動およびトルクカーブの発現はそれぞれの安静時の平
均値 +2標準偏差を超える時点とした。全ての測定結果につ
いて、目視による検討を行った。

【説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言に基づき、本研究
の内容および測定データの使用目的について対象者に口頭な
らびに文書を用いて十分な説明を行った。また、対象者本人

の自由意思による同意を得た後に実施された。
【結 果】 股 関 節 JOA スコア は、荷 重 時 期 順（1/3PWB, 
1/2PWB, 2/3PWB, FWB）に、患側27点、33点、46点、58
点、健側68点、72点、79点、88点であった。また、股関節
運動時痛の NRS は、荷重時期順に、患側5, 4, 0, 0, 健側は
すべて0であった。中殿筋の筋力（単位： ㎏f）に関しては、
荷重期間順に、患側3.6, 2.6, 8.0, 10.1, 健側10.2, 10.3, 13.8, 
13.7であった。EMD（単位：ms）は、同様に、患側167.7, 
158.0, 97.7, 86.0, 健側121.7, 99.7, 91.7, 80.0であった。

【考察】 結果より、患側の股関節 JOA スコアは経過に伴い
向上がみられた。健側にもスコアの向上がみられたが、両側
に含まれる歩行能力と日常生活動作のスコアの向上の影響が
大きかった。1/2PWB における筋力低下と EMD 延長は、
測定時に患側股関節周囲に疼痛が生じていたことが要因と考
えられる。しかし、1/2PWB 後は、2/3PWB, FWB と荷重
量の増加に伴って筋力の向上や EMD の短縮を認めた。
Kubo らは、EMD の主な規定因子として、筋腱複合体の剛
性（stiffness）が大きく関与していると報告している。そも
そも RAO は、中殿筋の術侵襲が比較的大きく、荷重制限も
あるため、術後の中殿筋に筋変性が生じ stiffness が低下す
ることが推察され、それが EMD の延長に関与することが考
えられる。また、荷重量と EMD の関連についての先行研究
はみられないが、荷重刺激により筋に対して病理学的変化を
引き起こし、廃用性筋萎縮を抑制するとの報告がある。本研
究の結果を加味すると、荷重量の増加に伴い荷重刺激が増え、
それが中殿筋の筋変性を改善させたのではないかと考える。
つまり、荷重刺激は筋の stiffness 改善の一要因と成り得る
ことが示唆される。本研究の限界としては、自然回復の要素
を排除できないことや、シングルケースデザインのため因果
関係まで検討できないことが挙げられる。今後は、症例数を
増やし、中殿筋の筋変性について超音波エコーを用いて
stiffness など詳細に検討することや、EMD と動作の関連に
ついての検討も必要だと考える。

【理学療法学研究としての意義】 股 OA 術後患者における中
殿筋の筋変性に対するアプローチとして荷重刺激が重要であ
る可能性が考えられた。この結果は、中殿筋跛行が残存しや
すい股 OA 術後患者への理学療法の発展に貢献できると考
える。

寛骨臼回転骨切り術後患者における各荷重期間における 
中殿筋の筋機能の回復過程
―シングルケースにおける縦断的検討―

○井上　純爾（いのうえ じゅんじ）1），森　拓也1），額賀　翔太1），宮川　良博1），岩井　大暉1），	
杉岡　辰哉1），後藤　淳1），澳　昴佑2），橋本　雅史1），佐竹　勇人1），川原　勲1）

1）阪奈中央病院 リハビリテーション科，2）四條畷学園大学 リハビリテーション学部

Key word：変形性股関節症，中殿筋，電気力学的遅延
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【目的】 我々は、理学療法場面において大殿筋上部・下部線
維の筋力低下を認める症例に対し、比較的運動方法が簡単で、
症例の理解も得やすいことから、セラバンド等を用いた端座
位での股関節外転・外旋練習を自主練習として指導すること
がある。しかし、端座位での股関節外転・外旋複合運動時の
骨盤前後傾角度変化により、大殿筋両線維の効果的な筋力強
化ができない症例を経験することがある。そこで今回、端座
位での骨盤前後傾角度変化による股関節外転・外旋位保持課
題時の大殿筋上部線維・下部線維、また股関節外転作用を有
する中殿筋前部線維と大腿筋膜張筋の筋活動量について検討
し、症例に対する自主練習指導に示唆を得ることとした。

【方法】 対象は健常男性11名とした。測定課題の開始肢位は
体幹正中位、両膝・股関節屈曲90°で両足底を床面に接地し
た座位とした。また、足幅は両側の舟状骨結節を合わせ、両
股関節外転・外旋位となるように両大腿骨内側上顆間距離を
20 ㎝とした。骨盤前後傾角度について、基本軸は大転子を
通る座面への垂直線とし、移動軸を大転子と腸骨稜の頂点を
結んだ線とした。そして0°を骨盤中間位とし、20°前傾位を
骨盤前傾位、20°後傾位を骨盤後傾位とそれぞれ規定した。
測定課題は、3つの骨盤肢位をランダムに変化させた座位を
開始肢位とし、抵抗負荷に対して、両股関節外転・外旋角度
を保持させることとした。この時、両足底内側の離地は許可
した。抵抗負荷に関しては、自主練習場面を想定し、非伸縮
性のバンドを両大腿遠位部に固定した。そして、抵抗負荷量
を計測するために固定したバンドの中間にバネ秤を設置した。
抵抗負荷量の設定は、石井らの報告を参考に一側下肢の重さ
である体重の18.6% と設定し、対象者ごとに体重の18.6%
の値を算出し、値を確認しながら課題を実施した。測定項目
は、キッセイコムテック社製テレメトリー筋電計 MQ-8を
用いて、各骨盤角度における課題中の利き脚側大殿筋上部線
維、大殿筋下部線維、中殿筋前部線維、大腿筋膜張筋の筋電
図波形を5秒間測定し、各対象者につき3回ずつ測定した。
そして、各骨盤角度で測定した3回の平均値を個々のデータ
とし、安静座位の各筋の筋電図積分値を1とした相対値を求
め、各筋の骨盤前後傾角度変化による筋電図積分値相対値を
比較した。統計学的処理は、各筋の筋電図積分値相対値につ
いて正規性検定と等分散性検定をおこない、正規性を認めず
等分散性が仮定できなかったことから、フリードマン検定と

Scheffe’s Ftest の多重比較検定を実施した。有意水準は5%
未満とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言を鑑み、対象者には
研究に同意を得た。

【結果】 大殿筋上部線維の筋電図積分値相対値は、骨盤後傾
位と比較して骨盤中間位・骨盤前傾位で有意に増加した。ま
た、大殿筋下部線維の筋電図積分値相対値は、骨盤後傾位と
比較して骨盤前傾位で有意に増加した。中殿筋前部線維、大
腿筋膜張筋に関しては、各骨盤角度間において筋電図積分値
相対値に有意差を認めなかった。

【考察】 大殿筋上部線維と大殿筋下部線維において、骨盤後
傾位と比較して骨盤前傾位で筋電図積分値相対値の増加を認
めたことについては、骨盤前傾位となることで、股関節屈曲
制動作用として筋電図積分値相対値が増加したと考える。ま
た、大殿筋下部線維において骨盤中間位と比較し、骨盤後傾
位で筋電図積分値相対値に有意差を認めなかった。これは、
骨盤後傾位では股関節屈曲制動作用としての筋活動が減少し
たことが要因と考えた。中殿筋前部線維については、筋電図
積分値相対値に有意差を認めず、各骨盤角度変化間でほぼ同
等の筋電図積分値相対値を示した。本測定課題は、股関節外
転・外旋位の保持課題であり、股関節外旋位では、大腿骨が
外旋するため、大転子は下方に変位すると考える。中殿筋前
部線維は内旋作用を有していることから、股関節外旋運動を
阻害しないように筋電図積分値相対値に有意差を認めなかっ
たと考える。大腿筋膜張筋も中殿筋前部線維同様の作用であ
り、筋電図積分値相対値に有意差を認めなかった。これにつ
いて、股関節外転・外旋による測定課題であるため、大腿筋
膜張筋は筋線維走行が外側に変位し、他の股関節屈曲筋が股
関節伸展制動に関与したと考える。

【理学療法研究としての意義】 理学療法場面において、本研
究課題を用いた自主練習を指導する際に、大殿筋上部線維、
大殿筋下部線維の筋力を強化するためには、骨盤前傾位で実
施する必要性があると示唆された。また、本研究課題では中
殿筋前部線維や大腿筋膜張筋の積極的な筋力強化が期待でき
ないことも示唆された。

座位での股関節外転・外旋位保持課題が股関節周囲筋群の 
筋電図積分値に及ぼす影響
―骨盤前後傾角度変化による検討―

○森田　大介（もりた だいすけ）1），西村　健1）4），玉置　昌孝2），中道　哲朗3），鈴木　俊明4）

1）門真老健ひかり リハビリテーション科，2）柏友会楠葉病院 リハビリテーション科， 
3）ポートアイランド病院 リハビリテーション科，4）関西医療大学大学院 保健医療学研究科
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【目的】 移乗動作の獲得は日常生活範囲の拡大に重要である。
特に脊髄損傷患者では残存機能によって移乗方法は異なるも
のの、プッシュアップ動作の獲得が日常生活範囲に大きく影
響する。先行研究では、いかに殿部を高く挙上できるかが
プッシュアップ動作能力の指標として有効であることや、
ベッド - 車いす間の側方移乗自立と殿部を挙上した高さ（以
下、殿部挙上高）との関係性を報告しているものがある。し
かし、回復期病院の入院患者にはコルセットにより体幹が固
定され、プッシュアップ動作が制限されている患者が多く、
移乗動作の早期獲得に難渋することがある。そこで、本研究
では健常者を対象に、殿部挙上高と各部位の移動距離や関節
角度に着目して、体幹コルセットとプッシュアップ動作に関
連する因子との関係性を検討した。

【方法】 対象は健常者の男性10名、女性11名であり、年齢
（平均値±標準偏差）は25±3.6歳、身長166±6.7 ㎝、体重
55±6.2 ㎏であった。対象者には、耳朶、第7頸椎棘突起

（以下 C7）、第4腰椎棘突起（以下 L4）、肩峰、手関節中央、
大転子、大腿骨外側上顆に直径3 ㎝の球形マーカーを貼付し、
胸腰仙椎装具（以下、コルセット）を装着した。測定方法と
して、開始肢位は足底が接地しない高さのセザム上端座位と
した。次に、できるだけ高くプッシュアップ動作を行うよう
口頭指示を与え、矢状面からデジタルハイビジョンカメラ
HDC-TM750（Panasonic 社製）を用いて定点撮影をした。
動画解析には、二次元動作解析装置 DARTFISH Pro5.5（株
式会社ダートフィッシュ社製）を使用して、殿部挙上高（開
始肢位からの L4の上方移動距離）を測定した。次に、殿部
挙上高が最大となった時点を最大プッシュアップ動作時とし、
この時点の頭部前方移動距離（開始時からの耳朶の移動距
離）、肩関節屈曲角度（手関節中央 - 肩峰 - 大転子のなす角
度）、上肢前傾角度（肩峰と手関節中央を結ぶ線と垂線のな
す角度）、体幹前傾角度（C7と L4を結ぶ線と垂線のなす角
度）、股関節屈曲角度（肩峰 - 大転子 - 大腿骨外側上顆のな
す角度）の項目を測定した。統計学的検討は、殿部挙上高と
各測定項目との間で Spearman の順位相関分析を行い、有
意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、各対象者には本研
究の施行ならびに目的を説明し、研究への参加に対する同意
を得た。

【結果】 殿部挙上高（平均±標準偏差）は20±6.7 ㎝であり、
81% が16 ㎝以上挙上していたが、14% が10 ㎝以下であっ
た。頭部前方移動距離は35±13.5 ㎝、上肢前傾角度は18±
3.9°、肩関節屈曲角度は28±6.0°、体幹前傾角度は52±
10.2°、股関節屈曲角度は114±8.2°であった。殿部挙上高
と各測定項目との関係については、頭部前方移動距離で
r= 0.73（p ＜0.05）、肩関節屈曲角度で r= 0.51（p ＜0.05）
の有意な相関を認めた。上肢前傾角度、体幹前傾角度、股関
節屈曲角度では有意な相関は認められなかった。

【考察】 原田らは側方移乗自立には、殿部が約10 ㎝以上挙
上できることが必要であり、水上らもベッド - 車いす間の
側方移乗が不可能であった群の殿部挙上高は平均9.3±
4.5 ㎝、可能群は平均16.1±7.4 ㎝であったことを報告して
いる。本研究では、平均20±6.7 ㎝であり、81% が16 ㎝以
上挙上可能であったことから、コルセットを装着していても
移乗に必要な殿部挙上高の確保が可能であることが確認され
た。一方で、殿部挙上高には股関節屈曲角度や体幹前傾角度
が影響していることを報告するものがあるが、本研究では相
関を認めなかった。これは、コルセットにより股関節・体幹
の関節可動域が制限されたためと考えた。今回、プッシュ
アップ動作に必要な要素としては、頭部の前方移動距離と肩
関節屈曲角度に有意な正の相関を認めた。このことから、頭
部を前方へ移動させ、基本軸を上肢・移動軸を肩峰と L4を
結ぶ線とした肩関節屈曲角度を拡大させることで、振り子様
に殿部を挙上していると考えた。そのため、前述の動きを意
識したプッシュアップ練習を行うことが移乗動作の早期獲得
に繋がるのではないかと考えた。さらに、脊髄損傷者は損傷
高位による残存機能や痙性の有無などにより肩関節を固定す
ることが困難な場合や、プッシュアップ動作方法の違い（垂
直型や回転型）があるため、今後は脊髄損傷者を対象に筋力
やプッシュアップ動作方法の影響も検討していきたい。

【理学療法研究としての意義】 本研究では、コルセット装着
中のプッシュアップ動作では、殿部の挙上に頭部の前方移動
距離と肩関節屈曲角度が関係することが示唆された。このこ
とは、コルセット装着中の理学療法プログラムを考える一助
になると考える。

体幹コルセットとプッシュアップ動作の関係性

○山澤　侑香（やまざわ ゆか）1），枡田　隆利1），安岡　実佳子1），外間　志典1），大垣　昌之2）

1）社会医療法人愛仁会 愛仁会リハビリテーション病院 リハ技術部 理学療法科， 
2）社会医療法人愛仁会 愛仁会リハビリテーション病院 リハ技術部

Key word：プッシュアップ，体幹コルセット，側方移乗
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【目的】 糖尿病等の生活習慣病改善のために行われる在宅で
の運動指導において、比較的安全で取り組みやすい運動とし
てウォーキングが挙げられることが多い。しかしながら、心
疾患併存の場合等においては、非監視下でウォーキングを行
うことが容易に過負荷となる危険性がある。そこで、近年普
及している活動量計を使用し、過負荷を考慮した運動指導方
法を検討することとした。

【症例紹介】 60歳代、男性、うっ血性心不全、冠動脈三枝病
変。合併症として2型糖尿病（糖尿病罹患歴20年）、下肢閉
塞性動脈硬化症。職業は看護師、療養のため休職中も就労復
帰意欲強い。冠動脈三枝病変に対し冠動脈バイパス術（以下
CABG）を施行され、術後1か月から外来心臓リハビリテー
ション（以下リハビリ）を開始。リハビリ開始時の体重
92.4 ㎏、BMI30.5、空腹時血糖212 ㎎/dL、HbA1c8.4%、
BNP77.7pg/㎖、インスリン量49U/ 日（インスリンデグル
デク26U、インスリンリスプロ朝10U 昼6U 夕7U）。また、
体力データとしては運動負荷試験において AT 時 VO2 9.4 ㎖
/min/㎏（2.7 METs）、等尺性膝進展筋力右29.6 ㎏（体重比
32.1%）左27.9 ㎏（同30.1%）、Timed Up ＆ Go test（以下
TUG）8"6、Functional Reach Test（以下 FRT）29.0 ㎝。な
お、リハビリ開始当初の日常生活活動量は約4000歩 / 日で
あった。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に則り、研究の目的、方法、
協力者が不利益を受けないこと、データ管理、公表方法を本
人に説明し、同意を得た。

【経過】 リハビリとして、週3回の監視下運動（トレッドミ
ル歩行、重錘負荷でのレジスタンストレーニング）を当院通
院にて実施。また、毎日1回30分～1時間程度の非監視下で
のウォーキング運動を実施。
　リハビリ開始3か月後、患者からは「なんとかこの機会に
生活を改善して、糖尿病も良くしたい。透析導入を回避した
い。」という言葉が頻繁に聞かれていた。しかし、体重
91.9 ㎏、BMI30.3と減量できず、AT 時 VO2 8.7 ㎖/min/㎏

（2.5METs）と体力データにも十分な改善を認めず、来院時
の監視下運動中に心室性期外収縮（以下 PVC）を頻繁に認め
るようになっていた。意欲的にリハビリに取り組まれている
にも関わらず、結果が伴わない状態であった。この原因を、
在宅でのウォーキングによる過負荷、また、低血糖による交
感神経活性の亢進による PVC 出現ではないかと考え、非監

視下でのウォーキング運動中の自己検脈の徹底ならびに活動
量計を用いて歩行速度を抑えるよう運動指導を行った。活動
量計は、テルモ社製のメディウォークTM、歩行速度が一定
の速度となり運動強度が中等度強度（3.0～5.9METs）とな
ると本体のランプが点滅する仕様となっているものを使用し
た。まず、通常通りの生活を活動量計にて確認すると、約
9,000歩 / 日とリハビリ開始当初よりかなり増えており、そ
の中でウォーキング運動時間に合わせて中等度運動時間が
30分前後認められていた。そこで、「ウォーキングでは頑張
り過ぎずに、活動量計のランプが光らないようにゆっくりと
歩いてください。」と運動指導を行った。数回の運動指導後、
一日歩数に大きな変化なく、中等度強度の時間を10分以内
と減少させられていることを確認した。なお、この時点での
インスリン量は51U/ 日（インスリンデグルデク30U、イン
スリンリスプロ朝8U 昼6U 夕7U）となっており、リハビリ
担当の循環器内科医よりインスリン処方医の糖尿病内科医に
リハビリ状況の説明がなされ、インスリン処方量の検討が行
われた。
　リハビリ開始5か月後、体重90.8 ㎏、BMI29.9、空腹時血
糖83 ㎎/dL、HbA1c5.6%、BNP44.1pg/㎖、と血液データ
に改善を認めた。また、体力データにおいても AT 時 VO2 
11.6 ㎖/min/㎏（3.3METs）、等尺性膝進展筋力右33.3 ㎏（体
重比36.7%）左27.9 ㎏（同30.7%）、TUG 6”5、FRT 32.0 ㎝
と改善を認めた。この時点でのインスリン量は39U/ 日（イ
ンスリンデグルデク20U、インスリンリスプロ朝6U 昼6U
夕7U）となっており、リハビリ開始3か月後よりインスリ
ン量が減量されていた。

【考察】 「ウォーキングを積極的に行うことで、血糖をコン
トロールしてインスリン量を減らしていきたい。」という患
者の思いがあり、非監視下での運動において運動指導内容以
上に負荷をかけられてしまっていた可能性があった。最終的
な結果において、体重の減量に関してはインスリン量の調整
が関与している可能性が考えられるが、血液データにおいて
BNP の上昇を認めず体力データの AT 時 VO2に改善を認め
たことは、非監視下での運動において過負荷を抑制しかつ効
果的な運動負荷が与えられたと考えられる。

【理学療法研究としての意義】 ウォーキング運動において、
過負荷を予防するといった観点から活動量計を使用すること
の有効性が示唆された。

活動量計でウォーキング過負荷を避けた糖尿病患者の一例

○北村　和也（きたむら かずや）1），小椋　雅也1），塚越　亨1），柳本　佐知子1），中西　拓也1），
中川　雅之2）

1）北播磨総合医療センター リハビリテーション室，2）北播磨総合医療センター 循環器内科

Key word：活動量計，心臓リハビリ，糖尿病
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【目的】 胆管癌治療中に Trousseau 症候群を発症し、退院
までに3度の脳梗塞を発症したが、自宅退院に至った一例に
ついて報告する。

【症例紹介】 70代男性、胆管癌 T4N0M1stageⅣB により化
学療法中。X 日に呂律困難及び右半身筋力低下あり、MRI
にて左小脳半球及び左前頭葉、両側後頭葉に多発の高信号域
を認め、Trousseau 症候群の診断を受け、ヘパリン加療開始。
X+2日よりリハビリテーション開始。介入時の ADL は起居、
起立、移乗などの動作は全介助～軽介助。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、対象者の保護には
十分に留意し、患者家族に対し今演題に対する説明と同意を
得た。

【経過】 脳梗塞における理学療法に加え、原疾患を考慮し早
期退院になった場合に備え、早期から妻に ADL 援助の協力
を依頼し、できる限り本人と家族とともに理学療法を行った。
結果として、X+31日目の時点で車椅子移乗・起居・起立動
作は見守り、歩行は50 m 程度介助歩行可能となった。
X+34日目の IC にて化学療法より自宅退院への向けた調整
を優先することとなり、早期退院に向け医師、看護師、作業
療法士、社会福祉士と連携し退院調整開始。自宅での生活支
援に向けた具体的な ADL 練習や病棟での自主練習、自宅生
活での必要と考えられる介護サービスの検討、自宅退院にむ
けた退院前訪問指導の計画と準備を実施した。しかし、
X+35日目に右上下肢の脱力出現し、左小脳梗塞を再発。一
時的に運動麻痺の悪化と意識レベルの低下を認めたが、幸い
にも介入から1週間程度で以前と同等の ADL まで向上を認
めた。しかし、X+48日目に再度四肢の脱力、意識レベルの
低下を認め MRI にて両側小脳半球や大脳半球皮質～白質に
多発の高信号域を認めた。今回は前回以上の意識レベル低下
と麻痺側上下肢の運動機能の低下、認知機能面の低下を認め、
ADL も全般的に重介助～軽介助レベルへと低下した。さら
に繰り返し起こった脳梗塞によって、家族の今後に対する精
神的不安が増悪し、自宅退院に対してやや消極的な発言がみ
られた。しかし、本人と妻の自宅退院の希望は変わらず、自
宅退院を可能な限り目指すこととなり、退院前訪問指導を予
定通り実施。ただし、患者本人に関しては、ヘパリン治療中
であることや可能な限り退院まで無理せずに経過することを
優先としたこともあり、本人不在で X+52日目に退院前の自

宅訪問を実施した。退院間近になると医師や看護師からは、
退院後に自宅で急な状態変化が起こった際の対応や連絡先、
当院での受け入れが可能であることなどを伝達して頂き家族
の不安をできる限り取り除けるように支援した。X+55日目
に全ての退院調整が可能になり、X+57日目に自宅退院の運
びとなった。その後、本氏は数日の自宅生活後に、急性胆管
炎を発症され、当院に再入院し、その後当院にて死亡退院と
なった。

【考察】 Trousseau 症候群は悪性腫瘍に伴う血液凝固亢進に
より脳卒中症状を生じる病態であり、一般的に予後は不良で、
過去の報告を見ても自宅退院となった例は少ない。今回の
ケースも、発症後の全身状態から予後は数ヶ月と IC されて
おり、本人と家族共に積極的ながん治療は望まず、自宅退院
を希望されたこともあって、早期に自宅退院に向けた退院調
整が必要であった。理学療法士としては脳梗塞に対する理学
療法だけでなく、がんによる予後を考慮しながら、繰り返さ
れる脳梗塞によって生じる全身状態や ADL 変化、本人と家
族の精神面に迅速に対応し早期の在宅退院へ支援する必要が
あった。そこで、早期から妻に ADL 介助を協力していただ
くことで現状の身体的・動作的な病状の理解を促し、万が一
ADL 低下を認めても、変化点だけを指導すれば対応できる
ように努めた。また、運動機能の確認も妻と一緒に確認する
ことを習慣とし、自宅退院後に再度状態が悪化しても妻が早
期に気がつけるように指導した。また、主たる介護者である
妻への配慮も忘れず、医師や看護師の声掛け、退院後にも一
人で抱えず周りを頼るように説明するなどの介入を継続し、
妻など家族が持つ退院への不安も緩和できたと考える。

【理学療法研究としての意義】がんのリハビリテーションは
機能的予後が不良かつ、病状によっては自宅退院などの目標
が達成できないケースも多い。中でも Trousseau 症候群の
予後は発症から数カ月と不良で、自宅退院を報告したケース
は数少ない。こういった症例報告の積み重ねが、退院支援の
一助となると考えられる。

胆管癌治療中に発症した Trousseau症候群に対する理学療法経験

○井上　知哉（いのうえ ともや）1），上原　光司1），西田　明日香1），小西　彩香1），谷本　直紀2），
欅　篤3）

1）社会医療法人 愛仁会 高槻病院 技術部 リハビリテーション科， 
2）社会医療法人 愛仁会 高槻病院 診療部 消化器内科， 
3）社会医療法人 愛仁会 高槻病院 診療部 リハビリテーション科

Key word：Trousseau 症候群，がんリハビリテーション，理学療法
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【目的】 平均寿命が延長し、高齢の癌患者が切除手術を受け
る機会が増加している。癌に対する外科的治療は、腹腔鏡手
術等の導入に伴い低侵襲となりつつあるが、予備能力の低下
している高齢者の術後合併症発生率は依然高く、その予防は
重要な課題である。当院では、食道癌患者を対象に2007年
から、術前心肺機能強化リハビリ（以下：強化リハ）を導入
している。それにより、術前運動耐用能や下肢筋力向上と術
後離床経過の改善が得られ、他の消化器癌についても実践し
ている。
　1年間に2度、消化器癌切除術を受けることとなった超高
齢者に対し、周術期心肺機能強化トレーニングを行った。そ
の有用性について報告する。

【症例紹介】 90歳男性。ADL は自立、歩行は杖を使用し独
歩可能。平成28年春に下部内視鏡検査で上行結腸癌を指摘
され、周術期リハビリテーション（以下、周術期リハ）目的
に当院リハ科紹介、外来で有酸素運動および呼吸・排痰指導
を行った。そして手術1週間前に強化リハ目的で入院し、徹
底した運動負荷をかけリハビリを実施した。術前上部消化管
検査で胃癌を指摘され、3ヶ月後胃癌切除術施行予定となっ
た。その後、腹腔鏡下右側結腸切除術施行された（術後癌ス
テージⅢb：SSN1、腺癌）。再入院後強化リハを経て腹腔鏡
下 幽 門 側 胃 切 除 術 施 行 さ れ た（術 後 癌 ス テ ー ジⅠA：
T1bN0M0、腺癌）。体力の評価は、強化リハ入院時と術前
日、退院時に6分間歩行テストと心肺運動負荷試験（CPX）
により VO2peak、呼吸機能検査（%VC、1秒率）、ADL テ
ストは FIM を用いて実施した。強化リハプログラムは、入
院時に測定した CPX の結果から50-60%HRR 負荷で、1日
2回エアロバイクとハンドエルゴをそれぞれ30分以上、さら
にスクワットや筋力トレーニング、自主トレーニング指導

（上下肢筋力トレーニング、50-60%HRR 負荷で1日30分以
上の歩行）を実施した。

【説明と同意】 本症例には本学会で、入院中の状況を報告す
ることと、個人の特定を避けるために参加日時や手術時期に
ついて公表しないことを説明し、文書で同意を得た。周術期
心肺機能強化トレーニングは、本大学倫理審査会で承認され
た研究の一環として行った。

【経過】 1度目の上行結腸癌周術期の術前強化リハ期間は6
日間で、術後1日目から離床、廊下歩行を開始し、食事も再

開された。術後3日目から理学療法室に出棟、術後8日で合
併症なく退院となった。退院前に、自宅での手術待機期間中
のトレーニングの重要性を本人、家族に説明し、有酸素運動
は歩行を中心に60%HRR 負荷で30分以上、下肢筋トレなど
の指導を行った。2度目の胃癌周術期の術前強化リハ期間は
7日間で、術後1日目から離床、廊下歩行を開始し、食事は
3日目に三分粥から再開され、術後5日目から理学療法室に
出棟、術後12日で合併症なく退院となった。VO2peak、6
分間歩行距離、%VC、1秒率はそれぞれ1度目の入院時
18.2 ㎖/㎏/min、378.6 m、100.4%、75% だった。手術前日
19.9 ㎖/ ㎏/min、482.5 m、116%、75.1% だった。退院時
16.9 ㎖/㎏/min、417.3 m、113%、76.6% だった。2度目の
入院時21.7 ㎖/㎏/min、480.7 m、101.9%、78.2% だった。
手術前日23.1 ㎖/㎏/min、480.7 m、137%、80.7% だった。
退院時17.7 ㎖/㎏/min、412.2 m、119.4%、76.2% だった。
FIM は1度目と2度目の入院時、手術前日と退院時ともに
124点で移動、階段昇降で減点となった。

【考察】 外科手術において、周術期リハは一般的となってお
り、術前からのリハ介入は運動耐用能を向上させ、術後合併
症の予防に有用であることは報告されている。本症例は、1
度目の退院時、再入院時の VO2peak が16.9 ㎖/㎏/min か
ら21.7 ㎖/㎏/min、6分間歩行も向上し、呼吸機能も維持で
きていた。そして、退院時も VO2peak は下がったものの1
度目の入院時よりも向上していた。今回、再入院までの期間
が2か月あり、自宅での手術待機期間中に適切な運動負荷や
運動の種類、方法を本人だけでなく家族にも指導し、実際に
継続してもらったことで今回の結果につながったと考える。
今回の結果から入院中の心肺機能強化リハだけでなく、適切
な負荷で自宅での運動を継続させることの重要性が明らかと
なった。

【理学療法研究としての意義】 今回の結果から、周術期リハ
だけでなく入院待機期間の運動が重要である可能性を示唆さ
れた。さらに、90歳代の超高齢者であってもリスク管理し
た上で適切な運動負荷を行うことにより、運動耐用能が向上
し退院後も維持できることがわかった。このことは、年齢が
理由で手術適応から除外されていた高齢癌患者にとっても、
今後安全に手術を受けられる可能性を広げる一助となる。

心肺機能強化トレーニングが超高齢癌患者の周術期体力に及ぼす影響

○夏目　有貴（なつめ ゆうき）1），川西　誠2），小池　有美1），石田　和也3），上西　啓裕1），	
田島　文博3）

1）和歌山県立医科大学付属病院 リハビリテーション部， 
2）和歌山県立医科大学サテライト診療所本町 リハビリテーション科， 
3）和歌山県立医科大学 リハビリテーション医学
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【目的】 2014年4月より日本でもリバース型全人工肩関節置
換術（以下 RSA）が許可され実施されるようになってきた。
本邦でも徐々に報告されてきているがまだ不明瞭な点も見ら
れる。今回、当院にて Zimmer Trabecular Metal System
を用いて RSA を施行し自動関節可動域（以下 ROM）が改善
した症例を経験したので報告する。

【症例紹介】 70歳代女性。2015年3月16日自転車乗車中に
乗用車と接触、転倒。当院に救急搬送され、右肩関節前方脱
臼と診断される。保存療法にてリハビリテーションを実施す
るが、ROM 改善されず再度精査すると右肩関節腱板広範囲
断裂と診断され2015年6月に当院にて RSA 施行した。

【説明と同意】 患者本人に対し、学会にて症例報告を行うこ
とについて、書面と口頭にて報告の概要を説明し同意を得た。

【経過】 術後のリハビリプログラムは術後3週間装具固定。固
定除去までは患部外トレーニングを実施し、肩関節可動域練
習、日常生活動作練習は装具除去後から制限なく開始してい
る。今回は肩関節屈曲、外転、外旋 ROM を（術前 / 術後1
か月 /3か月 /6か月 /12か月）で評価した。結果として屈曲

（35°/30°/85°/90°/100°）、 外 転（50°/30°/85°/80°/85°）、
外旋（20°/5°/5°/10°/25°）であり、屈曲、外転動作で ROM
の改善が見られた。安静時疼痛は術前、術後ともに VAS0で
あった。日常生活動作では術後3か月ごろより徐々に洗顔、
洗髪動作が可能になり術後6か月ごろには身の回り動作がほ
ぼ自立まで改善が見られた。しかし、洗濯物を干す動作や、
頭上での作業は術後12か月時点でもやや困難な状態であった。

【考察】 RSA は、変形性肩関節症や修復困難な腱板断裂を
受傷した症例が適応となる。本症例は、前方脱臼後腱板広範
囲断裂を呈し、ROM 制限が著明となり RSA 施行の対象と
なった。術後の安静時疼痛に関しては、早期から見られな
かった。可動域に関しては、屈曲及び外転可動域が術前に比
べ術後3か月の早期より大きく改善が見られた。しかし、外
旋可動域は術前と大きな変化は見られなかった。RSA は、
腱板が機能していない状態でも三角筋の作用で屈曲・外転可
動域の改善が見られる。本症例は、術前より三角筋の筋力低
下が著明であった。術後固定期間が終了してからは、制限な
く積極的に三角筋の筋力強化に努めた。その結果、肩関節
ROM 改善につながったと考える。外旋 ROM においても、
固定期間終了後より積極的に運動を実施したが、術前後で著

明な改善は見られなかった。
　今回、患者様の術後満足度は高く得られた。可動域の改善、
それに伴う身の回り動作の改善が、満足度向上に繋がったと
考える。
　現在は症例数が少ないため、今後は経験症例数を増やし当
院でのリハビリプログラムを確立していきたい。

【理学療法研究としての意義】 右肩関節板断裂に対し RSA
を施行した症例を報告した。RSA に対する理学療法の報告
は明らかにされてきているが不明瞭な点も多い。今回症例報
告を実施し情報の提供、共有を行い理学療法の前進に繋げて
いきたいと考える。

右肩関節脱臼後腱板断裂によりリバース型全人工肩関節置換術を 
施行した症例報告

○峯本　夕輝（みねもと ゆうき）1），藤原　拓哉1），山本　真祐子1），樋口　直彦2）

1）堀口記念病院 リハビリテーション科，2）守山市民病院 整形外科

Key word：RSA，広範囲腱板断裂，ROM 制限
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【目的】 中高年者の膝蓋骨脱臼に対して脛骨粗面内方移行術
（Hauser 法）を行った症例は少なく、報告もほとんどない。
本症例では脛骨粗面内方移行術後の症例を術前より経時的に
評価したので、以前同様の手術を行った症例を参考に考察し
報告する。

【症例紹介】 70歳代女性、身長151 ㎝、体重49 ㎏。日常生
活動作（以下 ADL）自立であったが、両膝の痛みにより活動
量は低下していた。診断名：両変形性膝関節症。右膝関節

［膝蓋大腿関節（以下 PF 関節）亜脱臼］。
　本症例は右膝 PF 関節の関節軟骨が消失し、膝蓋骨が外側
に亜脱臼していたためアライメント修正を目的とした脛骨粗
面内方移行術を施行する運びとなる。

【説明と同意】 本症例に対し発表の目的と意義を説明し同意
を得た。

【経過】 術前の本症例の右下肢機能として、膝関節屈曲可動
域（以下 ROM）は150°、伸展 -10°、右下肢筋力は（股関節
屈曲 / 外転 / 内転）0.988/0.656/0.438（Nm/㎏）（膝関節伸
展 / 屈曲）0.158/0.618（Nm/㎏）であった。VAS は49 ㎜で
あり、運動時に特に強い痛みの訴えがあった。術後の本症例
の状態は、右下肢完全免荷、抵抗運動は禁止、ROM 訓練と
して右膝関節屈曲40°右膝関節シーネ固定の指示があった。
術後2週目より1/3PWB 許可にて平行棒内歩行を開始、右
下肢への抵抗運動は禁止のままであり、他動的 ROM 訓練許
可、シーネ固定からニーブレース固定となった。術後3週目
より1/2PWB にて歩行器歩行を開始。術後4週目より2/3
荷重にて両松葉杖交互歩行が開始となり、ROM は右膝関節
屈曲80°、伸展 -5°であった。また自主トレーニングとして
膝関節屈曲 ROM 訓練を疼痛自制内で実施した。術後6週目
より全荷重にて T 字杖歩行、抵抗運動が開始となり、ニー
ブレースは除去となった。術後6週目では膝関節屈曲 ROM 
135°、伸展0°、右下肢筋力は（股関節屈曲 / 外転 / 内転）
0.659/0.873/0.741（Nm/㎏）（膝関節伸展 / 屈曲）0.065/0.28

（Nm/㎏）であった。VAS は17 ㎜運動時痛であった。その
後、順次階段昇降、屋外歩行と進めていった。術後9週目で
は膝関節屈曲 ROM150°、伸展0°、右下肢筋力は（股関節屈
曲 / 外転 / 内転）0.93/0.807/0.593（Nm/㎏）（膝関節伸展 /
屈曲）0.064/0.451（Nm/㎏）であった。VAS は12 ㎜運動時
痛であった。ADL 動作においては階段降段時、痛みが生じ
右下肢立脚相体重受容期から前方移動期までの膝関節屈曲角
度が少なく、制御下降期において膝が大きく屈曲し術部に痛

みが生じた。そのため右下肢の立脚相の短縮が確認された。
【考察】 膝蓋骨脱臼にて手術をした症例は膝関節最大屈曲角
度の獲得が容易ではなく、また中高年者に対する脛骨粗面内
方移行術後の症例について、膝関節 ROM の経過を報告した
ものはほとんど無い。以前当院で膝蓋骨脱臼に対し脛骨粗面
内方移動術を行った症例は膝関節屈曲 ROM が4週90°、5
週110°、6週135°、9週では膝関節最大屈曲が可能となる推
移をとった。本症例においては、術後シーネ固定等により膝
関節屈曲動作を制限され4週にて膝関節 ROM70°から85°
と回復が遅れたが、この時期より疼痛自制内で自動 ROM 訓
練を開始することによって、5週で110°、6週135°、9週
150°と改善していく推移となった。この ROM の推移は以
前の症例とほぼ同様であり、2症例共に4週から6週にかけ
て大きく改善している。これよりこの期間の ROM 訓練が骨
癒合の状態を確認しながらではあるが、特に重要であるとい
う事が示唆された。
　本症例の筋力は股関節外転筋力が6週で33％、股関節内
転筋力は6週69% と術前より増加。股関節屈曲筋力は9週目
で -6% と術前と同レベル。しかし膝関節伸展筋力は9週で
0.064Nm/㎏と低値のままであった。このような結果となっ
た要因として、股関節の抵抗運動は術後3週と早期より開始
したのに対し、膝関節伸展の抵抗運動は脛骨骨切り部の骨癒
合を確認するまで十分に行えなかったため筋力回復が遅れた
と考えられる。
　本症例は階段降段時に右下肢立脚相体重受容期から前方移
動期で右膝関節をロッキングするような動きとなった。この
原因は右大腿四頭筋の筋力低下と運動時痛が影響していると
考えられる。膝蓋腱の伸張性が9週ではまだ少し低下してい
たため大腿四頭筋の筋発揮時に痛みが生じたのでは無いかと
考えた。
　本症例の今後の ADL については、以前の症例が現在は無
理なく階段昇降や水泳などを行えていることを考えると、膝
関節伸展筋力と膝蓋腱の伸張性が獲得されれば更なる ADL
の向上が期待される事が考えられる。

【理学療法研究としての意義】 中高年者に対する膝蓋骨脱臼
による脛骨粗面内方移行術（Hauser 法）の症例報告は少ない。
この報告を通じて、同様症例への治療の一助となることを期
待する。

脛骨粗面内方移行術（Hauser法）後、階段降段動作に難渋した1症例
～2症例の屈曲可動域推移の考察～

○松原　達哉（まつばら たつや）1），江口　悟1），保田　直宏1），高尾　卓1），渡部　宅哉1），	
松本　研二2），奥村　秀雄2）

1）洛陽病院 リハビリテーション科，2）洛陽病院 整形外科

Key word：脛骨粗面内方移動術（Hauser 法），関節可動域，筋力
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【目的】 急性期脳卒中患者における早期離床は、廃用症候群
を予防し歩行能力や ADL 向上に寄与することが報告されて
おり、多くのガイドラインで推奨されている。しかし、その
一方で早期離床は開始時期や離床内容の定義が不十分であり、
強いエビデンスにより実証されているわけではない。当院リ
ハビリテーション部では、急性期脳卒中患者における理学療
法の最優先課題は起立負荷であるという共通認識のもと、
2015年8月より発症48時間以内の起立を早期離床と定義し
運用している。今回、当院急性期脳卒中患者に対し発症48
時間以内に起立を開始する早期離床の効果について後方視的
検討を行ったので報告する。

【方法】 対象は2014年8月から2016年4月までに入院した
急性期脳卒中患者とし、早期離床群（2015年8月から2016
年4月）と対照群（2014年8月から2015年4月）の2群に分け
電子カルテを用いて後方視的に行った。くも膜下出血、テン
ト下病変、集中治療例、発症前 mRS4・5に該当する者は除
外した。また、早期離床群においてはバイタルサインで開始
基準を満たさない者並びに脳卒中再発リスクの高い者は対象
から除外し、脳卒中発症48時間以内に起立を開始した。ま
た、リハビリテーションは早期離床群、対照群共に装具を使
用した歩行練習や ADL 練習を中心に退院時まで実施した。
基礎属性は年齢、病型（出血、梗塞）、病巣部位、入院時
NIHSS とした。評価項目は発症から初回起立開始までの時
間、発症から14日間の PT・OT 総実施時間、退院時の
mRS、在院日数、自宅復帰の有無、リハビリテーション中
の重篤な有害事象の有無、発症から2ヶ月以内の長期臥床に
関連する合併症の有無、発症から2ヶ月以内の重篤な神経学
的合併症の有無とした。また、統計学的検定として Student’
s の T 検定、Mann-Whitney の U 検定およびχ2検定を用
い有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究は後方視的観察研究であり、ヘルシン
キ宣言に基づき、個人情報には十分留意しカルテより情報を
収集し調査した。また、データ収集・公表では個人情報が特
定できないように匿名化を行った。

【結果】 早期離床群62名と対照群92名であった。年齢、病
型、病巣部位、入院時 NIHSS に有意差は認めなかった。発
症から初回起立開始までの時間は早期離床群で有意に低値で
あった。発症から14日間の PT・OT 総実施時間に有意差は

認めなかった。退院時 mRS、在院日数に有意差は認めな
かったが、自宅復帰の有無は早期離床群で有意に多かった。
発症から2ヶ月以内の長期臥床に関連する合併症の有無は早
期離床群で有意に少なかった。一方、リハビリテーション中
の重篤な有害事象の有無、発症から2ヶ月以内の重篤な神経
学的合併症の有無に有意差は認めなかった。

【考察】 過去の研究において、急性期脳卒中患者に対する早
期離床は座位、起立、歩行とさまざまである。我々は、急性
期脳卒中患者において機能回復の予後良好・不良にかかわら
ず、日常生活を送るうえで抗重力姿勢である起立を離床と考
えている。今回、過去の研究と同様に長期臥床に関連する合
併症は早期離床群で有意に少なかった。発症から14日間の
PT・OT 総実施時間は両群で同等であり、発症48時間以内
の起立により安静臥床期間が短縮した結果と考える。自宅復
帰の有無は対照群と比較して早期離床群で有意に多かった。
一方、退院時 mRS および在院日数に有意差は認めなかった。
自宅復帰率に関連する因子は歩行能力、トイレ動作能力、家
族構成人数、介護力、経済的状況、居住地域の特性など多岐
にわたることが報告されている。本研究においては、退院時
mRS など機能的自立度以外の要因が自宅復帰の有無に関連
したと推察される。

【理学療法研究としての意義】 急性期脳卒中患者に対する発
症48時間以内の起立は安全でかつ長期臥床に関連する合併
症を減少させることが判明した。

脳卒中急性期における早期起立練習の効果

○山本　洋司（やまもと ひろし）1），河崎　敬1）2），児嶋　大介2），井上　大輔1），大木　敦司1），	
宇多　恵一郎1），松本　恵実1），高田　祐輔1），児玉　夏帆1），森沢　知之3），梅本　安則2），
恵飛須　俊彦1），宮原　永治4）

1）関西電力病院 リハビリテーション部，2）和歌山県立医科大学附属病院 リハビリテーション科， 
3）兵庫医療大学 リハビリテーション学部，4）関西電力病院 脳卒中センター

Key word：発症48時間以内，起立，廃用症候群
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【目的】 近年、運動イメージにおける研究の進歩により理学
療法評価・治療への応用が期待されている。運動イメージは
運動の脳内表象と考えられており、運動をイメージした時の
脳活動は実際の運動を行った時と近似することが報告されて
いる。また、運動イメージ能力低下は自己身体能力の誤認識
と捉えられ、歩行自立の阻害因子となることから、運動イ
メージと実際の運動結果との誤差を少なくすることは運動学
習において重要であると考えられる。運動イメージ能力を評
価する方法の1つに心的時間測定法（Mental Chronometry：
以下 MC）があり、Decety らは健常者を対象に心的時間を
測定し、実際の歩行時間と心的な歩行時間に一致性を認めて
いる。これまで健常者を対象に MC における認識誤差を検
討した報告は多くあるが、認識誤差の値が過小・過大評価を
しているかの報告は少ない。そこで本研究の目的は、MC に
おける認識誤差が脳損傷および加齢にどのように影響するか、
更にその認識誤差は過小・過大評価どちらの傾向を示してい
るかを検討することである。

【方法】 対象は当院回復期リハビリテーション病棟入院中の
脳卒中片麻痺者13名（男6名、女7名、平均73.0±7.1歳）、
健常高齢者13名（男6名、女7名、平均72.8±6.3歳）、健
常若年者13名（男7名、女6名、平均27.0±2.1歳）とした。
著明な高次脳機能障害を有する者、または認知症を有し実験
の内容を理解不能な者は除外した。測定は立位開眼で10 m
先まで快適歩行するイメージ課題を実施した後、実際に歩行
することとした。歩行時間はストップウォッチを用いて検査
者が計測した。データ分析として実際の歩行時間と心的歩行
時間の差を絶対値で記録した。統計処理には、片麻痺者、健
常高齢者、健常若年者の3群間における認識誤差時間および
10 m 快適歩行時間を Kruskal-wallis 検定を用いて検討した。
さらに、各群の中でも過小評価をした者と過大評価した者に
分けてΧ2検定により比較した。いずれも有意水準は5% 未
満とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、研究の主旨および
目的を文書と口頭にて説明し、書面にて同意を得た。

【結果】 10 m 快適歩行における心的時間と実際時間の認識誤
差は片麻痺者（11.0±7.3秒）、健常高齢者（2.4±1.9秒）、
健常若年者（1.4±0.6秒）であり、片麻痺者が最も誤差が大
きく、次いで健常高齢者、次いで健常若年者の順であった。

3群間の比較においては、片麻痺者は健常高齢者・健常若年
者と比べ有意に誤差が大きく（p ＜0.01）、健常高齢者と健
常若年者との間に有意差は認められなかった。10 m 快適歩
行の実測時間は片麻痺者（18.9±8.3秒）、健常高齢者（8.3
±1.5秒）、健常若年者（7.1±0.6秒）であり、認識誤差の結
果同様に片麻痺者が健常高齢者・健常若年者と比べ有意に歩
行速度が低下しており（p ＜0.01）、健常高齢者と健常若年
者との間に有意差は認められなかった。認識誤差を過小評価
群・過大評価群に分けた結果、片麻痺者（過小11名、過大2
名）、健常高齢者（過小9名、過大4名）、健常若年者（過小7
名、過大6名）であり、全ての群で過小評価を示すものが多
数を占めたが、片麻痺者のみ有意差が認められた（p ＜0.01）。

【考察】 本研究の結果から、片麻痺者が最も MC において時
間不一致性を示すことが明らかとなった。また、健常高齢者
と健常若年者との間に有意差が認められなかったことから、
MC における認識誤差は脳損傷による影響が大きく、加齢に
よる影響は少ないことが考えられた。先行研究によると、視
覚イメージは背側経路・腹側経路にて知覚入力と同様に情報
処理がなされる機構が存在するという報告や、脳卒中患者は、
ワーキングメモリの障害により運動遂行時間に対する運動イ
メージ時間の不一致性を認めるとの報告もある。このことか
ら、片麻痺者は脳損傷によって MC における時間不一致性
を引き起こしたと考えられる。また、片麻痺者は発症前の運
動イメージを脳損傷発症後も継続して持っているため過大評
価を示すとの当初の仮説に反して、ほとんどの者が過小評価
を示す結果となった。よって、片麻痺者に対する治療介入に
おいては個別に成功体験を重ねて自己効力感を高めるなど、
認知面からの働きかけを併せて実施することが重要であると
示唆された。

【理学療法研究としての意義】 片麻痺者は高齢であることに
加え運動麻痺や高次脳機能障害などの影響も付随している。
MC による時間一致性だけでは正確な運動イメージが出来て
いると判断し難いため、幾つかの運動イメージ評価方法ある
いは身体機能評価を組合わせる等、多面的な視点から考察し
ていく必要がある。また、本研究は横断研究であるため、今
後はサンプル数を増加させるとともに、認識誤差と歩行能力
の関係性を前向きにみていくことが必要と考えられる。

Mental Chronometryにおける認識誤差が脳損傷および 
加齢に与える影響について

○山本　真之（やまもと まさゆき），井貫　淳子，福島　敏行，安元　優香，河井　陽介，	
井尻　武志
姫路中央病院 リハビリテーション科

Key word：脳卒中片麻痺，Mental Chronometry，認識誤差
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【目的】 脳卒中片麻痺患者の歩行獲得因子についての研究報
告は多いが、急性期病棟における脳卒中片麻痺患者が大半を
占めており、回復期病棟における研究報告は数少ない。また、
歩行不能群と歩行自立群との比較した研究は多いが、歩行見
守りレベルが自立に至る因子についての研究は数少ない。
　今回は回復期病棟における脳卒中片麻痺患者について、歩
行見守り群と自立群の身体機能を比較し、歩行自立のために
必要な要因を検討した。

【方法】 対象は平成27年から28年度に当院回復期入院中で
あった脳卒中片麻痺患者のうち FIM 歩行項目が5点以上の
31名（男性21名、女性10名、平均年齢65.6±13.0歳）とし
た。対象を FIM6, 7点は病棟歩行自立群、FIM5点は病棟歩
行見守り群に分類し、TUG、麻痺側および非麻痺側握力、
麻痺側および非麻痺側大腿四頭筋筋力、麻痺側および非麻痺
側片脚立位保持時間、快適速度での10 m 歩行、最高速度で
の10 m 歩行、下肢 BRS を測定した。握力の測定はデジタ
ル式握力計（竹井機器工業株式会社製 T.K.K.5401）を使用し、
立位にて測定した。大腿四頭筋筋力はハンドヘルドダイナモ
メーター（酒井医療株式会社製徒手筋力計 MT-100W）を使
用し、座位にて膝関節90度屈曲位にて、ハンドヘルドダイ
ナモメーターのセンサーパッドを下腿遠位部に設置して測定
した。各評価項目の測定には日常使用している杖や補装具を
使用した。両群の測定結果は SPSS を使用し、マン・ホイッ
トニーの U 検定を用いて分析した。なお有意水準を5% 未
満とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ条約に則り、被験者に研
究目的を説明し、同意を得た後に各身体機能測定を実施した。

【結果】 対象者31人中、病棟歩行自立群は15人、病棟歩行
見守り群は16人であった。歩行自立群の TUG は9.9±3.9
秒、麻痺側大腿四頭筋筋力は19.6±10.3 ㎏f、非麻痺側片脚
立位保持時間は30.4±25.9秒、麻痺側片脚立位保持時間は
23.3±23.5秒、快適速度での10 m 歩行は10.6±3.9秒、最
高速度での10 m 歩行は8.3±3.4秒であったのに対し、歩行
見守り群の TUG は26.7±11.6秒、麻痺側大腿四頭筋筋力
は13.0±7.9 ㎏f、非麻痺側片脚立位保持時間は12.5±12.6
秒、麻痺側片脚立位保持時間は2.5±3.2秒、快適速度での
10 m 歩行は24.5±9.2秒、最高速度での10 m 歩行は18.2±
6.4秒であり、両群間に有意差が認められた（p ＜0.05）。ま

た、下肢 BRS においても歩行自立群が高く、有意差が認め
られた（p ＜0.05）。歩行自立群の麻痺側握力は25±6.6 ㎏、
非麻痺側握力は13.5±10.6 ㎏、非麻痺側大腿四頭筋筋力は
24.7±11.1 ㎏f、歩行見守り群の麻痺側握力は20.2±8.1 ㎏、
非麻痺側握力は8.3±8.6 ㎏、非麻痺側大腿四頭筋筋力は
19.4±7.6 ㎏f であり両群間で有意差は認められなかった。

【考察】 握力は地域在住高齢者においては全身的な体力を反
映する指標として有用と報告されているが、本研究では脳卒
中片麻痺患者の歩行自立群と見守り群との比較においては有
意差が認められず、麻痺側大腿四頭筋筋力、非麻痺側および
麻痺側片脚立位保持時間、下肢 BRS に有意差が認められた。
これは脳卒中片麻痺患者の歩行獲得因子としては、大腿四頭
筋筋力や片脚立位といった下肢及びバランス機能の影響が大
きいことが考えられる。下肢筋力やバランス能力を向上させ
ることが ADL 能力向上や転倒防止にもつながると報告され
ていることから、脳卒中片麻痺患者の自立歩行の獲得にはこ
れらの機能を向上させることが重要であると示唆された。
　また、10 m 歩行、TUG はともに歩行能力との関連が強い
と多くの先行研究で報告されている。本研究でも同様の結果
となったことから、これらの評価は回復期病棟においても脳
卒中片麻痺患者の有用な歩行評価法であることが明らかに
なった。

【理学療法研究としての意義】 回復期病棟に入院している脳
卒中片麻痺患者の歩行能力の測定には TUG や快適速度での
10 m 歩行、最高速度での10 m 歩行が有用である。また、回
復期病棟に入院している脳卒中片麻痺患者の自立歩行の獲得
には麻痺側大腿四頭筋筋力、麻痺側および非麻痺側の片脚立
位保持時間が影響しており、これらを向上させる効果的な理
学療法プログラムの立案と実施が必要である。

回復期病棟における脳卒中片麻痺患者の歩行自立の要因について

○横山　遥香（よこやま はるか）1），玉村　悠介1），松浦　道子1），錦見　俊雄2）

1）わかくさ竜間リハビリテーション病院 療法部，2）わかくさ竜間リハビリテーション病院 診療部

Key word：脳卒中片麻痺患者，回復期，歩行獲得
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【目的】 脳卒中ガイドライン2015において急性期リハビリ
は早期から積極的に行うよう強く勧められている。しかし急
性期リハビリにおいてどの程度の強度や量を実施するのかは
明らかになっていない。そのような中、当院では平成27年4
月より ICU/HCU におけるリハビリ総単位を PT、OT、ST
合計3単位までに制限することとなった。今回、脳卒中急性
期リハビリでの単位制限がどのような影響を及ぼすのか調査
したので報告する。

【方法】 対象は急性発症した脳梗塞、脳出血にて ICU/HCU
からリハビリを開始し継続できた症例で平成26年4月～6月

（非制限群50例、脳梗塞33例、男性26名）と平成27年4月
～6月（制限群64例、脳梗塞42例、男性34名）の2群を対象
とした。方法は2群間の在院日数、リハ開始日、ICU/HCU
期間、ICU/HCU 平均単位数、端坐位開始日、経口摂取開始
日、退院時 FIM、FIM 利得、FIM 効率を調査し統計処理と
して Mann-Whitney の U 検定を用いた。

【説明と同意】 プライバシーや個人情報には十分配慮しヘルシ
ンキ宣言を遵守した上、当院倫理委員会にて承認を得ている。

【結果】 非制限群、制限群の順に年齢（77.7±10.6歳、73.5
±14.0歳）、在院日数（44.7±37.5日、38.2±24.1日）、リ
ハ開始日（2.0±0.76日、2.0±0.77日）、ICU/HCU 期間（7.8
±5.2日、5.3±3.1日）、ICU/HCU 平均単位数 / 日（3.8±
1.1日、1.9±0.4日）、端坐位開始日（4.6±3.0日、3.6±2.3
日）、経口開始日（3.5±4.4日、3.3±2.7日）、開始時 FIM

（58.8±36.3、77.6±35.6）退 院 時 FIM（58.8±36.3、77.6
±35.6）、FIM 利 得（21.1±19.8、34.5±24.2）、FIM 効 率

（0.87±1.1、1.41±1.4）であった。年齢、在院日数、リハ開
始日、開始時 FIM、経口開始日に有意差はなかったが、制
限群においてICU/HCU期間が短く端坐位開始が早くなり（p
＜0.05）最終的なADLも有意な改善を認めていた（p＜0.01）。

【考察】 脳卒中急性期において特に発症から数週以内は回復
を促進する時期とされ（1st stage recovery）積極的な離床
やリハビリプログラムが重要とされている。しかし開始時期
や実施量においてまだ不明な点もあり個々に応じたリスク管
理とともに離床やプログラムレベルを調節していくことが必
要と考える。また脳卒中の症状も病巣や初期治療の結果によ
り様々である。今回の単位制限に伴い症状や重症度に応じて
PT、OT、ST の単位数を配分し状態に応じたセラピストが

中心となって介入するよう調節した。日々変化していく状態
に合わせる必要があるため多職種間の連携がより重要となる。
また全体の単位数割合に関して ICU/HCU の単位数は減少
したものの一般病棟等の単位数は増加していた。一般病棟転
床後、ICU 離床レベルに達する時間が遅くなるという報告
もあり ICU/HCU 転床直後からより集中的なリハビリが実
施できこれらが ADL 改善のために有用となる可能性も示唆
される。今後も限られた医療資源を効率よく用い急性期から
集中的に実施すべき対象を明確にさせ ADL の改善が図れる
よう取り組んでいきたい。

【理学療法研究としての意義】 脳卒中急性期において発症早
期からのリハビリは重要であるが、今回の取り組みと研究が
リハビリ量や程度における一つの指針となる可能性も示唆さ
れる。今後の高齢化に伴い脳卒中急性期リハビリもさらに再
考していく必要があると考える。

脳卒中急性期にて ICU/HCUでのリハビリ単位制限が及ぼす影響

○徳田　和宏（とくだ かずひろ）1），海瀬　一也1），小山　隆2），藤田　敏晃3），種子田　護3）

1）阪和記念病院 リハビリテーション部，2）阪和記念病院 リハビリテーション科， 
3）阪和記念病院 脳神経外科

Key word：脳卒中急性期，ICU/HCU，単位制限
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【目的】 近年、リハビリテーション分野でロボット機器が応
用されているが、当院でも Honda 歩行アシストロボット（以
下、歩行アシスト）を導入した。歩行アシストは骨盤部に装
着し大腿カフベルトを通じて股関節の屈曲 / 伸展運動を補
助するベルト型ロボットであり、歩行中に股関節屈曲 / 伸
展角度をコンピューターで情報制御し運動に合わせモーター
駆動する。従来のロボットと比べ装着が簡単で歩行練習の場
所を選ばない。先行研究において脳血管障害者に対し歩行ア
シストを用いた歩行練習を実施することで歩行速度や歩行率
が向上すると報告されているが、運動失調患者を対象にした
先行研究は渉猟した限り見られなかった。本研究の目的は、
運動失調患者1名に対する歩行アシストの効果が歩行やバラ
ンス能力に与える影響を検討することとした。

【方法】 対象は橋出血（上橋被蓋）により左片麻痺および運動
失調を呈し、1本杖歩行が可能であった当院回復期病棟入院
中の60代男性である。研究デザインはシングルケースの
ABA デザインとした。全期間60分の運動療法を実施したう
えで、A 期は歩行アシストを装着した課題練習を行い、B 期
は歩行アシストを装着せずに課題練習のみ実施した。各期間
は5日間で合計15日間実施した。課題練習は右手把持での左
右ステップ練習を各5分、1本杖歩行練習を10分間連続して
実施した。装着方法として骨盤部に歩行アシストを装着し、
大転子直上部にモーターとなるよう設定した。評価は各期の
前後にタンデム立位時間と Timed Up and Go test（TUG）を
測定し、内省報告も記録した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言を遵守したうえで、
対象者に十分な説明を行い、同意を得た。

【結果】 A 期前ではタンデム立位不可（0秒）、TUG39.2秒、
A 期後ではタンデム立位時間7.64秒、TUG21.3秒、B 期後
ではタンデム立位時間2.3秒、TUG20.6秒、A’ 期後ではタ
ンデム立位時間6.57秒、TUG23.1秒であった。また A 期の
歩行アシスト装着中は「骨盤部が安定し動きやすい」との
内省報告が得られた。

【考察】 A 期の前後で TUG は改善し、タンデム立位が可能
となった。運動失調は小脳や固有感覚系の機能障害に由来す
る協調運動障害とされ、協調性のある円滑な身体運動が実施
できず、安定を求めワイドベースとなるといわれている。歩
行アシストは股関節の屈曲 / 伸展方向のみアシストする機

能になっているため、コンピューター制御下で課題練習を実
施したことにより屈曲 / 伸展方向への固有感覚入力が増大
し、内転 / 外転方向への動揺が少ない協調性のある動作パ
ターンを学習できたと考えた。また、運動失調に対する運動
療法として弾性包帯緊縛を用いる方法もある。弾性包帯緊縛
は、四肢・体幹の動揺を抑えることと、偏移した重心の位置
をより正常に近づけて潜在的な立ち直り反応を誘発すること
を目的に行われている。歩行アシスト装着が骨盤部の動揺を
軽減させながら下肢の運動をアシストすることで末梢への円
滑な身体運動を可能にしたと考えた。A 期の「骨盤部が安
定し動きやすい」との内省報告からも歩行アシストでも弾
性包帯緊縛と類似したメカニズムが働いたと推察できる。歩
行アシスト装着による骨盤安定化と股関節屈曲 / 伸展活動
のアシスト機能が固有感覚を賦活したことでタンデム立位時
間と TUG の向上に繋がったと考えられた。一方、B 期前後
では TUG に大きな差を認めなかったもののタンデム立位時
間の短縮を認め、持ち越し効果は認められなかった。歩行ア
シストを装着しない課題練習のみでは下肢の協調的な動作パ
ターンを再現できず、A 期と比較し重心動揺が大きくなり
タンデム立位時間が低下したものと考えた。A’ 期の前後に
おいて B 期と比較して、タンデム立位時間が改善した。A
期と同様に歩行アシストを装着した課題練習の効果が寄与し
たものと考えられた。A 期、A’ 期において歩行アシストを
装着することで、タンデム立位時間の向上がみられたことか
ら、歩行アシストを装着した課題練習が運動失調患者のバラ
ンス能力の向上に効果的な手段であると示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本研究では歩行アシストを装
着した課題練習によって歩行やバランス能力を向上させる可
能性が示唆された。今後の課題は症例数の蓄積に加えて、評
価項目や介入方法を検討し、歩行アシストの効果や適応を明
確にしていく必要があると考える。

Honda歩行アシストを用いた運動失調患者のタンデム立位時間と 
TUGの関係
―シングルケースデザインによる検討―

○光山　功展（みつやま よしのぶ）1），今井　佑哉1），徳田　光紀2）

1）平成まほろば病院 リハビリテーション課，2）平成記念病院 リハビリテーション課

Key word：ロボットリハビリテーション，運動失調，タンデム立位時間
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【目的】 運動失調の患側上肢に伸展パターンを呈し、立位・
歩行バランスの低下を認める症例を経験した。症例の歩行に
対するアプローチとして、患側上肢での棒把持課題で安静時
立位と歩行バランスの向上を認めた。これらの経験をもとに、
重心動揺計の測定結果とそれに対する考察を交え報告する。

【方法】 症例は73歳の、男性であった。現病歴として X 年2
月16日に橋出血を発症、左上下肢の失調症状と表在、深部共
に中等度の感覚障害を認めた。既往歴として、7年前に脳梗
塞と診断され失語症のみ残存した。評価、測定は X 年4月24
日に実施した。失調の指標として Scale for the assessment 
and rating of ataxia は25点であった。筋力は Handheld 
Dynamometer（酒井医療：モービィ）（右 / 左で記載。単位
は Nm/㎏）を使用し、膝関節伸展1.60/0.82、股関節外転
1.26/0.88、股関節伸展2.19/1.71の値を示した。重心動揺は
棒なし、棒把持の状態を重心動揺計（アニマ株式会社：
GS-7）にて計測した。棒は、長さ54.5 ㎝、直径3 ㎝、重さ
300g のものを使用し、体幹よりも前方、前腕中間位で進行
方向に向けて把持するよう指示した。重心動揺の計測条件は
Shoe Hone Brace を両側に装着した30秒の開眼静止立位と
し、棒なし、棒把持の ABAB デザインで即時効果を検討し
た。歩行は5 m 間を快適速度で歩行してもらいビデオ撮影に
よる歩行観察、スピード計測、15 m 間の介助回数を棒なし、
棒把持にて評価した。

【説明と同意】 本症例には本研究の内容と目的を説明し、発
表に対する同意を得た。

【結果】 重心動揺計の結果として棒なし、棒把持で2回計測し
た平均値（棒なし / 棒把持）では、外周面積（㎠）32.87/22.20、
単位軌跡長（㎝/s）14.63/8.03、単位面積軌跡長（1/㎝）9.43/ 
12.50、総軌跡長（㎝）303.9/240.8、矩形面積（㎠）81.73/ 
62.01、実行値面積（㎠）19.22/13.39。棒なしから棒把持へ
の変化率は外周面積：－32.5%、単位軌跡面積：－45.1%、
単位面積軌跡長24.6%、総軌跡長－20.8%、矩形面積－
24.1%、実効値面積－30.3% であった。
　歩行に関しては、棒なしの状態では歩行全周期を通して患
側肩関節が体幹を超えて伸展し、上肢伸展パターン、体幹左
回旋が生じていた。これにより患側上肢が後方に位置し体幹
左回旋が生じた状態で患脚立脚期を迎えることで、重心の前
方移動が難しく後方に崩れ、介助を要する状態であった。こ

れに対し棒把持の状態では、全周期を通して患側上肢は体幹
の前方に位置し、体幹左回旋が減少し、左立脚期の重心移動
がスムーズに可能となった。介助回数は15 m 間で棒なしで
は4回、棒把持では0回と減少を認めた。5 m 歩行テストで
は、棒なしでは15.85秒、棒把持では8.50秒であった。

【考察】 本症例は、失調症状の影響から重心動揺が大きく、
加えて歩行時には患側上肢に伸展パターンを呈し、体幹左回
旋や後方へのバランスの崩れが生じていた。立位、歩行時の
過度な体幹左回旋は患側上肢の伸展パターンによるものと考
え、棒を体幹前方に把持してもらうことで伸展パターンの抑
制を図った。
　重心動揺計の測定結果からは、全ての項目で棒把持により
良好な数値が得られた。棒把持による外周面積、総軌跡長、
矩形面積等の減少は支持基底面内の重心コントロールが向上
したことを意味する。棒なしで患側上肢を前方位に保持する
よう指示した場合、立位では保持可能だが、歩行時は保持困
難となり患側上肢は後方に位置し、体幹左回旋が生じた。本
症例は伸筋群が優位に働いており、上肢のみの重みでは釣り
合いが取れず、患側上肢が体幹より後方に位置してしまうと
考えた。棒を把持することで、上肢に棒の重さが付加され上
肢、体幹伸筋群との釣り合いが取れ、上肢の体幹前方での保
持が可能となったと考えられる。患側上肢の体幹前方での保
持が可能となり、体幹左回旋が減少し、後方に位置していた
重心も前方に移動したことで後方へのバランスの崩れが減少
したと考えられる。また、本症例では棒把持により立位時の
対側腹筋群の収縮を認めた。棒を把持してもらうことで手関
節橈屈位、肘関節屈曲位の肢位を取ることが可能となった。
上記肢位は筋連結の観点から大胸筋の収縮が生じやすい肢位
である。胸筋群の収縮が生じることで胸骨を介し、腹直筋の
収縮が生じやすくなる。さらに腹直筋と筋膜レベルで連結の
ある対側の内腹斜筋が収縮することが先行研究により確認さ
れており、筋連結の観点からも棒把持により体幹回旋が抑制
され、体幹の安定性が得られたため安静時立位・歩行バラン
ス向上を認めたと考えられる。

【理学療法研究としての意義】 失調歩行に対する歩行補助具
の導入に際して、重度の症例では歩行補助具の使用が困難で
あることも少なくない。棒把持課題が歩行補助具導入までの
足掛かりとして、有効な介入方法の一つとして考えられる。

棒把持課題により立位・歩行の安定性が向上した 
左上下肢運動失調患者の一症例

○古川　結子（ふるかわ ゆいこ），田津原　佑介，浅見　岳志
社会医療法人三車会 貴志川リハビリテーション病院

Key word：運動失調，棒把持課題，重心動揺計
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【目的】 関節由来の腰痛には仙腸関節性、腰椎椎間関節性、
胸腰椎移行部椎間関節性などがある。日常診療で腰痛症例の
第10、11、12の肋横突関節、肋椎関節の可動性低下や嵌頓、
圧痛が改善されると、腰痛が消失する事を経験している。
　今回、左第10肋横突関節の可動性と圧痛の消失と共に、
左腰部痛が消失した症例の第9-10肋間を運動器超音波画像
診断装置（以下運動器エコー）で観察し、考察したものを報
告する。

【症例紹介】 30歳代、女性。初診日1ヶ月前より左腰部に疼
痛が出現した。初診日当日に体幹前屈した時に疼痛が増悪し
た。一日中立ち仕事をしており、就寝時の寝返り動作に疼痛
が増強し、覚醒するとの事だった。

【説明と同意】 本症例の患者には本発表の趣旨を説明し、同
意を得た。

【経過】 
〈初診時〉 立位体幹前屈、後屈、左右回旋に制限を認めな
かった。背臥位で一側下肢伸展挙上、両側下肢伸展挙上、左
右股関節屈曲・外転・外旋複合運動（以下 FABER）に制限
を認めなかったが、左 FABER で左腰部痛を認めた。MMT
では体幹右回旋5、左回旋4でその他の筋力低下を認めな
かった。左腸骨を徒手的に前傾させて、左 FABER を行う
と左腰部痛は消失し、MMT 体幹左回旋は5となった。しか
し、股関節可動域制限、股関節周囲筋の筋力低下を認めず、
仙腸関節の可動性も左右差を認めなかった。

〈3診目時〉 座位前屈時に左側屈を伴い、座位体幹右回旋に
制限を認めた。背臥位左 FABER の左腰部痛は消失してい
たが、MMT 体幹左回旋4は残存していた。腹臥位で第7、8、
9、10、11肋骨を背側から腹側へ圧迫し、可動性を確認する
と、左第10肋骨に可動性低下と圧痛を認めた。左第10肋横
突関節のモビライゼーションを行うと、引っ掛かりが外れた
様な関節内轣音と共に、可動性が改善し、圧痛も消失した。
その後座位前屈時の左側屈、座位体幹右回旋の制限が改善し、
MMT 体幹左回旋も5となった。

〈運動器エコーの方法と結果〉 プローブを短軸で第9胸椎棘
突起から腋下方向に水平移動させ第10肋骨が描出された所
で長軸に変え第9、10肋骨を一画面に描出した。測定部位は
外肋間筋の上下各付着部とし、前屈前後の移動距離を算出し
た。理学療法前は右0.92 ㎝、左0.38 ㎝で、理学療法後は左

0.92であった。
【考察】 肋骨と椎骨の運動連鎖について、肋骨が前方回旋す
ると椎骨は同側回旋し、後方回旋すると椎骨は対側に回旋す
る。つまり、体幹右回旋時の右肋骨は前方回旋し、左肋骨は
後方回旋する。本症例は座位体幹右回旋で制限を認め、左第
10肋横突関節の可動性低下、運動器エコーで第9-10肋間距
離が開かなかった事から、左第10肋骨の後方回旋制限があっ
たと考えた。第10肋骨は第9、10胸椎と肋椎関節を成し、
第10肋骨と肋横突関節を成している。体幹前屈動作時、各
椎間関節は頭尾方向に離開するが、左第10肋骨の後方回旋
制限によって左第9-10胸椎椎間関節の離開を制限したと考
えた。その結果、座位体幹前屈時に左側屈を伴ったと考えた。
また、左第9-10胸椎椎間関節の離開制限は日常的な体幹左
側屈を生み、持続的な左腰部伸展筋群の持続的な収縮の結果、
腰痛を引き起こしたと考えた。

【理学療法研究としての意義】 本症例は左第10肋骨の可動性
の低下から、椎間関節の可動性低下を引き起こし、腰痛へと
繋がっていた。腰痛の症例に対し、仙腸関節、椎間関節のみ
ならず、肋椎関節、肋横突関節に対する評価、理学療法が必
要であると考えた。肋骨の可動性を運動器エコーで見ること
で、正確な評価と理学療法に繋がると考える。

左第10肋骨の後方回旋制限により腰痛を引き起こした一症例

○磯田　真理（いそだ まり），平田　明日香，中村　太志，監崎　誠一，西川　正治
医療法人薫風会 西川クリニック

Key word：肋骨運動，運動器超音波画像，腰痛症
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【目的】 股関節インピンジメント（以下 FAI）は、股関節痛
や組織変性を生じさせると報告されており、また変形性股関
節症の初期症状とも言われている。FAI の術後の理学療法
については Philippon らが提唱したプロトコールがあるが、
術前の理学療法についての報告は少ない。今回我々は臼蓋と
大腿骨頭の関係性を運動器超音波検査を用いて評価し、術前
の理学療法へ繋げることを目的とした。

【症例紹介】 60歳代、女性。右股関節インピンジメント症候
群。主訴は夕方ごろになると右鼠径部が怠く痛くなる。
ROM は股関節外転右20度 / 左35度、内旋右45度 / 左55度。
その他大きな制限なし。MMT は左の腸腰筋、大殿筋、中殿
筋、ハムストリングスが4レベルであった。前方インピンジ
メントテスト陽性。運動器超音波検査で右股関唇に損傷を認
め、右大腿骨頭は左と比較し浅層にあった。

【説明と同意】 対象者全員に対し、ヘルシンキ宣言をもとに
本研究の趣旨を口頭および書面で説明し、同意を得た者のみ
を対象とした。また対象者は研究への参加の同意をいつでも
撤回でき、それによる不利益は生じないこと、更にプライバ
シー保護について十分に説明を行なった。

【経過】 運動器超音波検査で臼蓋と大腿骨頭の距離を観察す
ると、背臥位では臼蓋より大腿骨頭が左右とも -0.10 ㎝で
あった。背臥位股関節伸展位では右0.45 ㎝, 左0.10 ㎝であっ
た。背臥位右股関節伸展位の右腸骨前傾誘導では0.42 ㎝、
右寛骨後傾誘導では0.20 ㎝であった。前方インピンジメン
トテストは右寛骨前傾誘導で消失した。

【考察】 股関節唇は関節の安定性に寄与するが、損傷により
右の大腿骨頭は不安定になり前方へ移動していたと考えた。
前方インピンジメントテストが右の寛骨前傾で消失した要因
として、寛骨が前傾すると相対的に股関節は外旋するためイ
ンピンジメントを回避できたと考えた。また、被覆率の増大
により動きが出やすくなったと考えた。従って、右寛骨前傾
誘導時の股関節伸展位大腿骨頭はプローブ近位へ移動してい
た。しかしこの状態では大腿骨頭は不安定なままであるため、
大腿骨頭を前方から安定させる必要がある。腸腰筋は股関節
の前方安定性に関与しており、赤筋線維が約半数占めている
との報告がある。腸腰筋の筋力低下、筋持久力の低下により
主訴である夕方の怠く痛む症状が出現していた。従って大腿
骨を前方から安定させる作用のある腸腰筋などの股関節安定

に働く筋群の強化、学習が必要であると考えた。
【理学療法研究としての意義】 本症例は前方インピンジメン
トテストが右寛骨前傾誘導で消失した。寛骨を前傾するため
や大腿骨頭の安定性に関しても腸腰筋などの股関節安定に働
く筋群の強化、学習が必要であると考える。一次性変形性股
関節症へ移行させないために大腿骨頭の前方不安定を改善さ
せる必要がある。

大腿骨頭の不安定性により股関節インピンジメントが生じていた一症例

○平田　明日香（ひらた あすか），磯田　真理，中村　太志，監崎　誠一，西川　正治
医療法人薫風会 西川クリニック

Key word：FAI，股関節唇損傷，運動器超音波検査
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【目的】 今回、脛腓骨の粉砕骨折に加え術後デブリドマン処
置の影響から関節可動域や筋力の改善に時間を要し、荷重下
での extension lag により歩行獲得に難渋した1症例を経験
した。歩行獲得に至る経過に考察を加え報告する。

【症例紹介】 41歳男性、営業職　測量士。平成28年1月2日
スキー中に後方からスノーボーダーに衝突され受傷。スキー
場近くの病院に救急搬送入院。左脛腓骨近位端粉砕骨折と診
断され、創外固定施行。自宅近くの当院に手術目的にて転院。
1月9日観血的骨接合術施行。術後 DONJOY 装具装着し6
週間は完全免荷となる。術後3週、術創部感染疑いにてデブ
リドマン処置施行。Need は職場復帰に必要な歩行獲得で
あった。

【説明と同意】 症例には本発表について説明し同意を得た。
【経過】 術後、腫脹や疼痛が強く NRS10/10。術後4週にお
いて ROM は左膝伸展－35°、屈曲60°、MMT は左膝伸展2、
屈曲3。術後6週、1/3部分荷重許可。術後7週、1/2部分荷
重許可、両松葉杖歩行にて自宅退院。外来理学療法を術後
12週まで週5回実施。以降、週3回から1回に漸減。術後8
週、2/3部分荷重許可、職場復帰。術後9週、全荷重が許可
された。それぞれの時期において、疼痛や下肢支持性の低下
を認め許可された荷重負荷は困難であり、実用的な杖なし歩
行を獲得するまでに術後18週を要した。
　全荷重以降の経過として術後10週では、10 m 歩行53.7秒
41歩。歩行時痛は NRS4/10。ROM は左膝伸展－20°、屈
曲125°。MMT は左膝伸展3、屈曲3。立位時の左膝伸展
ROM は－35°。左片脚立位保持1秒未満。関節可動域運動、
筋力増強運動、リンパドレナージ、荷重練習を行った。術後
9週で全荷重が許可されたものの痛みや腫脹が残存し、荷重
が困難であり杖なし歩行では実用性に乏しい状況であった。
　術後13週では、10 m 歩行51.2秒38歩。歩行時痛は NRS0 
/10。ROM は左膝伸展－10°、屈曲135°。MMT は左膝伸展
4－、屈曲4。立位時の左膝伸展 ROM は－10°。左片脚立位
約1秒保持可能。関節可動域、筋力は改善傾向であったため、
立位重心移動や歩行練習など積極的な荷重練習を行った。歩
行時の痛みは消失したが腫脹が残存し下肢の支持性が乏しく、
杖なし歩行では依然実用性に乏しい状況であった。
　 術 後18週 で は、10 m 歩 行14.3秒25歩。 歩 行 時 痛 は
NRS0 /10。ROM は左膝伸展－10°、屈曲145°。MMT は
左膝伸展4、屈曲4。立位時の左膝伸展 ROM は－10°。左
片脚立位約5秒保持可能。腫脹も軽減してきており、歩行練

習、荷重練習を積極的に行った。長距離の歩行では疲労がみ
られたため、併せて筋持久力向上を目的とした理学療法も実
施した。連続歩行も約1 ㎞可能となり実用的に屋外杖なし歩
行が可能となった。
　術後25週では、10 m 歩行11.5秒20歩。歩行時痛は NRS0 
/10。ROM は左膝伸展－5°、屈曲150°。MMT は左膝伸展
4、屈曲4。立位時の左膝伸展 ROM は－5°。左片脚立位約
8秒保持可能となった。連続歩行も約3 ㎞可能となった。

【考察】 本症例は術後10週においても立位と背臥位の膝伸展
可動域に差があり、荷重下での extension lag がみられた。
歩行時には立脚初期から体幹・股関節・膝関節が屈曲位とな
り本来の膝関節可動域が歩行に反映されていなかった。荷重
下での extension lag の改善を目的に膝伸展筋力に着目して
関節可動域運動・リラクゼーション運動・筋力増強運動・立
位での治療的誘導・動作練習を施行した。
　術後13週で膝伸展筋力は改善するものの、下腿の腫脹な
らびに背臥位と荷重下での膝伸展可動域の差は残存していた。
そこで下腿の腫脹と歩行時の足関節・膝関節の関係に着目し、
積極的に荷重下での理学療法介入を追加した。術後18週で
荷重下での extension lag が改善した。腫脹が軽減し、腓腹
筋やヒラメ筋の柔軟性が改善したことで下腿・膝関節のコン
トロールが可能となり歩行獲得に至ったと考えた。腓腹筋は
足関節を底屈にするだけでなく、立脚初期では荷重が前方推
進される際の下腿・膝の制動に重要であり、大腿四頭筋を賦
活し膝のコントロールにも関与する。
　しかし本症例の腓腹筋やヒラメ筋は腫脹により機能不全を
きたし下腿と膝の制動が困難となっていた。また、それらが
荷重下での extension lag の原因となり、立脚初期で膝が屈
曲位となることで、立脚期を円滑に迎えることができないと
考えた。筋力・関節可動域が改善しても腫脹は軽減せず、患
側下肢への荷重ができず循環不良に至る悪循環があったもの
と考える。長期の経過の中で筋力・関節可動域が改善し、日
常の動作の中に反映することで、下腿の腫脹が改善し収縮を
得やすい状況となり荷重下での extension lag が改善し歩行
を獲得することができたと考えた。

【理学療法研究としての意義】 荷重下や歩行時において
extension lag は膝関節単独の問題でなく、足関節との協調
的な運動の重要性を示している。

左脛腓骨近位端粉砕骨折を呈し、歩行獲得に難渋した1症例

○山岸　拓馬（やまぎし たくま），増井　健二，桂　大輔
堺若葉会病院 リハビリテーション科

Key word：歩行，extension lag，症例報告
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【目的】 肩関節周囲炎は、烏口上腕靭帯（以下 CHL）を含む腱
板疎部領域の炎症を契機とし、進行すると癒着・拘縮が生じ
可動域制限をきたすと報告されている。今回、肩関節屈曲最
終域に制限が残存し CHL のアプローチを追加した結果、健
患側差が消失した症例を経験したので考察を加えて報告する。

【症例紹介】 50歳の女性。利き手は右。仕事は事務職で既往
歴はない。誘因なく3か月前より左肩挙上困難となり、当院
を受診した。左肩関節周囲炎と診断され、週1回の頻度で理
学療法開始となる。

【説明と同意】 症例報告の主旨を説明し患者の同意を得ている。
【経過】 初回時、自動 ROM は屈曲100°、外転65°、結帯動
作は尾骨レベル。他動 ROM では屈曲100°、外転65°、伸展
0°、下垂位外旋時－5°であり、肩甲骨固定下での内転－20°
であった。疼痛は、夜間時に著明に認めた。圧痛は棘上筋、
棘下筋、小円筋、CHL に著明に認めた。理学療法では、肩
前上方部に夜間痛を著明に認めたため、炎症期と考え、前上
方組織に対しては安静を目的にポジショニングと動作指導を
行い、痛みのない範囲で棘上筋・棘下筋・小円筋リラクセー
ションを施行した。
　8週間後、自動 ROM は屈曲150°、外転120°、結帯動作
は L4レベル。他動 ROM では屈曲160°、外転120°、伸展
20°、下垂位外旋5°、外転位外旋80°、外転位内旋30°、屈
曲位内旋0°であり、肩甲骨固定下での内転0°となった。夜
間時痛は消失し、圧痛は CHL に残存した。そこで再評価を
行い、肩関節屈曲最終位で他動的に内転を行うと肩前上方部
に痛みを訴え、触診にて腱板停止部の柔軟性が健側と比べて
低下していた。これらの所見に加え、外転位外旋の ROM は
改善傾向であったが下垂位外旋に著明な制限が残存している
事や棘上筋・棘下筋・小円筋の筋腹部の圧痛は消失したが、
腱板停止部での柔軟性が低下していることより、肩峰下での
腱板の滑走が不十分であると考えた。この事より CHL のア
プローチとして、肩関節伸展、外旋、内転によるストレッチ
と肩甲骨面90°挙上位で肩関節他動外旋に伴い棘上筋・棘下
筋停止部を後方へ移動させる様な操作にて腱板停止部での滑
走性を促した。
　12週間後、自動 ROM は屈曲170°、外転165°、結帯動作
は Th7レベル、他動 ROM では屈曲170°、外転165°、伸展
40°、下垂位外旋60°、外転位外旋90°、外転位内旋60°、屈

曲位内旋20°、肩甲骨固定下での内転0°となり、理学療法
終了となった。

【考察】 初回より肩関節屈曲 ROM は比較的保たれていたが、
内転と伸展、下垂位外旋の著明な制限と CHL に圧痛を認め
た。この事より、CHL の癒着瘢痕化が大きな原因であると
考えた。
　CHL の大結節線維は肩関節屈曲時に伸張され、内転では
小結節線維と共に両線維が伸張される。また、CHL の拘縮
例では、下垂位外旋と上腕骨頭の下方のシフトを制限すると
報告がある。本症例では、屈曲最終域での他動内転による痛
みと下垂位外旋制限を認め、CHL 大結節線維の伸張性低下
が考えられた。また、CHL の解剖学的特徴として、棘上筋・
棘下筋・上腕二頭筋長頭腱・肩甲下筋を覆っており、腱板の
層構造の一部を構成している。この事から、この部位の拘縮
では肩峰下での腱板の滑走障害により、肩関節屈曲 ROM 制
限となる事が考えられた。
　本症例において、肩後方軟部組織だけでなく CHL の伸張
性低下と腱板停止部の滑走障害を視野に入れたアプローチが
有効であったと考えられた。

【理学療法研究としての意義】 肩関節周囲炎を契機とした肩
関節拘縮例において、肩関節内転と下垂位外旋に制限がある
症例では、屈曲最終域での CHL の伸張性低下と腱板停止部
での滑走障害を考慮した評価・アプローチが重要であると思
われた。

肩関節内転と下垂位外旋に著明な制限を認めた肩関節周囲炎の1症例
―肩関節屈曲時の烏口上腕靭帯に着目して―

○金剛　一（こんごう はじめ）1），渡辺　千聡2），濱野　伸1），村山　潤1），熊田　仁3）

1）河端病院，2）河端病院 整形外科，3）藍野大学 医療保健学部
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【目的】 今回、A 型急性大動脈解離に対する人工血管置換術
術後に脊髄梗塞を呈した症例に対して、リハビリテーション

（以下：リハ）介入する機会を得た。脊髄梗塞の発症頻度は
脳卒中の1/50から1/100と報告されており（Sandson T A, 
1989）、比較的稀な疾患と言える。今回の症例報告では、報
告数の少ない本疾患に対する今後のリハ介入の一助となるこ
とを目的とし、ここに報告する。

【症例紹介】 症例は、50代男性で平成28年3月5日に急性大
動脈解離にて人工血管置換術を施行。その後、リハ介入にて
歩行器歩行近位見守りまで改善し、同年4月18日に当院へ
入院する。入院時は端座位自立、移乗動作見守り、車椅子自
操自立、歩行器歩行軽介助レベル。主訴は、腰背部からの痺
れ、両下肢の筋力低下であった。移動手段は病棟内車椅子自
操自立、その他 ADL 動作は入浴動作以外自立レベルであっ
た。理学療法評価として、著明な関節可動域制限は認めず、
Manual Muscle Test（以下：MMT）では体幹屈曲3、右股
関節伸展3、膝関節伸展3、左股関節伸展3、膝関節伸展2レ
ベルであり、下腿から遠位にかけて表在感覚軽度鈍麻、両股
関節・膝関節に深部感覚軽度鈍麻を認めた。基本動作におい
て、起立動作では常に物的支持と股関節・膝関節伸展の介助
を要した。歩行器歩行は左立脚中期での膝折れに対し、両上
肢での固定による代償と両脚支持期を延長させることで安全
性を確保した歩容であった。10 m 歩行は22.85sec（20歩）で
あった。認知機能の問題は認めなかった。

【説明と同意】 今回の発表に関して、ヘルシンキ宣言に基づ
き、症例には十分に口頭にて説明を行い、同意を得ている。

【経過】 入院2日目よりリハ介入開始。入院時の大腿周径（以
下：右 / 左、㎝で表記）は膝蓋骨上縁で35.0/35.0、膝蓋骨
上 縁 か ら5 ㎝ は37.0/36.0、10 ㎝ は39.5/38.0、15 ㎝ は
40.5/39.0であった。治療では、起立動作獲得・歩行能力向
上に向け、腹筋・殿筋群、左大腿四頭筋の筋力増強訓練を中
心に行った。特に触察でも収縮が感じられなかった左大腿四
頭筋・殿筋群に対しては感覚入力を行いながら、離殿動作を
反復して行った。また、立位にて後方の支持物に臀部・上肢
を接触させた状態での片脚立位による荷重訓練を反復して
行った。入院1ヶ月後には徐々に触察で左大腿四頭筋の収縮
を感じることができ、物的支持なしで起立動作が可能、病棟
の移動手段が歩行器歩行自立へ変更となった。大腿周径は膝

蓋骨上縁で35.5/35.0、膝蓋骨上縁から5 ㎝ は37.0/36.5、
10 ㎝は40.0/36.5、15 ㎝は41.5/38.0であった。2ヶ月目以
降の治療では、腹横筋を中心としたプログラムを加え、筋力
増強訓練を継続して行った。入院2ヶ月後の大腿周径は膝蓋
骨上縁で36.0/35.5、膝蓋骨上縁から5 ㎝は38.0/36.0、10 ㎝
は40.5/38.5、15 ㎝は43.0/40.0であり、右大腿部の著明な
筋肥大を認めたが左大腿部ではほとんど筋肥大を認めなかっ
た。MMT は、右股関節伸展4、膝関節伸展4、左股関節伸
展3、膝関節伸展2レベルであった。左膝関節伸展では、
MMT の向上は見られないが、抗重力肢位での運動範囲の著
明な拡大と視診・触察での左大腿四頭筋の筋収縮を認めた。
病棟内移動手段は両側ロフストランド杖歩行自立へと変更と
なった。

【考察】 本症例は、移動を除いた病棟 ADL は自立していた
が、脊髄梗塞による両下肢不全対麻痺のため、体幹から両下
肢の筋力低下が著明であった。脊髄梗塞では、一般的に運動
機能予後は不良とされており、本症例においても当院入院時
発症から45日経過しているがプラットホームからの起立及
び歩行が困難であった。このため、起立・歩行能力向上に向
け両側殿筋群、左大腿四頭筋に対して筋収縮を促しつつ反復
運動での筋力増強訓練を行った。本症例では、特に両側殿筋
群・左大腿四頭筋の筋力低下が著明であったため、継時的に
周径を測定しつつ過用予防・筋肥大の指標とした。入院2ヶ
月後での周径では右大腿部の筋肥大を認めるものの、左大腿
部の筋肥大はあまり見られなかった。しかし、MMT や動作
上では若干の筋力向上を認めており、これは筋収縮を促しな
がらの反復運動により、筋への感覚入力の量が増加し、近藤
らの報告している筋線維伝導速度向上による筋出力増加に繋
がったためであると考える。本症例から MMT2レベルの筋
であっても、筋収縮を促しながらの反復運動により筋出力を
向上させることで、起立・歩行能力向上の一助となるのでは
ないかと考える。

【理学療法研究としての意義】 本症例から、脊髄梗塞による
対麻痺に対して、集中的な麻痺筋への反復運動が動作能力獲
得の一助となると考える。
　また、脊髄梗塞という稀な疾患に対する運動療法のみでは
なく、MMT2以下レベルの筋に対しても、反復運動を行う
ことで筋力向上・動作獲得の一助となる可能性がある。

脊髄梗塞による対麻痺症状に対して筋収縮を促しながらの 
反復運動を用いたことで動作能力向上に繋がった一症例

○月生　達也（げっしょう たつや），矢澤　大輔，高橋　美寛
特定医療法人 一輝会 荻原みさき病院 リハビリテーション部 理学療法科
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【目的】 松倉らは両側同時人工膝関節全置換術（以下 TKA）
を施行することで早期の日常生活動作への回復、より高い日
常生活動作の獲得が可能と述べている。一方、片側のみの
TKA 症例と比較し離床するまでに日数を要すると報告して
いる。
　今回、早期から膝機能の改善と荷重下での練習が可能で
あったことにより、術後12日で良好な歩容での独歩を獲得
できた症例を経験したため報告する。

【症例紹介】 症例は Under vastus approach を用いて両側同
時 TKA を行った77歳の女性である。術前の歩行は屋内独歩、
屋外はキャリーカー歩行であった。Hope は早く痛みなく歩
きたい、きれいに歩きたいであった。Kellgren-Lawrence
分類で両膝関節ともにグレードⅣの末期であった。ROM（右
/ 左°）は股関節伸展5/10、膝関節屈曲100/90、膝関節伸展
－5/ －10、Extension lag 15/20であった。MMT（右 / 左）
は股関節屈曲4/4、伸展4/4、外転4/4、膝関節伸展4/4で
あった。6分間歩行は独歩で測定し歩行距離は385 m であっ
た。膝伸展筋力はオージー技研株式会社のアイソフォース
GT-620を使用して測定し、右0.61 Nm/㎏、左1.02 Nm/㎏
であった。JOA score は右70点、左70点、Japanese Knee 
Osteoarthritis Measure（以下 JKOM）は21点であった。歩
容は、全歩行周期で骨盤の前傾と体幹の前傾を認め、両膝関
節は常に屈曲位であり、Double knee action の消失がみら
れた。左遊脚期に左骨盤挙上で軽度分回しでの振り出しがみ
られた。両側ともに立脚初期から中期にかけて Lateral 
thrust の出現、立脚中期では体幹の側屈（右＜左）がみられ
た。両側ともに立脚後期では股関節伸展がみられず、足関節
の底屈による蹴りだしが認められなかった（右＜左）。ニー
ズは患者評価から早期の T 字杖歩行の獲得と歩容の改善と
した。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき症例には内容と意義
を十分に説明し同意を得た。

【経過】 術前では患者評価、術後の運動療法の説明と動作指
導を行った。術後1日目では膝関節可動域訓練と車椅子移乗
を開始した。術後2日目では歩行器歩行を開始した。術後3
日目では歩行器歩行を自立とし、T 字杖歩行を開始した。術
後4日目では T 字杖歩行を自立とした。術後7日目では屋外
歩行を開始し自立とした。術後8日目では階段昇降を自立と

した。術後9日目では独歩を開始した。術後12日目では独歩
を自立とした。術後14日目で退院した。術後早期から疼痛
に応じてステップ訓練とフォワードランジ訓練を行った。可
動域は術後早期からタオルを使用した自動介助運動を行った。
　退院時の ROM（右 / 左°）は股関節伸展5/10、膝関節屈
曲110/110、伸 展0/0、Extension lag 10/10、MMT（右 /
左）は股関節屈曲4/4、伸展4/4、外転4/4、膝関節伸展4/4
であった。膝伸展筋力は右0.41Nm/㎏、左0.75Nm/㎏であ
り術前と比較し筋力低下を認めた。6分間歩行は独歩で測定
し、歩行距離は368 m であった。JOA score は右75点、左
75点、JKOM は21点であった。
　歩容は、全歩行周期でみられた骨盤前傾や体幹の前傾は軽
度改善した。両膝関節は常に屈曲位であったが Double knee 
action が出現した。術前にみられた左遊脚期での軽度分回し
は消失した。両側ともに立脚後期では股関節伸展が出現し、
両足関節の底屈による蹴りだしもみられるようになった。

【考察】 今回、膝関節運動は自動介助を中心に実施し、良好
な可動域を得られた。また、術後早期より歩容改善を目的と
した荷重下での練習が可能であった。歩容改善に対しては運
動連鎖を意識した多関節（胸椎回旋、股関節伸展）へのアプ
ローチを実施した。並行して荷重下での部分歩行練習（特に
立脚初期から中期にかけて大腿四頭筋の遠心性収縮を促すこ
と）を十分に実施した。
　島田らは歩行周期における機能的役割を意識したステップ
訓練が歩容の改善に有効であると述べている。これらのこと
により早期に独歩が獲得できたと考える。

【理学療法研究としての意義】 両側同時 TKA は離床が遅延
し入院期間が長期化することが多い。今回の症例は、術後の
離床が良好であり、両側同時 TKA に対して荷重下での運動
療法が歩容の改善につながり、12日目で独歩を獲得できた。

早期に歩容が改善した両側同時人工膝関節全置換術の症例

○西嶋　正大（にしじま まさひろ）1），末原　洋2），前芝　邦昭1），石束　友輝1），森　健亮1），	
海野　智也1），中田　真菜美1）

1）洛和会丸太町病院 リハビリテーション部，2）洛和会丸太町病院 整形外科

Key word：両同時 TKA，在院日数，早期
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【目的】 妊娠初期よりホルモンの影響で骨盤周囲は緩みやす
くなり、また胎児・羊水と合わせて5 ㎏以上の負荷が骨盤底
部にかかる。骨盤底筋障害は、妊娠・出産やその後の育児に
おける誤った身体の使い方、加齢に伴い骨盤底筋群が脆弱化
することで惹起される疾患であると言われている。その中で
も近年女性の腹圧性尿失禁は増加傾向と言われており、その
多くは妊娠中及び出産後に発症し、一旦消失しても再発しや
すく一部は慢性化すると言われている。しかし、日本の若年
女性における骨盤底筋障害の調査報告は見当たらない。そこ
で、本研究の目的は日本人の妊娠後期における骨盤底筋障害
の自覚症状の有無と臨床的な特徴を明らかにし、今後の介入
における一助とすることとした。

【方法】 対象は、2016年2月～4月に当院マザークラス（産前
母親教室）の参加者で妊娠30～38週の妊婦68名（初産婦59
名、経産婦8名、平均年齢32.7±4.8歳、妊娠前 BMI20.9±
3.3、妊娠後体重増加量7.2±2.6 ㎏）とした。なお、経産婦の
出産人数はすべて1名であった。調査項目は、Pelvic Floor 
Distress Inventory-20（PFDI-20）日本語版を用いた。PFDI-
20は骨盤底筋障害の自覚症状について調査するための質問紙
で、骨盤臓器脱症状の6項目、結腸－直腸肛門障害症状の8
項目、下部尿路機能障害症状の6項目の合計20項目から構成
されている。また調査実施日前後1週間以内の胎児体重は
2024±412.4g、頭大横径は82.5±5.1 ㎜であった。PFDI-
20における骨盤臓器脱症状、結腸－直腸肛門障害症状、下部
尿路機能障害症状それぞれの群のなかで1項目でも自覚して
いる場合を症状「あり」とし、自覚症状「あり」と「なし」
で上記項目において2群比較を行った。統計学的解析にはχ
2検定を用い、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 対象者に向けて、ヘルシンキ条約に基づいて
本研究の目的について口頭および書面での説明と同意を得た。

【結果】 自覚症状「あり」と回答した割合は骨盤臓器脱症状
で47.1%、結腸－直腸肛門障害症状で61.8%、下部尿路機能
障害症状で75.0%、いずれかの自覚症状がある者は83.8%
であった。
　自覚症状「あり」と「なし」で2群比較を行った結果、
骨盤臓器脱症状について、高齢妊婦（35歳以上）の割合はあ
り群53.1%・なし群25.0% とあり群で有意に高く、経産婦
の割合もあり群25.0%・なし群2.8% とあり群で有意差に高
かった（p ＜0.05）。結腸 - 直腸肛門障害症状については有

意差を認めなかった。また、下部尿路機能障害症状について、
妊娠32週以内の割合はあり群60.8%・なし群39.2% とあり
群で有意に高かった（p ＜0.05）。なお、すべての群におい
て妊娠前 BMI、妊娠後体重増加量、胎児の体重・頭大横径
おいては有意差を認めなかった。

【考察】 骨盤臓器脱症状において、高齢妊婦・経産婦で有意
に自覚されている者が多いことから、高齢妊娠・出産経験が
骨盤臓器脱のリスク因子であることが示唆された。これは加
齢や妊娠・出産を経験することで脆弱化した骨盤底筋群に、
妊娠前と比べ5 ㎏以上もの負荷が加わることで子宮や内臓が
下垂し、症状が出現しているのではないかと考えられる。
また下部尿路機能障害症状において、妊娠33週以降と比較
して妊娠30～32週の妊婦が有意に多く自覚していた。胎児
の体重・頭体横径については有意差を認めなかったことから、
妊娠28～32週は羊水が最大量となる時期であり骨盤底筋群
への負担が大きくなることが影響しているのではないかと考
えられる。
　米国において骨盤底筋障害を有する者の臨床的特徴をまと
めると、症状のない者と比較して平均 BMI、平均出産人数
が有意に多いと報告されている。しかし、日本においては平
均 BMI・出産人数ともに米国と比較すると低値であること
から、骨盤底筋障害のリスク因子として表れなかったのでは
ないかと考えられる。
　今回の研究の限界としては、質問紙調査のみであったため
個別の評価が十分できていないことである。妊娠中の歩数の
多少は尿失禁の有無に有意に関係しており、また骨盤前傾位
では後傾位と比較して骨盤底挙上量が有意に大きかったと報
告されている。これらの報告から、今後リスク因子をさらに
検討していくためには、妊娠前後の活動量や骨盤アライメン
トなど個別の評価項目に加えて調査していく必要があると考
えられる。

【理学療法研究としての意義】 近年、日本でも産科領域への
理学療法は注目されてきているが、必要な評価項目や有効な
治療方法についてまだ確立されていない部分が多い。また産
後女性に対する十分なフォローは出来ていないのが現状であ
る。まず妊娠中から出産後における骨盤底筋障害のリスク因
子を検討し明らかにすることで、早期に診断に役立ち、適切
なタイミングで運動療法を開始できるようになるのではない
かと考えられる。

妊娠後期の骨盤底筋障害の調査
～ PFDI-20日本語版を用いて～

○廣瀬　綾（ひろせ あや）1），原田　佳奈1），安田　真理子1），山下　真人1），松本　大輔2），	
欅　篤3）

1）社会医療法人 愛仁会 高槻病院 技術部 リハビリテーション科，2）畿央大学 健康科学部 理学療法学科， 
3）社会医療法法人 愛仁会 高槻病院 診療部 リハビリテーション科

Key word：妊婦，骨盤底筋，PFDI-20
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【目的】 近年高侵襲手術を受ける患者に対し、術前の最高酸
素摂取量（以下 Peak VO2）を増加させることが、術後呼吸
器合併症低下に関連すると報告されている。当院でも2007
年から食道癌患者に対する術前心肺機能強化トレーニング導
入により呼吸器合併症が減少し、他の消化器癌でも実践して
いる。膵臓手術は周術期管理の進歩により術死は3% 未満に
なっているが、膵頭十二指腸切除術や膵体尾部切除術等では
侵襲が大きく合併症発生率は30% ～50% と未だ高率である。
特に術後呼吸器合併症による身体機能低下は QOL を著しく
損ねる。このため周術期チーム医療として術前心肺機能強化
トレーニング導入は喫緊の課題であるが、膵臓手術患者に対
する周術期リハビリテーション（以下リハ）についての報告
は少なく、エビデンスは確立されていない。今回、手術前の
膵腫瘍患者に対する術前強化リハ効果を、心肺運動負荷試験
下（以下 CPET）による Peak VO2と6分間歩行距離（以下
6MWD）を指標として検証することを目的とした。

【方法】 対象は膵腫瘍に対する膵臓手術を施行された16例
（男性10例、女性6例、65.7±11.5歳）。当大学倫理委員会
規定に基づく除外症例や、自転車エルゴメーターによる
CPET 実施困難な症例を除外した。入院時をベースライン
としたシングルケース研究法で、入院時、術前、退院時に、
CPET、6分間歩行試験を行い、Peak VO2、Peak LOAD、
6MWD、体重、Body Mass Index（以下 BMI）、腹囲を測
定した。Peak VO2は呼気ガス分析装置を用い、Ramp 負荷
試験による breath-by-breath 法で計測した。周術期リハは、
手術目的入院前の約一週間、「強化リハ」目的でリハ科入院
し、心肺機能強化トレーニングとしてハンドエルゴメーター
と自転車エルゴメーター30分、従来通りの筋トレやスクワッ
ト運動をそれぞれ午前と午後で実施した。術前負荷量は入院
時の CPET 結果を基に50～70%HRR とした。術後は翌日
より椅子座位、病棟内歩行を実施し、ドレーン抜去後に心肺
機能強化トレーニングを再開した。統計は解析ソフト SPSS 
Ver.20を用い入院時、術前、退院時の各項目の対応サンプ
ルの t 検定およびノンパラメトリック検定を行い、有意水準
は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究は当大学倫理委員会の承認を受け、対
象者には医師および理学療法士が事前に十分に説明し同意を
得て実施した。

【結果】 疾患は膵臓癌9例、膵管内乳頭粘液性腫瘍7例で、術
式は膵頭十二指腸切除術10例、膵体尾部切除術4例、腹腔鏡
下膵体尾部切除術2例だった。術後合併症は膵液瘻1例で、
周術期呼吸器合併症は認めなかった。離床は全例術翌日より
病棟内歩行を実施できた。入院時と術前を比較し体重（57.9±
11.6 ㎏ vs. 55.5±15.1 ㎏）と BMI（22.2±2.5 ㎏/m2 vs. 22.0
±2.5 ㎏/m2）、腹囲（83.8±9.6 ㎝ vs. 82.6±8.8 ㎝）は変化し
なかった。Peak VO2（22.9±1.7 ㎖/㎏/min vs. 24.9±1.5 ㎖
/㎏/min；P ＜0.01）と Peak LOAD（101.8±8.6W vs. 113.0
±8.6W；P＜0.01）、6MWD（521.1±24.1 m vs. 539.1±
25.5 m；P＜0.05）は有意に増加した。入院時と退院時を比
較し体重（57.9±11.6 ㎏ vs. 55.5±10.2 ㎏）と BMI（22.2±
2.5 ㎏/m2vs. 21.3±2.1 ㎏/m2）は変化しなかったが腹囲

（83.8±9.6 ㎝ vs. 81.2±8.1 ㎝；P ＜0.05）は有意に減少し
た。一方 Peak VO2（22.9±1.7 ㎖/㎏/min vs. 21.6±1.6 ㎖
/㎏/min）と Peak LOAD（101.8±8.6W vs. 99.8±8.5W）
は維持できていたが、6MWD（521.1±24.1 m vs. 483.6±
25.0 m；P ＜0.01）は有意に低下した。術後在院日数は16.3
±5.9日で全例独歩で自宅退院となった。

【考察】 膵臓手術患者に対する一週間の術前強化リハは、心
肺機能強化トレーニング導入により術前の Peak VO2および
Peak LOAD、6MWD を有意に増加させた。これは入院時
の CPET 結果から個人に応じた負荷でトレーニングを実施
したことが増加に直結したと考える。また手術翌日から離床
し病棟内歩行や ADL 拡大を図ったことも術後呼吸器合併症
予防に繋がったと考える。しかし入院時と比較し退院時に、
運動耐容能の指標である Peak VO2が維持できていたにも関
わらず、6MWD の有意な低下を認めた。これは退院時まで
術創部痛が軽減しながらも残存していたため、術前のような
全身を使った歩行が困難であったことと、術前に比べ活動量
が低下したことが考えられる。今後は術創部痛の影響がなく
なった退院時以降の Peak VO2および6MWD についての追
跡調査を行い、回復に及ぼす影響因子について検討が必要で
ある。

【理学療法研究としての意義】 膵臓手術患者でも術前強化リ
ハにより Peak VO2および6MWD の有意な増加を示し、周
術期合併症を減少させる可能性が高いことが示唆された。

膵腫瘍手術における術前強化リハビリテーションの意義

○山城　麻未（やましろ まみ）1），小池　有美1），川西　誠1），原田　健史1），箕島　佑太1），	
今城　恭祐1），松嶋　翔1），上西　啓裕1），川井　学2），西村　行秀1），田島　文博1）

1）和歌山県立医科大学附属病院 リハビリテーション部，2）和歌山県立医科大学 第二外科学教室

Key word：最高酸素摂取量，膵腫瘍，周術期リハビリテーション
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【目的】 乳がん診療ガイドライン2015（以下、ガイドライン）
では「腋窩リンパ節郭清術後の上肢リハビリテーションは
術後短期の肩関節可動域の改善には意義がある。開始時期に
ついては術後早期の介入を考慮すべきであるが、ドレーンの
排液量の増加と留置期間が延長することに注意する必要があ
る。」とある。
　当院乳腺外科は入院期間が4～9日間に設定されており、
リハビリテーション科（以下、リハ科）では術前より理学療
法士・作業療法士が介入を行っている。退院の約1週間後に
乳腺外科とリハ科の診察があり、医師による経過観察が行わ
れている。
　術後のリハビリテーション（以下リハ）では、ドレーン非
留置例は手術翌日、留置例では抜去後より疼痛自制内で肩関
節90°以上の自動運動を開始している。
　今回、乳腺外科手術を受けた乳がん患者の術後リハについ
て検証することを目的に、診療録を後方視的に分析し、早期
介入における術後経過への影響を調査したので考察を加え報
告する。

【方法】 対象者は2014年4月1日～2015年3月31日までに
当院に入院されリハ介入を行った58名の乳がん患者。年齢、
術式、仕事の有無、最終介入時肩関節可動域、入院日数、ド
レーン留置期間、入院中リハ介入日数、退院後リハ科外来診
察回数、術後漿液種の穿刺回数・総排液量、退院後の肩関節
可動域制限の有無、生活に対する支障の有無について診療録
を後方視的にまとめた。なお、比較は T 検定又はχ²検定、
関連はフィッシャーの正確確率検定を用いた。有意水準は
0.05未満とした。

【説明と同意】 本研究は当院倫理委員会の承認を得て行った。
収集したデータは個人が特定できないように配慮を行った。

【結果】 対象者の平均年齢は57.90±14.36歳であった。術式
は乳房温存術 + センチネルリンパ節生検が30名（51.7%）、
胸筋温存乳房切除術 + センチネルリンパ節生検、乳房温存
術 + 腋窩郭清が各8名（各13.8%）、その他が12名（20.7%）
であり、うちセンチネルリンパ節生検が42名（72.4%）、腋
窩郭清が14名（24.1%）、その他が2例（3.4%）であった。平
均在院日数は4±3日であった。
　退院後リハ科診察にて肩関節の可動域制限があると判断さ
れた方（以下、制限あり群）は12名（20.7%）で、また9名に生
活への支障が生じていた。そのうち8名が制限あり群であった。
　制限あり群のうち、最終介入時肩関節可動域が90°以下の方
が11名。同様に退院後の肩関節可動域制限がなかった方（以

下、制限なし群）では4名で有意差があった（p=0.000000005）。
　ドレーン留置例は12名（20.7%）であり、平均挿入日数は
5.77±2.36日であった。うち、制限あり群が5名含まれてお
り、平均挿入日数は6.17±3.13日であった。制限なし群7
名の平均挿入日数は4.75±2.17日であり、制限あり群が長
い傾向にあったが有意差を認めなかった（p= 0.07）。
　術後、漿液腫の穿刺を行った方は19名（32.8%）であり、
穿刺回数は平均1.39±3.00回、総排液量は169.31 ㎖であっ
た。うち、制限あり群は4名あったが、制限なし群との有意
差はみられなかった。
　職場復帰は24名（41.4%）の方が可能で、平均年齢は50.75
±10.65歳と、していない群の平均年齢62.94±12.8歳に比
べ有意に若かった（p= 0.0002）。
　リハ介入日数は平均2.26±0.60日であり、術前・術後1
回ずつの介入が多かった（45名）。また制限あり群のリハ介
入平均日数は2.67±0.85日であり、制限なし群のリハ介入
日数2.15±0.46日と比べ長い傾向にあったが有意差を認め
なかった（p= 0.05）。

【考察】 ガイドラインでは乳がん術後の肩関節可動域制限低
下は1% ～67% で起こると記されており、当院での介入もこ
の範囲に収まるものと考えられる。また外来初回のリハ科診
察では、79.3% の方に制限がなかったことから、早期に可動
域を獲得できた症例も多く早期介入は有効であったと考える。
　しかし、20.7% にあたる12名については肩関節可動域に
制限が生じており、そのうち8名で生活に支障を生じていた。
今回、その12名についてもその主要な要因となりうる点に
ついて検討を行ったが、ドレーン留置・漿液腫の穿刺につい
て有意差を認める結果は得られなかった。しかし、最終介入
時可動域については、90°以上を獲得していない症例では退
院後にも制限が残存している可能性が高い傾向にあり、臨床
上に一定の示唆を与えるものであると考える。
　また制限あり群が制限なし群に比べドレーン留置期間が長
い傾向にあった。開始時期の遅れが退院後の可動域に影響が
ないとはいえず、ドレーン挿入中でのリハ介入の方法を再考
する必要がある。
　今回の調査ではサンプル数も少なく、臨床上に示唆を与え
る結果を得ることはできなかった。今後も症例を重ね再検討
を行うことが必要である。

【理学療法研究としての意義】 術後可動域制限の発生を予防
するため早期介入の方法を検討する必要があると示唆された。

乳がん術後リハプログラム実施患者の退院後機能障害の 
残存に関する検討

○高田　沙織（たかだ さおり）1），石田　哲士1），赤田　直軌1），中江　基満1），瀬　大和1），	
山本　智也1），山本　裕季1），高松　滋生2），川上　寿一1），畑　亜希代1）

1）滋賀県立成人病センター，2）滋賀県立リハビリテーションセンター

Key word：乳がん術後，リハビリテーション，機能障害
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【目的】 運動処方における運動強度の決定には心肺運動負荷
試験（CPX）に基づく嫌気性代謝域値（AT）での処方が推奨
され、呼気ガス分析装置を用いた AT 評価が理想とされる。
しかし臨床場面においては CPX を実施せず簡易な心拍処方
や自覚的運動強度を用いることが多い。そこで日本循環器学
会のガイドラインにも記載され簡便な方法として提唱されて
いる Karvonen 法（係数0.2～0.6）安静時心拍数からの簡易
式（安静時心拍数 +10, 20, 30）自覚症状による Borg 指数の
安全性について検討し、効果的な運動処方をどのように行え
ばよいかを考察した。

【方法】 当院にて心臓リハビリテーションを行い、呼気ガス
分析装置を用いて CPX を実施した10名（男性6名、女性4
名、平均年齢59.7±9.8歳）を対象とした。対象者の内訳は
急性心筋梗塞（AMI）発症後、経皮的冠動脈形成術（PCI）を
施行した患者6名、冠動脈バイパス移植術（CABG）を施行
した患者3名、狭心症患者1名で PCI および CABG は施行
後3週間以上が経過した症例である。CPX の測定データを
基に以下の項目について後方視的に調査した。
1） 簡易式による心拍処方が AT 時心拍数を超える割合
2）  AT 時に聴取した Borg 指数の分布、AT 相当（指数；11

～13）を示す割合
【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、全ての対
象者に研究目的を説明し、全員同意が得られた後に実施した。

【結果】 CPX 測定データの各平均値は安静時心拍数81.3±
12.0, AT 時心拍数105.0±9.6, AT 時酸素摂取量10.4±2.1, 
AT 時中枢 Borg 指数12.0±1.3, AT 時末梢 Borg 指数11.6
±1.2であった。
　簡易式による心拍処方が AT 時心拍数を超える割合につ
いて、Karvonen 法で運動処方した場合の目標心拍数の平均
値は、係数0.2が97.1±10.3, 係数0.3が105.0±9.6, 係数0.4
が113.0±9.1, 係数0.5が120.8±8.7, 係数0.6が128.7±8.5
であった。AT 時心拍数を超える割合は係数0.2から順に
0％、50％、90％、係数0.5および0.6は100% であった。安
静時心拍数からの簡易式で運動処方した場合の目標心拍数の
平均値は、安静時心拍数 +10が91.3±12.0、安静時心拍数
+20が101.3±12.0、安 静 時 心 拍 数 +30が111.3±12.0で
あった。AT 時心拍数を超える割合は安静時心拍数 +10か
ら順に0％、30％、80% であった。

　AT 時 Borg 指数が11～13を示した割合は、中枢末梢とも
に全体の90% であり、14～17を示した割合が全体の10% で
あった。内訳として中枢は Borg 指数11が50％、指数12が
20％、指数13が20％、指数15が10% であった。末梢は Borg
指数11が70％、指数12が20％、指数15が10% であった。

【考察】 虚血性心疾患の回復期における運動処方で karvonen
法を用いる場合、係数0.2が最も安全である。しかし目標心
拍数の平均値（97.1±10.3）が AT 時心拍数の平均値（105.0
±9.6）を大きく下回る結果を示しており、負荷が軽すぎる
と考えられる。このため安全性に加え高い運動療法効果を期
待するのであれば、目標心拍数の平均値が AT 時心拍数の
平均値と一致した係数0.3（105.0±9.6）を用いることが望ま
しいと考える。安静時心拍数からの簡易式を用いる場合、安
静時心拍数 +10（91.3±12.0）が最も安全である。しかし
karvonen 法と同様に目標心拍数の平均値から安静時心拍数
+20（101.3±12.0）を用いることが望ましいと考える。なお
AT 時心拍数と心拍処方で統計学的処理を行い、karvonen
法係数0.3と安静時心拍数 +20での比較も試みたが、実測値
と計算値で有意差がないことを証明することが困難であった。
Borg 指数を用いた自覚的運動強度については、中枢末梢と
もに多くの文献が示す通り AT 相当と言われる11～13と合
致しており、特に11を指標に運動処方することが安全と考え
る。以上のことから、CPX 以外による運動処方で、karvonen
法および安静時心拍数を用いた簡易式による心拍処方、
Borg 指数を用いた自覚的運動強度で運動処方する場合、
karvonen 法であれば係数0.3、安静時心拍数を用いた簡易
式であれば安静時心拍数 +20、これに加え Borg 指数11を
指標にすることで、他の方法よりも安全で効果的な運動療法
が実施できると考えられる。また、一般的に AMI 回復期で
の運動処方は karvonen 法で係数0.5～0.7を用いることが
多いといわれているが、今回の調査では係数0.3と大きく下
回る結果となり、このことから全症例の運動耐容能の低下と
心臓リハビリテーションによる適切な運動療法が必要である
ことが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本研究は、心臓リハビリテー
ションにおける運動処方で、CPX が実施できない病院施設
においても安全で効果的な運動療法を行うための一助となり
うる。

嫌気性代謝域値を予測する簡易式を用いた運動処方について
―安全で効果的な運動処方を行うためにどうすればよいか―

○田中　聖文（たなか きよふみ），矢田　有梨奈，原谷　祐也，伊豆　周剛，山崎　健次，	
松浦　邦樹，高橋　賢一，北出　貴則
誠佑記念病院 リハビリテーション室

Key word：嫌気性代謝域値，心拍処方，自覚的運動強度
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【目的】 当院は病床数477床の急性期病院である。新病棟建
築に伴い、2014年10月に小児集中治療室（以下、PICU）8床
を新規開設し診療・看護体制の整備を行った。PICU におい
ては多職種連携を目標に回診（週5日、朝に30分程度）を行
い、2015年4月から理学療法士も回診に参加している。回診
の参加職種は小児科医・小児外科医・小児脳神経外科医・小
児麻酔科医・小児循環器医・看護師・薬剤師・医療ソーシャ
ルワーカー・臨床工学技士・理学療法士である。回診時には
PICU 入室各症例の病態と治療方針について多職種で協議し
必要な介入を行っている。理学療法士も積極的に発言し、必
要な症例の早期介入を目標に理学療法士自ら介入依頼を医師
に促している。当院では重症頭部外傷や脳症の疑われる症例
において積極的に脳保護療法（脳平温療法、深鎮静、ステロ
イドパルス療法、頭部挙上等）を施行している。脳平温療法
について、48-72時間の体温管理期間、その後呼吸状態に応
じて人工呼吸器からの離脱を流れとして治療を行っている。
理学療法については、脳平温療法施行患者全例に介入してい
る。今回、脳平温療法を施行した症例における理学療法内容
や治療経過、予後について検討したため報告する。

【方法】 対象は2015年4月～2016年5月までに当院におい
て脳平温療法を施行した6例（男児2名、女児4名）を対象と
し、患者要因、治療経過、退院時の運動機能の回復状況（発
症前動作能力を両親から聴取し、退院時の状態と比較）、退
院後の運動機能について後方視的に調査した。

【説明と同意】 当院倫理委員会にて承諾を得た。
【結果】 患者要因として、年齢は1歳6ヵ月～13歳（幼児3名、
小学生2名、中学生1名）。発症前に運動発達遅滞を有して
いた症例は2例。診断名はインフルエンザ脳症2例、原因不
明の急性脳症2例、マイコプラズマ脳症1例、重症頭部外傷
1例。脳平温療法開始後在院日数の平均は13.6±0.7日（9-18
日）。脳平温療法開始後人工呼吸器挿管期間の平均5.0±1.5
日（3-8日）で呼吸状態悪化による挿管期間の延長した症例は
なし。脳平温療法開始後理学療法開始日平均4.5±0.7日（3-5
日）、介入時期は人工呼吸器抜管前1例、抜管時2例、抜管
後3例。理学療法内容は全例に呼吸理学療法（排痰）、関節可
動域運動、遊びを通じた基本動作練習を実施。退院時の動作
能力は、発症前と同等獲得例が4例、未獲得例が2例。退院
後については、全例において後遺症と診断される症状はなし。

【考察】 脳平温療法における理学療法について、介入初期は
呼吸理学療法が中心である。無気肺形成や分泌物の量が多く、
性状が不良な症例については回診で医師・看護師と協議し早
期に呼吸理学療法を実施しており、その結果、重篤な呼吸器
合併症の予防要因になったと考える。呼吸状態改善後は早期
離床によるせん妄や意識障害の改善および運動機能・動作能
力の回復が重要といわれ、小児におけるせん妄については
30% で生じるといった報告やせん妄が長期認知障害と心的
外傷後ストレス障害を生じやすいとされていることから、早
期離床による予防と改善が重要と考える。当院における脳平
温療法後の全例においては活気の低下、注意障害、落ち着き
がない等のせん妄ととれるような症状がみられたが、小児に
おけるせん妄の診断は確立されておらず、当院においても明
確な診断ができていない。そのためせん妄の有無については
不明ではあるが、離床や両親との関わり、遊びの増加後に活
気や注意障害の改善を認めたことから理学療法が何らかの改
善に寄与した可能性が考えられる。発症後の運動機能につい
ては、現段階では明らかな後遺症とされる症状は全症例で確
認されていないが、長期的な経過を調査している段階であり
明確な判断は困難である。今回の報告では、病態や症状、年
齢などにばらつきがあるため一定の見解を示すことは困難で
あったが、脳平温療法の治療段階に応じた介入の必要性につ
いては示すことができたのではないかと考える。
　脳平温療法施行例の病態や障害部位による症状は様々であ
るため、回診や多職種連携などを通じて病態の把握・包括的
なアプローチの継続が必要である。今後も脳平温療法施行中
の合併症予防および治療後の機能障害の早期発見・治療の継
続とともに早期の理学療法介入における効果の検証も進めて
いきたい。今後の課題としては症例を蓄積し疾患や病態、年
齢による区別した検討とともに長期的な予後の評価を進めて
いきたい。

【理学療法研究としての意義】 現在わが国では、小児の集中
治療の整備が進んでおり、成人同様に早期からの理学療法の
必要性を示す必要がある。今回の報告は小児集中治療におけ
る理学療法の今後の課題と必要性を示す一助になるのではな
いかと考える。

小児における脳平温療法後の理学療法
―PICUでの介入から予後を含めた検討―

○飯塚　崇仁（いいつか たかひと）
社会医療法人愛仁会高槻病院 技術部 リハビリテーション科

Key word：PICU，脳平温療法，理学療法
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【目的】 ICU における人工呼吸器管理下での理学療法、作業
療法の介入が推奨（Schweickert WD, 2009）されて以来、当
院においても早期離床や体位呼吸療法を中心に早期リハビリ
テーションを実施してきた。特に、端座位は基本動作獲得の
側面だけではなく、肺理学療法や意識レベル向上のための刺
激入力として行われる代表的なリハビリテーションプログラ
ムである。しかしながら、鈍的外傷患者は、頭部外傷、外傷
性心損傷・大血管損傷、骨折等の複合する外傷を患うため、
積極的な早期離床を遅延あるいは制限されることをしばしば
経験する。この早期離床の遅延や制限は、鈍的外傷の重症度
と関連するか、あるいは外傷部位と関連するかは明らかにさ
れていない。そこで、本研究では、早期離床のなかでも端座
位の開始時期が、鈍的外傷患者における重症度及び外傷部位
と関連するかを明らかにすることを目的とし、後ろ向きに検
討した。

【方法】 2013年4月～2015年3月に当救命救急センターへ入
院し、人工呼吸器装着が必要であった鈍的外傷患者194名を
対象とした。その対象者から入院期間中に端座位が不可能で
あった21症例を除外し、173名を対象患者とした。鈍的外
傷の重症度分類として、（1）頭頸部、（2）顔面、（3）胸部、

（4）腹部及び骨盤内臓器、（5）四肢及び骨盤、（6）体表の損
傷部位に分類した Abbreviated Injury Scale（以下 AIS）、
解剖学的重症度分類 Injury Severity Score（以下 ISS）、生
理学的重症度分類 Revised Trauma Score（以下 RTS）、生
命予測率を算出するTrauma and Injury Severity Score（以
下 TRISS）を用いた。端座位開始日は、医師の許可のもとで
端座位を開始した日を記録した。統計処理は、R3.2.3を用
いて端座位開始日を従属変数、AIS, ISS, RTS, TRISS を独
立変数とした重回帰分析を行った。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、各対象者には本研
究の施行ならびに目的を説明し、研究への参加に対する同意
を得た。

【結果】 AIS, ISS, RTS, TRISS のすべての独立変数は有意な
回帰式を得ることが出来なかった。さらに、ISS16以上の重
症鈍的外傷患者120名を抽出して同様の手順で重回帰分析を
行ったが、有意な回帰式を得ることができなかった。

【考察】 早期離床のなかでも端座位に着目し、端座位開始日
と AIS, ISS, RTS, TRISS の重症度分類を重回帰分析した結

果、予測因子に該当するものはなかった。AIS は、損傷部
位を6項目に分け AIS コード6段階で評価する。ISS は、
AIS を基に複数箇所の損傷を解剖学的側面から評価する重
症度スコアで、AIS の上位3つを抽出しそれぞれを二乗して
合計した値で評価する。ISS は死亡率や入院日数とも相関し、
社会的に応用範囲の広い指標として評価されている（後藤、
2015）が、今回の結果から端座位開始の予測因子とはならな
いことが明らかとなった。一方、RTS は意識レベル、収縮
期血圧、呼吸数で算出される生理学的側面を評価し、TRISS
はこの生理学的重症度と解剖学的重症度及び年齢因子を加え
て予測生存率を算出するが、端座位開始日の予測因子にはな
らなかった。つまり、解剖学的側面、生理学的側面、予測生
存率の重症度分類は、早期離床の指標にはならないと推察さ
れた。臨床的に、四肢骨折に対する牽引や脊椎破裂骨折に対
する体位交換制限、腹部コンパートメント症候群を回避する
open abdominal management 等が離床の遅延や制限となる
ことが多い。外傷による複数箇所の治療が行われ、呼吸・循
環の安定ならびに感染制御とともに、骨折に対する観血的整
復固定術（ORIF）や腹部閉創術が施行され、離床を図ること
が多い。本研究の限界として、損傷部位が AIS コードの点
数で算定するため、上肢・下肢の骨折部位を選別されていな
いことが離床と関連しなかったことが考えられる。また、
ISS は AIS 上位3つから算出されるため、ISS に含まない損
傷部位が離床と関連する場合があると推察される。今後、こ
れらの限界を考慮し、鈍的外傷患者における離床遅延要因を
探る。

【理学療法研究としての意義】 集中治療領域における早期離
床のエビデンスは確立されてきている中、鈍的外傷患者にお
ける離床遅延要因を明らかにする必要がある。本研究では、
来院時の重症度や損傷部位と関連しないことが示唆された。

鈍的外傷患者の重症度は早期離床の開始時期を予測できるか？

○大野　直紀（おおの なおき），藤野　文崇，岡田　仁志，前山　啓介，櫛谷　昭一
地方独立行政法人 りんくう総合医療センター リハビリテーション科

Key word：鈍的外傷，早期離床，重症度分類
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【目的】 近年、回復期リハビリテーション（回復期リハ）病
棟入院患者の38% に低栄養を認めるという報告もあり、リ
ハ栄養の重要性が注目されている。
　しかし、回復期リハ病棟における Nutrition Support 
Team（NST）は、急性期病棟とは異なり加算がつかないた
めかあまり普及していない。今回、回復期リハ病棟入院時、
四肢骨格筋量　（SMI）が6.2 ㎏/m2と低値を示し血液データ
からも二次性サルコペニアに近い状態の中年脳出血患者を担
当し、リハ栄養的介入を行った。その結果退院時のパフォー
マンステスト、栄養状態、SMI に改善を認め、早期の職業
復帰が可能になったのでここに報告する。

【症例紹介】 対象は右被殻出血にて、他院で発症8日後に定
位的血腫除去術を施行された50代前半の男性である。発症前
はアパレル業をされていた。発症28日後リハ目的で当院に転
院された。初期評価時は左側上下肢に軽度感覚障害、運動麻
痺は Brunnstrom recovery stage（Brs）上肢・下肢・手指 V
で、Time up ＆ go テスト（TUG）10.68秒、最大歩行速度

（MSW）0.86 m/ 秒、5回立ち座りテスト（FTSST）11.94秒
とテスト上は比較的高値を示した。しかし、1年前に自宅内
の転倒による左大腿骨転子間骨折の既往があり、血液データ
の結果は Alb3.0 g/㎗、総蛋白5.3 g/㎗と低値を示した。握
力（右側）も20 ㎏と低値であった。左片脚立位保持は2秒で、
Hand Held Dynamometer（酒井医療モービィ；HHD）によ
る筋力測定の結果は、左膝伸展筋力（0.8Nm/㎏）、左股関節
伸展筋力（1.1Nm/㎏）、左股関節外転筋力（0.56Nm/㎏）と
筋力低下を示した。体重、体脂肪、BMI は標準であったが、
In Body で測定し真田ら（2010）の推定式を用いて算出した
SMI は6.2 ㎏/m2と低値を示した。SMI 6.2 ㎏/m2はサルコ
ペニアの基準値6.61 ㎏/m2（山田ら2012）も下回っており、
血液データからも本症例は二次性サルコペニアに近い状態と
判断された。
　本症例は、年齢も若く高次脳機能障害や片麻痺の程度も軽
度であり、早期退院、早期復職が目標となったが、そのため
には自主トレーニングを含めた積極的なリハ介入が必要で
あった。入院時に管理栄養士より1800kcal/ 日が必要エネル
ギー量と算出されていたが、それでは積極的なリハ介入によ
る消費エネルギー量の増大により更なる栄養状態の悪化が危
惧され、リハ栄養の視点を踏まえた介入が必要と考えられた。

【説明と同意】 対象者に本研究内容を説明し、理解した上で

発表の同意を得た。
【経過】 自主トレーニング時の消費エネルギー量を補填し、
筋肉量を増加させる目的で管理栄養士、主治医と協議のうえ
リハ後に200kcal、蛋白質10g の栄養補助食品の飲用を開始
し、合計エネルギー量を2000kcal/ 日、蛋白質量を83g/ 日
とした。自主トレーニングは karvonen の式にて負荷量70%
の運動になるように調整し3～3.5Mets の運動強度で、ト
レッドミル歩行、N-step を使用しコンディショニングを中
心とした。個別介入では、通常の片麻痺に対するプログラム
に加え、サルコペニアに対し膝伸展筋力、股関節伸展筋力、
外転筋力のレジスタンストレーニングを中心に行った。体重、
SMI は2週間ごとに経過観察をおこなった。以上のようにリ
ハ栄養介入を行った上で個別リハ、自主トレーニングを51
日間実施した結果、TUG は6.94秒、MSW は1.3 m/ 秒、
FTSST は8.78秒、左片脚立位は30秒以上、左膝伸展筋力
1.0Nm/㎏、左股関節外転筋力0.9Nm/㎏、左股関節伸展筋
力1.47Nm/㎏、SMI は7.0 ㎏/m2、握力（右側）は25 ㎏と改
善を示し、栄養状態も Alb は4.0g/㎗、総蛋白は6.7 g/㎗と
正常値を示した。段差昇降、屋外歩行、物の運搬、車の運転
などの動作も行えるようになり、退院し早期に職業復帰が可
能になった。

【考察】 本症例は初期評価時に BMI、体重、体脂肪が正常値
でも SMI がサルコペニアの基準を下回っていた。これは転
倒による左大腿骨転子間骨折の既往と脳出血後の不活動から
なる身体活動性サルコペニアと、栄養性サルコペニアの2つ
の因子が影響した二次性サルコペニアが疑われた。二次性サ
ルコペニアの場合はその原因を取り除くことが対処にあたっ
ての第一歩とされている。本症例の場合はリハ栄養の視点を
踏まえて栄養管理と運動の負荷をコントロールした結果、筋
肉量、筋力、身体能力のサルコペニアの3つの基準において
正常値に回復したため、退院し早期の職業復帰へとつながっ
たと考えられる。

【理学療法研究としての意義】 老齢期でなくても血液データ
や既往歴の問題があればサルコペニアが疑われるケースが存
在し、そのパラメータを評価し、適切なリハ栄養介入をする
ことにより改善が期待できることがわかった。予防的に中年
患者の SMI を評価することでサルコペニアの状態に近い患
者を発見し、加齢に伴うサルコペニアへの進行を予防するこ
とは意義があると考える。

回復期リハビリテーション病棟においてリハ栄養的介入を行った 
脳出血中年男性患者の一症例

○谷口　裕亮（たにぐち ゆうすけ），峰久　京子
貴志川リハビリテーション病院 リハビリテーション部

Key word：回復期リハビリテーション病棟，中年患者，リハ栄養
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【目的】 歩行障害はほとんどすべてのパーキンソン病（以下
PD）患者に出現し、移動能力の低下や死亡率増加の原因と
なる（Cameron 2010）。また、高齢者の実際の転倒場面では、
転倒方向は前方だけでなく、後方や側方・斜め方向へも発生
している（佐々木ら2009）。PD 患者は、歩幅や歩隔の減少・
歩行速度の低下・歩行中の腕振り減少や消失といった運動症
状だけでなく、すくみ足・小刻み歩行・姿勢反射障害など特
有の症状が観察され、大脳基底核の機能低下による内発的な
運動の障害が誘因の一つとされる。これら歩行障害に対する
介入方法として、視覚や聴覚といった外的刺激を利用した介
入などが推奨されている。今回は、視覚情報を基盤に内発的
な運動を促すことを目的に、Star Excursion Balance Test

（以下 SEBT）をトレーニングに用いた。SEBT は片脚立位
をとり、床に示した多方向へ遊脚側のリーチを行い支持脚の
動的姿勢制御を測定する評価法であり、リーチ距離により評
価を行う。本来、足関節捻挫など下肢障害の予測や競技復帰
のための指標として信頼性を認められているが、PD に対す
るトレーニングとしての報告はない。床に示した多方向を外
的 Que とし、ステップ運動として用いた結果、歩行能力・
バランス能力に改善が見られたので報告する。

【症例紹介】 症例はレビー小体型認知症を伴った Hoehn ＆
Yahr StageⅢ～Ⅳの80歳代・女性であった。40歳代から右
上肢振戦があり70歳代から増悪、4年前から歩行障害が出
現。転倒を契機に前院に入院、横紋筋融解症診断で加療され、
帰宅困難であるためリハビリ希望があり、当院地域包括病棟
に入院となった。安静時振戦に対して L-dopa 50 ㎎服用し、
on-off の変化はほとんど生じないが、日中の疲労感・眠気
は常にある状態であった。主訴は、肩が痛い・歩行時にふら
つく。身体症状は両上肢に強い振戦、全体的に筋固縮を認め
た。歩行可能であるが、特に歩行開始や方向転換時にすくみ
足・小刻み歩行・突進現象出現し、姿勢反射障害を伴うため
右への転倒リスクがあり、独歩・近位監視レベルであった。
介入初期の評価として FIM77点、下肢粗大筋力：3+ レベル、
10 m 歩行：15.3秒25歩39.2 m/ 分、Mini-BESTest：11/28
点（予測的姿勢制御4/6点、反応的姿勢制御0/6点、感覚機
能4/6点、動的歩行3/10点）であった。

【説明と同意】 対象者には症例報告の趣旨を説明し、文書に
て同意を得た。

【経過】 症例に対し、複合的な運動療法と約1ヶ月間、回数

は決めずに、患者の疲労を目安に SEBT トレーニングを段
階的に施行した。訓練開始から1ヵ月後の変化として、
FIM89点（移動が軽介助から監視レベルに向上）、下肢粗大
筋力：ほとんど変化なし、10 m 歩行：9.7秒21歩61.9 m/ 分、
Mini-BESTest：22/28点（予測的姿勢制御4/6点、反応的
姿勢制御4/6点、感覚機能6/6点、動的歩行8/10点）と改
善がみられた。

【考察】 本症例は、FIM・筋力ともに大きく変化は見られな
かったが、歩行速度・歩幅の向上、バランス機能評価の一つ
である Mini-BESTest の向上が認められた。佐々木らは
SEBT と10 m 歩行時間に有意な相関は認めなかったと報告
しているため、歩行速度向上には他の要因が考えられる。外
的 Que は自動的・反復運動の障害に起因する内的刺激の減
少または欠如を代償する手段である。Glickstein は、矛盾性
歩行が生じる機序として、PD では視覚刺激により障害を受
けていない小脳への経路が賦活し、歩行が改善すると主張し
ている。そのため歩行能力の改善に至ったと考える。Mini-
BESTest では、反応的姿勢制御で向上がみられ、SEBT ト
レーニングによる視覚フィードバックが外乱に対する姿勢制
御を改善した可能性が考えられる。予測的姿勢制御では点数
の変化はないが片脚立位時間が向上し、感覚機能ではフォー
ムや斜面台での立位保持時間が向上している。これらは固有
感覚からの情報入力・統合が必要であり、外部環境への意識
を向けることにより自動的な静的姿勢制御の改善につながっ
た可能性が考えられる。さらに動的歩行では、TUG・TUG
二重課題が改善された。これらの結果から、すくみ足や姿勢
反射障害が出現する患者に対し、外的 Que を用いて視覚的
フィードバックを与えることで内発的な運動の基盤を構築し、
歩行障害が改善する可能性が示唆された。しかし、ガイドラ
インでは複合的運動は推奨グレード A であり、他の運動療
法や他部門のリハビリテーション介入による影響も考慮する
必要がある。

【理学療法研究としての意義】 地域包括病棟では限られた時
間の中での介入となるため、より効率的で尚且つ効果的なリ
ハビリテーションが求められる。今回は SEBT を取り入れ
視覚的フィードバックを与えたバランス練習を行い、移動能
力やバランス能力の向上につながった本症例の経験は、転倒
リスクがある PD 患者の理学療法を考える上で重要であると
考える。

地域包括病棟に入院したパーキンソン病患者に対しての SEBTに 
基づいたステップ運動が移動能力・バランス能力に与える影響

○佐藤　忠輝（さとう ただてる），相星　裕生
医療法人りんどう会向山病院 リハビリテーション科

Key word：パーキンソン病，SEBT，バランス
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【目的】 回復期リハビリテーション（リハ）病棟として、リ
ハスタッフ間だけでなく多職種での情報共有、およびチーム
アプローチが重要とされている。しかし、日々の臨床現場で
はチーム内で意見が異なることもあり、方向性を統一して円
滑に進めることが難しい場合もある。今回、回復期リハ病棟
入院中の患者に対してチームアプローチを実践する際、多職
種間で退院の方向性について考えが異なる症例を担当した。
その中で、理学療法士の専門性を活かした多職種への情報提
供により方向性の統一が図れ、自宅退院が可能となった症例
を経験したので報告する。

【症例紹介】 本症例は80歳代後半の男性。現病歴として、平
成26年12月まで自宅で生活されていたが、転倒し第10胸
椎圧迫骨折を受傷、その後遅発性マヒを併発する。当院に転
院し約3ヶ月リハを受けるも自宅に帰ることができず、平成
27年5月に施設への退院となった。今回、平成27年10月に
黄色靭帯骨化症除去、内視鏡下除圧術を施行し、平成27年
12月に当院の回復期リハ病棟へ転院となった。本人、妻の
希望としては、「手術施行後に身体機能向上を図ることがで
きたら自宅へ退院したい」とあり、娘二人も両親の希望に
添えることができたらと希望していた。

【説明と同意】 今回の症例報告にあたり、ヘルシンキ宣言に
基づき対象者には十分に説明を行い、本人より書面にて同意
を得た。

【経過】 入院時理学療法では全身状態に合わせ、立位、歩行
能力の向上を目的に動作練習を実施した。入院時の日常生活
自立度は FIM 運動49点、認知32点であった。入院34日目、
医師（Dr）、看護師（Ns）、医療ソーシャルワーカー（MSW）、
理学療法士（PT）にて初回カンファレンスを実施した。カン
ファレンスでは入院時より術後経過が良好で身体機能の改善
が順調であったことから、Dr と PT は自宅の可能性を含め
て退院支援を行うことを提案した。一方、Ns と MSW は退
院先として施設の受け入れが整っていること、自宅が市営住
宅の2階で階段昇降が必要であること、主介護者も要介護者
であり介護力が少ないことから施設の方向で退院を進めるよ
う提案した。カンファレンスの結果、本人と家族の希望を尊
重し自宅退院も考慮しながら、施設退院の方向性となった。
カンファレンスの際に問題点として挙がっていた環境要因を
評価するため、入院55日目、本人同行のもと環境調査を実

施した。その際、階段昇降は手すりを把持して可能であり、
自宅内の移動も伝い歩きで自立レベルとなっていた。実施後、
PT より Ns, MSW に環境調査の結果と現在の身体能力に関
する情報を報告し、初回のカンファレンス時よりも自宅復帰
の可能性があることを説明した。PT の説明後、Ns, MSW
ともに退院先の方向性が施設から自宅へ変わり、チーム内で
方向性を統一することができた。その後、自宅復帰のための
具体的なアプローチとして、トイレ動作では Ns 協力のもと
導尿の指導を実施し自己導尿を獲得した。また、入浴に関し
ては退院時も自宅で入ることが困難であり通所介護を利用す
ることとなった。入院83日目、日常生活自立度は FIM 運動
74点、認知32点となり、本人や家族が希望していた自宅へ
の退院が達成された。退院後、Ns と MSW に①自宅復帰が
できた要因、②退院先の方向性を統一することができた要
因についてアンケートを実施した。その結果、①では自己
導尿が獲得できた、身体機能が向上したなど患者の ADL の
向上に関する回答があった。一方、②では環境調査後の自
宅生活の自立度や身体能力の説明とあり、PT からの専門的
な情報の提供に関する回答があった。

【考察】 本症例では、初回カンファレンスの際に多職種間で
方向性に関する意見に違いがあり、チーム内で統一が図れて
いなかった。しかし、自宅環境における自立度の判断など
PT の専門性を生かした情報を提供することで、Ns や MSW
の考え方が変わり、本人が希望する自宅復帰にチーム全体の
方向性を統一することができた。糸谷らによると、環境調査
を行うことで家屋環境を詳細に把握することができ、より具
体的かつ退院後に繋がるリハを実施可能にする。また、自宅
復帰に向けての包括的なリハを行うことにより自宅復帰率が
向上し、患者や家族との信頼関係を築くこともできると述べ
ている。今回のように、環境調査を実施する際は多職種内で
その情報を十分に共有することで、よりチームとして方向性
を統一させたアプローチが可能であると思われる。

【理学療法研究としての意義】 本症例を通して、PT の専門
性を生かした情報を多職種と共有することでチーム内での方
向性の統一が可能となり、回復期リハ病棟におけるチームア
プローチを実践する際の PT の重要性について示すことがで
きた。

回復期リハ病棟における多職種連携の重要性
―  理学療法士の専門性を生かした情報共有により 
チームの方向性の統一が図れた症例―

○山下　範恭（やました のりゆき）1），森本　信三1），尾川　達也2）

1）白浜はまゆう病院 南紀白浜温泉リハビリテーションセンター， 
2）西大和リハビリテーション病院 リハビリテーション部

Key word：回復期リハ病棟，多職種連携，専門性
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【目的】 訪問リハビリ（訪問リハ）は、住み慣れた地域で自
分らしい生活を続けられるよう、「活動・参加」に焦点を当
てたリハビリを提供し、生活機能全般を向上させることが重
要視されている。「参加」に対するクライアントの動機は千
差万別であり、画一的な取り組みでは過不足が生じる。従っ
て「参加」に対する取り組みには、行動変容理論を用いた
テーラーメイドの指導的アプローチが重要であると考える。
　ADL などの「活動」レベルは改善を示したが、「参加」
を促すことに難渋した症例を担当した。そこで、行動変容理
論を用いて「参加」に焦点を当てて取り組んだ結果、趣味
活動や公共交通機関を利用しての社会参加が行えるように
なった、訪問リハ対象症例について報告する。

【症例紹介】 症例は、関節リュウマチ（RA）の50歳代後半の
女性で、既往症にパニック障害・過喚起症候群があり、長年
に亘り家事は訪問介護を受けていた。病歴は20年前に RA
を発症。H26年5月に右 TKA 施行、同年9月より訪問リハ
開始。H27年3月に左 TKA 施行。同年4月より訪問リハ再
開。ニーズとして「元気になって余暇を充実させ楽しく暮
らしたい」と聴取できたが、新しいことには不安感が強く、
過度な精神・身体的ストレスによりパニック障害などが増悪
する傾向にあった。

【説明と同意】 倫理的配慮に関しては、研究目的を十分に説
明したうえで同意を得て実施した。

【経過】 訪問リハ開始時は、屋内伝い歩き自立、両股・足関
節痛のため屋外押し車歩行困難、家事動作困難、入浴と更衣
動作が部分介助レベルであった。その後、疼痛は徐々に軽減
し、両下肢の筋出力増加、屋外押し車歩行可能。入浴と更衣
動作は修正自立レベル、家事動作も独力で行えることが増加。
その後、左 TKA 施行し、訪問リハ再開後も自宅内独歩自立。
近医受診時のみ屋外移動はセニアカーを使用し自立。ADL
能力や家事動作も修正自立となった。しかし、対人交流・ボ
ランティア・趣味関係等への社会参加には、消極的傾向に
あった。そのため、H27年6月頃より、「参加」に焦点を当
てて取り組んだ。
　早々に自立して活動範囲を拡大したいとの発言が認められ
たが、易疲労性や体力低下などの行動を起こすことで生じる
障害を強く感じていた。そこで、易疲労性や体力低下に対し
ての改善策を挙げてもらった結果、機能訓練型デイサービス
に通所する運びとなった。

　H27年10月には、易疲労性や体力低下が改善され、近隣
の病院や商店などへは電動四輪自転車を用いて移動可能と
なってきた。また、友人などと、公共交通機関を使っての遠
方への外出（遠出）を望まれるようになっていた。しかし、
遠出の実施に結びつかなかった。遠出を妨げている要因に対
する評価では、①外出先や駅構内の環境の不安、②バスや
電車の乗降の不安、③バス停や駅までの移動の不安、④バ
スや電車の時刻表が分からないことの不安、⑤目的地まで
の道順が分からないことの不安など、行動することで起こり
得る障害を強く感じていた。そこで、それらの問題点に対し、
改善策を挙げ自己選択してもらった。その結果、タブレット
PC を用いて、外出先の駅構内の環境の情報収集や、バスや
電車の時刻表の確認練習を実施。加えて、実際のバス停まで
の屋外歩行練習や、公共交通機関を利用しての外出練習と、
行動に対する振り返りを繰り返した。
　H28年5月時点では、自主的にピアノ教室にバスを利用し
て通い始め、ボランティアや同窓会にも積極的に出席するな
ど、飛躍的に社会参加の増加を認めた。

【考察】 ヘルスビリーフモデル（HBM）では、人がある行動
をとるようになるには、①行動しなければならない理由（認
知面）を感じること、②行動をとる事による「有益性」が

「障害」よりも大きいと感じること（行動面）の2条件が必要
であると言われている。
　本症例においては、「他者に活動を制限されること無く自
由に行動したい」といった発言から、HBM における認知面
には問題が無かったが、体力低下やストレスがかかると過換
気症状が出現するという行動面に問題があり、「参加」が実
現できていなかったと考えられた。そこで、行動面の問題を
解消するために、自宅内での機能訓練に終始するのではなく、
ソーシャルサポートを中心とした関わりと、応用動作訓練を
反復して実施することとした。それにより、自己効力感の向
上と行動面が改善し、行動することによる充実感が強化され
たことで、公共交通機関を利用しての外出などの行動変容が
認められ、社会参加に繋がったと考える。

【理学療法研究としての意義】 行動変容理論の有用性は周知
されているが、広く現場で用いられているとは言い難い。今
回、実際にいくつかの行動変容理論を用いての評価・介入プ
ログラムを立案し、効果を示したことは意義深いと考える。

訪問リハにおいて「参加」に焦点を当てて取り組んだ症例

○田中　美香（たなか みか）1），真田　将幸1），中川　法一2）

1）リハビリ本舗 あっぷる訪問看護ステーション，2）医療法人 増原クリニック

Key word：訪問リハ，参加，行動変容

ポスター第12セッション　［ 生活環境支援（症例報告） ］



― 130 ―

P12-5

【目的】 訪問リハビリ（以下、訪問リハ）の役割は、脳卒中
患者・介護者及びその家族の生活の再建と QOL の向上のた
めに関連職種や地域住民と共に支援を行うこととされ、その
介入内容は身体機能訓練や日常生活訓練、家屋調整など多岐
にわたる。しかし時間的制約があるなかで、どのような介入
方法が有効であるかを示したものは散見される程度である。
当院では、4年前より退院後のフォローとして、カンファレ
ンスや主治医の判断により必要に応じて3か月の限定した訪
問リハビリを実施している。そこで今回、退院前よりリハビ
リを行った重度脳卒中片麻痺患者が、在宅復帰後の短期間で
移乗やトイレ動作時の安定性が向上した症例を担当したので、
考察を加え報告する。

【症例紹介】 70歳代女性。平成27年9月にくも膜下出血と右
橋の血腫を認め、コイル塞栓術を施行。退院1ヶ月前評価で
は、注意障害や構音障害を認めるが認知面は維持されており、
コミュニケーション良好。身体機能は重度左片麻痺があり、
粗大筋力検査（以下、GMT）左上肢0, 下肢1、右上肢3, 下
肢3, 体幹2。機能的自立度評価表（以下、FIM）合計35点

（運動項目13点、認知項目22点）。基本動作、日常生活動作
ともに全介助。端坐位保持は支持物把持にて見守り。立位や
歩行訓練時は長下肢装具を使用。ポータブルトイレ誘導時は
下衣操作時に体幹前傾と右下肢の膝折れを認め、2人介助を
要す。日中臥床傾向であり、リハビリ時とその前後のみ車椅
子坐位で過ごす。症例は病前 ADL 自立し、家事全般を行う。
夫、長男と3人暮らし。主介助者は夫。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、本発表に関する内
容を利用者、家族様へ説明し了承を得た。

【経過】 退院1か月前、病棟でのリハビリは、トイレ動作獲
得の希望もあり、家族への移乗やトイレの動作練習を中心に
実施していた。同時期に訪問セラピストは介入を開始。リハ
ビリだけでなく、退院前訪問指導や地域スタッフと退院前カ
ンファレンスを実施した。介入を進める中で、活動量の低下
や非麻痺側である右下肢の筋力低下を認めた。退院後、寝た
きりや廃用症候群のリスクを推測し、機能的訓練を中心とし
たプログラムを取り入れ、抗重力活動を積極的に行うように
変更した。その頃より、症例から「歩きたい」「自分でポー
タブルトイレにうつりたい」と自発的な発言を認めるよう
になった。退院日は訪問セラピストが同行し、往診医や地域

スタッフと目標共有や移乗方法、ポジショニングを確認した。
退院2日目より週2回60分で訪問リハ開始。初日よりスク
ワットや起立訓練、長下肢装具を用いた歩行を積極的に取り
入れた。また睡眠時と食事時以外は車椅子坐位で過ごし、そ
の状態で行えるよう、重錘を用いた右下肢の自主訓練を取り
入れた。さらに座位時間の延長に伴い、褥瘡や左下肢の膝関
節屈曲拘縮の予防のため、家族や地域スタッフにはスキンケ
アや拘縮予防の方法を伝達した。退院1ヶ月後、左上下肢の
運動麻痺は著変なく、活動量も FIM も合計35点で変化はな
いものの、右下肢の GMT は4に向上した。右下肢の筋力向
上に伴い、動作面において端座位保持は安定し、高座位から
の起立も支持物を把持することで見守りとなり、立位の安定
性が向上した。そのことでポータブルトイレ誘導時は体幹前
傾や膝折れを認めず1人介助となり、夫から「立つのが楽に
なった」と言われ介助負担量の軽減が図れた。

【考察】 本症例は、入院時より臥床傾向にあり、非麻痺側を
動かす機会も少なく、動作全般に全介助レベルであった。佐
浦によると臥床は筋力低下や持久力の低下だけでなく、関節
拘縮や起立性低血圧、褥瘡を起こし、寝たきりになると報告
しており、入院中より、自宅退院後に夫の介護負担量が多く
なることは容易に予測できた。柳は脳梗塞患者の上下肢の筋
力は、非麻痺側の筋力がより低下しやすいとされ、その原因
は安静による廃用の要素を示唆しているが、一般的に最大筋
力の30% 以上行えば筋力は増加するといわれている。この
ことから、抗重力活動を促し、非麻痺側である右下肢の筋力
増強を図った結果、立位・移乗の介助量軽減に繋がったと考
えられる。今回、当院の特色を活かして入院中から訪問ス
タッフが介入を始めていたことで、早期から院内スタッフと
連携し、機能評価が出来たことで問題点やゴールをより明確
にすることができた。また退院前カンファレンスや退院時同
行を行い、症例や家族、地域スタッフとの関係性の構築が事
前に図れていたことで協力が得られやすかった為、短期間で
の効果を発揮することが可能であったと思われる。

【理学療法研究としての意義】 発症から6か月を経過した重度
運動麻痺患者に対しても、非麻痺側の抗重力活動を反復して
行うことで ADL 動作の改善が期待されることが示唆される。

多職種連携により在宅復帰後に短期間で立位動作が改善した一症例
―重度脳卒中片麻痺患者への訪問リハビリを通して―

○米田　悠子（よねだ ゆうこ）1），中原　啓太1），西川　和宏2），成田　考富2）

1）西宮協立リハビリテーション病院 総合支援課，2）西宮協立リハビリテーション リハビリテーション部

Key word：多職種連携，抗重力活動，重度脳卒中片麻痺患者
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【目的】 高齢者における転倒は骨折・Activities of Daily 
Living（以下、ADL）低下を引き起こし、健康寿命の短縮を
招くことはよく知られている。また病院での転倒は70歳以
上、骨・関節疾患を有している者に多く、場所では病室・ト
イレに多いと報告されている（松田、2010）。つまり、病院
での転倒の発生は歩行による移動時のみならず、病室内での
動作時においても多くみられる。そして我々は、基本的動作
を介して ADL に関わることが多く、より簡易的にどの動作
が転倒の危険が高いかを把握し、ADL の安全性を判断する
必要がある。しかしながら、身体機能と転倒に関する報告は
歩行時間や立ち上がり、タンデム立位保持などについては数
多く報告されているが、方向転換を取り扱った調査の報告は
散見できない。また、各病院・施設の患者・環境特性によっ
て転倒リスクは異なる。よって本研究では、当院入院患者の
転倒経験と方向転換およびその他の身体機能との関連を明ら
かにすることを目的とした。

【方法】 対象は75歳以上で運動器疾患を有し、Functional 
Independence Measure（以下、FIM）においてトイレ・移乗
項目が4点以上の当院入院患者30名（84.3±4.7歳）とした。
なお、重度の認知症・中枢性疾患・炎症性疾患・感覚障害を
有する者は除外した。調査項目は過去1年間の転倒経験の有
無、身体機能の指標として平行棒内方向転換の所要時間（秒）・
支持物使用の有無、5 m 歩行時間（秒）・補助具使用の有無、
42 ㎝椅子からの立ち上がりの可否、タンデム・セミタンデム
立位保持の可否および保持時間（秒）とした。さらに活動の指
標として FIM（点）、病棟内移動およびトイレ使用の有無、
服薬数を調査した。対象者は過去1年間の転倒経験から転倒
群・非転倒群の2群に分類し、各項目を比較した。統計解析
は各項目の群間比較に Mann-Whitney の U 検定、χ²検定を
用い、各調査項目の関連性については spearman の順位相関
係数を用いた。なお、有意水準は5% とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、全ての対象者には
研究内容、個人情報保護対策、研究への同意と撤回について
説明し、同意を得た。また研究に際しては安全管理および個
人情報の保護に努めた。

【結果】 転倒群17名（84.7±5.6歳）と非転倒群13名（84.1±
3.6歳）の2群に分類した。転倒群では平行棒内方向転換の所
要時間（p= 0.01）、5 m 歩行時間（p= 0.01）が有意に長く、

方向転換の支持物（p= 0.01）、歩行補助具の使用が多い結果
となった。また椅子からの立ち上がり（p ＜0.05）、タンデム
立位（p= 0.01）は困難な者が多く、タンデム（p= 0.01）・セ
ミタンデム（p= 0.01）の立位保持時間が短かった。平行棒内
方向転換の所要時間とタンデム立位保持時間（r=-0.675, p
＜0.01）に負の相関を認めた。その他の項目で差は認めな
かった。

【考察】 本研究の結果から転倒経験のある者では平行棒内方
向転換の所要時間・5 m 歩行時間が長く、支持物・補助具を
多く用いており、タンデム立位保持、椅子からの立ち上がり
が困難な者が多かった。また可能な者であってもタンデム・
セミタンデム立位保持時間は短かった。一方で年齢・性別、
服薬数、FIM、病棟内移動の有無・トイレ使用など活動量
には差は認められなかった。よって、方向転換を円滑に行え
る能力は転倒リスクに関連する可能性が示唆された。また先
行研究と同様に当院入院患者においても歩行時間やタンデム
立位・立ち上がり能力は転倒との関連性が認められた。本研
究は移乗動作が軽介助で可能な入院患者を対象としており、
病院内で歩行ができる者とできない者がいた。つまり、病院
内の転倒発生する危険性が高い場面として病室が主になる者
とトイレなど移動先が含まれる者がいることになる。今回、
方向転換の所要時間および支持物の有無は転倒との関連性が
示唆され、方向転換所要時間とタンデム立位保持時間の相関
から、転倒リスクにおいて、共通した機能の構成要素が関与
していることが推測された。よって立ち上がりが可能で病院
内の歩行までに至っていない入院患者の病室での転倒予測の
指標に方向転換の所要時間と支持物の使用、タンデム立位の
可否および保持時間が関連する可能性が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 入院患者において転倒に関連
する因子として方向転換の所要時間が関わる可能性を示した。
また、歩行を移動に用いない者の転倒リスクの一指標となる
可能性がある。各病院・施設における患者および環境特性に
応じた転倒リスク把握の一端として寄与するものとなる。

当院入院患者における転倒リスクと身体機能の関連性

○足立　夏樹（あだち なつき）1），宇野　彩子2），新村　秀幸3）

1）舞子台病院 リハビリテーション科，2）介護老人保健施設みどりの丘，3）高砂市民病院 

Key word：転倒，方向転換，入院患者
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【目的】 スポーツ現場で活動するにあたって、一次救命処置ス
キルを身につけることや、頭頸部外傷時に素早く対応するこ
とがもとめられる。シッティングバレーボール（以下 sitting 
volleyball=SV）競技において頭部打撲の場面はよく見かけ
るが、重症な事故の報告はない。そこで今回、SV 競技中の
頭部打撲の発生有無とその際の症状、対応についてのアン
ケート調査を行った。また、傷害予防のパンフレットを作製
し啓発活動を実施した。SV 競技中の頭部打撲の発生有無と
症状、対応についてアンケート調査を実施し、選手及び監
督・コーチに対し障害予防の啓発を行うとともに、メディカ
ルスタッフのサポートの質向上につなげる。

【方法】 第17回障害者スポーツ交流館杯 SV 大会に参加した
選手155名に対し、自己記入方式にて各チームにアンケート
を配布し回答を得た。アンケート内容は年齢、性別、経験年
数、障害の有無、障害の種類、頭部打撲の有無、受傷機転、
受傷時の経験年数、症状、プレー再開の有無などである。有
効回答数は112名であり、男性53名女性59名、障害のある
選手は30名であり、内訳は切断、先天性奇形、二分脊椎な
どである。また、今回アンケートとともに脳震盪の症状や対
応についてのパンフレットを配布し、脳震盪に対しての意識
調査も行った。

【説明と同意】 対象者に対し、本研究の意義と守秘義務につ
いて十分に説明し、アンケートの回収をもって同意とした。

【結果】 頭部打撲は51名46% の選手が競技中に経験してい
た。頭部打撲時の状況は、後方に下がりボールを取ろうとし
た71%、ボールの勢いに負けてバランスを崩した13%、ア
タックしようとして後方へバランスを崩した3%、コート内
の他の選手とぶつかった8% であった。初めて頭部打撲した
経験年数は、1年未満が20人、3年未満が18人、5年未満が
10人、10年未満が8人、10年以上が4人であった。頭部打
撲時の症状は、無症状が33名、頭痛9名、めまい8名、吐き
気1名であった。そのうち48名96% の選手がプレー再開し、
2名が中止した。病院を受診した選手はいなかった。冊子内
のパンフレットをみての脳震盪に対しての意識は、今後気を
つけようと思う86名81%、あまり変わりない16名15%、そ
の他4名4% であった。

【考察】 約半数の選手が頭部打撲を経験しており、SV 競技
において頭部打撲の発生頻度は高い。SV は床に座った状態

で行うバレーボールであり、床に臀部を滑らせ移動を行う。
競技経験が少ない場合移動を行うことが難しく、プレー中体
を後方に倒してしまい、頭部打撲につながっている可能性が
ある。頭部打撲経験者の半数が SV 経験年数3年未満の初心
者であった。技術面や競技特有の身体活動、転倒した際の受
け身などが未熟なことが考えられる。発生状況として後方へ
下がろうとした動作が多いことから、競技特性も一つの原因
と考える。また、今回の調査では頭部打撲後、約6割が無症
状であったが、めまいや吐き気などの症状が出現している選
手もいた。しかし約96% が競技を再開していた。また、病
院への受診者がいないことから、頭部打撲後の症状や頭部打
撲が引き起こす重篤な障害への認識が低く、適切な対応がで
きていないと推測できた。今回、アンケートとともに脳震盪
の症状や対応についてのパンフレットを作成し配布した。8
割以上の選手が頭部打撲時の症状や対応について「今後気
をつけようと思う」と回答している。選手や監督など競技
にかかわるスタッフに対して、頭部外傷に対する知識や症状
に対する対応を啓発することが、重篤な事故の発生を防ぐこ
とができると考える。

【理学療法研究としての意義】 SV 競技において重症な頭部
外傷を引き起こす可能性は低い。しかし数例であるが重篤化
する可能性のある症状が出現した選手も散見された。生命に
かかわる重篤な事故を防ぐために、頭部外傷に対する正しい
知識と、対応をメディカルスタッフや選手、競技関係者への
啓発が大切である。

シッティングバレーボール競技における頭部外傷についての調査

○田口　恵（たぐち めぐみ）1），三星　健吾1），吉貝　香織1），佐藤　智恵1），本田　優生1），	
中野　由紀1），田邊　誠2）

1）兵庫県理学療法士協会スポーツ活動支援部，2）医療法人社団松本会松本病院

Key word：シッティングバレーボール，頭頸部外傷，BLS
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【目的】 リハビリテーションにおいて自動介助運動は自動運
動獲得のための前段階として重要な役割を果たすことが知ら
れている。しかし、最近の研究では自動介助運動と他動運動
間に筋活動の相違がないことが報告されている。我々は先行
研究にて側方リーチ動作で自動運動と自動介助運動を比較し
た結果、筋活動低下だけでなく筋活動パターンも異なること
を報告した。更に上肢介助量と肩関節外転時の肩関節周囲筋
の関連性について筋電図学的分析を行い、自動介助運動の最
適介助量についても検討した。本研究ではリバースショル
ダー術後症例に対して自動介助運動時の筋電図学的効果につ
いて検討したので報告する。

【方法】 リバースショルダー術を施行した2症例。
症例 A：83歳、女性。平成 X 年2月右肩関節痛が強く、上肢
挙上不可。MRI 検査の結果、広範囲腱板断裂と診断。関節内
注射にて除痛試みたが効果なし。安静時痛、夜間時痛が自制
困難となる。その後、歩行時にシルバーカーを支えられず歩
行困難、ADL 制限のため、早期の手術を希望され、同年3月
右肩広範囲腱板断裂に対して、リバース型人工関節全置換術
を施行した。術後8週後に屈曲、外転90°以上の自動運動を
許可。外来通院での維持期リハを目的に当院紹介となる。
症例 B：67歳、女性。診断名は左変形性肩関節症、関節リ
ウマチ。既往歴は頸椎後方固定術施行。平成 X 年5月、誘
因なく両肩関節部痛を自覚。近医受診し、保存療法を施行さ
れたが、症状が改善しないため11月 A 病院整形外科を紹介
され、受診した。平成 X+1年4月手術目的で入院し、左肩
リバース型人工関節全置換術を施行。同年5月、リハを目的
に当院入院となる。表面筋電図は Myosystem（MYO1200、
NORAXON 社、Arizona、USA）を用い、パーソナルコン
ピューターにサンプリング周波数1,000Hz にて取り込んだ。
電極は銀・塩化銀型ディスポーサブル電極（Blue Sensor M、
Ambu 社、Baltorpbakken、Denmark）を用いた。導出方法
は双極導出法とした。筋電図波形の解析はマイオリサーチ

（Myoresearch XP 1.06, 54、NORAXON 社）を用いた。な
お、周波数帯域は10～500Hz とした。測定筋は僧帽筋上部、
三角筋前部、中部、後部、棘下筋、上腕三頭筋とした。上腕
三頭筋を除くすべての筋は電極貼付位置を筋腹中央とした。
上腕三頭筋は肘頭に近い内側とした。上肢挙上は肩甲骨面挙
上とし、0～120°の範囲で自動運動と自動介助運動を実施

した。自動介助運動の介助量はケーブルマシン（コンパス
ケーブルカルム COP-3401W）を用いた。先行研究より上肢
介助量は1 ㎏とし、に設定した。肩甲骨面挙上120°が最終
到達点になるよう設定した。ハンドルを軽く握らせ、下垂位
を開始肢位とした。3秒間で上肢挙上させ、3回繰り返した。
症例毎に時間のみ正規化した平均の筋活動パターンを求め、
自動運動と自動介助運動を比較した。

【説明と同意】 本研究の内容を説明し、同意を得た後に研究
に参加した。

【結果】 三角筋前部、中部、僧帽筋上部、棘下筋は自動運動
と比較して筋活動は軽度低下したが、漸増パターンであった。
上腕三頭筋は自動運動よりも自動介助にて高い筋活動を示し、
筋活動パターンも異なった。三角筋後部は症例 B では自動
運動と同様なパターンであったが、症例 A では異なる筋活
動パターンを呈した。上肢挙上の前半において上腕三頭筋と
同様に自動運動と比較して自動介助の方が筋活動が高い傾向
であった。

【考察】 上肢挙上の主動作筋において上肢介助量1 ㎏の自動
介助運動は自動運動よりも筋活動低下と筋活動パターン類似
が確認できたことから理想的な自動介助運動になりうること
が推察された。上腕三頭筋は自動介助にて高い筋活動であっ
たことから、介助に対する制動筋としての役割が高いと考え
る。また、症例 A では三角筋後部にも同様の効果が確認で
きた。

【理学療法研究としての意義】 臨床上、自動介助運動の1 ㎏
介助量は上肢挙上時の主動作筋に対し自動運動の前段階の役
割を果たすことが示唆された。一方で自動介助運動において
上腕三頭筋の筋活動が高く、制動作用と考えられるため、そ
の過用には配慮すべきであると考える。

リバースショルダー術後患者に対する自動介助運動の臨床適用
～肩関節周囲筋の筋電図学的検討～

○三浦　雄一郎（みうら ゆういちろう）1），福島　秀晃1），森原　徹2），鈴木　俊明3）

1）伏見岡本病院リハビリテーション科，2）京都府立医科大学 整形外科， 
3）関西医療大学大学院 保健医療学部
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【目的】 腰痛ガイドライン2012では重量物を持ち上げると
いった作業は危険因子であると報告されている。しかし、医
療・介護現場では腰痛症の勤労者も多く、患者の介助を余儀
なくされる腰痛症者に対する治療介入方法の確立が必要であ
ると考える。近年での先行研究では、Nick らは腰痛症者に対
し Proprioceptive neuromuscular facilitation（PNF）ア プ
ローチを実施し、体幹屈曲の柔軟性向上、Visual analogue 
scale（VAS）の改善、Oswestry disability index（ODI）の改
善を認めたと報告している。そこで、本研究の目的は、PNF
テクニックの一つである Combination of Isotonics を用いた
Motor Control exercise の腰痛症者に対するその有効性を
検証することである。

【方法】 本研究はシングルケースデザインの AB 法を用い治
療者、評価者は盲検化を行った。対象は当院に勤務慢性腰痛
症例4名（男性2名女性2名年齢22±2歳）とした。介入期
間は4週間とし、Phase A は評価のみ行い、Phase B で
Nick らの方法に準じ治療を行った。介入方法は、自転車エ
ルゴメーターにてウォームアップをした後、下腿を床面に接
地しない端坐位を開始肢位とし、それより体幹前傾、前傾保
持、体幹伸展の運動を PNF テクニックである Combination 
of Isotonics を用い運動制御を行った。これを週2回30分実
施した。
　評価は体幹屈曲 / 伸展トルク比（F/E 比）、Modified 
Schober test（MST）、日本語版 ODI、荷物持ち上げ動作課
題時の疼痛（VAS）の4項目とした。課題は床にある箱を
Leg Lifting にて持ち上げ、被験者の前方の台に置き床へ戻
す作業を5回繰り返すとし、体重の5％、10％、20% を算出
し、重錘を段階的に加える方法を行った。これを週2回の治
療後に評価し、介入前の評価と合わせ計5回実施を行った。
　統計学的処理として、各項目の正規性を確認した後、正規
性のあるものは繰り返しのある一元配置分散分析を正規性が
ないものはフリードマン検定を行い検証した。統計解析は R
コマンダー version2.81を使用し、統計学的有意水準は5%
未満とした。

【説明と同意】 対象者には、本研究の主旨について十分な説
明を行い、書面にて研究参加の同意を得て実施した。

【結果】 介入前の評価では F/E 比は0.76±0.26 N, MST は
19.5±2.17 ㎝、日本語版 ODI が15.55±2.72％、VAS は体

重5% 負荷では1.1±0.57 ㎝, 10% では2.12±1.38 ㎝, 20%
では3.25±2.19 ㎝であった。介入後はそれぞれ E/F 比は
1.31±0.07 N, MST は22.75±1.47 ㎝、日本語版 ODI が
10.21±2.52％、VAS は 体 重5% 負 荷 で は0.62±0.41 ㎝, 
10% では1.5±1.03 ㎝, 20% では2.2±1.17 ㎝であった。解
析結果では、F/E 比、日本語版 ODI において改善は認めな
かったが、MST, VAS において有意な改善を認めた。

【考察】 結果より、MST 腰椎屈曲の柔軟性向上、VAS の改
善が認められた。これは脊柱起立筋の収縮作用である脊椎の
持続的な伸展ストレスが緩和され、持ち上げ動作における疼
痛が改善したと考える。また、三浦らは、腰痛者は荷物を持
ち上げる際、脊柱起立筋の過活動を認め腹筋群の筋活動の低
下に加え、腹斜筋の選択的収縮を行うことで脊柱起立筋の活
動低下を認めたと報告している。本介入においては、腹筋群
の求心性－等尺性－遠心性の収縮を行うことで脊柱起立筋を
相反神経抑制し、疼痛の軽減に至ったと考える。

【理学療法研究としての意義】 腰痛症に対する運動療法には
種々の介入方法があるが PNF を用いた Motor Control 
exercise の介入法もまた腰痛症に対して有用であることが
示唆された。これにより患者の症状に応じた介入法の確立に
向けて今後も検討していきたい。

慢性腰痛症の持ち上げ動作に対するシングルケースの検討
―Proprioceptive neuromuscular facilitationによる可能性―

○上谷　佑稀（うえたに ゆうき）1），淺見　岳志1），田村　祐樹1），丸山　真司1），鶴田　真史1），
中野　禎2）

1）社会医療法人三車会 貴志川リハビリテーション病院 リハビリテーション部， 
2）関西福祉科学大学保健医療学部 リハビリテーション学科
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【目的】 筆者は整形外科クリニックにおいて、外来患者に対
して医師の指示のもと運動器リハビリテーション（以下、運
動器リハ）を提供している。対象は慢性変性疾患が多数を占
め、特に変形性膝関節症（以下、膝 OA）はよく経験する疾
患である。
　そこで、膝 OA 者の特性を把握し、予防啓発活動を行う
一助にする事を目的として、当院に受診し膝 OA と診断さ
れた患者について、後方視的に調査を実施した。

【方法】 対象者は平成26年10月20日～平成27年10月31日
の約1年間に当院を受診し、膝 OA と診断された50名とした。
　調査方法は対象者のカルテと問診票より、年齢、性別、
Kellgren-Lawrence 分類（以下、KL 分類）、膝痛自覚から
の期間、膝痛の有無、膝関節可動域制限の有無、主たる活動
制限について後方視的に調査した。
　膝痛自覚からの期間は、膝痛を自覚した時期から当院初診
までの期間とし、1年未満、1年以上10年未満、10年以上、
不明のいずれかに分類した。
　膝痛は程度の大小や部位に関わらず有無のみを調査し、膝
関節可動域制限についても運動方向（屈曲 / 伸展）や角度の
大小に関わらず有無のみを調査した。なお、関節可動域の測
定および参考可動域については、日本整形外科学会・日本リ
ハビリテーション医学会の「関節可動域表示ならびに測定
法」に準拠した。
　主たる活動制限については、膝痛や膝関節可動域制限によ
り支障をきたす活動のうち、初回リハビリテーション実施時
に制約を訴えた活動を記録した。

【説明と同意】 本調査の対象者には趣旨を説明のうえ、学術
大会へ発表することについて同意を得た。

【結果】 年齢の内訳は50代；4名、60代；8名、70代；25名、
80代；13名で平均年齢は73.8±8.5歳であった。性別は男
性14名、女性36名で女性が過半数を占めていた。
　KL 分類の内訳は Grade2；14名、Grade3；23名、Grade4；
13名であった。
　膝痛自覚からの期間は1年未満14名、1年以上10年未満
13名、10年以上10名、不明13名であり、1年以上膝痛を抱
えながら生活を送っている膝 OA 者が約半数を占めていた。
　膝痛有無の内訳は、痛みあり45名、痛みなし3名、不明2
名であり、9割の対象者が膝痛を有していた。
　膝関節可動域制限の有無については、可動域制限を有する
者が44名、可動域制限なしが6名で、約9割の対象者が可動
域制限を有していた。

　主たる活動制限として、基本的動作では歩行が最も多く、
次いで起立、階段昇降の順で動作時に支障をきたしていた。
また、正座やあぐらに支障のある者が2割存在した。

【考察】 年齢・性別について、膝 OA の発症年齢は50代か
ら増加し、発症は年齢と強く関係していると言われている。
また、性別では女性の発症率が高いことが知られている。本
調査の結果においても、当院で診断された時点の年齢は50
代～80代で、高齢になるに連れて患者数は増加していた。
また、性別では女性が過半数を占めており、概ね諸家の報告
と同様の結果であった。
　膝痛自覚からの期間を見ると1年未満が14名、1年以上10
年未満が13名、10年以上の者が10名存在し、膝痛を伴う生
活が長期化していることが伺えた。これらの結果は退行性変
性疾患であるが故に、症状の増悪と軽快を繰り返しながら緩
徐に進行していくことを表している。我々が介入するうえで、
膝 OA の病期を把握し、病期に応じた対応が必要であるこ
とを示唆している。
　機能障害について、多くの膝 OA 患者は膝痛を主訴に受
診しており、同時に膝関節可動域制限を有するものが多数を
占めていた。これらの結果は、膝 OA 者が痛みを自覚して
初めて受診することを示しており、受診時には既に、X 線
検査での膝関節裂隙の狭小化や骨棘形成といった形態的変化
に加え、膝関節可動域制限を併せて有することが示唆された。
そして、歩行、起立、階段昇降などの基本動作に支障をきた
していた。
　以上の結果を踏まえ、重症化予防の観点では、医師による
投薬、関節内注射、療法士による運動器リハを病期や症状に
応じて適宜提供することが重要であることは言うまでもない。
一方、発症予防の観点では、啓発活動を起こすことが急務と
考えられ、地域住民のうち、とりわけ40代～60代を対象と
し、膝痛を自覚する前に知識の普及や生活指導、運動指導等
の予防的介入が必要ではないかと考えられた。
　本調査の課題として、膝 OA の発症や有病率に関連する
と言われている膝伸展筋力について評価が不十分であり調査
項目から除外されたことが挙げられる。
　今後は外来通院される膝 OA 者に対する運動器リハの介
入効果の検証を行うことを計画している。また、地域住民へ
の啓発活動を始めるとともに、膝痛を自覚していない地域住
民の膝関節機能についても調査を進めたいと考えている。

【理学療法研究としての意義】 膝 OA 者の特性を把握するこ
とで予防啓発活動を行うための参考資料となる。

変形性膝関節症患者の実態調査

○藤原　正史（ふじわら まさし）
かとう整形在宅クリニック リハビリテーション科

Key word：変形性膝関節症，外来，後方視的調査
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【目的】 鏡視下腱板修復術（以下、ARCR）は広く普及し、そ
の術後成績も良好な結果が報告されている。また術後のリハ
ビリテーションも重要で早期の関節可動域（以下、ROM）の
獲得が必要であるとされており、術後3ヶ月時点で獲得でき
た ROM が、その後の長期的な予後に影響するという報告も
ある。しかし術後の筋力や機能面との関係についての報告は
少ない。そこで本研究の目的は、当院での ARCR 症例の術
後3ヶ月時点での ROM と腱板筋力が術後6ヶ月時の機能や
疼痛とどのような関係があるか検討することとした。

【方法】 対象は、2014年5月～2015年6月に当院にて ARCR
を施行し、術後から6ヶ月間リハビリを行った12名（男性3
名、女性9名、年齢70.4±10.1歳）とした。対象者の腱板断
裂の程度は、小断裂8名、中断裂4名であった。評価項目は、
術後3ヵ月時の ROM、等尺性筋力（外転筋力、外旋筋力、
内旋筋力）、術後6ヶ月時の日本整形外科学会肩関節疾患治
療成績判定基準 JOA score（以下、JOA）の疼痛スコア、機
能スコアとした。ROM は屈曲、外転、下垂位の外旋、90°
外転位の外旋、90°外転位の内旋とした。筋力測定は、外転
筋力は肩甲骨面上での90°挙上位で、外旋筋力、内旋筋力は
下垂位での外旋・内旋方向への等尺性運動時の最大筋力をそ
れぞれ測定した。測定機器はハンドヘルドダイナモメーター

（アニマ社製μtas F-1）を用いてそれぞれ3回測定し、その
平均値を採用した。統計学的解析は、術後6ヶ月時の JOA
の各スコアと3ヶ月時の ROM、筋力の関係をみるため、
Pearson の積率相関分析を使用し、有意水準は5% とした。

【説明と同意】 対象者には本研究の趣旨を十分に説明し、同
意を得た上で実施した。

【結果】 術後6ヶ月時の JOA の疼痛スコアは、術後3ヵ月時
の ROM の屈曲（r= 0.810, p ＜0.01）、外転（r= 0.633, p ＜
0.05）、90°外転位の外旋（r= 0.634, p ＜0.05）の間に、術後
6ヵ月時の JOA の機能スコアは、術後3ヵ月時の ROM の
屈曲（r= 0.806, p ＜0.01）、外転（r= 0.735, p ＜0.01）、外
旋筋力（r= 0.620, p ＜0.05）の間にそれぞれ有意な正の相関
関係を認めた。

【考察】 今回、術後6ヶ月時点での JOA の機能スコアと、
疼痛スコアともに3ヶ月時の屈曲、外転の ROM の間に相関
関係を認めた。戸野塚らは ARCR 後の ROM の長期経過を
良好にするためには、術後3ヶ月時点で肩関節挙上を120°、

外旋を10°以上の獲得が必要であるとしている。今回の結果
から、可動域だけではなく機能や疼痛において良好な経過を
得るためには、3ヶ月時では屈曲の ROM と外転の ROM の
獲得が必要であると考えられた。また、疼痛スコアと3ヶ月
時点での90°外転位での外旋の ROM と正の相関関係を認め
た。90°外転位での外旋運動の主な制限因子の一つとして大
胸筋の伸張性低下が考えられるため、6ヶ月時点での疼痛の
コントロールには、術後早期から大胸筋の筋スパズムなどの
コントロールが必要であると考えられた。筋力との関係につ
いては、機能スコアと外旋筋力に正の相関関係を認めた。
ARCR 後の腱板筋力の改善については、長期間必要である
という報告が多い。しかし、今回の結果から、術後3ヶ月時
点での外旋筋力が6ヶ月時点での機能に影響することが考え
られた。

【理学療法研究としての意義】 ARCR 後6ヶ月時の JOA の
機能スコア、疼痛スコアと3ヶ月時の ROM と筋力の関係を
検討することで、術後理学療法を進めるうえで有益な情報と
なりえる。

鏡視下腱板修復術後3ヶ月時の可動域・筋力が、 
その後の機能・疼痛に与える影響について

○小杉　修也（こすぎ みちや）1），山本　健太1），生田　彩奈1），高橋　完靖2）

1）甲南病院 リハビリテーション部，2）甲南病院 整形外科

Key word：鏡視下腱板修復術，術後成績，JOA
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【目的】 高齢者や脳血管障害片麻痺患者において、歩行の立
脚後期に足関節底屈がみられず、蹴りだしが不十分になる症
例を経験する。そのような症例に対して、立脚後期を想定し
足関節周囲筋の筋活動を高める目的で座位での足関節底屈運
動（以下：カーフレイズ）を実施することがある。その際に
足趾屈曲位を呈していると、足部回外が生じ足部中間位での
カーフレイズが困難な症例を経験する。しかし足趾屈曲の有
無が座位でのカーフレイズに与える影響についての報告は散
見される程度である。そこで座位でのカーフレイズにおける
足趾屈曲の有無が足関節周囲筋の筋活動と足底圧中心位置

（center of pressure：以下、COP）に与える影響を検討し、
理学療法評価・運動療法に示唆を得ることを目的に本研究を
実施した。

【方法】 対象は健常者10名の利き脚10肢（平均年齢25.1±
0.9歳）とした。開始肢位は体幹垂直位にて股関節・膝関節
屈曲90°、足関節は底背屈中間位とし、足幅は肩幅、前方を
注視した安静座位とした。運動課題は音刺激を合図に1秒間
で一側の足関節を最大まで底屈運動し、その肢位を5秒間保
持させた。この時、足趾中間位と足趾屈曲位の2課題を実施
しそれぞれ3回測定した。運動規定は課題中、股関節の内外
転・内外旋、足部の過度な回内外が生じないことを目視にて
確認した。足趾屈曲位の固定は、母趾 IP 関節と第2～5趾
DIP 関節のみテーピング（ニトリート：EBH テープ）にて固
定した。固定の際、足趾屈曲により前足部回外や横アーチの
変化が生じず、足趾屈曲が全足長よりマイナス5ミリに設定
した。測定項目は、筋電図波形（キッセイコムテック社製筋
電計：MQ-8）、COP（ユニメック社製重心計：JK-310）、
ビデオ動画（SONY：HDR-CX270V）、フットスイッチとし
た。測定筋はヒラメ筋、長腓骨筋、後脛骨筋とした。COP
変化は運動課題中の X 軸、Y 軸の軌跡を測定し、フットス
イッチは測定側の踵部に設置し踵離地の時期を確認した。ま
た動画解析のためランドマークを腓骨頭、外果、第5中足骨
頭、第5中足骨底、下腿中央、踵骨隆起とした。
　分析方法は、最大底屈時における測定筋の筋活動を COP
軌跡の時間的変化と足関節・足部の関節運動変化を参考に分
析した。筋電図波形は、足関節最大底屈5秒間のうち安定し
た3秒間における各筋の筋電図積分値を算出し、それぞれ3
回の平均値を求めた。そして算出した平均値を安静時の3秒

間における同筋の筋電図積分値で正規化し、積分値相対値を
求め、筋活動を比較した。統計学的処理は、安静時の筋電図
積分値を基準とし同名筋を各運動課題時で比較し、データに
正規性を認めなかったため、ノンパラメトリック検定の
Wilcoxon の符号付き順位和検定を実施した。いずれも有意
水準を5% とした。統計処理には JSTAT（南江堂出版社）を
用いた。

【説明と同意】 被験者には研究の趣旨を説明し、文章による
同意を得てヘルシンキ宣言の精神に則って実施した。

【結果】 足関節底屈角度については、中間位で平均43.8°、
屈曲位平均43.6°であり、有意差を認めなかった。COP に
おいては、X 軸は安静時の COP 位置と比較して課題終了時
期に、足趾中間位は母趾側方向、足趾屈曲位は小趾側方向に
変位した。Y 軸は安静時から課題終了時期までの COP 前方
移動量が、中間位と比較して屈曲位で大きい結果となった。
筋電図積分値に関しては、ヒラメ筋、長腓骨筋、後脛骨筋の
全ての筋において中間位と比較し、屈曲位では最大底屈時の
筋活動が有意に減少した。

【考察】 カーフレイズにて中間位では足趾底面全体が支持面
となり、屈曲位では母趾 IP 関節と第2～5趾 DIP 関節の底
面が離地し足尖部分が支持面となる。よって両課題にて、支
持面の違いにより、屈曲位では足尖に圧が集中し COP がよ
り前方へ変位したと考える。また屈曲位では足趾固定により
前足部の剛性が高まると考える。結果、足関節底屈運動時の
レバーアームが長くなり、筋活動が少ない中でも足関節底屈
角度が変わらなかったと考える。さらに足関節底屈運動の最
終域では母趾側へ荷重が変位するが、母趾末節骨が他の4趾
より長いため屈曲位では母趾支持面が小さくなり、母趾側へ
の COP 移動が阻害されたと考える。結果、屈曲位で COP
が小趾側方向に変位したと考える。

【理学療法研究としての意義】 運動療法として本課題を行う
際、足趾屈曲位では前足部の剛性が高まり効率的な動作が可
能であるが、COP が小趾側方向に変位するため、足部回外
を呈しやすい症例では、より回外を助長させる可能性がある
と考える。しかし臨床では足趾屈曲位を呈していることで足
関節底屈運動が困難なことを多く経験する。この点は今後、
足趾屈曲角度や固定する関節を変更し明確にしていきたい。

座位での足関節底屈運動における足趾アラインメントが 
足底圧中心位置変化と足関節周囲筋の筋活動に与える影響

○佐々木　元勝（ささき もとかつ）1），玉置　昌孝2），中道　哲朗3），鈴木　俊明4）

1）成晃会 摂津特養ひかり デイサービスセンター，2）楠葉病院 リハビリテーション科， 
3）ポートアイランド病院 リハビリテーション科，4）関西医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：カーフレイズ，足趾，表面筋電図
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【目的】 荷物の持ち上げ動作は、腰部に加わる力学的負荷の
増大により腰痛の発生要因の一つとされる。体幹を直立位に
保持した荷物の持ち上げ動作は、腰部に加わる力学的負荷を
軽減させ腰痛予防の方法として推奨されている。しかし、荷
物持ち上げ動作は主として下肢と体幹の複合運動により行わ
れており、足部の接地条件によっても身体運動と腰部に加わ
る力学的負荷が変化すると考えられる。そこで、足幅と足向
角を変化させた荷物持ち上げ動作の身体運動解析を行い、足
部の接地条件が腰部の力学的負荷に及ぼす影響について検討
した。

【方法】 対象は健常男性8名（年齢21.3±0.9歳、身長170.8
±1.7 ㎝、体重64.0±7.4 ㎏）とした。運動課題は10 ㎏の重
りを入れた箱を持ち上げることとした。足幅は、左右の上前
腸骨棘間の距離（以下、足幅小）、足幅小の2倍の距離（以下、
足幅中）、足幅小の3倍の距離（以下、足幅大）とし、足向角
は0°、20°、40°とした。対象者には体幹を直立位に保持し
ておくことと、踵が浮かないように足底全面を接地しておく
ことを指示した。動作の速度を一定にするためメトロノーム
を70拍 / 分に設定し、動作開始から終了までを4拍で実施
した（前半の2拍で荷物を把持し、後半の2拍で把持した荷
物を持ち上げる）。計測にはハイスピードデジタルカメラ

（EXLIM EX-F1、CASIO 社製）4台と表面筋電計（SX230-
1000、Biometrics 社製）を使用した。データ処理には、解析
ソフトウエア（FrameDIASIV ならびに TRIAS System、
ディケイエイチ社製）を用いた。測定項目は、1運動周期の
膝関節屈曲、体幹前傾の最大角度、腰部傍脊柱筋、大殿筋、
大腿直筋、内側広筋、外側広筋の筋活動とした。筋活動は、
1運動周期の平均振幅を求め最大筋力発揮時の平均振幅を
100% として正規化（%MVC）した。統計解析には、足幅と
足向角を要因とした二元配置分散分析、各要因における水準
間の多重比較には Dunnett の方法（足幅小ならびに足向角0
°を対照群）を用いた。有意水準は0.05とした。

【説明と同意】 参加者には口頭と文書にて研究の目的と内容
を十分に説明し、参加同意書に署名を得た。また、研究実施
については所属施設倫理委員会の承認を得た。

【結果】 膝関節屈曲角と体幹前傾角に交互作用が認められた。
足向角0°の体幹前傾角は、足幅小が46.5±6.2°、足幅大が
42.8±5.8°であった。足向角20°の体幹前傾角は、足幅小が

46.4±5.3°、足幅中が42.4±6.1°、足幅大が37.4±7.2°で
あった。足向角40°の体幹前傾角は、足幅小が44.7±7.0°、
足幅中が38.1±7.1°、腰部傍脊柱筋の筋活動は、足幅小が
24.0±6.5%、足幅中が21.1±6.8% であった。足幅小の膝
関節屈曲角は、足向角0°が89.0±13.0°、足向角40°が83.8
±14.7°であった。足幅中の膝関節屈曲角は、足向角0°が
86.4±11.2°、足向角40°が90.5±13.1°、体幹前傾角は、
足向角0°が46.9±4.4°、足向角20°が42.4±6.1°、足向角
40°が38.1±7.1°、腰部傍脊柱筋の筋活動は、足向角0°が
23.9±6.5%、足向角40°が21.1±6.8% であった。これらの
値はいずれも有意差が認められた。

【考察】 足幅を増大させることにより体幹前傾角は減少し、
なかでも、足向角40°と足幅中の組み合わせにおいて最も減
少した。これは、足幅の増大により予め身体重心位置を低く
することができ、荷物を把持する際の体幹前傾角を減少させ
たと考えられる。また、足向角を増大させることで荷物を把
持する際の股関節運動に外転要素が加わり、矢状面上におけ
る大腿後傾角が減少することで体幹前傾角が減少したと考え
られる。膝関節屈曲角は足向角40°と足幅中の組み合わせに
おいて増大しており、体幹前傾角が減少したことで、膝関節
屈曲の貢献度が増大したと考えられる。また、腰部傍脊柱筋
の筋活動は足向角40°と足幅中の組み合わせにおいて最も減
少しており、この足部の接地条件が体幹前傾角と腰部傍脊柱
筋の筋活動を減少させ、腰部に加わる力学的負荷を軽減させ
るのに有効であることが示唆された。ただし、足向角ならび
に足幅を過度に増大させると、荷物を把持する際の股関節外
転・外旋角が増大し、これらの関節可動域に制限を有する者
は体幹前傾角の増大により代償することも考えられるため注
意が必要である。

【理学療法研究としての意義】 足部の接地条件により荷物の
持ち上げ動作時の腰部に加わる力学的負荷を軽減できること
が示唆された。このことは、臨床における腰痛予防の生活指
導として意義を有すると考える。

足幅と足向角を変化させた荷物持ち上げ動作の身体運動解析

○三谷　保弘（みたに やすひろ）
関西福祉科学大学 保健医療学部 リハビリテーション学科

Key word：腰部，動作解析，筋活動

ポスター第14セッション　［ 基礎3 ］



― 139 ―

P14-3

【目的】 座位での靴着脱動作や浴槽またぎ動作が困難な患者
に対し、座位にて一側下肢の挙上練習を様々な下肢挙上の高
さで実施する。この際、下肢挙上の高さの変化に応じて身体
運動や座面の圧中心（Center of pressure：以下、COP）は
変化すると考えられるが、その影響は明らかにされていない。
今回、座位にて一側下肢を挙上位に保持させた高さの違いが
体幹及び骨盤肢位と平均座圧中心位置に及ぼす影響について
検討した。

【方法】 対象は健常男性12名（平均年齢25.0±5.0歳）とし、
測定台上に2枚並べた重心動揺計の中心に殿裂が位置するよ
う座位を保持させ両上肢を胸の前で組み、両股・膝関節屈曲
90度位にて両足底接地させた肢位を開始肢位とした。体幹、
骨盤肢位を分析する為、マーカーを第1・6・12胸椎棘突起

（以 下、T1・T6・T12）、 第1・3・5腰 椎 棘 突 起（以 下、
L1・L3・L5）、両側腸骨稜、上前腸骨棘、上後腸骨棘、大
転子に貼り、デジタルカメラで下肢を挙上する側（以下、挙
上側）、反対側（以下、非挙上側）及び後面から静止画像を撮
影した。また開始肢位を10秒間3回保持させ COP を計測し、
平均座圧中心位置（左右・前後方向）の平均値を求めた。次
に足尖部の前方に設置した台を指標に下肢を10 ㎝、20 ㎝、
30 ㎝の高さに挙上し各10秒間3回保持させ、開始肢位と同
様に静止画像撮影と COP 計測を実施した。体幹、骨盤肢位
の分析は、両側の骨盤後傾角度（上前腸骨棘と上後腸骨棘を
結ぶ線と座面に平行な線のなす角）、体幹側屈角度（T1と
T12を結ぶ線と L1と L5を結ぶ線のなす角）、骨盤側方傾斜
角度（両側腸骨稜を結ぶ線と座面に平行な線のなす角）を算
出し、開始肢位と各課題遂行時を比較した。また開始肢位と
各課題遂行時の平均座圧中心位置の差を比較した。統計処理
は各データ群に正規性を認めた為、反復測定一元配置分散分
析の結果に基づき Tukey-kramer 法にて多重比較検定を実
施した。いずれも有意水準は5% とした。

【説明と同意】 本研究ではヘルシンキ宣言に鑑み、予め説明
した実験内容に同意を得たものを対象とした。

【結果】 体幹、骨盤の肢位変化は下肢挙上10 ㎝にて骨盤側
方傾斜角度に変化を認めず、体幹非挙上側側屈を認めた。下
肢挙上20 ㎝、30 ㎝では、骨盤側方傾斜角度は非挙上側下制
方向に増大し、体幹挙上側側屈を認めた。そして挙上側下肢
の高さの増大に伴い両側の骨盤後傾角度は増加し、挙上側で

は非挙上側より骨盤後傾角度が増大した。左右方向の平均座
圧中心位置は開始肢位と比較して下肢挙上10 ㎝では挙上側
に、下肢挙上20 ㎝、30 ㎝では非挙上側に変位し、下肢挙上
10 ㎝にて下肢挙上20 ㎝、30 ㎝と比較して有意差を認めた（p
＜0.05）。前後方向の平均座圧中心位置は挙上側下肢の高さ
の増大に伴い後方変位し、下肢挙上10 ㎝と比較して下肢挙
上30 ㎝で有意差を認めた（p ＜0.05）。

【考察】 下肢挙上10 ㎝では骨盤側方傾斜角度は変化せず体
幹非挙上側側屈を認め、左右方向の平均座圧中心位置は挙上
側へ変位した。また骨盤は両側とも後傾するが挙上側の骨盤
後傾角度が非挙上側より大きい事で骨盤挙上側回旋位を示し、
前後方向の平均座圧中心位置は後方変位した。これは下肢挙
上に伴い挙上側股関節屈曲と共に挙上側の骨盤後傾が増大し、
骨盤後傾角度に左右差が生じた事で骨盤挙上側回旋位を呈し
たと考えた。また開始肢位における両殿部と大腿後面の支持
面は、下肢挙上に伴う骨盤挙上側回旋と共に挙上側坐骨周囲
での支持に変化する事で平均座圧中心位置が後方及び挙上側
に変位し、これに対して体幹非挙上側側屈にて姿勢を保持し
たと考えた。下肢挙上20 ㎝、30 ㎝では左右方向の平均座圧
中心位置は非挙上側へ変位し、骨盤の非挙上側下制を伴う骨
盤側方傾斜、体幹挙上側側屈を認めた。これは骨盤非挙上側
下制により平均座圧中心位置が非挙上側へ変位し、この骨盤
側方傾斜に対して姿勢保持の為に体幹では挙上側側屈を認め
たと考えた。また挙上側下肢の高さの増加と共に両側の骨盤
後傾角度が増大し、前後方向の平均座圧中心位置は後方変位
を認めたと考えた。

【理学療法研究としての意義】 下肢挙上が困難な患者への座
位での一側下肢挙上練習において、下肢挙上10 ㎝では下肢
挙上による骨盤の挙上側回旋と共に支持面が挙上側坐骨周囲
に変化する事に対し、姿勢を保持する為の体幹非挙上側側屈
が必要である。また下肢を20 ㎝、30 ㎝挙上させる際には、
下肢挙上の高さの増加に伴い骨盤はさらなる後傾と非挙上側
下制を伴う骨盤側方傾斜が生じ、体幹が非挙上側へ傾斜しよ
うとするのに対して姿勢保持する為の体幹挙上側側屈が必要
である。

座位での一側下肢挙上位保持における下肢挙上の高さの違いが 
身体運動と平均座圧中心位置に及ぼす影響

○木田　知宏（きだ ともひろ）1），早田　荘1），木津　彰斗2），國枝　秀樹3），石濱　崇史4），	
末廣　健児4），赤松　圭介1），藤本　将志1），大沼　俊博1）5），渡邊　裕文1），鈴木　俊明5）

1）六地蔵総合病院 リハビリテーション科，2）田辺記念病院 リハビリテーション部， 
3）医療法人社団石鎚会 老人保健施設やすらぎ苑，4）医療法人社団石鎚会 法人本部， 
5）関西医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：一側下肢挙上動作，画像解析，重心動揺計
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【目的】 臨床において、筋力トレーニングは頻繁に用いられ
る。筋力トレーニングの負荷量を設定する方法の一つとして、
Repetition Maximum（RM）を用いたものが報告されている
が、筋力測定器を用いて最大筋力を発揮しなければならず、
安全性の観点から臨床上、実施困難である。そのため負荷量
や回数の設定は、治療者の主観や経験で決定されていること
が多く、対象者に適切な負荷量を指導できているかは疑問が
残る。臨床において、筋力トレーニングの負荷量や回数を簡
易的に定量化することで、安全かつ定量的に負荷量を決定で
きると考えられる。近年、筋力トレーニング後の筋の状態を
超音波画像診断装置により確認できることが報告されている。
しかし、荷重下での筋力トレーニングの負荷量と筋の状態の
変化の関係は不明である。そこで本研究の目的は、荷重下で
筋に高い負荷をかけた筋力トレーニングで筋がどのように変
化するかを検討することとした。

【方法】 対象は、下肢に整形外科的疾患の既往を有さない健
常男性20名（年齢28.5±6.5歳、身長170.4±4.0 ㎝, 体重
63.4±7.6 ㎏, BMI 21.8±2.7）とした。なお、問診時に、下
肢に疼痛の訴えのあるもの、手術歴のあるものは対象から除
外した。測定機器として超音波画像診断装置 Noblus（日立
メディコ）を用いて、B モードとし、5～18MHz の可変式
リニアプローブと自作した固定装置を用いた。測定部位は、
右大腿長の50% の高さで上前腸骨棘と膝蓋骨直上を結んだ
線上とした。測定方法は、皮膚面に対してプローブを垂直に
保持し、筋肉を圧迫しないように皮膚に軽く触れるように短
軸走査で固定装置を装着し、運動前後の右大腿四頭筋の筋厚
を比較した。課題測定前に、右大転子にマーカを貼付し、測
定課題は、端坐位（股・膝関節屈曲角度90°）の状態から殿
部を10 ㎝挙上した状態で、体幹の角度を開始肢位から前後
傾10°以内で保持する肢位で、大腿四頭筋の等尺性収縮を、
限界まで実施する課題とした。なお、測定肢位を保持できて
いるかは、大転子の高さと体幹角度の測定を、メジャーとゴ
ニオメーターを用いて随時測定し、測定課題から外れるよう
な場合には統一した声掛けを行った。運動開始直前の安静座
位、運動開始直後、その後運動中20秒毎、運動終了直後の
安静座位にてそれぞれ超音波画像を記録した。運動中の筋厚
の変化率（exMT 変化率）を運動開始直後に対する運動中の
最大の筋厚で除した値として算出した。また運動前後に超音

波計測部位の大腿周径も計測した。
　統計学的分析には、運動開始直前と直後の筋厚を、対応の
ある t 検定を用い比較検討した。運動前後の筋厚の変化率

（MT 変化率）と exMT 変化率、運動前後の大腿周径の変化
率（周径変化率）の関係を spearman の相関係数を用いて検
討した。

【説明と同意】 全ての対象者に対して本研究の十分な説明を
行い、文書にて同意を得た。また、当院の倫理委員会で承認
を得た。

【結果】 運動開始前の筋厚は33.29±4.04 ㎜、運動直後の筋
厚は37.04±5.13 ㎜で有意差を認めた。MT 変化率と exMT
変化率、周径変化率との相関係数はそれぞれ－0.11, －0.18
で有意な相関関係を認めなかった。

【考察】 運動前後の筋厚は有意に増加していた。池添らは、
筋力トレーニングを行うと、メカニカルストレスによる筋線
維の微細損傷、あるいは血管透過性亢進による組織間液増加
や血流増加によって筋は腫脹するとしている。本研究におい
ても、同様のメカニズムで筋腫脹が生じたと考えられる。わ
れわれは exMT 変化率の大きいものほど、MT 変化率が大
きいと仮説を立てていたが、MT 変化率と exMT 変化率に
相関を認めなかった。運動前後の筋厚の変化は筋力トレーニ
ングによる筋の微細損傷の程度を示す。一方、宮本らは、収
縮時の筋厚は機能的特徴を捉えている可能性を示唆している。
つまり、収縮時の変化といった機能的な変化は、筋の受ける
ダメージとは関係がないと考えられた。
　また MT 変化率は筋力トレーニングの負荷の指標になる
が、特別な機械を用いずとも予測できないかを検討するため
に周径変化率との間に相関を検討した。両者の間には相関関
係を認めなかった。大腿直筋は羽状筋であり、羽状角の増加
が解剖学的筋断面積や筋厚変化よりも筋収縮能を反映するこ
と、さらに、今回の測定では内側広筋斜頭や外側広筋の筋腫
脹の影響を検討していないためと考えた。

【理学療法学研究としての意義】 臨床において、荷重下での
筋力トレーニングは多く用いられているが、それに対するエ
ビデンスは少ない。超音波画像診断装置を用い、安全かつ定
量的な負荷設定を行うための基礎データとなると考えられる。

荷重下での大腿四頭筋等尺性収縮トレーニングによる 
大腿四頭筋の筋厚の変化

○山下　龍太（やました りゅうた）1），福田　大輔1）2），兼岩　淳平1）2），野村　陽子1），	
棚次　恵梨1），工藤　慎太郎2）3）

1）医療法人社団 有隣会 東大阪病院 リハビリテーション部， 
2）森ノ宮医療大学保健医療学部 理学療法学科，3）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：超音波画像診断装置，筋力トレーニング，大腿四頭筋筋厚
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【目的】 段差昇降動作における、昇降速度の違いによって筋活
動は変化すると考えられるものの、昇降速度の違いに関する
報告はほとんどない。そこで今回、段差昇降時の大腿四頭筋
の筋活動を比較すると同時に、昇降速度の違いによって筋活
動がどのように変化するのかについて調査したので報告する。

【方法】 対象は健常男性9名、女性9名の計18名（平均年齢
21.5±0.5歳）とした。計測対象とした筋は、大腿直筋、内
側広筋、大腿二頭筋とした。運動課題は前方からの昇段動作
と降段動作とした。段差の高さは20 ㎝の台を使用した。動
作速度の条件は、遅い速度を60/min（slow）、通常速度を
90/min（normal）、速い速度を120/min（fast）に設定した。
速度設定にはメトロノームを使用し、それぞれの速度を保つ
よう動作を行わせた。筋活動の計測には NORAXON 社製
Myosystem1400を使用し、表面電極による双極誘導法にて
筋活動を観察した。サンプリング周波数は1000Hz とし、電
極中心間距離は2 ㎝とした。10回動作したうちの3回分の各
筋の平均筋活動量について、最大随意収縮時の筋活動量

（maximal voluntary contraction、以下 MVC）で正規化し
た値（%MVC）を用いて検討した。計測の際、デジタルビデ
オカメラ（canon 社製）を用いて筋電波形とビデオ画像を同
期させ、筋電図における昇段動作および降段動作を同定した。
比較検討として、3つのスピードにおける昇段動作と降段動
作との間の比較について、Wilcoxon 符号付順位和検定を用
いて行った。さらに昇段動作および降段動作における3つの
スピード間の比較について Friedman 検定後、Bonferroni
の多重比較検定を用いて行った。いずれも有意水準を5% 未
満とした。

【説明と同意】 すべての対象者に対し本研究の目的を口頭お
よび書面にて説明し協力を得た。

【結果】 
①3つのスピードにおける昇段動作と降段動作の比較
　大腿直筋については、いずれの運動速度においても両動作
間で有意な差は認められなかった。内側広筋については、
slow においては昇段時の方が有意（p ＜0.05）に大きい値を
示した。fast においては降段時の方が有意（p ＜0.01）に大
きい値を示した。normal については両動作間で有意な差は
みられなかった。大腿二頭筋については、slow においては
昇段時の方が有意（p ＜0.05）に大きい値を示した。normal、

fast については両動作間で有意な差はみられなかった。
②昇段動作および降段動作における3つのスピード間の比較
　大腿直筋については、降段時の fast が、slow に比べて有
意（p ＜0.01）に大きい値を示した。昇段時については3つの
スピード間で有意な差はみられなかった。内側広筋について
は、昇段時の slow が、fast に比べて有意（p ＜0.01）に大き
い値を示した。また降段時については、fast が、slow に比
べて有意（p ＜0.05）に大きい値を示した。大腿二頭筋につい
ては、降段時の fast が、normal（p ＜0.05）および slow（p
＜0.01）に比べて有意に大きい値を示した。また normal が、
slow に比べて有意（p ＜0.05）に大きい値を示した。昇段時
については3つのスピード間で有意な差はみられなかった。

【考察】 今回、段差昇降動作について昇段時と降段時で膝関
節周囲筋の筋活動にどのような違いがみられるのか、またス
ピードを変えることでどのような変化がみられるのかを明ら
かにするため、筋電図を用いて検討を行った。その結果、大
腿直筋の筋活動については、動作速度の違いによる昇段動作
と降段動作間の差は認められなかった。ただ降段動作ではス
ピードが速くなると筋活動量が大きくなる傾向にあることが
示された。内側広筋については、遅いスピードでは昇段動作
が降段動作より筋活動量が大きくなり、スピードが速くなる
と降段動作が昇段動作よりも筋活動量が大きくなることが示
された。これは、先行研究における昇段動作、降段動作の筋
活動量増加の見解の違いについて、スピードの違いがあった
可能性を示唆するものと考えられた。また同じ大腿四頭筋で
も大腿直筋とは違う傾向が確認され、短関節筋と二関節筋の
違いが影響しているものと考えられた。本研究において、段
差昇降時の大腿直筋の筋活動量は25.8% ～31.5%、内側広
筋の筋活動量は37.2% ～47.7% と、筋力増強・維持効果が
期待できる値を示していた。大腿二頭筋の筋活動については、
降段動作より昇段動作のほうが有意に高い値を示す傾向に
あった。これは、昇段時の股関節伸展モーメントが働くこと
によるものと考えられた。ただ、昇段・降段動作いずれにお
いても筋活動量は最大筋力の10% 程度であり、昇降動作へ
の関与は少ないものと考えられた。

【理学療法研究としての意義】 本研究結果から膝関節伸筋群
の筋力維持・増強訓練として段差昇降動作を用いる際の裏付
けとなる基礎的なデータを示したと考える。

筋電図を用いた段差昇降動作における膝関節周囲筋の筋活動の検討

○西山　好人（にしやま よしと）1），堀池　将隆2），下村　夏生3），秀村　望至4），阪本　良太5）

1）笹生病院 リハビリテーション科，2）宮地病院 リハビリテーション科， 
3）生野中央病院 リハビリテーション科，4）西病院 リハビリテーション科， 
5）大野記念病院 リハビリテーション科

Key word：段差昇降，速度変化，膝関節筋
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【目的】 骨格筋は、生体内における最大の代謝器官であり、
骨格筋量は生命予後と相関する。骨格筋における活動のエネ
ルギーとして必須である ATP は主に糖代謝から生成する。
骨格筋における糖代謝に関する報告は多いが糖質摂取が骨格
筋の増殖・分化に与える影響についての報告は少なく、
Grabiec らがマウス筋芽細胞株 C2C12で高糖濃度が増殖・
分化を促進すると報告しているのが目を引く。われわれも先
行研究として Glucose 濃度の筋芽細胞増殖への影響を検証
し、高 Glucose 濃度により筋芽細胞の増殖・分化の促進と
筋成熟に寄与することを明らかにした。これらの知見から、
糖摂取が骨格筋構造タンパクの形成において促進性に作用す
ると考えられた。このため、本研究においては、飲水糖負荷
マウスモデルにより下肢骨格筋の構造タンパクの変化を明ら
かにすることを目的とした。

【方法】 
〈In vitro 予備実験〉 マウス筋芽細胞株 C2C12を使用し、
10% FBS 添加ダルベッコ変法イーグル最小培地（DMEM）に
より、37℃、5% CO2にて培養を行った。Glucose 濃度0、1、
2.25、4.5 g/L の4群を作成し、Inslin 濃度10 ㎍/mL で各群
同数の C2C12細胞を処理し分化誘導を行った。6日後に細胞
形態を暗視野で観察、写真撮影を施行し細胞数を計測した。

〈In vivo 本実験〉 BALB/c マウス（雄、週齢6週）7匹（両側
大腿四頭筋14肢）について群分けを行い、自動給水の Contol
群3匹と2群の Glucose 飲水群；10%Glucose 群2匹、50% 
Glucose 群2匹とした。2週後に飲水量、体重、血糖値を測定、
安楽殺を施行、両側大腿四頭筋を採取した。得られた骨格筋
は湿重量を測定し、－80℃保存後ハンマーにより粉砕、筋
膜等の線維を除去した。各群同重量のサンプルから RIPA-
Buffer を用いてタンパク抽出を行い骨格筋構造タンパクであ
る Myosin Light chain 1含量を ELISA KIT（COSMOBIO）
にて解析した。なお得られたデータの統計解析は Steel-
Dawass 検定により、有意水準は0.05未満とした。

【説明と同意】 本研究は、奈良県立医科大学、動物倫理審査
委員会の承認を得て実施された。

【結果】 
〈In vitro 予備実験〉 処理前細胞数（個 /mL）1807.6±149 
処理後細胞数は、0、1、2.25、4.5 g/L の各群それぞれ38.3
±4、31.6±3、408±20.3、2554±46.4であった。顕微鏡

像では、4.5 g/L 群で myotube への分化が著明であった。
〈In vivo 本実験〉 本研究の結果（Control 群 /10%Glucose 群
/50%Glucose 群）は、飲水量（mL）（自動給水 /362/430）、
血 糖 値（ ㎎/dL）（141±7/128±0/115±6.3）、 体 重（g）

（23.1±0.1/22.9±0.7/23.8±1.5）で、いずれも各群に有意
差は認められなかった。骨格筋湿重量（㎎）に関しては、

（219±40/259±37/251±32）であり、有意差はないもの
の糖摂取群で重量増加の傾向が見られた。Myosin Light 
chain 1の筋タンパク含量（㎍/㎎）は（1.42±0.6/1.74±0.5/ 
1.99±0.4）であり、50%Glucose 群が Control 群と比較し有
意に増加していた（P ＜0.05）。

【考察】 本実験では、Glucose 負荷マウス群において Control
群と比較し血糖・体重に有意差が認められず、2型糖尿病と
は異なりインスリン抵抗性のない状態が確認された。今回の
結果では、骨格筋構造タンパクである Myosin Light chain 
1の筋タンパクに占める重量が糖質負荷に伴い上昇し、
50%Glucose 群で有意な増加を示した。これはわれわれの先
行研究での C2C12細胞において高 Glucose 濃度で分化が誘
導された結果と一致した。また Grabiec らの報告とも矛盾
しない。このことより生体内においても Glucose の摂取は
骨格筋量の維持と成熟に対し促進性に作用する可能性が示唆
された。なお、本基礎実験では、50%Glucose 飲水負荷を行
なっているが、この系を直接ヒトに対し当てはめることは、
負荷強度の点で問題がある。今後、適切な糖負荷量や期間、
運動との併用等を検討・考慮し、適切なヒト・モデルを確立
していきたい。

【理学療法研究としての意義】 本実験の理学療法研究の意義
として、運動療法における筋力増強運動やその効果である骨
格筋肥大を促進するために有用な方法となる可能性が期待さ
れる基礎医学的研究である。また糖尿病等の糖代謝異常にお
ける骨格筋変性を解明する上でも有効なモデルとなる基礎医
学的知見であると考える。

飲水糖負荷がラットの大腿四頭筋におけるMyosin Light chain 1の 
発現に及ぼす影響

○森　拓也（もり たくや）1）2），川原　勲1）2），後藤　桂2）3），國安　弘基1）

1）奈良県立医科大学 医学部 医学研究科 分子病理講座， 
2）医療法人 和幸会 阪奈中央病院 リハビリテーション科， 
3）医療法人 和敬会 星田南病院 リハビリテーション科

Key word：グルコース，骨格筋，ミオシン軽鎖
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【目的】 今回、立ち上がり動作の屈曲相における胸椎・胸腰
椎移行部と左股関節の関連性を考慮した理学療法により、立
ち上がり動作が改善した脳血管障害左片麻痺症例を経験した
ため報告する。

【症例紹介】 症例は、アテローム性脳梗塞により左片麻痺を
呈した60歳代男性である。主訴は「家に帰りたい」である
が、在宅復帰には車椅子移乗動作の獲得が必要であった。現
在、立ち上がり動作に介助を要していることから、Needs
を立ち上がり動作の実用性向上とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、対象者の保護には
十分留意し、説明と同意を得た。

【経過】 立ち上がり動作の開始肢位である座位姿勢において、
左股関節屈曲は右側と比較して乏しく、骨盤は後傾・左回旋
位を呈し、殿部は左後方に変位していた。また胸腰椎移行部
での屈曲、右側屈が認められた。これは、殿部の左後方変位
に対し体幹を右前方に位置させ、姿勢を制御する目的で生じ
ていると考えられた。また座位姿勢において、右上肢は肩関
節屈曲・外転位、肘関節軽度屈曲位、前腕回内位で右前方に
設置した台に前腕から手掌を置いていた。立ち上がり動作の
屈曲相は、座位姿勢から右股関節屈曲に伴う体幹前傾と、右
肩関節伸展・肘関節屈曲により、身体の右前方移動が急速に
生じ、矢状面において頭部が骨盤を越える時期に、胸椎およ
び胸腰椎移行部が過度に伸展し、体幹前傾はこの時期で終了
した。これにより、屈曲相における体幹前傾が不十分なまま、
殿部離床相が困難になると考えられた。筋緊張検査では、左
大殿筋下部線維の筋緊張低下、両側最長筋・右外腹斜筋斜走
線維の筋緊張亢進を認めた。その他、体幹・股関節周囲の関
節可動域検査、感覚検査においては異常を認めなかった。本
症例の座位姿勢においては、左大殿筋下部線維の筋緊張低下
により左股関節屈曲が乏しく、骨盤後傾・左回旋位を呈する
と考えられた。そして、殿部の左後方変位に対し、右外腹斜
筋斜走線維の筋緊張亢進による胸腰椎移行部の屈曲・右側屈
により胸郭を右前方に下制することで姿勢を制御していると
考えられた。立ち上がり動作の屈曲相では、左大殿筋下部線
維の筋緊張低下により、左股関節屈曲による体幹前傾を制動
することが困難であると考えられた。そのため、身体の前方
移動が生じないように両側最長筋の筋緊張亢進により胸椎・
胸腰椎移行部が過度に伸展すると考えられた。その結果、屈

曲相における体幹前傾が不十分となり、殿部離床時が困難に
なると推測された。そこで理学療法では、左大殿筋下部線維
の促通を目的に、座位での両股関節屈曲にともなう体幹前傾
運動を反復して練習した。理学療法実施後、左大殿筋下部線
維の筋緊張が改善し、座位姿勢時に認められた殿部の左後方
変位は軽減した。立ち上がり動作の屈曲相では、左大殿筋下
部線維の筋緊張改善により、左股関節屈曲制動に伴う体幹前
傾制動が可能となった。これにより、屈曲相初期に認めた両
側最長筋の筋緊張亢進による胸椎・胸腰椎移行部の過度な伸
展が軽減し、屈曲が可能となった。そして、矢状面において
頭部が膝関節を越える程度の体幹前傾が可能となり、殿部離
床が獲得され、立ち上がり動作の実用性が見守りレベルに向
上した。

【考察】 本症例では、左大殿筋下部線維の筋緊張改善が、座
位姿勢および立ち上がり動作の屈曲相の改善に繋がった。鈴
木らは、健常者の立ち上がり動作では、屈曲相初期において
胸腰椎屈曲が生じた後に胸腰椎伸展が生じると報告している。
本症例においても、左大殿筋下部線維の筋緊張改善により、
左股関節屈曲制動に伴う体幹前傾制動が可能となり、屈曲相
初期から認められた両側最長筋の筋緊張亢進による胸椎・胸
腰椎移行部の過度な伸展が軽減したと考えられる。これによ
り、屈曲相における体幹前傾が十分可能となり、殿部離床が
改善し立ち上がり動作の実用性向上に繋がったと推測される。

【理学療法研究としての意義】 本症例では、立ち上がり動作
の屈曲相における体幹前傾の改善には、左大殿筋下部線維の
筋緊張改善が有効であった。本症例を通して、正常動作の理
解に加え、異常な関節運動やそれに伴う現象がなぜ生じてい
るのかを動作観察を通して分析し、原因となる機能障害にア
プローチすること、いわゆるトップダウン評価の重要性とそ
の効果を再認識した。

麻痺側股関節と胸椎・胸腰椎移行部の関連性を考慮した理学療法により
立ち上がり動作が改善した脳梗塞左片麻痺患者の一症例

○藤田　菜摘（ふじた なつみ）1），完山　花菜1），好井　直輝1），清原　直幸1），金岡　翼1），	
中道　哲朗2），鈴木　俊明3）

1）神戸マリナーズ厚生会病院 リハビリテーション科，2）ポートアイランド病院 リハビリテーション科， 
3）関西医療大学大学院 保険医療学研究科

Key word：大殿筋下部線維，胸椎，胸腰椎移行部，立ち上がり動作
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【目的】 脳幹梗塞を発症し、初回評価時に重篤な右片麻痺を
呈したが、家事動作と自動車の運転の再獲得へ向けて、体幹
機能を基盤としたアプローチが功を奏したと思われるためこ
こに報告する。

【症例紹介】 60歳代女性。左橋腹側から一部延髄にかけ
Branch atheromatous disease type（以下 BAD）の脳幹梗
塞を発症し右片麻痺と構音障害を呈した。搬送時 National 
Institute of Health Stroke Scale 9点で右上下肢とも脱力著
明、さらに入院後も梗塞巣拡大し症状進行みられた。発症翌
日より介入開始し、開始時 Brunnstrom Recovery stage（以
下 BRS）手指Ⅰ上肢Ⅱ下肢Ⅰで右上下肢は重力に抗し僅かに
自動運動可能なレベルであった。表在及び深部感覚正常。そ
の他に軽度構音障害を認めた。

【説明と同意】 当院規定に従い「発表に関する同意書（倫理
第5様式）」をもとに担当主治医及び療法士より説明を行い
今回の報告と発表に関する同意を得た後、倫理審査委員会の
承認を得た。

【経過】 第1病日より介入、BRS 手指Ⅰ上肢Ⅱ下肢Ⅰで表在及
び深部感覚は正常。第2病日より離床。第3病日、BRS 下肢
Ⅱへ改善、平行棒内立位保持開始。第7病日、短下肢装具を
着用し平行棒内歩行開始、病棟にて看護師介助でトイレ動作
可能となった。第8病日、side cane にて歩行訓練開始。第11
病日、BRS 手指Ⅱへ改善、Stroke Impairment Assessment 
Set（以下 SIAS）43/76（Motor1-0-1-2-0）。また車椅子自
走 獲 得。 第15病 日、BRS 手 指 Ⅲ、SIAS46/76（Motor2-
1c-4-2-0）へ改善し四点杖にて歩行訓練開始。またベッド
サイドにて起居動作修正自立。第22病日、BRS 手指Ⅳ上肢
Ⅲ下肢Ⅲ SIAS54/76（Motor4-2-4-3-1）へ改善、移乗動作
が修正自立となった。第24病日、近位監視にて歩行可能と
なった。

【考察】 脳卒中に対するリハビリテーション（以下リハビリ）
において、脳卒中ガイドライン2009及び2015では運動障害
及び Activities of Daily Living（以下 ADL）における後遺症
に対し、回復を促進するため早期より積極的にリハビリを行
い、訓練量や頻度を多く実施することが勧められている。上
肢機能障害に対しては特定の訓練を積極的に繰り返し行うこ
とが強く勧められており、下肢麻痺筋に対しては、機能的電
気刺激やペダリング運動が歩行能力向上や筋再教育に有用で

あるとされている。また、歩行障害についても下肢訓練の量
を多く行うことが勧められている。
　本症例は右片麻痺を呈したが、利き手も右であったため、
ADL 動作を大きく阻害された。感覚障害は認めず運動障害
による ADL 動作の阻害が課題であり、体幹機能へのアプ
ローチを基盤に四肢の機能回復を図った。
　体幹機能に対し、寝返り及び起居動作訓練、麻痺側片脚立
位保持、頸部挙上訓練、腹臥位で体幹及び四肢伸展を実施し、
中枢部の安定性向上による四肢の機能回復を図った。また、
上肢機能に対しては、神経筋再教育、座位でリーチ動作訓練、
ADL 場面での補助手としての積極的使用、下肢機能に対し
ては神経筋再教育、ペダリング運動にて回復を図った。なお
上肢帯については体幹機能の向上を図ったことで肩甲帯の安
定性が獲得できた。神経筋再教育の効果と相まって肩甲上腕
関節の亜脱臼を認めることなく経過している。

【理学療法研究としての意義】 本症例は初回評価時に重篤な
運動麻痺を呈していたが、主たる梗塞巣が橋であり年齢も
60代であったことから運動麻痺についてある程度の回復を
期待して理学療法を開始した。基本的には脳卒中ガイドライ
ンの方針に従ってプログラムを立案したが、体幹機能の向上
を目指したトレーニングについては同ガイドラインでの言及
は少ない。しかし脳卒中片麻痺患者の機能回復には体幹機能
の改善に向けたアプローチも重要と考えられる。こうした観
点から本症例では体幹機能を基盤としたアプローチも重視し
てプログラムを遂行し、一定の成果が得られたため報告する
次第である。

橋梗塞により右片麻痺を呈したが、体幹に着目してアプローチし 
改善が得られた一症例

○向山　将平（むかいやま しょうへい）
宇治徳洲会病院 リハビリテーション科

Key word：体幹，片麻痺，BAD
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【目的】 今回、低速での歩行に困難感を訴え、屋内での転倒
経験のある両側性小脳梗塞患者への治療介入を経験した。こ
の症例に対して歩行能力の改善と転倒リスクの軽減を目的に
体性感覚情報の収集と分析の観点から介入し、良好な結果を
得たので報告する。

【症例紹介】 症例は60歳代の男性。診断名：左小脳梗塞（皮
質部）。既往歴に小脳梗塞（両側皮質部、約30年前）があっ
た。介入当初より軽度の構音障害を認めるもコミュニケー
ションは良好に可能であった。

【説明と同意】 本発表に対して、症例には口頭と書面にて十
分な説明を行い、同意を得ている。

【経過】 初期評価において、ROM, MMT、感覚検査では全
て著明な問題を認めなかった。失調検査では指鼻指試験のみ
軽度の測定障害を認め、回内回外試験で困難感の訴えがみら
れた。Berg balance scale（以下：BBS）は53/56点であった。
10 m 歩行では、高速歩行8.63秒、17歩、低速歩行16.76秒、
23歩であった。また、10 m の継脚歩行では歩行周期全体を
通して目線が前下方かつ IC が足尖接地であり、遂行中に二
回の失敗がみられた。静止立位における足圧中心（Center 
of Pressure：COP）を開脚・閉脚 + 開眼・閉眼の4条件で
測定したところ、閉脚立位での左右方向の最大範囲は開眼で
2.4±0.4 ㎝、閉眼で6.6±1.4 ㎝であり、閉眼での左右の重
心動揺幅の著明な増加を認めた。また、生活行動場面におい
て、「ゆっくり歩けない」「目を閉じると揺れる」という特
徴的な歩行困難感の訴えが聞かれた。小脳は運動記憶の獲得
と維持に重要な役割を担っており、学習に基づく予測制御器
であるといわれている（永雄、2013）。本症例は2度にわた
る小脳皮質部の梗塞により、体性感覚フィードバックに基づ
いて運動をプログラムするフィードフォワード機構の破綻が
生じ、視覚情報優位の重心制御を代償的に学習していたと考
えた。これにより、体性感覚フィードバックに基づく姿勢制
御が要求される継足歩行や低速歩行下では、足底圧の位置情
報の収集と分析が困難となり、支持基底面内における重心動
揺を増大させているのではないかと考えた。よって、視覚情
報を用いずに足底圧の位置情報の収集と分析が可能になるこ
とで、体性感覚情報を基にした運動の予測が可能となり、視
覚情報に依存せずに立位制御や歩行速度の調整が可能となる
のではないかという仮説を立てた。介入として、体性感覚情

報を基に足底圧の位置の解答を求める課題を実施した。はじ
めに、重心軸の位置を調整することのできるバネ付き多軸不
安定板上に立位をとり、セラピストによって操作される重心
位置の変化から足底圧の位置の変化を分析する課題を実施し
た。次に、床反力を調整することのできるバネ付きボックス
上で片手支持のステップ位をとり、操作される前足部の床反
力の変化を分析する課題を実施した。1回の訓練時間は60
分。介入期間は14日間であった。結果は、2回目の介入にて
BBS が56/56点となり、10 m の継脚歩行では歩容に著明な
変化がないものの、失敗なく遂行可能となった。5回目の介
入にて閉脚立位での COP 左右方向の最大範囲は開眼で1.7
±0.3 ㎝、閉眼で4.0±0.8 ㎝となり、重心動揺幅の減少を
認めた。14回目の介入にて10 m 歩行では、高速歩行6.66秒、
14歩、低速歩行41.56秒、23歩となり、10 m の継脚歩行で
は歩行周期全体を通して目線が前方かつ IC は踵接地へと変
化し、歩行困難感の訴えは消失した。

【考察】 本症例は体性感覚に基づく予測的姿勢制御機構が破
綻し、視覚優位の姿勢制御を代償的に学習したことで、重心
動揺の増大を招き、歩行速度の調整が困難となっていたと考
えた。小脳は運動の内部モデル（順モデル・逆モデル）を学
習・記憶し、それを用いて運動の予測制御を行うことで、円
滑な運動が実現されるといわれている（永雄、2013）。本症
例の介入に際し、体性感覚情報を基に、足圧中心の位置や床
反力の変化を分析する課題を実施した。この課題によって、
運動指令の実行による結果を予測する順モデルの学習・記憶
が促され、これにより、目的にかなった運動指令を作成する
逆モデルの学習・記憶が促されたと推察する。その結果、重
心動揺は減少し、体性感覚に基づいた歩行の予測制御が可能
となり、歩行速度の調整が可能となったことは、前述の基礎
知見を支持する結果であると考える。

【理学療法研究としての意義】 狭い居室内や家屋内では、随
意的な歩行速度の調整が必要であると予想される。本症例の
治療介入の結果は、屋内での転倒リスクの軽減にとって意義
ある結果であると考える。今後も症例数を重ね、より効果的
な課題の設定に関する検討をすすめていきたい。

歩行速度の調整が困難となった小脳梗塞患者に対する 
認知神経リハビリテーションの試み

○山口　伊三郎（やまぐち いさぶろう）1），菅沼　惇一1），壹岐　伸弥2），大住　倫弘3），	
奥埜　博之1）

1）摂南総合病院 認知神経リハビリテーションセンター，2）川口脳神経外科リハビリクリニック， 
3）畿央大学ニューロリハビリテーション研究センター

Key word：小脳，予測制御，歩行速度
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【目的】 大畑によると、歩行障害に対する歩行トレーニング
の目標は「歩行を獲得する」「歩行を改善する」「歩行を実
用化する」の3段階に分類される。脳卒中片麻痺患者におけ
る杖歩行には、2動作歩行と3動作歩行がある。歩行トレー
ニングの目標からすると3動作歩行から獲得を目指すのが定
石である。諸家の報告によると、3動作では麻痺側荷重量が
少ない、スピードが遅いなどが挙げられ、2動作では、リズ
ミカルな歩行から central pattern generator の役割を増加
させて自動歩行の再獲得に繋がる、エネルギー効率が高まる、
麻痺側荷重が高まるといった点が挙げられている。よって、
2動作歩行の方が実用性に長けているといえる。しかし、2
動作前型の歩行を獲得できるのは随意性の高い患者であるこ
とは異論のないことであろう。
　今回、年齢（30代、50代）、病期（生活期、急性期～回復期）、
ブルンストロームステージ（以下、BRS）Ⅱ～Ⅲと重度な片麻
痺を呈した2症例が、介入後約2か月間で2動作前型歩行を獲
得した経験を紹介し、その要因について考察を述べる。

【症例紹介】 
症例 A：延髄梗塞を発症し、急性期より当院へ入院した50
代男性。病前の ADL は自立。装具療法開始時の BRS：上
肢Ⅰ・手指Ⅱ・下肢Ⅱ、歩行動作は全介助レベル。
症例 B：5年前に脳出血を発症した生活期の症例。急性期、
回復期を経て在宅生活での移動は車いすレベルであった。当
院入院時の BRS：上肢Ⅱ・手指Ⅰ・下肢Ⅱ、歩行動作は4点
杖・Shoe horn brace を使用して近位見守りレベルであった。

【説明と同意】 症例報告を行うにあたり、患者に対してヘル
シンキ宣言に従い報告する内容を説明し、同意を得た。

【経過】 
症例 A：装具療法開始より約2週間でプラスチック長下肢装
具（以下：PKAFO）を装着して、2動作前型歩行での平行棒
内歩行自立。装具療法開始より約2か月でロフストランド杖
と PKAFO を装着して、10 m 歩行8.2秒となり、2動作前型
での実用歩行獲得となった。その時点での BRS：上肢Ⅱ・
手指Ⅲ・下肢Ⅲであった。
症例 B：当院での装具療法開始後、約2週間で PKAFO を
装着して平行棒内での2動作前型歩行を獲得、約2ヵ月にて
ロフストランド杖と PKAFO を装着して、10 m 歩行9.7秒
となり、2動作前型での実用歩行獲得となった。その時の
BRS に変化はなかった。

【考察】 今回紹介した2症例ともに、PKAFO を装着して平
行棒内歩行の自立獲得に要した期間が約2週間、ロフストラ
ンド杖と PKAFO を装着しての2動作前型での実用歩行獲
得に要した期間が約2ヶ月間であった。
　この結果は当院で用いている PKAFO 特性が、脳卒中片麻
痺患者における随意運動障害と2動作前型歩行での運動課題
に適合しやすく、効率の良い運動学習を行えていると考えた。
　高草木によると、予期的姿勢調節には皮質網様体脊髄路が
関与しており、随意運動を行う場面では、随意運動の指令が
外側皮質脊髄路を介して伝達されるより先行して皮質網様体
脊髄路により姿勢制御が発動し、随意運動が成り立っている
とある。脳卒中片麻痺患者に置き換えると、非麻痺側先行で
歩き始める事により、麻痺側下肢の支持は随意的にではなく
自動的に行われるといえる。この時の装具としては、従来用
いられている金属支柱付長下肢装具など長下肢装具の機能が
必要と考えられる。しかし、才藤は、長下肢装具では遊脚相
に、短下肢装具では立脚相に課題が残るトレードオフが生じ
るとしている。すなわち、立脚相の安定性確保という課題を
達成できたとしても、遊脚相では阻害因子となる。
　PKAFO の機能特性としては、立脚相では安定性保持、
遊脚相では二重振り子の機能を可能にしている。これは梅田
らの報告によると、足背屈・膝伸展制動と大腿前面カフによ
り立脚相の抗重力伸展位を誘導させる。大畑によると足関節
背屈角度を制限すれば膝軸のモーメントアームが小さくなる
ので、膝屈曲方向への外的モーメントが減少するとある。
よって足・膝関節の制動の調整や大腿前面カフにより、床反
力ベクトルに対するアライメント調整を学習する事が重要で
あると考えた。また、遊脚相においては膝の固定はないため、
片麻痺患者の歩行動作における遊脚時での課題を減らす事が
でき、立脚相への促通を強化することが可能となる。よって、
運動制約のみでの運動課題の単純化ではなく、運動制約と自
由度確保を共有したなかでの運動課題の単純化を可能にする
ことができた。そして、平行棒内自立となり、歩行は歩行に
よって練習するのが最も転移性が高く（才籐、2010）、効率
的な運動学習がなされていたと推測できた。

【理学療法研究としての意義】 課題の適切化に伴い、短期間
での歩行再建を可能にすることで、最終目標を立案しやすく
することができる。また、回復期における算定上限日数期間
内での FIM 効率にも有用となると考えられる。

脳卒中片麻痺患者の実用歩行獲得に至る要因の考察
～2カ月間で2動作前型歩行獲得に至った症例を通して～

○中西　康二（なかにし こうじ），梅田　匡純，大江　寿
京丹後市立弥栄病院

Key word：実用性歩行，プラスチック長下肢装具，運動学習
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【目的】 今回、発症から20年以上経過している転倒頻度が多
い、脳卒中片麻痺患者を担当する機会を得た。障害像を把握
し、身体機能に応じて下肢装具（Gait Solution 付短下肢装
具：以下 GS）を再作製したことにより、立位・歩行能力に
改善がみられた症例を経験したため報告する。

【症例紹介】 80代、女性。平成6年7月に脳梗塞と診断され、
左片麻痺を呈し、約3ヶ月間入院加療していた。自宅に退院
後、約3年間外来リハビリを受けていたが、以降は掃除や洗
濯等自分で出来る事を行いながら、夫と二人暮らししていた。
自宅内での転倒頻度が多くなってきた事から、平成27年10
月8日より、訪問リハビリ開始に至る。

【説明と同意】 本報告にあたり、症例・ご家族に症例報告の
意義を説明し同意を得た。

【経過】 本症例は HDS-R は20点と、記銘力低下が伺えたが、
意識清明でコミュニケーション良好であった。運動機能は
Brunnstrom recovery stage 上肢Ⅳ、手指Ⅴ、下肢Ⅴであり、
感覚機能は下肢深部感覚は正常であったが、表在感覚に中等
度鈍麻がみられた。左下腿から足部に浮腫がみられ、関節可
動域は左股関節伸展・外転、膝関節伸展、足関節背屈に制限
がみられた。基本動作はベッド上起居動作や立ち上がりは、
支持物を使い自立。移動は T-cane 歩行や伝い歩きで屋内移
動していたが、週に1回以上の転倒報告があり、動作時筋緊
張の亢進による麻痺側下肢振り出し時の内反尖足が、転倒要
因の一つとして考えられた。外来通院時期にプラスチック短
下肢装具を作製していたが、訪問時には使用していない状況
であった。訪問初期時の立位バランスは、閉脚位・ステップ
位を20秒以上保持できたが、継ぎ足位保持は10秒未満で
あった。5 m 歩行は、30歩20.3秒（装具無し）、28歩18.8秒

（装具あり）であった。平成28年2月に装具再作製後、立位
バランスは、装具あり・無し共に継ぎ足位保持20秒以上可
能となり、5 m 歩行は、26歩16.4秒（装具無し）、21歩13.4
秒（装具あり）と改善がみられ、転倒報告は4月以降0回と
なった。

【考察】 麻痺側立脚期の安定性低下や麻痺側遊脚期の toe 
clearance 低下対し、下肢関節可動域拡大に努めると共に
GS を作製し、立位でのステップ練習等を通じ、立位バラン
スや歩行能力の向上を図った。GS 作製前と比較し、立位バ
ランスや歩行スピードに改善がみられ、自宅内での転倒回数

は大幅に減少した。脳卒中ガイドラインにおいて、歩行障害
に対するリハでは、内反尖足がある脳中片麻痺患者への短下
肢装具の使用が勧められている（グレード B）。今回麻痺側
下肢に荷重時の膝折れが無いことや、麻痺側足関節の可動域
が5°以上みられたこと、下肢分離運動が比較的良かったこ
とが、GS の適応になったと考える。また維持期リハは獲得
した機能をできるだけ長期に維持するために実施するものと
して推奨されており（グレード B）、今後 GS 装着下でのス
テップ練習や歩行練習等のリハ継続が、本症例の機能維持に
有用と思われる。

【理学療法研究としての意義】 脳卒中維持期患者が有する身
体機能や動作能力を高め、維持していくための一方法として、
下肢装具の適合を随時検討することの重要性を実感できた。

発症から約20年経過した脳卒中患者に対し、装具再作製を行い、 
立位・歩行能力に改善がみられた一症例
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